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１ ．問題と目的 

 

教職員の精神疾患による病気休職者数は 4891 人（全教育職員の 0.53％）であり，高止まりが続いている（文

部科学省，2017）。教職員のメンタルヘルス対策検討会議（文部科学省，2012a）は，その背景として「業務の量

と質の変化」と「職場環境と人間関係」があると報告している。「業務の量と質の変化」の例として，生徒指導上

の諸課題において教職員個人が得てきた知識や経験だけでは十分に対応でなきないことが挙げられている。さら

に，教職員の業務の特徴として，個人で抱え込みやすいこと，正解が無いため自分自身の努力に対する周りからの

肯定的なフィードバックがないと燃え尽きてしまうことがあると指摘している。また，『職場環境と人間関係』におい

ては，同僚教員に対して意見等を言いにくい雰囲気や，上司や同僚に悩みや相談をしづらくなることがメンタルへ

ルス不調の背景として述べられている。これらの指摘を踏まえた教師に対する支援や体制作りが求められている。 

  ところで，文部科学省の調査によれば，通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な支援を必要と

する児童生徒は約 6.5％いるという（文部科学省，2012b）。特別支援教育の推進により，通級による指導を受

けている児童生徒も増えているが（文部科学省，2015），この数値には遠く及ばない。発達障害の診断を受け

た児童生徒に加え，障害の診断や判断は受けていないが，教師が発達障害の特性があると認識している児童

（以下，発達障害傾向児）が数多く存在するものと考えらえる。一方，教師自身が発達障害児を担任することの

悩みや（岡本・網谷，2008），発達障害児を担任することで，自己の指導力への不信に陥るなど（落合，

2005），教師のメンタルヘルスの悪化が懸念されている。ところが，発達障害傾向児を担任する教師に限った研

究は少ない。さらに，障害も質的内容によって問題理解や指導の困難さに違いがあることが指摘されているもの

の（江口，2006），障害種別の研究も限られている。 

特集論文 

要約：通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な支援を必要とする児

童生徒は約 6.5％いわれているが，その多くは診断を受けていない。本研究は，発

達障害傾向児を担任する小学校教師の支援のため，発達障害傾向児の有無と，メ

ンタルへルス関連要因について検討することを目的とした。分析の結果，ASD傾向

児担任教師は，バーンアウト傾向（情緒的消耗感・脱人格化），職場環境ストレッ

サー（管理職との葛藤・多忙性・非協働性）が高く，自己効力感（生徒理解）が

低かった。ADHD傾向児担任教師は，バーンアウト傾向（達成感の後退）が高か

った。障害の診断がない発達障害傾向児の場合，典型的ではない症状や問題行動

を呈するため教師が理解しにくいだけでなく，周囲の教師からの理解やサポートを

得にくい面があるため，教師にとって大きなストレスとなっている可能性が考えられ

た。担任に抱え込ませないような職場環境作りや体制整備が重要である。 

キーワード 

教師のメンタルへルス 

発達障害 

バーンアウト 

職場環境 

自己効力感 
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そこで本研究では，発達障害傾向児担任教師の支援のため，小学校教師の発達障害傾向児の認知，メンタル

ヘルスの指標であるバーンアウト傾向，職場環境ストレッサー及び自己効力感との関連を検討することを目的とし

た。 

 なお，本研究では高田（2009）や高田（2011）と同一のデータセットを用いて分析を行う。高田（2009）及び

高田（2011）では，小学校教師の医学的な診断のある児童の有無によるバーンアウト傾向や規定要因について分

析を行っている。本研究では，障害の診断はないが，教師が発達障害の傾向があると認識している児童の有無と

関連要因について検討を行うものであり，これまでの研究と異なる。 

 

２ ．方法 

 

（1）調査手続き及び調査方法 

2008年の 9- 10月にかけて，協力可の回答のあった 27校の通常の学級の担任教師 508名 に対し，無記名自

記式質問紙調査を郵送法にて実施した。なお，自由意志による回答，調査の目的，個人情報やプライバシーの保

護など，研究上の倫理についての説明を質問紙の表紙に記載し，調査では個人情報を保護するため，回答済みの

質問紙は回答者自身に個別に郵送してもらった。 

（2）分析対象者  

回答のあった 235名（回収率 46.3％）のうち，欠損値のあった 29名を除いた有効回答は 206名（有効回答率

40.1％）であった。男性 69名，女性 137名，平均年齢は 42.5歳（SD=9.8）であった。 

（3）質問紙の構成 

1）発達障害傾向児に関する項目  

発達障害傾向児の学級内有無について尋ねた。発達障害傾向児とは，「障害の診断や判断は受けていないが，

教師が発達障害の特徴があると認識している児童」を指す。本研究の調査時期から障害名の変更があったが，現

在の診断名である自閉スペクトラム症（当時の高機能自閉症・アスペルガー症候群，以下 ASD），注意欠如・多

動症（当時の注意欠陥/多動性障害，以下 ADHD），限局性学習症（当時の学習障害，以下 SLD）のある児童

を発達障害傾向児として解釈し，考察を行うこととした。 

ASD傾向児は，文部科学省（2003）の定義を参考に，以下のように尋ねた。「現在あなたの学級に，なんらか

の障害の診断や判断を受けていないが，相手の気持ちを察することや，周りの状況に合わせたりする行動が苦手

であったり，特定のものにこだわりのみられる（高機能自閉症，アスペルガー症候群の特徴のみられる）児童がい

ると感じますか」。 

ADHD 傾向児は，文部科学省（2003）の定義を参考に，｢現在あなたの学級に，なんらかの障害の診断や判

断を受けていないが，注意力，衝動性，多動性などが年齢に不釣り合いで，社会的な活動や学業に支障をきたす

ことがある（注意欠陥/多動性障害の特徴のみられる）児童がいると感じますか｣と尋ねた。 

SLD傾向児については，文部科学省（1999）の定義を参考に，｢現在あなたの学級に，なんらかの障害の診断

や判断を受けていないが，知的発達に遅れはみられず，聞く，話す，読む，書く，計算するなどの能力のうち，

特定の分野に極端な苦手な側面が見受けられる（学習障害の特徴のみられる）児童がいると感じますか｣と尋ね

た。 

2）バーンアウト傾向を測定する項目 

伊藤の尺度（2000）を使用。本尺度は，「脱人格化」，「達成感の後退」，「情緒的消耗感」の 3下位尺度から

なる（17項目，5件法）。なお，「達成感の後退」は逆転項目として計算した。 

3）職場環境ストレッサーを測定する項目 

八並・新井（2001）の尺度を使用。「管理職との葛藤」，「多忙性」，「孤立性」，「非協働性」の 4下位尺度か

らなる（15項目，5件法）。 

4）自己効力感を測定する項目 

松尾・清水（2007）の尺度を使用。「生徒理解」，「教師理解」，「生徒指導」の 3下位尺度からなる（12項目，
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4件法）。 

 

（4）分析方法 

 教師が学級内で発達障害傾向児がいると認識しているかどうかによって，各尺度得点に違いが出るかを検討す

るため，独立サンプルの t検定を行った。 

 

３ ．結果 

 

（1）発達障害傾向児の担任状況 

発達傾向児の有無を集計した結果，通常学級の教師のうち 88 人が ASD 傾向児を担任していた。同様に， 

ADHD 傾向児の担任は 88 人であり， SLD 傾向児担任の担任は 107 人であった。なお，発達障害傾向児が低

学年で出現する頻度が高い可能性が考えられたため，発達障害傾向児の有無と担当学年との関連について χ2 検

定を行ったが，有意な差は認められなかった。 

（2）発達障害傾向児の有無と各尺度得点の比較 

 1）ASD傾向児の有無による比較 

 ASD傾向児の有無によって，各尺度の下位尺度間に違いがあるかを検討するため，t検定を行った。その結果，

バーンアウト尺度の「情緒的消耗感」において有群が無群よりも有意に高く（t (184)＝2.78，p<.01），「脱人格化」

においても有群が無群よりも有意に高かった（t (184)＝2.11，p<.05）。また，職場環境尺度の「管理職の葛藤」に

おいて，有群が無群より高く（t (184)＝2.43，p<.05），「多忙性」において有群が無群より高い（t (184)＝2.84，

p<.01），「非協働性」においても有群が無群よりも高い（t (184)＝3.11， p<.01）ことがわかった。さらに，自己効

力感尺度の「生徒理解」において有群が無群より低かった（t (184)＝-2.07，p<.05）。 

 2）ADHD傾向児の有無による比較 

ADHD 傾向児の有無によって，各尺度の下位尺度間に違いがあるかを検討するため t 検定を行った。その結

果，バーンアウト尺度の「達成感の後退」において，有群が無群より有意に高かった（t (184)＝2.51，p<.05）。 

 3）SLD傾向児の有無による比較 

SLD 傾向児の有無によって，各尺度の下位尺度間に違いがあるかを検討するため t 検定を行った。その結果，

全ての尺度において有意な差は認められず，本研究においては，SLD傾向児の有無と教師のバーンアウト傾向等

との関連は認められなかった。 

 

４ ．考察 

 

本研究では，発達障害傾向児担任教師の支援のため，小学校教師の発達障害傾向児の担任状況の検討と，メ

ンタルへルス要因の関連を検討することが目的であった。 

その結果，文部科学省（2012a）の調査同様，多くの教師が発達障害傾向児を担任していることが示された。 

次に，発達障害傾向児の有無と各尺度得点の比較を行った。その結果，ASD傾向児有群教師は無群教師より

も，子どもを理解できるという効力感が低く，心理的な疲労感が強いことが示された。特に，広汎性発達障害の児

童の言動は最も理解し難いといわれており，彼らに関わる教師たちは，言動を知的に理解したとしても，気持ちの

面で納得できず否定的感情を起こすことは避けられないことが指摘されている（江口，2006）。さらに，平岩（2011）

は，発達障害のなかでも，高機能自閉症児が最も学級でいじめに会いやすいと述べている。彼らは場の空気が読

めないことから，からかいやいじめにとどまらず，孤立が深まると不登校になる児童もいると指摘している。実際に

杉山（2005）は，広汎性発達障害の子どものうち，約 9.3％が不登校であると報告している。このような学級内で

生じる諸問題に対し，教師が消耗している可能性が考えられた。また，本研究結果からは，ASD傾向児担任教師

の方が職場環境においても多忙で協働しにくく，管理職との葛藤が強いという結果が得られた。そのため，この群

の教師は，職場環境においても援助が求めにくい状況にある可能性がある。さらに，ASD 傾向児がいると認識し
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ていても，自身の指導力不足とみなされることを危惧し，援助を求めにくく感じている教師も存在するものと考えら

れる。このような教師の存在に周囲が気づき，理解や対応について協議できるシステムや雰囲気づくりが重要であ

る。また，それ以前に，学級運営で苦戦している教師を孤立させないような職場環境が教師を支える上で重要で

あると考えられる。 

次に，ADHD 傾向児有群教師は無群教師よりも，達成感が得られにくいことがわかった。岡本（2007）は，

ADHD 児の問題行動は知識や経験だけでは対応することは困難であると述べている。さらに，ADHD 児は周囲

を巻き込むために感情的になりやすく，教師と児童双方が当事者になり対応困難になっているとも指摘している。

そのため，ADHD傾向児有群教師は無群教師よりも，このような対応や指導の難しさの悪循環から達成感が得ら

れにくくなっている可能性が考えられた。また，岡本（2007）は，ADHD児を担任一人に抱え込ませると，問題児

を中心とした学級運営はできないため，迷惑な存在として排除論に繋がる危険性を指摘している。井潤・上林・

北・榎戸・横山（2006）は，ADHD児担任教師のうち 70％が教室内でサポートしてくれる人が必要であると感じ

ているが，実際には 32％の教師しか支援されていないと報告しており，支援体制を充実させる必要性を指摘して

いる。以上より，ADHD傾向児を担任する教師に対しては，一人で抱え込まないよう役割や負担を分担できるよう

な支援体制の構築が課題である。 

SLD傾向児の有無によって，バーンアウト傾向に違いは認められなかった。これは，LD児は AS児や ADHD

児よりも意志が伝わりやすい（江口，2006）ためバーンアウトに陥りにくいものと考えられないだろうか。また，LD

児に対する教育的対応としては｢学級内でなんとかできる｣と捉えている教師が多い（別府・宮本，2007）と報告さ

れているように，SLD 児自身は学習上の困難を抱えつつも，ASD 児や ADHD 児のように周囲を巻き込むことが

少ないため，教師自身も消耗しにくいのではないだろうか。教師の困り感とは別に彼らへの支援を考える必要があ

るだろう。 

以上より，本研究において，一部の発達障害傾向児の有無とバーンアウト傾向，職場環境ストレッサー，自己効

力感との関連が明らかになった。障害の診断がない発達障害傾向児の場合，典型的ではない症状や問題行動を

呈するため教師が理解しにくいだけでなく，周囲の教師からの理解やサポートを得にくい面がある。そのため，教

師にとって大きなストレスとなっている可能性が考えられた。このような児童の実態を把握し，教師一人に負担を背

負わせないよう全校的な支援をするため，共通理解の場だけでなく，人的支援も必要な場合もあるだろう。 

本研究の課題として 3点あげられる。第 1 に，発達障害傾向児の有無は教師の主観に依存しているという点で

ある。すなわち，定義に示した症状を呈するような（指導に困難さを感じる）児童がいるかどうかの認識について

質問しているに過ぎず，実際に発達障害児がいることを意味しているわけではないため，測定方法は今後の課題

である。実際かなり多くの人数を報告した例もあり，バーンアウトや学級コントロールができないことを「発達障害」

に原因を帰属している可能性も考えられる。今回の分析では因果関係について明らかになっておらず，その解釈は

慎重に行う必要がある。また，発達障害傾向児の存在が教師にとってストレスであるという排除的な結論に留まっ

てはならないことも強調しておきたい。本研究はこのような心理的特徴を理解し，教師だけでなく児童（及びその

家族）にとっての教育や支援，成長に寄与するために行うものである。第 2 に，本研究では傾向児の有無と心理

的要因との関連について検討を行ったが，実際には他にも特別な支援を必要とする児童を担任していたり，同僚等

から支援を受けている教師も存在すると考えられる。そのため，今後は連携の有無や学校が認識しているかどうか

という他の要因も絡めた検討を行う必要がある。最後に，調査時期の問題である。本調査は特別支援教育開始か

ら間もない時期に行われており，かなり時間が経過しているため，現在の学校の状況との比較を行う必要がある。 

 

付記 

 本論文は著者の博士論文「小学校教師の特別支援教育に対する意識とバーンアウト傾向の関連」の一部である。 
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１ ．いわゆる「病休」に関する諸問題 

 

（1）教員の病気休職者数増加に関する先行研究 

2006 年に実施された文部科学省「教員勤務実態調査」からおよそ 10 年を経過して，教員の業務負担の

問題がにわかに社会的な課題として取り上げられることが目立つようになりはじめた。そのタイムラグに不満

こそあるものの（波多江 2018），厚生労働省の労働政策審議会が 2017年 9月に「働き方改革を推進するた

めの関係法律の整備に関する法律案要綱」を答申したように，労働や業務に関する負担軽減はまさに社会全

体の課題であるといえよう。調査による課題把握が的確になされてきたものの，特に公立学校教員は，公立

の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（いわゆる給特法）が適用され，労働基準法

的原則からは例外的な扱いとなるため，教員の負担軽減や長時間労働の抑制につながるかについては，今

後も政策の動向を注視する必要がある（小川 2017）。加えて，これまで教員は「子どものため」という理由

で献身的な教育活動を行ってきた経緯がある中で，労働形態にアプローチする制度的な改革のみでは望まし

い結果が見込めないとの意見もある（伊勢本 2018）。業務負担に対して，ある側面で自己納得をさせてきた

教員らが，例えば「子どものため」といった言説的資源や教員としての自律性を容易に手放しうるとは想像し

がたい。したがって教員の業務負担については，今後とも一層の実態把握が肝要となる。 

教員の業務負担について一層の実態把握のニーズに応えるためには，教員の業務負担を量的に把握する

指標が不可欠である。先行研究では，勤務時間や心理的指標等が用いられており，国や自治体レベルにお

ける動向を把握するうえでは，病気休職者数も有効とされる（例えば，高木 2009・2010，高木・森上 2011，

波多江・高木 2013）。実際に文部科学省が公開しているデータ
１ ）
では，教員の病気休職者数と，そのうち 

特集論文 

要約：本論文では，病気休暇者数に関して，任命権者である教育委員会に対して

調査を実施した。その調査結果を分析したものである。調査結果の提示により，病

気休暇の運用実態が明らかにすることができた。また，固定効果のパネルデータ分

析により，「精神疾患事由による病気休暇者数」と「精神疾患事由による病気休職

者数」との間に関係性が確認された。ただしそれは，病気休暇者・病気休職者へ

の予防・対処の余地がまだまだ存在するものともいえ，教員のメンタルについてそ

のサポートの在り方を考えていく必要がある。 
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図 1．病気休職者数と精神疾患事由による病気休職者数の推移 

 

の精神疾患事由による者の数も提示されている。ここ 16年間の教員の病気休職者数とそのうちに占める精神

疾患事由による病気休職者数の推移は図１ のとおりである。病気休職者数と精神疾患事由による病気休職者

数の推移がほぼ連動していることが確認される。 

   

図 1 からは一見して，病気休職者数の変動と精神疾患事由による病気休職者数の変動との間に強い相関

関係があることが分かる。相関係数は 0.99であったため，この間の病気休職者数推移は，ほぼ精神疾患事

由による病気休職者数の推移で説明ができると考えられる。ただし，系列相関の可能性もあるため，単純な

相関係数の確認だけでは不十分である。そこで両変数を回帰させてダービン・ワトソン比（DW比）
２ ）
を算

出したところ，0.73 と「2」からはやや遠めの値であった。系列相関の問題を回避するため，両変数とも差分

をとったうえで今一度相関係数を算出したところ 0.95 であり，差分をとってもなお強い相関関係を持つことが

分かった。ゆえに，病気休職者数と精神疾患事由による病気休職者数との間には強い関係性があるものとみ

てよい。ここ数年に限ってみればその数に大きな増加はないものの，ここ 16年間ではその数が高止まりの状

況にあることから，学校・教育委員会として組織レベル・政策レベルの対応が求められる課題であると言える。 

 最新の研究成果では，精神疾患事由による病気休職者数の増加が，教員を取り巻く指導環境要因におけ

るどのような要因と関係するかが検討されている（神林 2017）。この研究において，不登校指導等の環境要

因が教員にとって心理的負担の増大につながり，病気休職に至る教員が増加するといったことが明らかにさ

れている。加えて興味深い知見として，財政的余裕のある都道府県ほど教員への支援が充実しているためか，

かえって病気休職者数が増えるという事態が確認されている。以上が，公刊統計データを使用した先行研究

のこれまでの成果である。 

 

（2）病気休職と病気休暇について 

 病気によって勤務が中断する現象は一般的に「病休」と呼称されるが，より正確には「病気休職」と「病

気休暇」に区分され，両者の性質は異なる。教員が病気休職に至り職場復帰をするまでにどのようなプロセ

スを経るか，現行法制度をもとにまとめると次の図 2のように提示できる
３ ）
。一般的には，疾病等で学校を「休

む」とき，まずは「年次有給休暇」と「病気休暇」の 2つを経る（取得する）ことが一般的で，それらを経

てもなお回復に時間を要するとなった場合に，「病気休職」に至る。先にも述べたように，一般的には病気休

職と病気休暇を「病休」とひとくくりに認識するきらいがある
４ ）
が，病気休職は地方公務員法上の分限処分

として発令されるものである一方で，「病気休暇」は「権利」として取得可能なものであり，その意味合いは

異なる。たとえば病気休職は処分性を有しているため，休職中の給与に関して全額支給されることは望めな 
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図 2．公立学校教員の「病休」に関する制度の概観 

 

い。ただしそれらは，自治体の条例によって異なるのが現状である。 

学校の勤務環境を改善する文脈では，教員の負担軽減に向けて，各都道府県・市町村教育委員会レベル

で校務支援システム等の整備が進められており，学校レベルでも定時退勤や年次有給休暇取得の奨励がな

されている。これには教員の心身の健康を保障するという意義も認められる。教員が精神疾患を抱え，長期

に学校現場を離脱せざるを得ないという状況は，教員個人にとってみれば教職キャリアの危機である。一方

で教職キャリアを形成していくための勤務環境を整える義務を有し，さまざまな資源を投入して人材育成等に

あたっている教育委員会にとってみれば，そういった教員の離脱（教職キャリアの断念）は大きな損失を意

味する。そこで心身の故障については，深刻化する前の予防的な対処こそが重要となる。もちろん，例えば

教員が精神疾患を抱えるようになった場合であっても，適宜休暇を取得することや業務負担の軽減，適切な

服薬により，日常の業務に携わり続けることも可能ではある。ゆえに，病気休職者数と精神疾患による病気休

職者数との間に強い関連性が見られたからとはいえ，精神疾患の診断をされることが即座に病気休職者数の

推移に反映されるわけではない（波多江 2016）。ただし，一旦精神疾患を抱えてしまうと容易に復調するこ

とはかなわず，仮に復調したとしても，以前のような業務負担をこなすことが（質・量ともに）困難になって

しまうことが想定される。そうであればこそ，精神疾患を抱えるその前段階で適切に対処する方途を一層重視

する必要がある（波多江 2015）。 

日本では，一般企業において病気休暇制度は法定されておらず，教育公務員を含む地方公務員について

はその制度が設けられている。先にも挙げたように，病気休暇と病気休職が連続的に運用されている実態か

らは，それぞれの取得・発令状況には何らかの相関が想定されるものの，教育公務員の病気休暇取得者の

データは通常公開されていない。したがって，これらを扱った先行研究も多くはないが，ある県・政令市の

教育委員会と同一県内の各市町村教育委員会とに調査票を配布し，病気休暇者数の把握や，病気休職者数

と病気休暇者数の関連を明らかにしたほか，復職時の捉え方までも含め図 2の制度について調査をした研究

が存在する（波多江 2016）。 

ただし，病気休暇・病気休職の運用においては，特定の県だけを扱うだけでは実態が正確に把握できな

いことも考えられる。例えば，一定の日数を超えると分限免職になってしまう病気休職に対して，病気休暇は

繰り返し取得が可能であり，これを悪用するケースを問題視したある県では，その日数を短く設定するなどの

変更を加えたという。また，図 2にも提示されているように，病気休暇の場合には代替の教員が充てられるの

かどうかについても実は全国共通の方針は定められておらず，自治体によって規程が異なるものと推測され

る。病気休暇はあくまでも“休暇”と位置付けられることから，病気休暇を取得したからといって，即座に代

替の教員を充てることは想定しがたい。予算的にも，代替教員を充てることがあたかも二重の支出であるか

のように映るため，任命権者としても代替教員を充てることを躊躇う可能性が想起される。しかしこの場合，

代替教員が充てられない分のシワ寄せは学校現場を直撃する。分掌業務を残りの教員で再分担せざるを得

ず，授業も教頭や教務主任が代行することが常態化する等が考えられる。そうなってしまった場合には，病
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気休暇取得時に他の教員らの不満や当該教員との軋轢が生じたり，それが休暇取得への萎縮効果を生んで

しまったりするなど，本来的な“休暇”の意味とは異なる運用を招くことも懸念される
５ ）
。 

 

（3）本論文の目的 

 本論文では，公刊されているデータにより得られた病気休職者数と，調査によって得られた病気休暇者数

とのデータの関係性について検討することを目的とする。病気休暇者の数を把握し，その数と病気休職者数

との間に関連を見出すことができれば，精神疾患事由によるものは長引きやすいという可能性が一番に考え

られる。一方で関連が見いだされなかった場合には，精神疾患事由による点は共通するにしても，病気休暇

に至る要因と病気休職に至る要因が異なるものと推測される。ただしこの場合，病気休暇取得を経ずにダイ

レクトに病気休職に至っている可能性も考えられるため，先述の教育行政や学校現場が教員の病気休暇取得

を妨げる誘導や圧力を発している可能性が考えられる。上記の検討を通して，病気休暇も含め，“病休”の

運用のあり方について実態把握及び考察を行っていく。 

 

２ ．調査の設計とデータの提示 

 

（1）調査対象・方法 

病気休職者数については，文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査について」と，同省作成の

「教育職員に係る懲戒処分等の状況について」に提示されているデータを活用する。病気休暇者数について

は，制度の運用実態も含めて把握するため，「教員の病気休暇・病気休職の制度運用と取得状況に関する調

査」と題し，国立教育政策研究所の妹尾渉氏を代表として，2012年 8月に公立学校教員の任命権者である

全国都道府県教育委員会（47 自治体）と政令指定都市教育委員会（19自治体）を対象に調査票を配布し

た。調査項目は，H18～H23の 6年間における「病気休暇」に関する教員
６ ）
の取得状況（病気休暇者数）・

「うち精神疾患事由によるもの」等のほか，病気休暇の取得可能日数の上限，代替教員の手配，復職の仕

組みに関すること等である。都道府県は全教委から，政令市は 19政令市のうち 14教委から調査の回答を受

け取ることができた。 

 

（2）調査データの提示 

まず，病気休暇の制度とその取得状況についてである。結核性疾患を除く一般的な傷病による病気休暇の

場合と，精神疾患事由による病気休暇の場合とに分けて，それぞれの取得上限日数
７ ）
について「90 日」・

「120日」・「180日」・「270日」・「1年」・「その他」で尋ねている。なお，日数に端数が生じるため，「1年」

は例外的表記である。結果は表１ の通りであり，表セル中のそれぞれの数は，回答した教委の数をカウント

したものである。精神疾患が事由の場合の上限は，90日（3 ヶ月）か 180日（6 ヶ月・半年）である場合が

ほとんどであることがわかる。一般的な傷病による病気休暇の上限と比べて，精神疾患事由による方が上限

の日数がやや長めに設定されているのは，人事院規則を受けての設定であると考えられる
８ ）
。 

次に，病気休暇者数についてみていく。人事院規則
９ ）
では，休暇取得の日数が年間 30日を超えた場合の

期末手当を除算することが定められている。ゆえに病気休暇取得者にとっても，その取得のインセンティブが

異なると考えられたため，年間 30以上と年間 30日未満とに分けて提示する。なお，集計データの回答がな

く，教委が未把握の場合はその旨記載することとする。結果は表 2-1・2-2の通りである
１ ０ ）
。 

 

表 1．病気休暇取得の上限日数 

日数 90日 120日 180日 270日 1年以上 

一般的な傷病による病気休暇 55 0 5 1 0 

精神疾患事由による病気休暇 25 1 33 1 1 
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表 2-1．「30日未満」病気休暇の状況 

  

「把握」回答あり 「未把握」 

回答教委数 

（A） 

病気休暇者数 うち精神疾患事由 
回答教委数 

実数（B） 実数（C） 比率（C/B） 

平成 18年度 18 737 41 5.6% 43 

平成 19年度 19 1390 78 5.6% 42 

平成 20年度 19 1438 99 6.9% 42 

平成 21年度 20 2888 97 3.4% 41 

平成 22年度 21 3123 103 3.3% 40 

平成 23年度 22 3255 108 3.3% 39 

 

表 2-2．「30日以上」病気休暇の状況 

  

「把握」回答あり 「未把握」 

回答教委数 

（A） 

病気休暇者数 うち精神疾患事由 
回答教委数 

実数（B） 実数（C） 比率（C/B） 

平成 18年度 46 9839 3251 33.0% 15 

平成 19年度 48 10078 3352 33.3% 13 

平成 20年度 49 10252 3581 34.9% 12 

平成 21年度 54 10682 3802 35.6% 7 

平成 22年度 56 11862 3997 33.7% 5 

平成 23年度 56 11288 3611 32.0% 5 

 

 年間 30日以上と年間 30日未満の病気休暇所得者数を両方把握している県におけるデータを比較すると，

精神疾患事由の病気休暇者数に関しては，「年間 30日以上」の休暇取得者数は「年間 30日未満」の休暇

取得者数を上回っていたことがわかった。 

病気休暇期間が 30 日未満の場合，特にその期間が 10 日間のように短い場合，学校長の報告にもとづく

教委の把握義務がないところもある。こうした点を考慮すると，病気休暇の「30日未満」については，計上

されていない「暗数」が存在するであろう
１ １ ）
。したがって単純な数の比較は難しいが，「B/A」や「C/A」

の比率からは，一教委あたりの病気休暇取得者は「30 日以上」の方が「30 日未満」よりも多いと考えられ

る。精神疾患事由に限らず，年間 30日以上の病気休暇取得は期末手当の除算措置がとられることから，取

得する側の教員にとってはそれを避けようとするインセンティブが生じるにもかかわらず，「30 日以上」の休

暇取得者の方が「30 日未満」の休暇取得者数より多いということからは，教員が精神疾患事由を抱える場

合，病気や症状が長引きやすいという解釈が可能である。 

次に，30 日以上の病気休暇が発生した場合の任命権者の対応をみていく。30 日以上の病気休暇が発生

した場合の状況把握の仕方について，「即座に把握している」・「1～2週間程度で把握している」・「月末に把

握している」・「学期末・年度末に把握している」・「病気休暇については特に把握していない」・「その他」で

回答を求めたところ，表３ のような結果となった。都道府県立学校と市町村立学校で対応が異なる場合には，

別々にカウントした。 
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表 3 より，30 日以上の病気休暇が発生した際，即座に対応をするという教委がほとんどであることがわか

る。市町村立学校に関しては，教育事務所単位で即座に対応するという回答もあった。「特に把握をしていな

い」と回答した教委については，市町村教委や学校長からの報告等をきっかけに状況の把握が行われるた

め，任命権者レベルでは直接把握に動いているわけではない，という回答であった。それ以外の回答から読

み取れるのは，少なくとも病気休暇についての報告が上がれば，いずれの教委も何かしらのリアクションを行

っている，という状況であった。これは代替教員を充てるかどうかについての設問からもうかがい知ることがで

きる。代替教員について，「必ず充てる」・「充てるときもある」・「全く充てていない」・「教委では把握してい

ない」の 4 つで回答を求めたところ，必ず充てる（29 教委）と，充てるときもある（34）に回答が集中して

いた
１ ２ ）
。このことからも，教委が何らかのリアクションを行うことがうかがい知れるのである。 

 代替教員の手配について，教員の任命権は都道府県教育委員会や政令市教育委員会にあり，臨時採用枠

での採用希望者はリストで管理されている。しかし，代替教員の手配の場合，居住地と勤務地との距離によ

り断られるケースや，リストに記載されていても別の職に就く選択をするケースもある。そのため，教育事務

所に手配を委ねるか，市町村教委・学校レベルがもつコネクションにも頼ることとなる。表 4は，病気休暇発

生時の代替教員手配に関する回答をまとめたものである。 

 表 4からは，病気休暇代替者の手配について，その主体が多様であることがわかる。ある教委からは，市

町村立学校における代替者手配については，市町村教委や各学校レベルで該当者を探し内諾を得たうえで，

県教委が手配（任命）するといった一連の流れが説明されていた。なお「その他」については，県立学校

（主に高等学校）と市町村立学校（主に小中学校）とでは，流れが異なることを明記するために選択されて

いた。 

また，代替教員の補充を検討する時期についての回答は，表 5の通りであった。管理職たる校長から要望

があったときから，という回答が最多であった。また，代替者配置の要望が市町村教委を通して上がってくる

場合も多いようである。本人の届出を待って手配を検討するという教委も存在するが，これはごく少数であっ

表 3．30日以上の病気休暇発生時における教委の対応 

即座に把握している 50 

1～2週間程度で把握している 3 

月末に把握している 3 

学期末・学年末に把握している 0 

病気休暇については特に把握していない 4 

その他 15 

表 4．病気休暇発生時の代替教員手配の主体 

都道府県教育委員会（本庁） 29 

都道府県教育委員会（教育事務所等） 29 

市町村教育委員会（政令市を含む） 27 

各学校 18 

その他 4 

表 5．代替教員の補充に関する検討時期 

病気休暇取得日数が連続するとき 19 

医師による診断書が出た時点から 9 

本人による届け出が出たときから 4 

校長から要望があったときから 37 

市町村教委から要望があったときから 21 

その他 6 
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た。これらの回答からは，校長がリスクマネジメントとして，早々に任命権者まで届くように，代替教員の補充

に向けた相談をしていることが読み取れる。なお，代替教員補充を検討しはじめる時期については，病気休

暇の取得日数が 10日を越えたとき，というケースが最短であった。 

 最後に，代替教員の任用にかかる費用負担の主体であるが，都道府県は全て県費での負担であった。政

令市教委については，調査を実施した 2012年段階において，教員給与の事務は当該政令市でなく，その政

令市が属する道府県が負担をしていたことには注意が必要であるが
１ ３ ）
，幼稚園と高校は概ね政令市負担で

あり，国庫負担も関わる小中学校教員の病気休暇者代替補充に関わる費用は，ほぼ全て県費での負担とな

っていた。このことからは，直接的に費用を負担する県教委とそうではない政令市教委とでは，教員の病気休

暇取得に対する政策的重要度が異なる可能性が指摘できる。また，政令市教委に給与事務が移管された現

在，その関係には変化が生じているのかどうかも，検討を要するところであろう。 

 

３ ．精神疾患事由による病気休職者数と病気休暇者数の関係性分析 

 

（1）分析の枠組みと方法 

  1）分析の枠組み 

  先行研究では，病気休職発令者数に関わる要因の検討がなされてきた。本論文では，調査によって取得

したデータを用いて，精神疾患事由による病気休職者数と同事由による病気休暇者数との関係性を検討し，

教員が病気休暇取得せずにダイレクトに病気休職に至るのかどうかを明らかにする。なお，分析には，30日

以上の病気休暇取得者数のデータを使用する
１ ４ ）
。また病気休暇者数について，本論文の調査では，市町村

立学校と都道府県立学校とを分けて回答を求めていたが，公刊統計の病気休職データではその区分を行っ

てはいないため，公刊統計に合わせて市町村立学校と都道府県立学校とを合算した病気休暇者数を用いて

分析を行う。 

 

  2）分析方法 

記述統計量は表 6のとおりである。 

 

表 6．記述統計量 

 年度 回答教委数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

精神疾患事由による 

病気休暇者数 

H18年度 46 10 330 78.48 72.40 

H19年度 48 9 307 77.75 67.41 

H20年度 49 12 319 81.16 64.98 

H21年度 54 11 336 77.28 66.27 

H22年度 55 13 330 79.71 62.71 

H23年度 55 8 285 71.58 56.93 

精神疾患事由による 

病気休職者数 

H18年度 56 8 384 80.04 71.14 

H19年度 59 4 416 80.24 74.17 

H20年度 59 6 540 86.58 86.14 

H21年度 60 4 533 86.98 85.43 

H22年度 60 8 520 85.95 82.02 

H23年度 60 9 527 83.72 83.86 

病気休暇取得の上限日数 全年度共通 61 1 5 2.18 1.07 

 

 

以下では，独立変数を「精神疾患事由による病気休暇者数」，統制変数として「病気休暇取得の上限日数」
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を，従属変数として「精神疾患事由による病気休職者数」を用いた，固定効果モデルのパネルデータ分析を

行う。固定効果モデルを用いるのは，教委ごとの観測されない異質性部分への対処を行う必要があるためで

ある。ただし，固定効果モデルでは時点不変の変数（今回分析で用いる「病気休暇取得の上限日数」がこ

れに該当）は，分析の過程で差分を用いる固定効果モデルの特徴上，その過程で落ちてしまう。その対処と

しては独立変数と統制変数の交互作用項を設定し投入する方法があるため（Allison 2009），本論文でも交

差項を設定し投入する。 

 

（2）分析結果と考察 

  1）分析結果 

  時間周期数の少ない今回のようなデータの場合，単位根は問題になるケースは少ないが，念のためその

有無を確認するべく Fisher タイプのパネルデータ単位根検定を実施したところ，単位根を持つという帰無仮

説は棄却された。そのため，精神疾患事由による病気休暇者数と病気休職者数は定常性をみたすことが確

認された。 

固定効果モデルのパネルデータ分析の結果は表 7 のとおりである。個体間の変化（分散）に関わる決定

係数（between）に比べ，個体内（同一教委内）の変化（分散）に関わる決定係数（within）の値が低く，

教委内の病気休職者数の変化は大きくない。教委間の差に比べれば，同一教委内における病気休職者数そ

のものに大きな増減はないようである。また，交互作用項は有意でなかったため，教委による病気休暇の上

限日数の設定によって，精神疾患事由による病気休暇者数と病気休職者数との関係性に影響があるといえな

いということがわかった。独立変数については，「精神疾患事由による病気休暇者数」と「精神疾患事由によ

る病気休職者数」との間に関係性があることが明らかとなった。 

2）分析結果の考察 

  上記の分析結果より，「精神疾患事由による病気休暇者数」と「精神疾患事由による病気休職者数」との

間に関係性が確認された。病気休暇者数と病気休職者数との関係性が見いだされた場合，精神疾患事由に

よる「休み」そのものが長引きやすいものである，という指摘ができる一方で，二つの「病休」の間に関連

が見いだされなかった場合には，同じ精神疾患事由としても，病気休暇の取得と病気休職の発令では異なる

要因があるものと推測される，との仮説が考えられた。分析の結果，二つの「病休」には一定の関係性が見

いだされたことから，教員らは満期に病気休暇取得をしたとしても，復調しきらずに病気休職に至ってしまうと

いう実態がうかがえる。病気休暇の取得認定の「されやすさ」が病気休職の発令認定の「されやすさ」に結

びつかないような，恣意的な教育行政や学校現場での圧力をうかがわせる分析結果は示されなかったが，

同時にこの結果は，二つの「病休」の連続性を前提にすることで，教育行政上のアクションや学校組織にお

けるサポートの余地を示すものとも受け取れるのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ．本論文のまとめ 

 

表 7．精神疾患事由による病気休暇者数（30日以上）と病気休職者数との関係性分析結果 

 係数 標準誤差 

精神疾患事由による病気休暇者数  0.23*  0.11 

精神疾患事由による病気休暇者数 × 病気休暇の上限日数 -0.06  0.03 

決定係数（within）／ 決定係数（between）／ 決定係数（overall） 0.02 ／ 0.32 ／ 0.30 

教委数・時点数（観察数） 54・5（296） 

*p<.05，**p<.01，***p<.001. 
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 本論文の調査・分析により，病気休暇の運用実態を明らかにすることができた。また，「精神疾患事由によ

る病気休暇者数」と「精神疾患事由による病気休職者数」との間にも一定の関係性が確認された。ただしそ

れは，病気休暇者・病気休職者への予防・対処の余地がまだまだ存在するものともいえる。教員のメンタル

について，そのサポートの在り方を考えていく必要がある。 

 

註 

1） 文部科学省「公立学校教職員の人事行政状況調査について」（平成 23～28年度）及び同省作成の「教育職員に係る懲

戒処分等の状況について」（平成 13～22 年度）のデータを活用した。図 1 は当該データを使用して筆者が作成した。集

計の対象者は，教育職員（公立の小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校における校

長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，講師，養護助教諭，実習助手及び寄

宿舎指導員）である。義務教育学校等は比較的新しく設定された学校種であり，それ以前の調査年次ではカテゴリが存在

しない。とはいえ，提示したその他のカテゴリでカウントをされているはずなので，本稿では 2018年現在の上記のカテゴリ

を包括的な定義として用いることとする。なお，病気休職者数について，都道府県と政令市とで任命権者が異なるため，分

けて集計されている。 

2） 変数間の相関を見る際，そこに時系列要素（このデータであれば「年度」）が含まれている場合に，誤差項が自己相関

（系列相関）を生じている可能性がある。この自己相関をチェックする統計量が DW比である。DW比は，サンプルサイ

ズや説明変数の数による違いもあるが，一般的には 2に近いほど良いとされる。ただし，条件により検定が困難なケースが

あるため，参考指標として 2に近いかどうかだけを見る場合が増えているようである（黒住 2016）。 

3） 本論文の著者 3名と高木亮（就実大学）の 4名で協議の上，現行制度を参照し作成。 

 4） 筆者の経験上は，自治体職員は前者の「病気休職」を指して用いている場合が多いように思う。 

 5） 筆者も学校現場でのボランティア活動時に，病気休暇に突入した教員へのやっかみとして，「代わりが来ないんだから，

いっそ休職すればいいのに」という言葉を他の教員が発している場面に出くわしたことがある。 

 6） なお，ここでの「教員」は文部科学省の公刊統計と同様に，「公立の小学校，中学校，義務教育学校（※調査時点では

存在しない），高等学校，中等教育学校，特別支援学校における校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，養

護教諭，栄養教諭，助教諭，講師，養護助教諭，実習助手及び寄宿舎指導員」を指している。調査期間を H18～H23

年度に設定した理由は，調査時期が 2012（平成 24）年 8月であったことが理由である。5年分を尋ねればある程度の傾

向性は見えてくると調査票設計時に考えていたものの，文部科学省の病気休職関連のデータは例えば H23年度データで

あれば翌年 24 年の年末に出されることから，H23 年分は問い合わせを行っても非公表とされる可能性があり，仮に H23

年度を把握できなくとも H18～H22の 5年分が入手できれば当初のねらいは達成できると考え，上記のように設定した経

緯がある。 

 7） 条例上，例えば 3 ヶ月と回答する教委もあった。その場合は，分析者の方で日数に変換をしたうえで，集計した。加え

て，上限の設定がない教委もあったため，その場合は「～日目以降は病気休職に切り替わる」規程について別途申告さ

れていたため，「～日目」までを上限とみなした。本文で提示した日数に該当しないケース（例えば 150日）が 1件あっ

たが，その場合はそれよりも多い日数のカテゴリでカウントした（この場合は 180日）。理由は，後述の代替教員手配動き

は，病気休暇上限に到達する前に始動するため，少ない日数のカテゴリでカウントすると分析の整合性がとれなくなるため

である。なお，精神疾患事由（あるいは症状）の軽重によって上限設定が異なる教委もあったが，集計の都合上，軽度

の場合の上限を集計に用いている。また，勤続年数の多寡（勤続年数が短いと，かえって上限が長くなるケース）により

上限設定が変わる教委もあったが，最も短い上限を集計した。 

 8） 人事院規則 15-14 第 21条 1 項には「病気休暇の期間は，療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要

最小限度の期間とする。ただし，次に掲げる場合以外の場合における病気休暇を除いて連続して九十日を超えることはで

きない」とあり，同条 3 項には「使用した特定病気休暇の期間が除外日を除いて連続して九十日に達した場合において，

九十日に達した日後においても引き続き負傷又は疾病のため療養する必要があり，勤務しないことがやむを得ないと認め

られるときは，第一項ただし書の規定にかかわらず，当該九十日に達した日の翌日以後の日においても，当該特定負傷等

に係る特定病気休暇を承認することができる。この場合において，特定負傷等の日以後における特定病気休暇の期間は，
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除外日を除いて連続して九十日を超えることはできない」とされていることから，ほとんどの自治体はこの規則を参照し，

精神疾患事由の病気休暇の場合に計 180日の上限日数の設定を行ったものと考えられる。 

9）人事院規則 9-40第 11条 2項では「前項の期間の算定については，次に掲げる期間を除算する」とあり，同項 9号では

「負傷又は疾病により勤務しなかつた期間から勤務時間法第六条第一項に規定する週休日，勤務時間法第十三条の二第

一項の規定により割り振られた勤務時間の全部について同項に規定する超勤代休時間を指定された日並びに給与法第十

五条に規定する祝日法による休日等及び年末年始の休日等を除いた日が三十日を超える場合には，その勤務しなかつた

全期間」とされており，これが 30日設定の根拠となっている。 

10） データは市町村立学校と都道府県立学校とに分けているが，政令市教委データには都道府県立学校は存在しないため，

都道府県教委のデータも政令市教委との比較をするべく，市町村立学校と都道府県立学校の合算値を提示した。 

11） なかには，休職と異なり休暇全般に関する文書の保存義務期間が 3年と短めに規定されている教委もあった。その点で

も特に病気休暇に関しては把握困難な数が存在するものと考えられる。 

12） 県立学校と市町村立学校とで対応が異なる場合は，別としてそれぞれをカウントしている。 

13） 政令市立学校における教員の給与負担が，（都）道府県から政令指定都市へ移譲されたのは 2017年 4 月からである。 

14） 30日未満の病気休暇者は，教委が把握していないケースが多くあり，19教委分の回答しか得られていないことに加え，

H18～23年度のデータを保管・把握している教委となると一層少なくなるためである。 
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１ ．研究の背景と目的 

 

本研究の目的は，全国の全日制公立高校を対象とする実態調査から，臨時休業基準の「設定」と臨時休業の

「判断」における現状と課題を整理し，気象災害 1）に対する学校危機管理の在り方を検討することである。 

近年，異常気象に起因する気象災害が増加する傾向にある。気象庁は異常気象を「ある場所（地域）・ある時

期（週，月，季節等）において 30年間に 1回以下の頻度で発生する現象」2）と定義しているが，異常気象の発

生頻度は明らかに増加しており，特に大雨や短時間強雨の増加を報告している 3）。 

近年の豪雨による災害に限っても，気象庁が名称を定めた「平成 26年 8月豪雨」「平成 27年 9月関東・東北

豪雨」「平成 29年 7月九州北部豪雨」等の発生が挙げられ，直近においても「平成 30年 7月豪雨」によって，

西日本各地で未曾有の災害が発生した。このような気象災害に関して，三隅（2017）は被害を受けた地方自治体

の危機管理体制に不備のあること，気象災害に対する危機管理意識の希薄なこと等の課題を指摘している 4）。市

民の安全・安心な暮らしを支える立場にある地方自治体が気象災害に対する課題を抱えている実態は，学校を含

む社会のあらゆる組織が気象災害に対して脆弱であることの証左ともいえよう。また，松尾（2013）は，日本は「正

常化の偏見」（normalcy bias）に満ちており，日本が抱えている高い災害リスクに比して，社会の危機管理意識は

それほど高くはないことを指摘している 5）。 

学校における気象災害に対する危機管理意識についても決して高いとはいえない。全国都道府県教育長協議会

学術研究論文 

キーワード 

リスク・マネジメント 

学校安全 

気象災害 

気象警報 

臨時休業基準 

要約：気象災害に対する危機管理について，全国の公立高校を調査した結果，臨

時休業基準を「設定」していない学校が存在し，その中でも責任の所在としての設

定主体を明確に把握していない事例もあった。 

また，臨時休業基準の「設定」に関して「自校グループ」，「近隣校グループ」，

「教委グループ」という設定主体別に比較したところ，教育委員会が関与している

「教委グループ」では，他のグループに比べて臨時休業に関する危機管理が綿密

に行われていることが示唆された。 

さらに，各学校が臨時休業を「判断」する際に「警報の捉え方」，「近隣校との均

衡」，「通学区域」等の問題に直面している実態が明らかとなり，個別学校のみによ

る臨時休業の「判断」やその根拠である臨時休業基準の「設定」には限界がある

と考えられる。 

以上を踏まえると，各学校の臨時休業基準の「設定」に際して，教育委員会が関

与し，気象災害に対する危機管理体制の強化を図る必要がある。 
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（2013）が実施した学校安全に関する調査によると，各教育委員会が防災教育に関する指導計画の中で想定して

いる災害は，指導計画を作成している全 24 の教育委員会の中で，地震 24 教委，津波 19 教委，火災 17 教委，

台風 15 教委，集中豪雨 15 教委となっている 6）。また，学校防災マニュアルの対象として示している災害は，全

47の教育委員会の中で，小・中学校では地震 40教委，津波 31教委，台風 27教委，集中豪雨 25教委，高校・

特別支援学校では地震 42教委，津波 33教委，台風 29教委，集中豪雨 27教委となっている 7）。このように，各

教育委員会の想定している災害として，地震と比べ台風や集中豪雨が十分に取り扱われていない状況は，気象災

害に対する危機管理意識の低さを露呈しているともいえる。したがって，気象災害に対する学校危機管理の在り方

を検討する必要性において本研究の意義が見出せよう。 

気象災害に対する学校危機管理の場面としては，在校時のみならず，登校時及び下校時も含まれる。在校時に

比べて，登校時及び下校時の通学路の危機管理においては，学校外であるため教職員による対応が容易でない

ことが想像できる。また，登校時及び下校時には，生徒自らが身の安全を守るための判断を迫られる可能性があ

ることも踏まえた危機管理が求められる。実際に，異常気象に起因する大雨等の気象災害によって，登校時及び

下校時の生徒の生命に関わる重大事故が発生している 8）。これらのことから，特に登校時及び下校時の気象災害

に対する学校危機管理には万全を期することが求められる。 

登校時の事故に関連して，文科省（2013）は「児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他日常生活に

おける安全に関する指導」9）の充実を求めており，大雨等の気象災害を想定した登校時の安全確保に関する方策

を確立する必要がある。また，文科省（2018）は，特に登校時における大雨を想定した危機管理のフローチャー

トを示し，「危険が予測される場合には，『臨時休業』や『始業時刻を遅らせる』等の措置を検討」10）する必要性

に言及している。 

文科省が示している登校時における臨時休業の措置は，個々の学校の「判断」によるものである。その根拠と

なる学校教育法施行規則第 63条は，「非常変災その他急迫の事情があるときは，校長は，臨時に授業を行わな

いことができる。この場合において，公立小学校についてはこの旨を当該学校を設置する地方公共団体の教育委

員会に報告しなければならない。」と規定している。そして，第 63 条を準用した第 104 条によって，高校は大雨

等の異常気象の状況下で臨時休業の措置を取ることが可能となる。臨時休業の措置は，校長の裁量権の範囲に

含まれ，臨時休業の措置に関する規定（以下，臨時休業基準）も各々の学校によって「設定」される。通学時に

おける学校危機管理という観点からは，各学校で「設定」している臨時休業基準の生徒に対する安全確保の機能

に関して，外部の専門的視点を取り入れた調査・検討が求められる。 

とりわけ，公立高校は全国的にも統廃合が進むとともに学区再編も相まって，通学区域が広域化する傾向にあ

る。『学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き』に「国・私立学校や高等学校，特別支援学校等通

学範囲が広い場合」11）に関する言及があり，広範な通学区域の隅々にまで気象災害に対する危機管理を行う必要

がある。しかしながら，現実には対応できていない可能性があることからも臨時休業基準の調査・検討が求められ

よう。 

学校危機管理の対象は多岐にわたるものの，文科省（2013）は「自然災害に対する危機管理は学校安全の基

礎的・基本的なもの」12）であることを指摘している。そして，以下のように多種多様な自然災害に対する学校危機

管理をテーマとする研究が蓄積されてきた。 

地震・津波に対する学校危機管理を検討した上野（2018）13），滋賀県を例に防災副読本の活用から学校危機管

理の課題を検討した藤岡（2017）14），各学校の危機管理マニュアルの自校化という観点から学校危機管理の在り

方を検討した村山（2015）15），防災教育の重要性を指摘し学校危機管理を論じた Shiwaku ら（2007）16），地震

発生時におけるイランの学校での災害リスク管理のための「緊急管理システム」を提案したMahmood ら（2013）
17），インド教師の災害に対する知識と実践の乖離の実態から学校危機管理上の課題を論じた Joshi（2014）18）等が

挙げられる。しかしながら，これらの研究は地震，津波，噴火等の自然災害に対する学校危機管理を論じている

ものの，大雨をはじめとする気象災害を論じたものではない。 

臨時休業については，インフルエンザをはじめとする感染症について調査・検討した荒井ら（2007）19），教育法

規の範疇で臨時休業を扱った菱村（2007）20），臨時休業に対応した授業時数の確保について検討した寺崎（2010）
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21）等が挙げられるが，気象警報に特化した内容ではない。また，水害を受けた保育所の対応を調査した室崎ら

（1994）22）が気象警報に関して言及しているものの，気象警報の発表と学校園との関係を直接的に扱ったもので

はない。他方，當山ら（2017）23）が臨時休業基準の対象となる気象警報に関する調査を行っているものの，兵庫

県内の高校における基準の設定と公表に関する集計結果の提示にとどまっている。 

その他にも，気象警報の情報利用者の認識を調査した牛山（2014）24），社会一般における気象情報の理解の

在り方について検討した二宮（2013）25），災害情報に対する住民の対応行動を調査した本間（2017）26）等の気象

警報に関する研究が挙げられる。しかしながら，学校の臨時休業に関する全国的傾向の分析を伴う先行研究は管

見の限り確認できない。 

本研究は以上を踏まえ，全国の全日制公立高校を対象とする実態調査から，臨時休業基準の「設定」と臨時休

業の「判断」における現状と課題を整理し，気象災害に対する学校危機管理の在り方の検討を行う。 

 

２ ．調査 

 

（1）調査対象 

 本研究においては，全国の全日制公立高校を対象とする。地方別の傾向を広く探るため，各都道府県より 10校，

合計 470 校に対して調査を依頼した。なお，調査校の抽出に際しては，所在地が同一市町村に重複しないことに

加えて，都道府県内における地域の偏りが生じないよう配慮を行った。 

 

（2）調査概要 

 1）調査時期及び方法 

2017年 8月に自記式質問紙による郵送調査を行った。 

 

2）調査項目 

①学校名等に関する項目 

学校名，所在する都道府県名等の項目を設定した。 

②臨時休業基準の「設定」・更新・公表に関する項目 

臨時休業基準の設定主体，更新頻度，最終更新日の把握程度，ホームページでの掲載の有無，紙媒体での

配布の有無等の項目を設定した。 

③臨時休業基準の対象とする気象警報及び特別警報に関する項目 

臨時休業基準の対象とする気象警報及び特別警報の種類，それらの警報が発表される市町村等の項目を設

定した。 

④臨時休業基準の対象とする気象現象以外の自然現象に関する警報及び特別警報に関する項目 

臨時休業基準の対象とする気象現象以外の自然現象に関する警報及び特別警報の種類，それらの警報が発

表される市町村等の項目を設定した。 

⑤臨時休業の対応措置に関する項目 

昨年度における臨時休業措置等の項目を設定した。 

⑥臨時休業の「判断」時の課題に関する項目  

臨時休業の「判断」時の課題に関する自由記述を設定した。 

 

3）回収状況 

調査を実施した 470校の 53.0％（249校）から回答を得た。 

 

３ ．結果と考察 
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表1．臨時休業基準の設定主体

自校のみ 近隣校と協議 教委の関与 不明 その他 計

北海道 4校 1校 1校 0校 0校 6校

青森県 4校 0校 0校 0校 1校 5校

岩手県 0校 0校 1校 0校 3校 4校

宮城県 3校 0校 1校 0校 2校 6校

秋田県 3校 0校 2校 0校 3校 8校

山形県 1校 0校 0校 0校 2校 3校

福島県 2校 2校 0校 0校 0校 4校

茨城県 0校 1校 0校 0校 0校 1校

栃木県 1校 3校 1校 0校 3校 8校

群馬県 2校 0校 0校 1校 2校 5校

埼玉県 5校 1校 0校 0校 1校 7校

千葉県 1校 0校 0校 0校 0校 1校

東京都 6校 0校 0校 0校 0校 6校

神奈川 2校 0校 1校 0校 0校 3校

山梨県 4校 0校 0校 0校 2校 6校

長野県 3校 1校 0校 0校 0校 4校

新潟県 1校 0校 1校 0校 0校 2校

富山県 2校 1校 1校 0校 3校 7校

石川県 1校 0校 0校 0校 1校 2校

福井県 1校 1校 1校 0校 0校 3校

岐阜県 1校 1校 6校 0校 0校 8校

静岡県 4校 1校 1校 0校 0校 6校

愛知県 2校 0校 1校 0校 0校 3校

三重県 3校 0校 2校 0校 0校 5校

滋賀県 1校 0校 5校 0校 0校 6校

京都府 5校 0校 1校 0校 0校 6校

大阪府 0校 0校 3校 0校 0校 3校

兵庫県 6校 0校 1校 0校 0校 7校

奈良県 5校 0校 2校 0校 0校 7校

和歌山 5校 1校 0校 0校 1校 7校

鳥取県 5校 0校 0校 0校 2校 7校

島根県 8校 0校 0校 0校 0校 8校

岡山県 7校 1校 1校 0校 0校 9校

広島県 7校 0校 0校 0校 0校 7校

徳島県 6校 0校 0校 0校 0校 6校

香川県 4校 0校 1校 0校 0校 5校

愛媛県 4校 0校 0校 0校 0校 4校

高知県 3校 1校 1校 0校 0校 5校

山口県 5校 0校 1校 0校 0校 6校

福岡県 2校 2校 0校 0校 1校 5校

佐賀県 3校 0校 1校 0校 1校 5校

長崎県 3校 1校 0校 0校 2校 6校

熊本県 6校 1校 0校 0校 2校 9校

大分県 3校 1校 0校 1校 1校 6校

宮崎県 1校 0校 0校 0校 1校 2校

鹿児島 4校 1校 0校 0校 3校 8校

沖縄県 0校 0校 2校 0校 0校 2校

割合 59.8% 8.8% 15.7% 0.8% 14.9% 100.0%

計 149校 22校 39校 2校 37校 249校
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（1）臨時休業基準の設定主体 

臨時休業基準の設定主体について，「自校のみによる設定」，「近隣校との協議による設定」，「教育委員会の関

与による設定」，「その他」，「不明」の項目を設定し，該当するものを選択する形式で質問した。 

表 1 に示すとおり，全体では「自校のみ」59.8％（149校），「近隣校と協議」8.8％（22校），「教委の関与」

15.7％（39校），「不明」0.8％（2校），「その他」14.9％（37校）という結果となった。 

「自校のみ」の回答は 43 都道府県，「教委の関与」の回答は 24 道府県にわたっている。都道府県教育委員

会が高校を管轄している一般的な事情を踏まえると，原則として同一の都道府県内の高校は，臨時休業基準の「設

定」に関しても一律の対応となり，回答も同一になるはずである。しかしながら，「教委の関与」という回答のある

道府県では，「教委の関与」以外にも分散した回答になっているように，臨時休業基準の設定主体について，学校

間における認識の相違が生じている。「教委の関与」が無いと回答した学校においては，臨時休業基準の更新等

の際に教育委員会の関与が及んでいないことが想定でき，臨時休業基準の「設定」に関する責任の所在が不明

確になることが懸念される。このことからも，各学校は臨時休業基準の設定主体を明確にしておく必要がある。 

以後の分析では，臨時休業基準の「設定」の有無が分からない「不明」0.8％（2校）及び「設定」していな

いことが質問紙より明らかであった「その他」14.9％（37校）を除外し，回答校の 84.3％（210校）を対象とする。

具体的には，「自校のみ」（以下，「自校グループ」），「近隣校と協議」（以下，「近隣校グループ」），「教委の関

与」（以下，「教委グループ」）別に集計した結果を示す。 

 

（2）臨時休業基準の設定主体別の分析 

1）臨時休業基準の更新頻度 

臨時休業基準の更新頻度について，「毎年更新」，「数年に一度更新」，「必要時に更新」，「不明」，「その他」の

項目を設定し，該当するものを選択する形式で質問した。 

表 2に示すとおり，臨時休業基準の設定主体別に集計したところ，全体では「毎年」8.6％（18校），「数年に一

度」5.7％（12校），「必要時」61.4％（129校），「不明」12.4％（26校），「その他／未回答」11.9％（25校）と

いう結果となった。 

特に「必要時」は，「自校グループ」63.8％（95校）と「教委グループ」64.1％（25校）で相対的に高いのに

対し，「不明」は，「近隣校グループ」36.4％（8校）で相対的に高い結果となった。 

全体では，臨時休業基準の更新の頻度は，「必要時」の割合が高いことから，気象庁による気象警報の発表シ

ステムの大規模な変更が行われた際等に合わせて，臨時休業基準も更新されていると考えられる。また，「不明」

は，臨時休業基準の更新自体が疎かになっている状況を暗示しているともいえ，他のグループよりも割合の高い

「近隣校グループ」で課題となっていることが推察される。 

 

2）臨時休業基準の最終更新日の把握程度 

表2．臨時休業基準の更新頻度

毎年
数年
に一度

必要時 不明
その他
／未回答

計

10.1% 6.0% 63.8% 8.1% 12.1%

15校 9校 95校 12校 18校

9.1% 9.1% 40.9% 36.4% 4.5%

2校 2校 9校 8校 1校

2.6% 2.6% 64.1% 15.4% 15.4%

1校 1校 25校 6校 6校

割合 8.6% 5.7% 61.4% 12.4% 11.9% 100.0%

計 18校 12校 129校 26校 25校 210校

自校
グループ

149校

近隣校
グループ

22校

教委
グループ

39校
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臨時休業基準の最終更新日の把握程度について，「明確に分かる」，「だいたい分かる」，「不明」，「その他」の

項目を設定し，該当するものを選択する形式で質問した。 

表 3に示すとおり，臨時休業基準の設定主体別に集計したところ，全体では「明確に分かる」42.4％（89校），

「だいたい分かる」8.6％（18校），「不明」39.0％（82校），「その他／未回答」10.0％（21校）という結果とな

った。 

「明確に分かる」「だいたい分かる」を合わせた「分かる」は，「自校グループ」51.7％（77校）と「教委グル

ープ」53.8％（21 校）で相対的に高いのに対し，「近隣校グループ」40.9％（9 校）で相対的に低い結果となっ

た。 

全体では，臨時休業基準の最終更新日の把握程度は，「明確に分かる」「だいたい分かる」を合わせた「分か

る」の割合が 5割を超えているものの，「不明」の割合も 4割近くにのぼる。これらのことから，既述した臨時休業

基準の更新頻度とも関連して，臨時休業基準の更新自体が疎かになっている可能性が指摘できる。特に，「近隣

校グループ」で課題となっていることが推察される。 

 

3）臨時休業基準のホームページでの掲載 

臨時休業基準のホームページでの掲載について，「掲載」，「掲載せず」，「不明」，「その他」の項目を設定し，

該当するものを選択する形式で質問した。 

表 4 に示すとおり，臨時休業基準の設定主体別に集計したところ，全体では「掲載」48.1％（101 校），「掲載

せず」50.5％（106校），「不明」0.0％（0校），「その他／未回答」1.4％（3校）という結果となった。 

「掲載」は，「教委グループ」61.5％（24校）で相対的に高いのに対し，「掲載せず」は，「近隣校グループ」

72.7％（16校）で相対的に高い結果となった。 

全体では，臨時休業基準のホームページでの掲載は，「掲載せず」が過半数となり，掲載が進んでいない実態

が明らかである。特に「近隣校グループ」及び「自校グループ」において顕著な傾向を示している。 

表3．臨時休業基準の最終更新日の把握程度

明確に
分かる

だいたい
分かる

不明
その他
／未回答

計

46.3% 5.4% 36.2% 12.1%

69校 8校 54校 18校

27.3% 13.6% 50.0% 9.1%

6校 3校 11校 2校

35.9% 17.9% 43.6% 2.6%

14校 7校 17校 1校

割合 42.4% 8.6% 39.0% 10.0% 100.0%

計 89校 18校 82校 21校 210校

自校
グループ

149校

近隣校
グループ

22校

教委
グループ

39校

表4．臨時休業基準のホームページでの掲載

掲載 掲載せず 不明
その他
／未回答

計

47.7% 50.3% 0.0% 2.0%

71校 75校 0校 3校

27.3% 72.7% 0.0% 0.0%

6校 16校 0校 0校

61.5% 38.5% 0.0% 0.0%

24校 15校 0校 0校

割合 48.1% 50.5% 0.0% 1.4% 100.0%

計 101校 106校 0校 3校 210校

自校
グループ

149校

近隣校
グループ

22校

教委
グループ

39校
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4）臨時休業基準の紙媒体での配布 

臨時休業基準の紙媒体での配布について，「配布」，「配布せず」，「不明」，「その他」の項目を設定し，該当す

るものを選択する形式で質問した。 

表 5 に示すとおり，臨時休業基準の設定主体別に集計したところ，全体では「配布」53.8％（113 校），「配布

せず」40.5％（85校），「不明」0.5％（1校），「その他／未回答」5.2％（11校）という結果となった。 

「配布」は，「教委グループ」64.1％（25校）で相対的に高いのに対し，「配布せず」は，「近隣校グループ」

54.5％（12校）で相対的に高い結果となった。 

全体では，臨時休業基準の紙媒体での配布は，「配布」の割合が 5割を超えているものの，「配布せず」の割

合も 4割を超えている。既述した臨時休業基準のホームページでの掲載とも関連して，臨時休業基準の公表が進

んでいない状況にある。特に，「近隣校グループ」では，臨時休業基準のホームページでの「掲載」及び紙媒体

での「配布」ともに公表が進んでいない実態にある。 

 

5）設定主体別の分析のまとめ 

これまで臨時休業基準の更新頻度，臨時休業基準の最終更新日の把握程度，臨時休業基準のホームページで

の掲載，臨時休業基準の紙媒体での配布に関して，臨時休業基準の設定主体別に整理を行った。 

全体では，臨時休業基準を「必要時」に更新している割合が高い。そして，臨時休業基準の最終更新日が「明

確に分かる」「だいたい分かる」を合わせた「分かる」の割合が高いものの，「不明」の割合も 4割近く確認でき

る。また，臨時休業基準をホームページで「掲載せず」の割合は過半数にのぼり，臨時休業基準を紙媒体で「配

布せず」の割合も 4割を超えている。 

「自校グループ」では，全体の傾向同様，臨時休業基準を「必要時」に更新している割合が高く，更新時期

が「不明」の割合は低い。そして，臨時休業基準の最終更新日が「明確に分かる」「だいたい分かる」を合わせ

た「分かる」という割合が高い。また，臨時休業基準をホームページで「掲載せず」の割合は過半数となり，臨

時休業基準を紙媒体で「配布せず」の割合も 4割を超えている。 

「近隣校グループ」では，臨時休業基準の更新頻度が「不明」の割合が高く，最終更新日も「不明」の割合

が高い。また，臨時休業基準をホームページで「掲載せず」，臨時休業基準を紙媒体で「配布せず」の割合がと

もに高い。「近隣校グループ」における近隣校との協議形態について，本調査からは明らかでないものの，対外的

な交渉は管理職が担うという学校の実情を考慮すれば，臨時休業基準の「設定」についても管理職による協議の

場が設けられている可能性が高い。管理職は短い周期で異動することに加え，多忙化する校務の中で臨時休業基

準の取り扱いに注意を払うことができない等の理由から，臨時休業基準の更新頻度及び最終更新日も「不明」の

割合が高くなっていることが考えられる。このような事情から，臨時休業基準は例年通りに踏襲されやすく，取り扱

いの優先順位が低い状態に陥ってしまうため，学校外部に対する公表にまで至らないことが推察される。 

表5．臨時休業基準の紙媒体での配布

配布 配布せず 不明
その他
／未回答

計

52.3% 40.9% 0.7% 6.0%

78校 61校 1校 9校

45.5% 54.5% 0.0% 0.0%

10校 12校 0校 0校

64.1% 30.8% 0.0% 5.1%

25校 12校 0校 2校

割合 53.8% 40.5% 0.5% 5.2% 100.0%

計 113校 85校 1校 11校 210校

自校
グループ

149校

近隣校
グループ

22校

教委
グループ

39校
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「教委グループ」では，臨時休業基準を「必要時」に更新している割合が高く，最終更新日が「明確に分か

る」「だいたい分かる」を合わせた「分かる」という割合も高い。また，臨時休業基準をホームページで「掲載」

し，紙媒体で「配布」している割合がともに高い。「教委グループ」では，教育委員会が関与して臨時休業基準

を「設定」していることから，気象警報の発表システムに関する法改正等が臨時休業基準に反映されやすいと考え

られる。そのため，臨時休業基準を「必要時」に更新する割合が高く，最終更新日が「分かる」割合も相対的に

高いといえよう。そして，教育委員会の関与によるお墨付きが与えられた臨時休業基準であるからこそ，ホームペ

ージでの「掲載」や紙媒体での「配布」等の臨時休業基準の公表が躊躇なく行われている可能性が指摘できる。 

以上のとおり，「自校グループ」，「近隣校グループ」，「教委グループ」の臨時休業基準の運用に関わる傾向を

整理した。「自校グループ」及び「近隣校グループ」に比べ，「教委グループ」においては，臨時休業基準の更

新の把握が正確に行われ，かつ臨時休業基準の公表が行われている割合が高いといえ，臨時休業に関する学校

危機管理が綿密に行われているといえよう。したがって，「教委グループ」とその他のグループの間には，臨時休

業基準に関わる学校危機管理上の格差ともいうべき状態が生じている。学校教育法施行規則によると，臨時休業

の「判断」は校長に裁量権が認められている。この規則の趣旨について，気象現象に関して言及すれば，局地的

に起こりうる気象現象を扱うにあたって，教育委員会による一律の判断が馴染まない性格であるためであろう。 

現状では，臨時休業基準の「設定」も臨時休業の「判断」も学校単位で行われており，気象現象の把握義務

をはじめ，各学校の危機管理に対する過重な負担が懸念される。そこで，臨時休業の「判断」は校長にあること

を尊重しつつ，臨時休業を「判断」するための臨時休業基準の「設定」に際して，教育委員会が関与することに

より，気象災害に対する危機管理体制を強化する必要があると考えられる。 

臨時休業基準の「設定」を検討するにあたっては，各学校が実際に抱えている臨時休業を「判断」する際の課

題を把握する必要がある。次に，質問紙の自由記述から，各学校の臨時休業の「判断」時の課題を具体的に検

討する。 

 

（3）臨時休業の「判断」時の課題に関する自由記述 

自由記述は回答数が少ないものの，臨時休業の「判断」に際する各学校の実態を示していると考えられること

から，カテゴリー別に整理した。カテゴリーは，気象警報の捉え方に関わるものとして「警報の捉え方」，近隣校

の臨時休業措置との整合性に関わるものとして「近隣校との均衡」，生徒の通学区域の広さに関わるものとして「通

学区域」，交通機関に関わるものとして「交通機関」，臨時休業の場合の情報伝達に関わるものとして「情報伝達」，

これら以外に関わるものとして「その他」を設定・分類した。 

表 6 に示すとおり，「警報の捉え方」22.7％（10 件），「近隣校との均衡」11.4％（5 件），「通学区域」13.6％

（6 件），「交通機関」11.4％（5 件），「情報伝達」11.4％（5 件），「その他」29.5％（13 件）となった。以下，

「その他」を除いて，カテゴリー別に自由記述の回答内容を具体的に検討する。 

 

1）「警報の捉え方」 

表6．臨時休業の「判断」時の課題に関する自由記述

警報の
捉え方

近隣校
との均衡

通学区域 交通機関 情報伝達 その他 計

27.6% 10.3% 10.3% 10.3% 13.8% 27.6%

8件 3件 3件 3件 4件 8件

20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0%

1件 1件 1件 1件 1件 0件

10.0% 10.0% 20.0% 10.0% 0.0% 50.0%

1件 1件 2件 1件 0件 5件

割合 22.7% 11.4% 13.6% 11.4% 11.4% 29.5% 100.0%

計 10件 5件 6件 5件 5件 13件 44件

自校
グループ

29件

近隣校
グループ

5件

教委
グループ

10件
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＜自由記述より＞  

・的確な状況の把握，関係機関との連携による慎重かつ迅速な早期対応が重要である。 

・なかなか解除されない大雨警報や洪水警報はどの程度危険なのか。臨時休業とすべきかどうか。 

・警報と実際がズレているケースが起こりうること。 

・小笠原村に警報が発表された場合，警報の対象は小笠原村全体が対象であるが，父島と母島では 50km離

れており，天候の状況がかなり異なる。 

・警報と結果のズレが大きかった場合を考えると，臨時休業の判断決定が非常に難しい。 

・天気が回復しているにもかかわらず，警報が発表されたままになっているときの対応。 

・生徒の安全を第一に考えるため，判断が空振りに終わっても良しと考えている。 

・実際の天候等が事前に予想していたものと異なることもあり，臨時休業の判断が難しいこと。 

・日中に回復見込みの場合でも朝の時点で臨時休業を決定すること。 

・大雨警報はさほど激しい雨でない場合もよく発表され，授業がとんでしまう。近隣の学校でも最近大雨警報は

対象から外すところもある。 

「警報の捉え方」は，気象警報そのものに対する解釈の困難さを示している。気象警報とは，重大な災害が発

生するおそれのあるときに警戒を呼びかけて行う予報である。そのため，ある地域では，実際に災害が発生する

前に気象警報が発表される場合もあれば，別の地域では，今まさに災害が発生しているような状況下で気象警報

が発表される場合もある。また，気象警報は市町村別に発表されるため，広域な面積を有する市町村であれば，

気象現象の出現に偏りが生じ，気象警報が発表されているにも関わらず，実際には想定していたような気象現象と

はならない場合が起こり得る。 

以上のとおり，各学校は気象警報と現実の気象状況のミスマッチに関わる臨時休業の「判断」の困難さを抱え

ているといえよう。加えて，「判断」の煩わしさや授業時数の確保のため，大雨警報を臨時休業基準の対象から外

している学校の存在も確認できた。 

 

2）「近隣校との均衡」 

＜自由記述より＞  

・警報発表時，自分の学校と近くの学校との対応の違いが気にかかる。 

・近隣の小中学校との対応の違いに戸惑っている。 

・他校との差が大きい。フェリーとバスで通学する生徒もいるので，独自の基準設定は難しい。 

・各学校での判断とされているため，近隣の学校との整合性が取れない場面が見られ，兄弟姉妹で別々の学

校に通う場合等で困惑し，生徒・保護者が不満を訴える場合がある。 

・保育所（幼稚園）・小中学校と高校の臨時休業基準を揃えていないので，子供を保育所に預けられず，仕事

に来られない教員もいる。各自が自分の身を守ることを優先するよう指示している。 

「近隣校との均衡」は，近隣校との臨時休業措置の整合性を保つことの困難さを示している。既述したとおり，

学校教育法施行規則によって，臨時休業の「判断」は校長に裁量権が認められていることから，同じ気象状況下

にある地域でも他校種を含む近隣校と臨時休業の「判断」が必ずしも同一になるとは限らない。そのため，異な

る学校に通う兄弟姉妹で臨時休業の措置に関する差異が生じる可能性もある。 

以上のとおり，各学校は自校と近隣校の臨時休業措置の整合性に関わる臨時休業の「判断」の困難さを抱えて

いるといえよう。また，他校種の臨時休業措置との違いによって，気象警報の発表時に教職員が出勤しにくいとい

う問題が生じていることも示唆された。 

 

3）「通学区域」 

＜自由記述より＞  

・通学区域が広範囲のため，対応に苦慮する。 

・生徒の通学範囲が非常に広域のため，判断に苦慮している。 
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・警報発表時以外でも，登校に危険があると家庭が判断した場合，自宅待機の扱いとしているが，通学区域が

広いため，家庭の判断の妥当性は検証していない。 

・通学区域が広いため，地域差がある。 

・朝 7 時の時点で暴風警報等風関係の警報が出ていると自宅待機としているが，遠くから通学している生徒の

中には，朝 7時には家を出ていることもあり配慮している。全員にすっきりとした形での基準を示せないことが

悩みの種である。 

・全県学区であり交通事情も含めて，個別的かつ総合的に判断する必要がある。 

「通学区域」は，都道府県内全域から生徒が通学してくる場合をはじめとして，通学区域が広い場合の困難さ

を示している。既述したとおり，気象警報は市町村別に発表されるため，学校所在地と生徒の自宅所在地が市町

村をまたいでいる場合には，同一の気象警報が同時に発表されるとは限らない。そのため，気象警報の発表され

る市町村のどこで線引きをするかという判断を迫られる。 

以上のとおり，各学校は通学区域内のいずれの市町村に気象警報が発表された場合に臨時休業の措置とする

かという「判断」の困難さを抱えているといえよう。 

 

4）「交通機関」 

＜自由記述より＞  

・朝，臨時休業にしないと判断しても，天候が急変し，交通機関が不通となった場合，対応が難しい。 

・生徒が JRに依存しているため JRが運休になるかどうかで対応が異なる。 

・交通機関が動かなくなりそうな場合に臨時休業にすることがある。 

・警報対象外であっても，交通機関等の運休・遅延により多数の生徒が登校できないことがある。 

・雪の多い地域柄，大雪警報が出ていても交通機関等に影響がほとんどない場合が多い。したがって，警報が

発表されていても状況に応じて対応している。 

「交通機関」は，気象警報の発表と交通機関の運休に関わる困難さを示している。交通機関によっては，積算

降水量等を基にした独自の運休の基準を設けている場合もあり，交通機関の運休が気象警報の発表等と必ずしも

連動していない。そのため，気象警報が発表されていなくても，通学のための唯一の交通機関が運休している状

況が生じる。特に，ほとんどの生徒が唯一の交通機関に依存しているような地方の学校において顕在化する問題

でもあろう。 

以上のとおり，各学校は気象警報の発表と交通機関の運休との兼ね合いを踏まえた臨時休業の「判断」の困難

さを抱えているといえよう。 

 

5）「情報伝達」 

＜自由記述より＞  

・メール登録を絶えず呼びかけているが，まだ 100％登録完了を達成していないため，他の手段に頼らざるを

得ない。 

・一斉送信メールの利用によるデメリットを考慮して利用していないが，最近は必要な場合が多くなり利用を考

えている。 

・臨時休業を判断した場合の家庭への周知方法に課題を感じる。 

・メール登録率 100%ではない。 

・平日はまだ生徒への伝達もスムーズに行われるが，週をまたぐ際に情報収集の上，判断して伝達というシス

テムが構築されていない。 

・家庭及び生徒へ臨時休業の情報が早く確実に伝わる手段について判断を行う時間も含めて課題が残る。 

「情報伝達」は，臨時休業とした場合の情報伝達に関わる困難さを示している。メールが普及しているとはい

え，学校の再三の案内にもかかわらず，メール登録が円滑に進まず，登録率が 100％にならないことも起こりうる。

また，過去の災害事例では，停電や通信障害等により情報伝達が難しい事態も生じている。 
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以上のとおり，各学校は臨時休業を「判断」した際の情報の伝達方法に関わる困難さも抱えているといえよう。 

 

6）自由記述のまとめ 

 カテゴリー別に整理した各学校の臨時休業の「判断」時の課題を踏まえ，必要な改善策を検討したい。「警報

の捉え方」については，気象警報という情報をどのように学校危機管理に活かすかという内容に関するもので，気

象分野及び防災分野に関する専門的知見に基づく検討が必要である。「近隣校との均衡」については，近隣の小

学校や中学校等の他校種との臨時休業の「判断」の差異に関するもので，地域内の全ての校種が参加する協議

の場を設ける必要がある。「通学区域」や「交通機関」については，各学校が臨時休業を「判断」する際の裏付

けとなる臨時休業基準に明確な根拠規定が必要である。「情報伝達」については，生徒全員のメール登録の達成

だけを目指すのではなく，生徒や家庭の防災意識の喚起をこれまで以上に図る必要がある。 

 以上のとおり，「警報の捉え方」，「近隣校との均衡」，「通学区域」，「交通機関」，「情報伝達」等に関する数多

くの課題を抱える中で，各学校は臨時休業の「判断」を行っている。特に，臨時休業の「判断」に際しては「警

報の捉え方」が最も重要であるものの，「大雨警報は対象から外すところもある」という学校も存在する等，危機管

理体制の強化とは逆行する動きも確認できる。したがって，危機管理体制の強化を図るためには，各学校が抱え

ている諸課題を踏まえた臨時休業基準の「設定」が必要である。 

既述したとおり，「教委グループ」は「自校グループ」及び「近隣校グループ」と比べ，臨時休業に関する学

校危機管理が綿密に行われていることが示唆された。また，各学校の抱える臨時休業に関わるこれらの課題は，

専門的知見に基づく検討や校種を超えた学校間の連携の必要性が求められる点において，教育委員会の関与が

改善策として適すると考えられる。したがって，臨時休業基準の「設定」に教育委員会が関与し，各学校の臨時

休業の「判断」への支援を行うことによって，各学校の抱える臨時休業に関する課題の改善を図り，危機管理体制

の強化につなげていくことが求められよう。 

 

４ ．本研究の総括と課題 

 

（1）本研究の総括 

 全国の全日制公立高校を対象とした気象警報に関する臨時休業基準の実態調査から得られた知見を整理する

と，次の点を指摘することができる。 

 第一に，臨時休業基準を「設定」していない学校の存在が明らかとなった。学校教育法施行規則により，臨時

休業の「判断」は校長に裁量権が認められている一方，臨時休業基準の「設定」が必須というわけではない。し

かしながら，臨時休業基準が「設定」されていない場合には，管理職によってその都度，臨時休業の「判断」が

行われることとなり，意図せずとも適切ではない「判断」となる可能性も考えられる。そのため，学校危機管理上，

客観的かつ明確な臨時休業の「判断」を行うための臨時休業基準の「設定」が求められ，それは全教職員によ

る情報の共有にも寄与することができる。 

第二に，教育委員会の関与によって臨時休業基準を「設定」している学校間で，臨時休業基準の設定主体に関

する認識の相違が生じていた。「教委の関与」が無いと認識している学校においては，臨時休業基準の更新等の

際に教育委員会の関与が及ばない可能性が考えられ，臨時休業基準の「設定」に関する責任の所在が不明確に

なることが懸念される。そのため，各学校は臨時休業基準の設定主体を明確にしておく必要がある。 

第三に，「自校グループ」，「近隣校グループ」，「教委グループ」という臨時休業基準の設定主体別に比較した

ところ，「教委グループ」では，臨時休業基準に関する学校危機管理が綿密に行われていることが示唆された。

「教委グループ」は，臨時休業基準の「設定」に教育委員会が関与するグループであり，臨時休業基準を「必

要時」に更新している割合が高く，最終更新日が「分かる」割合も高く，臨時休業基準のホームページ及び紙媒

体での公表を行っている割合も他のグループよりも高かった。したがって，各学校が臨時休業を「判断」する根拠

としての臨時休業基準の「設定」に際する教育委員会のより一層の関与が望まれる。 

 第四に，各学校が臨時休業を「判断」するにあたって，「警報の捉え方」，「近隣校との均衡」，「通学区域」，「交
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通機関」，「情報伝達」等に関する数多くの課題を抱えていることが明らかとなった。その中でも「警報の捉え方」

に関する課題は，臨時休業の「判断」に直結する最も重要なものである。そこで，教育委員会が臨時休業基準の

「設定」に関与するにあたっては，「警報の捉え方」をはじめとする各学校の抱える諸課題を踏まえ，学校危機管

理に対する支援を行う必要がある。個別学校のみによる臨時休業の「判断」やこれらの点を考慮した臨時休業基

準の「設定」には限界があると考えられることからも，教育委員会が関与していく必要性が高いといえよう。 

 以上，本研究で得られた知見を踏まえた総括を行う。文科省（2013）は，ある程度予測可能な風水害に対して

は，気象情報等を確認し，事前に対応することで被害の軽減が可能であるとの指摘を行っている 27）。つまり，気象

災害に対する適切な学校危機管理が求められているのである。しかしながら，気象災害が激甚化する一方，気象

災害に対する学校における危機管理意識は不十分な状態にあり，臨時休業の「判断」時の課題に関する自由記述

が示すとおり，各学校の気象災害に対する危機管理は旧態依然としている。 

また，山本（2015）が「非常変災（とりわけ自然災害）による臨時休業の対応が学校毎に異なることは，保護

者の不信を招く恐れ」28）について指摘していることを踏まえると，各学校が臨時休業を「判断」する根拠となる臨

時休業基準の「設定」にあたっては，少なくとも近隣の学校との統一感を保つことが求められているといえよう。そ

のためには，本研究での知見を踏まえ，臨時休業基準の「設定」に教育委員会が関与し，個々の学校の危機管

理を支援することが望まれる。これは近隣の学校で行われる臨時休業の「判断」の統一感を保つ最適な方法であ

ると考えられる。さらに，これまで各学校で「設定」してきた臨時休業基準の生徒に対する安全確保の機能が保障

されるとともに，生徒や保護者に対して，非常事態の対応指針としての臨時休業基準を明確に提示することにもつ

ながるであろう。 

しかしながら，教育委員会が臨時休業基準の「設定」に関する支援を学校別に行うことは現実的には難しい。

広域にわたる都道府県では，気象現象の出現にも違いが生じるであろう。そのため，都道府県内を区分した地域

別に，臨時休業基準の「設定」に関するガイドラインを作成する必要性が高いと考えられる。また，臨時休業基準

の担当者会を毎年開催し，気象災害に対する危機管理意識を喚起する必要性も考えられ，その場において近隣校

同士の協議の場を設定し，臨時休業基準のバランスを保つような工夫が必要である。 

最後に，本研究で論及してきた臨時休業基準の「設定」に関するガイドラインの骨子案を提示する。骨子案では

第一に，「都道府県内全域の共通事項」として，臨時休業基準の公表，更新，対象とする気象警報，臨時休業と

した場合の連絡方法について記載した。第二に，「地域別の留意事項」として，気象警報の発表される市町村，交

通機関の障害，判断時間について記載した。 

 

◯△県 気象災害に対する臨時休業基準の設定に関するガイドライン 

 

  本ガイドラインは，各学校の気象災害に対する臨時休業基準の設定について必要な事項を定めるものであり，

各学校は，本ガイドラインを参考に，自校の臨時休業基準を設定することとする。・・・・・・ 

 

◯△県内全域共通事項 

・臨時休業基準を設定した場合は，すみやかに紙媒体での配布及びホームページでの掲載によって公表を行う

こととする。 

・臨時休業基準を設定した後，学校を取り巻く環境の変化等の実態に応じて，臨時休業基準の更新を行うこと

とする。更新を行った年月日は，臨時休業基準に必ず明記するとともに，ホームページに掲載している臨時

休業基準の内容の更新も併せて行うこととする。 

・対象とする気象警報は，大雨警報，洪水警報，暴風警報，暴風雪警報，大雪警報，波浪警報，高潮警報， 

大雨特別警報，暴風特別警報，暴風雪特別警報，大雪特別警報，波浪特別警報，高潮特別警報とする。 

・教育委員会の定める同一地域内に位置する学校は，教育委員会が設定する場において，臨時休業基準に関

する協議を行うこととする。 

・臨時休業とした場合，緊急連絡網（電話，メール）を活用するとともに，学校のホームページにおいて，臨
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時休業となった旨の掲載を行うこととする。 

 

地域別の留意事項 

・以下，地域別の留意事項を示す。 

［◯△県●▲地域］ 

・気象警報の発表市町村 

◯◯市，▲▲市，△△町，◯●町のいずれかに気象警報が発表されている場合。 

・交通機関の障害（交通機関を利用する児童生徒等がいる学校のみ） 

気象現象を原因として，◯◯交通△▲線が不通の場合。 

・判断時間 

  午前 7時の時点で，気象警報の発表又は交通機関の障害が確認された場合，自宅待機とする。 

  午前 9時の時点で，気象警報の発表又は交通機関の障害が継続している場合，臨時休業とする。 

                    気象警報の解除又は交通機関の障害が解消している場合，午後の授業を実施する。 

 

［◯△県▲●地域］ 

・気象警報の発表市町村 

  ・・・・・・ 

・交通機関の障害（交通機関を利用する児童生徒等がいる学校のみ） 

  ・・・・・・ 

・判断時間 

  ・・・・・・ 

 

 

（2）本研究の課題 

結びに，気象災害に対する学校危機管理について，より詳細に究明する必要があるという認識に基づき，今後

の課題と展望を示しておきたい。 

第一に，教育委員会による臨時休業基準の「設定」への関与について調査する必要性が挙げられる。教育委員

会の臨時休業基準の「設定」への関与の事例を明らかにすることで，教育委員会の学校への望ましい関与の在り

方の検討につながると期待される。 

第二に，臨時休業基準の運用に関して，質的調査を実施する必要性が考えられる。臨時休業基準は，学校別に

「設定」されていることから，多種多様な臨時休業基準が存在している。先進的な取り組みを行っている学校を調

査することは，望ましい臨時休業基準の在り方の検討に際して，有用な情報が得られる可能性があると考えられる。 

第三に，異なる校種を含めた一定の範囲内における学校の臨時休業の「判断」に関わる異同について調査する

必要性が挙げられる。気象災害の脅威が増大する中，気象災害に対する学校危機管理を考えるにあたって必要な

視点であると考えられる。 
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１ ．課題設定 

 

（1）学校における働き方改革・業務改善における学校事務職員の劣位性 

  本稿の目的は，学校事務職員，とりわけ学校事務の共同実施を全県的に導入する都道府県に勤務する学校事

務職員の業務負担を規定する要因を実証的に明らかにし，そこから今後政策的進展が見込まれる「チーム学校」

や共同学校事務室制度に関する展望と課題について考察することにある。 

 近年，学校現場における働き方改革や業務改善に対する社会的関心が強まっている。2010 年代に実施された

教員の労働時間や負担感に関する全国調査や国際調査によって，日本の教員の長時間労働が深刻な状況にあり，

とりわけ授業以外の業務に費やす時間が長く，またこうした業務に強い負担感を感じている実態が示されてきた（国

立教育政策研究所編 2014；文部科学省 2015；文部科学省初等中等教育局 2017）。 

こうした授業以外の業務による教員の負担を軽減するために提言されたのが，「チーム学校」，すなわち教員以

外の職員や専門スタッフと教員の連携・協働であり，特に事務処理による教員の業務負担軽減に向けては，学校

事務職員の活用や学校事務の機能強化が提言された（中央教育審議会 2015）。そして，2017年の学校教育法一

部改正によって，学校事務職員の職務に関する規定が「事務に従事する」から「事務をつかさどる」となり，学校

事務職員が学校経営に主体的に参画する職として位置づけられた（北神 2017）。また，同年には地方教育行政法

も改正され，学校事務の効率化を目的に，「共同学校事務室」として学校事務の共同実施が制度化された（学校

における働き方改革特別部会 2018）。教員の業務負担軽減にむけて，学校事務職員や学校事務の共同実施への

学術研究論文 

要約：本稿は，学校事務の共同実施を全県的に導入する佐賀・三重両県の学校

事務職員を対象にした調査データの分析から，共同実施県における学校事務職員

の業務負担を規定する要因を実証的に明らかにするものである。 

分析の結果，主に次の 3 点が明らかとなった。第 1 に，共同実施間での学校事

務職員の労働時間や負担感に関する差が小さかった。業務負担の観点から共同実

施は学校事務の標準化に一定の寄与がうかがえる。第 2に，女性事務職員の負担

感の大きさと，共同実施組織のリーダー等を務める管理職事務職員の長時間労働

である。女性事務職員のワーク・ライフ・バランスへの配慮と健康保持の観点から

管理職事務職員の適正な勤務時間管理の必要性がうかがえる。第 3に，保護者・

地域連携に積極的な学校の事務職員ほど長時間労働であり負担感も強かった。学

校・家庭・地域の連携の在り方を考える上で，学校事務職員の業務負担の視点も

重要になる。 

 

 

 

 

アミカケ部分は，掲載決定後にご記入いただきます。 

キーワード 

学校事務の共同実施 

学校事務職員 

業務負担 

学校における働き方改革 

業務改善 
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期待が高まっているといえる。 

一方で，学校事務職員自身の業務負担に関する議論は低調である。2017 年 6 月に，松野博一文部科学大臣

（当時）が中央教育審議会に「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校

における働き方改革に関する総合的な方策について」を諮問し，同年７ 月から中央教育審議会に設置された「学

校における働き方改革特別部会」において，「学校」における働き方改革に関する議論が進められているが，実際

の議論の大半は，「教員」の働き方改革や業務改善に関するものであり，学校事務職員など教員以外の働き方改

革や業務改善に関する議論は皆無に等しい。学校における働き方改革や業務改善に関する論議で，学校事務職員

の業務負担は劣位にあるといえる。 

 

（2）先行研究の到達点と残された検討課題 

 

1）教員の業務負担に関する研究のレビュー 

学校事務職員の業務負担に関する研究についても，教員と比べると，その研究蓄積は浅い。教員の業務負担に

関する研究，例えば負担感，ストレス，バーンアウトといった心理的負担に着目する研究，労働時間に着目して教

員の多忙を客観的に把握する研究は，2000年前後から関心を集めている教師研究の領域である（高井良 2007；

油布 2009）。教育経営研究でも，教員のストレス論に関する論文数は上位を占める（露口 2007）。 

教員の業務負担に関する研究は，大きく 2つに整理できる。一つは，ストレスやバーンアウトの構造（谷島 2009；

西村・森・宮下 2009 等）や労働時間の把握（布川 2009；新谷 2012；青木・神林 2012 等）という教員の業務

負担に関する結果変数そのものを明らかにしようとするものである。もう一つは，これらの教員の業務負担の規定

要因を解明しようというものである。特に後者の研究については一定の蓄積がある。 

教員の業務負担の規定要因を明らかにしようとする研究は，心理的負担に着目するものも，労働時間といった客

観的負担に着目するものも，その要因として，大きく次の 2つに着目してきた。 

第 1は，教員個人に関するものである。具体的には，性別（萩原 1973；Anderson & Iwanicki 1984；宗像・

椎谷 1988；金子・針田 1993；後藤・田中 1998；高木 2015），年齢や教職歴（萩原 1973；Anderson & Iwanicki 

1984；Russell, Altmaier & Dawn 1987；宗像・椎谷 1988；金子・針田 1993；岡東・鈴木 1997；伊藤 2000；

Klassen & Chiu 2010；高木 2015），職種（宗像・椎谷 1988；岡東・鈴木 1997；小林 2001），主任や部活動顧

問等の担当状況の違い（萩原 1973；宗像・椎谷 1988；樋口・鈴木 2009 等）によって，教員の労働時間やスト

レス状態が異なることが示されてきた。特に性別については，男性教員よりも女性教員の方が心理的負担を強く感

じる傾向を示す研究が多く，その背景として，仕事以外の家事や育児の負担が影響していることが推察されてきた

（宗像・椎谷 1988；金子・針田 1993等）1)。 

さらに，教員の心理的負担に関する研究では，いわゆる職務ストレッサー（高木 2015），すなわち職務の量的側

面や質的側面と教員の心理的負担との関連が検討されてきた。職務の量的側面については，長時間労働（三沢

2012；久保田 2013），職務の過重さ（Bryne 1999；Friedman 2002；Dorman 2003；Hakanen , Bakker & Schaufeli 

2006）や多忙さ（八並・新井 2001；小橋 2013等）といったものが，教員のバーンアウトやストレスをもたらすと

される。 

職務の質的側面については，他業務に追われることで教員の本務が十分に実施できない状況（高木 2015），職

務内容に対する葛藤や職務内容の曖昧さ（Papastylianou, Kaila& Polychronopolos 2009；高木 2015）が，教員

のバーンアウトやストレスを規定することが示されている。保護者対応と教員のストレスとの関連を指摘する知見

（Friedman2002；久保田 2013 等）もあり，ここでも児童生徒への教育活動を本務とする教員の葛藤がうかがえ

る。 

一方で，児童生徒に関する教育課題への対応も，教員にとって負担が大きいと考えられる。児童生徒の問題行

動が多いと感じる教員のバーンアウト傾向や負担感の強さが示されており（宗像・椎谷 1988；Friedman1995；岡

東・鈴木 1997；Fernet, Guay, Senecal & Austin 2012），また単位時間当たりの教員の各業務が負担感に及ぼす

効果量から，個別の生徒指導も教員の負担感をもたらしやすいことも示されてきた（神林 2017）。 
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以上が教員の業務負担の規定要因について，教員個人に着目する研究の概要であるが，第 2 として，職場の状

況に着目するものもある。これまでの研究では，校種の違い（Anderson & Iwanicki 1984；金子・針田 1993；岡

東・鈴木 1997），学校規模（大谷 2001；小林 2001），職場での同僚関係（萩原 1973；Bakker, Domerouti & 

Euwema 2005；久保田 2013；露口・高木 2014）が，教員の業務負担の軽重を左右する要因として示されてい

る。同僚性による「癒しの機能」（紅林 2007，p.39），社会的支援（social support）によるストレスの緩和（Cobb 

1976）が言及されるように，特に良好な同僚関係は，教員の心理的負担を緩衝する効果が以上の研究によっても

示されてきた。ただ，教員の業務負担に関するマルチレベル分析の成果によれば，教員の業務負担については学

校間で一定の分散が確認されているものの，特に心理的負担については，勤務校の違いによる影響は小さい（露

口・高木 2014；神林 2017）。そのため，特定の学校に負担感や強いストレスを感じる教員が集中しているわけで

はないと推察できる。 

 

2）学校事務職員の業務負担に関する研究のレビューと残された検討課題の析出 

これまで教員の業務負担に関する先行研究の成果であるが，これに対して，学校事務職員の業務負担について

明らかになっていることは少ない2)。その中で，これまでの学校事務職員の業務負担に関する研究を整理すると，

次の 3つに大別できる。 

第 1は，法令や政策動向から学校事務職員の業務内容を論じるものである。これには，戦後に成立した学校事

務職員制度の歴史的背景を整理したもの（清原 1997），全国で広がってきた学校事務職員の標準職務表に規定さ

れている学校事務職員の業務に関する現状を整理し，今後の学校事務職員の業務に関する展望を論じるもの（清

原 2005），さらに近年では「チーム学校」政策を受けた学校事務職員の役割・専門性に関する論考（福島 2016；

末冨 2016；佐久間 2016；川口 2016；藤原編著 2017）といったものがあげられる。 

第 2 は，学校事務職員が語る言葉から，学校事務職員という業務について，また業務に対するやりがいや直面

する困難などを整理するものである。「初任」「若手」「中堅」「ベテラン」「退職後」といったキャリアごとに整理し

たもの（藤原編 2012），さらに初任の学校事務職員の一年間のライフストーリーを描くもの（藤原編 2015）等があ

る。 

第 3は，質問紙調査を通じて，学校事務職員の業務や業務負担の実態を明らかにするものであり，学校事務の

共同実施を導入する地域の学校事務職員に関する実態を報告するものが多い。例えば次の 5点があげられる。す

なわち，①学校事務職員が従事する業務内容を明らかにするもの（清原 1997），②学校事務職員の繁忙期や閑散

期を明らかにするもの（国立教育政策研究所編 2015），③共同実施群と未実施群との間で，学校事務職員が従事

する業務内容・退勤時刻・業務意識などの差異を検討するもの（国立教育政策研究所編 2015），④共同実施県

の学校事務職員を対象にした調査結果から，共同実施の成果や課題を報告するもの（藤原 2008；青木・神林 2017；

福島 2017），⑤共同実施県の学校事務職員の勤務実態を明らかにするもの（神林・青木 2014；青木・神林 2017）

の 5つである。 

こうした質問紙調査から学校事務職員の業務や業務負担の実態を明らかにする研究は，以上の 2種類の学校事

務職員に関する先行研究の課題や限界を克服することに成功しているといえる。すなわち，第 1 の法令や政策動

向から学校事務職員の業務を検討する研究は，あくまでも法令や政策への着目にとどまり，実際の学校事務職員

の業務を踏まえた議論になっていない可能性もある。他方で実態に着目することで，実際の学校事務職員の業務

や業務負担に関する課題にアプロ―チできるというものである。また，第 2 の学校事務職員の語りから考察する研

究に対しては，質問紙を用いてより多くの学校事務職員を対象に調査することで，学校事務職員の業務や業務負

担に関するより一般化された知見を得ることが期待できる。 

しかし，従来の質問紙調査による学校事務職員の業務や業務負担の実態を明らかにする研究は，学校事務職員

全体の労働時間，負担感，業務意識等を集計・報告するものがほとんどである。そのため，前記の教員の業務負

担研究で蓄積されているような，業務負担の規定要因が，学校事務職員については，ほとんど明らかにされてい

ない。例えば，男性学校事務職員と女性学校事務職員との間に，労働時間や負担感に差があるのかどうかという

基本的な知見すら蓄積されていない状況にある。 



神林：共同実施県における学校事務職員の業務負担を規定する要因 

34 
 

本稿の冒頭に記したように，教員の業務負担軽減という側面から，学校事務職員の活用や，学校事務の共同実

施の拡大などにより学校事務機能を強化する政策が今後進むものと考えられる。このような中で，学校事務職員，

とりわけ共同実施の下での学校事務職員の業務負担を規定する要因は何であるかを明らかにすることは，学校に

おける働き方改革・業務改善という学校改善の課題を考える上で，不可避であるといえよう。 

そこで，本稿は，全国に先立ち学校事務の共同実施を全県的に導入した県において実施した，学校事務職員調

査データの分析から，共同実施における学校事務職員の業務負担を規定する要因を明らかにする。なお，本稿で

着目する学校事務職員の業務負担は，教員の業務負担に関する先行研究にならい，客観的な業務負担である労

働時間と，業務負担の心理的側面を表す負担感の 2つである。 

 

２ ．データと変数 

 

（1）データ 

 本分析には，筆者が佐賀県と三重県それぞれで実施した公立小中学校事務職員の業務実態調査データを使用

する。佐賀県と三重県はともに，全県で学校事務の共同実施を導入した県である。 

佐賀県調査は 2015 年 11 月 30 日（月）～12 月 4 日（金）の 5 日間にかけて，県内 6 地域にある 43 の学校

事務の共同実施組織を通じて，小学校 152校，中学校 76校，小中一貫校 10校に勤務する事務職員計 297名を

対象に実施された。調査票は佐賀県公立小中学校事務研究会の協力を受け，学校事務の共同実施の中心校を通

じて配付され，調査票を配付した 297名全員より調査票を回収することができた（小学校 176名，中学校 107名，

小中一貫校 11名，校種不明 3名）。 

三重県調査は，県内にある 52の学校事務の共同実施組織を通じて，2016年 1月 18日（月）～1月 22日（金）

の 5 日間かけて，三重県公立小中学校事務研究会からの協力のもと，小・中学校に勤務する事務職員計 200 名

を対象に実施された。52の学校事務の共同実施組織に所属する学校事務職員は，調査実施時点で小学校310名，

中学校 145 名の合計 455 名であった。455 名から 200 名を抽出する際には，各学校事務の共同実施組織の人数

に比例して，学校事務の共同実施組織ごとの調査対象者数を決定し，その上で三重県公立小中学校事務研究会

に地域・学校種・年齢に偏りがないように，調査対象となる 200 名の選定を依頼し，調査票の配付を行った。そ

の結果，199名の学校事務職員より回答があった（小学校 135名，中学校 63名，校種不明 1名）。 

なお，佐賀・三重両県の調査実施時期は，調査実施中に学校事務の共同実施としての業務が行われるように，

両県の公立小中学校事務研究会と相談の上，決定した。 

 

（2）変数 

 

1）被説明変数―勤務日 1日の平均労働時間，負担感 

前記のとおり，本稿では学校事務職員の業務負担として，労働時間と負担感の 2つに着目する。そのため，以

下では，被説明変数を労働時間に設定した分析と，負担感を設定した分析の 2つを行う。 

労働時間には，勤務日 1日の平均労働時間を使用する。これは，調査実施期間中の勤務日 1日平均で算定し

た労働時間であり，自宅に持ち帰って業務を行う，いわゆる持帰り業務時間も含まれる3)。 

負担感には，「疲労を感じることの多さ」という項目を使用する（1=まったく感じない，2=あまり感じない，3=ど

ちらともいえない，4=まあ感じる，5=とても感じる）。 

 

 2）説明変数 

 前記の教員の業務負担の規定要因に関する先行研究の知見を踏まえて，本分析で設定する説明変数は，以下

のとおり，学校事務職員の個人変数，職務ストレッサー，学校変数の大きく 3種類を設定する。 

 個人変数：①女性ダミー（男性=0，女性=1），②年齢（2015年 4月 1日現在），③就学前子供有りダミー（1=6

歳以下の子供がいる，0=それ以外），④管理職ダミー（1=共同実施組織のリーダーや複数の共同実施組織を管
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理する職階，0=それ以外の職階）の 4変数を設定する。 

 職務ストレッサー：労働時間と負担感の分析で共通して使用するのが，次の 4 つの変数である。すなわち，①

保護者や地域住民との関係状況（「良好な関係だ」ということに対して，1=まったく思わない，2=あまり思わない，

3=どちらともいえない，4=まあ思う，5=とても思う），②勤務校における学級崩壊の存在（「学校運営に支障をきた

すクラスが存在する」ということに対して，1=まったくあてはまらない，2=あまりあてはまらない，3=まああてはまる，

4=とてもあてはまる），③勤務校における不登校児童生徒の多さ（「不登校の子供が多い」ということに対して，1=

まったくあてはまらない，2=あまりあてはまらない，3=まああてはまる，4=とてもあてはまる），④勤務校における外

国人児童生徒の多さ（「外国籍の子供が多い」に対して，1=まったくあてはまらない，2=あまりあてはまらない，3=

まああてはまる，4=とてもあてはまる）の 4 変数である。そして，負担感の分析では，以上の 4つの職務ストレッ

サー変数に加えて，⑤勤務日 1日の平均労働時間も使用する。 

学校変数：労働時間と負担感の分析ともに，次の 5変数を用いる。すなわち，①佐賀県ダミー（0=三重県の学

校事務職員，1=佐賀県の学校事務職員），②中学校ダミー（0=小学校，1=中学校），③学校規模（学校全体の

児童生徒数），④同僚関係の状況（「同僚の教職員と良好な関係である」に対して，1=まったく思わない，2=あま

り思わない，3=どちらともいえない，4=まあ思う，5=とても思う），さらに事務の効率化に向けてその導入が進む校

務支援システムに関わる変数として用いる，⑤校務支援システム導入ダミー（0=未導入，1=導入）の計 5つであ

る。 

以上，分析で使用する変数の記述統計量と相関行列は，それぞれ表 1，表 2のとおりである。なお，本分析対

象は分析に使用する変数のすべてで有効な値を示した 426名である（小学校 274名，中学校 152名）。 

 

３ ．分析 

 

（1）基礎分析―共同実施組織間における学校事務職員の業務負担の差異 

  

 まず，基礎分析として，マルチレベル分析を用いて，共同実施組織間と共同実施組織内それぞれの学校事務

職員の業務負担に関する差異を明らかにする。学校事務の共同実施に期待される効果のひとつに，学校間の事

務の標準化がある（学校における働き方改革特別部会 2018）。そこで，学校事務職員の業務負担の観点 

 

表 1 記述統計量 

  平均値 標準偏差 最小値 最大値 

勤務日 1日の平均労働時間 9.045 0.962 6.5 13.4 

負担感 3.390 1.003 1 5 

女性ダミー 0.530 0.500 0 1 

年齢 42.760 11.851 22 64 

就学前子供有りダミー 0.100 0.298 0 1 

管理職ダミー 0.120 0.325 0 1 

保護者や地域住民との関係状況 3.330 0.745 1 5 

学級崩壊の存在（勤務校） 1.770 0.739 1 4 

不登校児童生徒の多さ（勤務校） 2.010 0.750 1 4 

外国人児童生徒の多さ（勤務校） 1.520 0.783 1 4 

佐賀県ダミー 0.594 0.492 0 1 

中学校ダミー 0.360 0.480 0 1 

学校規模 317.470 224.024 4 1023 

同僚関係の状況 3.930 0.674 1 5 

校務支援システム導入ダミー 0.350 0.479 0 1 

     （注）N（個人）=426，N（共同実施組織）=152． 
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表 2 相関行列 

  1 2 3 4 5 6 

1 勤務日 1日の平均労働時間 1.000 
           

2 負担感 .210 ** 1.000 
         

3 女性ダミー -.111 * .114 * 1.000 
       

4 年齢 .173 ** .134 ** -.179 ** 1.000 
     

5 就学前子供有りダミー .035 
 

-.044 
 

-.192 ** -.162 ** 1.000 
   

6 管理職ダミー .317 ** .064 
 

-.202 ** .379 ** -.073 
 

1.000 
 

7 保護者や地域住民との関係状況 .096 * .060 
 

.054 
 

-.006 
 

.024 
 

.023 
 

8 学級崩壊の存在（勤務校） .011 
 

.009 
 

.043 
 

-.053 
 

.069 
 

.034 
 

9 不登校児童生徒の多さ（勤務校） .121 * .169 ** -.029 
 

.026 
 

-.005 
 

.139 ** 

10 外国人児童生徒の多さ（勤務校） .102 * .193 ** .107 * .104 * -.059 
 

.059 
 

11 佐賀県ダミー .128 ** -.061 
 

-.236 ** -.096 * .113 * .128 ** 

12 中学校ダミー .155 ** .059 
 

-.130 ** .121 * .033 
 

.178 ** 

13 学校規模 .206 ** .099 * -.050 
 

.021 
 

.009 
 

.126 ** 

14 同僚関係の状況 -.035 
 

-.152 ** .135 ** -.071 
 

.010 
 

-.016 
 

15 校務支援システム導入ダミー .231 ** .002   -.066   -.064   .035   .090 † 

7 8 9 10 11 12 13 14 15  
                 

 1                  
 2                  
 3                  
 4                  
 5                  
 6 

1.000 
                

 7 

-.020 
 

1.000 
              

 8 

-.087 † .268 ** 1.000 
            

 9 

-.022 
 

.244 ** .415 ** 1.000 
          

 10 

.054 
 

-.026 
 

.058 
 

-.286 ** 1.000 
        

 11 

-.182 ** -.171 ** .309 ** -.020 
 

.087 † 1.000 
      

 12 

-.061 
 

.217 ** .441 ** .393 ** .060 
 

.019 
 

1.000 
    

 13 

.401 ** -.092 † -.068 
 

-.057 
 

-.069 
 

-.041 
 

-.039 
 

1.000 
  

 14 

.077   -.066   .067   -.130 ** .413 ** .114 * .099 * -.056   1.000   15 

（注）N（個人）=426，N（共同実施組織）=152，**p<.01，*p<.05，†p<.10． 

 

から，共同実施によって学校事務の標準化がどの程度進んでいるのかについて，その実態を明らかにする。具体

的には，〈共同実施組織―学校事務職員〉という 2 レベルを設定したマルチレベル分析を行い，勤務日 1 日の平

均労働時間と負担感それぞれを被説明変数に設定し，説明変数を投入しないヌルモデルを構築する。これによっ

て，勤務日 1 日の平均労働時間と負担感について，共同実施組織間と共同実施組織内それぞれの分散を算出す

ることができる。 

分析の結果は，表 3のとおりである。表 3 より，学校事務職員の勤務日 1日の平均労働時間と負担感はともに，

共同実施組織間で大きな差はないことが確認できる。勤務日 1 日の平均労働時間については，共同実施組織間

分散が統計的に有意であったが，級内相関係数（ICC：Intraclass Correlation Coefficients）の値は.097 と.1を

下回った4)。つまり，共同実施組織間で学校事務職員の勤務日 1 日の平均労働時間をめぐる差異は小さかった。

負担感については，共同実施組織間の分散に関するパラメータは冗長な数値を示し，推定結果が得られなかった。

このことから，共同実施組織間で学校事務職員の負担感の差異は極めて小さいといえる。以上より，学校事務職員

の業務負担に関する差異は，共同実施組織間で小さく，共同実施組織を構成する学校事務職員の属性や勤務環

境の違いによって生じるものと考えられる。 
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表 3 学校事務職員の業務負担に関する基礎分析（マルチレベル分析・ヌルモデル） 

 勤務日 1日の平均労働時間 負担感 

γ SE γ SE 

切片 9.029 ** .056 3.394 ** .049 

共同実施組織内分散 .836 ** .064 1.004 ** .069 

共同実施組織間分散 .090 * .043 # 

ICC（級内相関係数） .097 # 

-2LL（逸脱度） 1168.488 1210.679 

N（学校事務職員数） 426 

N（共同実施組織数） 152 

（注）**p<.01，*p<.05．なお#は，パラメータが冗長のため，推定結果が得られなかった． 

 

（2）学校事務職員の業務負担を規定する要因分析 

 

次に，重回帰分析を用いて，学校事務職員の業務負担を規定する要因を明らかにする。（1）で示されたように，

本データにおける学校事務職員の業務負担について，〈共同実施組織―学校事務職員〉という階層性を考慮する

必要性が確認されなかった。つまり，モデルの倹約性を犠牲にして，マルチレベル分析を用いる必要はない（筒

井・不破 2008）と判断された。 

学校事務職員の業務負担に関する重回帰分析の結果は，表 4 のようにまとめられる。まず表 4 より，勤務日 1

日の平均労働時間を被説明変数に設定した分析から，次の 3点が指摘できる。 

 第 1 に，設定した説明変数のうち，労働時間に対する有意な効果が確認された個人変数は，「管理職ダミー」

で，回帰係数の符号は正であった。学校事務の共同実施組織のリーダーは相対的に長時間労働傾向にあった。 

 第 2 に，職務ストレッサーでは「保護者や地域住民との関係状況」が労働時間に正に有意な効果を有すること

が確認された。保護者や地域住民と良好な関係であるという学校事務職員ほど，労働時間が長かった。 

 第 3に，学校変数では，「中学校ダミー」「学校規模」「校務支援システム導入ダミー」が，それぞれ労働時間

に対する正に有意な効果が確認された。小学校に比べて中学校の学校事務職員の方が労働時間は長く，また大規

模校や校務支援システムが導入されている学校に勤務する学校事務職員ほど，労働時間は長かった。 

 

表 4 勤務日 1日の平均労働時間に関するマルチレベル分析 

  
勤務日 1日の平均労働時間 負担感 

b   SE β b   SE β 

切片 8.0080 ** .3875  1.4333  .5941  

女性ダミー -.0212  .0935 -.0110 .3231 ** .1004 .1610 

年齢 .0064  .0041 .0784 .0088 * .0044 .1042 

就学前子供有りダミー .1642  .1494 .0510 .0308  .1607 .0092 

管理職ダミー .6811 ** .1476 .2301 -.0732  .1626 -.0237 

保護者や地域住民との関係状況 .1591 * .0644 .1231 .1867 ** .0697 .1386 

学級崩壊の存在（勤務校） -.0054  .0633 -.0042 -.0918  .0681 -.0676 

不登校児童生徒の多さ（勤務校） -.0672  .0735 -.0524 .1751 * .0790 .1309 

外国人児童生徒の多さ（勤務校） .0954  .0678 .0776 .1175  .0730 .0916 

勤務日 1日の平均労働時間 －   －  －  .1897 ** .0529 .1819 

佐賀県ダミー .0385  .1036 .0197 -.0529  .1113 -.0259 

中学校ダミー .2279 * .1021 .1136 .0330  .1104 .0158 

学校規模 .0007 ** .0002 .1521 .0000  .0002 -.0039 

同僚関係の状況 -.0736  .0706 -.0515 -.3139 ** .0760 -.2109 

校務支援システム導入ダミー .3577 ** .0993 .1781 -.0740   .1084 -.0353 

Adjusted R2 .1719 .1212 

N 426 

（注）**p<.01，*p<.05，†p<.10，b非標準化偏回帰係数，SE標準誤差，β標準化偏回帰係数，Adjusted R2自由度調整済決定係数． 
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 次に，負担感に関する重回帰分析の結果として，次の 3点が指摘ではる。  

 第 1 は，負担感に対する有意な効果が確認された個人変数は，「女性ダミー」「年齢」であった。負担感の強

い学校事務職員は，女性や年齢が高い者に多かった。 

 第 2 は，職務ストレッサーの中では，「保護者や地域住民との関係状況」「不登校児童生徒の多さ」「勤務日 1

日の平均労働時間」が，それぞれ負担感に対して正に有意な効果を有していた。つまり，保護者や地域住民と良

好な関係を築いていると感じる学校事務職員，勤務校には不登校児童生徒が多いと感じる学校事務職員，そして

長時間労働の学校事務職員ほど，負担感が強かった。 

 第 3は，学校変数の中では，「同僚関係の状況」について，負担感に対する負に有意な効果が確認された。職

場での同僚関係が良好であるという学校事務職員ほど，負担感が小さかった。 

なお，学校事務職員の勤務日 1日の平均労働時間と負担感の双方において，「佐賀県ダミー」は統計的に有意

でなかった。つまり，佐賀県と三重県との間に，学校事務職員の業務負担に差異は確認されなかった。 

 

４ ．結論 

 

 本稿の目的は，共同実施県の公立小中学校事務職員の業務負担を規定する要因を，調査データの分析から実

証的に明らかにすることにあった。一連の分析結果を踏まえて，次の 7点を指摘したい。 

 第 1 は，共同実施によって学校事務の標準化が進んでいる可能性である。学校事務職員の労働時間も負担感

の分析でも，ともにこれらについて共同実施組織間で有意な差異が確認されなかった。これは，特定の学校事務

の共同実施組織に，業務負担が強い学校事務職員が偏っていない実態を示すものである。学校事務職員の業務

負担に着目すると，学校事務の共同実施は学校事務の標準化にある程度寄与していると考えられる。 

 第２ は，学校事務職員の負担感も，長時間労働によって規定されている点である。バーンアウトや負担感といっ

た教員の心理的負担に関する研究で，長時間労働は教員の心理的負担をもたらすことが示されてきたが，今回の

学校事務職員の心理的負担に関する分析でも，同様の結果が得られたといえる。冒頭に述べたとおり，今後「チ

ーム学校」政策が進み，従来教員が担っていた業務を学校事務職員が行うようになり，学校事務職員の業務量が

増大する可能性がある。その際に，学校事務職員も負担感が強くならないように，校長や教頭・副校長等の管理

職が配慮することが求められる。 

 第３ に，保護者や地域住民との連携が学校事務職員の業務負担をもたらす可能性である。本分析では，保護者

や地域住民と良好な関係を築けていると感じる学校事務職員ほど，労働時間が長く負担感も強かった。教員の業

務負担に関する研究成果を踏まえると，保護者との関係が良好であるほど，業務負担は軽減されると予想される

が，本分析では逆の結果が得られた。学校事務職員が保護者や地域住民と関係を密にすることは，学校運営をす

るうえで重要なことは言うまでもない。ただ，学校事務職員が保護者や地域との連携を進めれば進めるほど，連携

に伴う調整等の負担が大きくなり，それが学校事務職員の長時間労働や負担感をもたらすことも忘れてはならない。

学校・家庭・地域との連携の重要性が増しているが，学校事務職員の業務負担の観点で，その連携の在り方を考

察する必要性がうかがえる。 

第 4は，校務支援システムが学校事務職員の長時間労働をもたらす可能性である。本分析では，校務支援シス

テムを導入する学校に勤務する学校事務職員ほど，長時間労働であった。校務支援システムの導入は，教職員の

業務負担軽減を目的とするものである。一方で ICT導入による業務負担軽減については，一定の教員が否定的意

見を有するという報告もある（Selwood & Pilkington 2005）。IT化によって，定型的業務はコンピュータに代替さ

れ，その分，創意工夫の必要な仕事や対人コミュニケーションが重要になるとされる（小川 2012）。もちろん校務

支援システムの導入によって，事務の効率化が進む可能性はあるが，他方でその分，学校事務職員がより新しい

業務を抱えることになることもありうる。以上のような経緯で，今回のような校務支援システムを導入する学校に勤

務する学校事務職員ほど，長時間労働になっていると考えられ，今後校務支援システムを広げる際に留意すべき

点である。 

第 5 は，児童生徒の教育課題への対応が学校事務職員の負担感増大をもたらす可能性である。本分析では，
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不登校児童生徒が多い学校事務職員ほど負担感が強かった。教員の業務負担研究でも不登校児童生徒の多さは

教員の業務負担をもたらす要因として指摘されてきたが，今回の分析でも同様の結果が得られた。学校事務職員

も児童生徒の教育課題に対応することが期待されているが，闇雲に学校事務職員に担当させることは，かえって学

校事務職員の業務負担を増大させ，学校に混乱をもたらす可能性もある。児童生徒をめぐる教育課題に学校とし

てどのように対応したらよいかという議論が，あらためて重要だといえる。 

第 6 は，女性の学校事務職員や共同実施組織のリーダーを務める管理職の業務負担についてである。教員研

究でも，女性教員や管理職の過重負担が指摘されてきたが，本分析より，学校事務職員についても同様の結果が

得られた。本分析では，男性と女性との間で，学校事務職員の労働時間に有意差は確認されなかったが，負担感

については女性の方が強かった。女性の学校事務職員は，男性と同程度の時間を仕事に費やした上に，家事も行

わなければならず，これが女性の学校事務職員の強い負担感につながっていると思われる。 

さらに，共同実施組織のリーダーである管理職の長時間労働も明らかになった，ただ，管理職とそうでない学校

事務職員との間で，負担感の程度について有意差は確認されなかった。そのため，共同実施組織のリーダーは長

時間労働であるが，それが必ずしも負担感につながっていないと考えられる。円滑な学校事務の共同実施の運営

という強い使命感をもって，管理職は多くの時間を仕事に費やしている実態がうかがえる。しかし，長時間労働に

伴う健康リスクの問題はあるため，共同実施組織のリーダーを務める学校事務職員に対しては，教育行政や校長

等の学校管理職が勤務時間管理を適切に行う必要性がうかがえる。 

第 7は，学校事務職員でも，負担感軽減に同僚性の効果が期待できることである。本分析でも良好な同僚関係

を構築できているという学校事務職員ほど，負担感が小さかった。教員や学校事務職員という職種の違いを超え

て，教職員が互いに助け合うことのできる学校づくりが，教職員全体の働きやすさにつながることがあらためて確

認されたといえる。 

 最後に，今後の課題として，2点述べたい。第 1は，本分析対象以外の共同実施導入県において，類似調査を

実施することである。本分析で得られた共同実施県における学校事務職員の業務負担の規定要因に関する知見が，

他県でも当てはまるのか否かについて検証を積み重ねていく必要がある。第 2 は，共同実施を導入していない自

治体の学校事務職員の実態調査を行うことである。本稿は，共同実施導入県の学校事務職員の業務負担としたも

のであり，共同実施を導入していない自治体の学校事務職員の業務負担については分析対象外である。今後，共

同実施導入が学校事務職員の業務負担に与える影響を検証するためにも，共同実施導入自治体の学校事務職員

と未導入自治体の学校事務職員との間で，業務負担について比較を行うことが求められる。 
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1） こうした仕事と家事・育児との両立の難しさが，女性教員のキャリアを阻害することが示されており（例：楊 2018），女性

教員の業務負担の問題は深刻なものと考えられる。 

2） そもそも学校事務職員を対象にした研究が少ない。国内の博士論文検索サービスである「CiNii Dissertations」でタイト

ルに「学校事務職員」を含むものが，清原正義氏による 1件にとどまる。他方でタイトルに「教員」を含むものは 62件，

「教師」が 142件であった（2018年 9月 30日現在）。 

3) 本調査で，勤務日の労働時間のみに着目した理由は，次の 2つである。第 1は調査回答の負担軽減である。先行調査

では，休日の学校事務職員の時間外勤務はほとんどない（神林・青木 2014）。そのため，回答者の負担を増やしてまで，
 

註 



神林：共同実施県における学校事務職員の業務負担を規定する要因 

40 
 

 

休日の学校事務職員の労働時間は測定する必要はないと判断し，休日の労働時間を本調査項目から除外した。第 2は，

勤務日の労働時間のみでも，当該学校事務職員の客観的な業務負担を測定できると考えたためである。生活時間調査研

究では，生活のゆとりは平日の生活にあり，平日にゆとりがなければ，週末のゆとりもないとされる（矢野編著 1995，5

章）。こうした考えを踏まえて，本調査も勤務日のみの労働時間を調査項目に設定した。 

4） 級内相関係数が.1を超える場合に，データに階層性があると判断され，マルチレベル分析が必要と考えられている（清

水 2014，p.11）。 
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１ ．問題 

 

(1）問題の所在 

 1990年代後半に「小 1プロブレム」概念が普及して以降、就学前と小学校との接続への関心が急速に高まった

かにみえる。小 1プロブレムとは、小 1学級における「学級崩壊」を指す概念である 1)。しかし、小学校 1年生の

教室での振る舞いをめぐる議論にはより長い蓄積がある。 

筆者が蒐集した史資料の範囲では、その起源は明治期にまでさかのぼる 2)。1915（大正 4）年の「全國幼稚園

關係者大會」では、文部省諮問案に対し「幼稚園ト小學校トノ連絡に関スル適切ナル方法」が答申されている（文

部省教育調査部 1942: 21）。また、日本の幼児教育の父と称される倉橋惣三は、1923（大正 12）年の小論にお

いて「幼稚園から來たものは小學校に於ける學習態度の準備が出來て居ない…受動的注意が足りないとか、集團

的におとなしくして居ることが足りないとか言つて非難されたりする」と記している（倉橋 1923:139）。これらは、小

1 プロブレムと類似の状況がすでに問題化し、当時の教育関係者にある程度共有されていた傍証といえる。また、

『幼稚園教育要領』の前身である 1948（昭和 23）年の『保育要領』では、すでに「小学校との連絡」という項

が設けられ「小学校とあらかじめよく連絡をとる」「就学前の教育と、就学後の教育とは、ともに一貫した目的と方

法とを持たなければならない」などの記述がある。 

 2017（平成 29）年告示の『小学校学習指導要領解説（総則）』では、「小学校の入学当初においては、幼児期

の遊びを通じた総合的な指導を通じて育まれてきたことが、各教科等における学習に円滑に接続される」ことが目

学術研究論文 

要約：日本における子どもの就学前段階から小学校への移行では、「円滑な接続」

が目指されている。しかし、両者の「隔たり」とは何かの分析を経ずに、スタート・

カリキュラムなどの実践が先行している。本稿は、就学前段階と小学校との隔たり

を分析するため、あるベテラン保育士へのインタビューを実施した。インタビューで

は、小学校教師の日常的な指導方法に対する批判的な視点が表明された。具体的

には、子どもが「集団」との関係において個人として尊重されていない点、日常的

な指導方法の正当性への疑問などであった。同時に、小学校教師との連携による、

相互理解の可能性も示された。 

保育士からみた隔たりは、小学校における子ども集団と個人との関係にあり、そ

の視座は小学校以降における子ども個人の処遇を再検討する契機を提供する。そ

れは、小学校教師への非難と帰責ではなく、小学校教師を取り巻く構造的課題への

問題提起であるといえる。 

  

キーワード 

小学校移行 
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指されている。その手段として、「スタート・カリキュラム」の編成や、生活科を中心とした合科的・関連的な指導、

弾力的な時間割の設定などが挙げられている。 

 しかし先行報告では、就学前と小学校との「隔たりとは何か」の分析の不十分さが指摘されている。酒井は、

就学前と小学校との連携について、「連携によって埋めるべき幼児教育と小学校教育の隔たりとは何かが明確に整

理されていない」と述べている（酒井 2011: 26）。つまり、これまでの両者の接続・連携は、学術的に「隔たり」

が解明されたといえない状況でなされてきた可能性がある。「隔たり」の十分な診断を経ずに処方されたスタート・

カリキュラムが、有効に機能するかは自明でない。したがって隔たりの詳細な分析は、就学前から小学校への円滑

な接続のための実践の構想にも寄与するだろう。 

  

（2）保育の多様性 

本稿は、就学前から小学校への移行を、子どもが施設型保育を経験し、その後小学校へと移行することを前提

としている。2016（平成 28）年現在、認可外保育施設を含む何らかの施設型保育を利用している子どもは、4歳

以上児で 100％である（稲川 2017: 12）。内訳は、幼稚園 46.0％、保育所 42.1％、認定こども園等 9.6％、認可

外保育施設 2.3％となっている 3)。 

幼稚園は、学校教育法上の学校（一条校）である。幼稚園教育は、『幼稚園教育要領』（以下、『要領』）にお

ける教育内容に基づき、教育課程が編成される。 

 保育所は児童福祉施設である。保育所保育の役割のうちに「教育」を含むことは『保育所保育指針』（以下、

『指針』）に明示されている。1963（昭和 38）年の文部省・厚生省の「共同通達」により「保育所のもつ機能の

うち、教育に関するものは、幼稚園教育要領に準ずることが望ましいこと」とされ、『指針』における教育の内容（保

育内容）は、『要領』に準じて策定されている。 

認定こども園が創設されたのは 2006（平成 18）年であり、幼保連携型、幼稚園型、保育園型、地方裁量型の

4類型がある。「幼稚園型」は『要領』、「保育所型」は『指針』にそれぞれ準拠する。その後、2015（平成 27）

年の「子ども子育て支援新制度」（以下、「新制度」）開始に伴い、幼保連携型認定こども園が「学校及び児童福

祉施設」という新たな法的位置づけをもった施設として「新設」された。同時に、『要領』に準拠した『幼保連携

型認定こども園教育・保育要領』（以下、『教育・保育要領』）が告示された。 

このように、保育施設は近年多様化してきており、各施設が準拠すべき教育・保育内容は『要領』『指針』『教

育・保育要領』（以下、『三要領』）が併存しているが、そこに示される教育内容・保育内容は基本的に同一であ

ると考えてよい。しかし、『三要領』に示される教育・保育内容は大綱的基準として示されており、各園の独自性

が発揮される余地がある。また、設置主体が「学校法人」あるいは「社会福祉法人」である「私立」の占める割

合が高いことも相俟って、日本の保育は多様であるといわれる。濱名は「初中等教育と比較すると園によって独自

性、多様性に富んでいる…様々な保育方針の園が混在している状況」としている（濱名 2011: 88）。 

国際的な視座から保育（Early Childhood Education and Care）カリキュラムをみれば、経済協力開発機構

（OECD）は先進国の保育を、スキルの獲得を重視する「就学準備型」と、家庭を含む子どもの発達ニーズを重

視する「ホリスティック型」とに分類している（OECD 2006: 144）4)。また、教師の主導性の高低と、子どもの主導

性の高低を軸とした 4象限に基づき、オープン・フレームワーク型 5)（教師主導性：高, 子ども主導性：高）、子

ども中心型（教師主導性：低, 子ども主導性：高）、プログラム型（教師主導性：高, 子ども主導性：低）、養護

型（教師主導性：低, 子ども主導性：低）とした分類もある（Weikart 2000: 51）。 

日本の保育は子ども集団の規模が欧米とは異質であり、保育者一人当たりの子ども数の多さが特徴的である 6)。

海外の研究者から「日本の保育ペダゴジーは、保育者対子ども比の高さから、北米やヨーロッパに輸出することは

難しい」と評され （Tobin et al. 2009: 238）、国内からも集団主義的側面が指摘されている（結城 1998）。一方

で、「幼児一人一人の特性に応じ、発達の課題に即した指導を行う（『要領』）」「一人一人の発達過程に応じて保

育する（『指針』）」とされ、個人の尊重が重要な原理のひとつである。Hollowayは、フィールドワークに基づき、

日本の幼児教育に「関係重視型」、「役割重視型」及び「子ども重視型」の 3類型を見出した（Holloway 2000）。

こうした多様性は、『三要領』の理念と制度環境との整合性の解釈を、各園の保育観や信念に委ねてきたことによ
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るといえよう。 

 

２ ．先行研究 

 

（1）小学校への移行をめぐる諸課題 

OECDは、『Starting Strong（人生の一歩目を力強く）』と題され、先進国の乳幼児期の教育（Early childhood 

Education and Care）に関する一連の報告の最新版において、子どもの小学校移行を特集した（OECD 2017）。

そこでは、「学校への準備（school readiness）」概念の再検討がなされている。従来は、子どもによる学校への準

備を目指すいわゆる「ヘッドスタート」的な文脈において、「子どもに必要な準備」が論じられてきた（Lin et al. 

2003）。小学校移行期は、学業達成における「決定的な時期（critical period）」とされ（Entwisle et al. 1993: 404）、

海外の先行報告はこうした観点を基盤として、子どもの社会階層、クラスサイズ、就学前の経験と小学校移行との

関連を論じるもの（Gullo 1993）がある。また、小学校移行と学業達成との関係についての調査研究も蓄積されて

いる（Fabian et al. 2006）。背景には、多文化・多民族社会特有の構造的要因による学力格差や、格差是正を目

指す政策的動向があると考えられる。そして、こうした従来の「子どもに就学の準備をさせる」という考えを改め、

OECD は、学校が子どもの受け入れの準備をする必要があり「小学校に改革が要求されている」と指摘した

（OECD 2017: 253）。 

日本の保育は、戦前から「遊び」を中心的な方法原理としてきた伝統もあり、学業への準備については、相対

的に慎重な立場を採っている。したがって、小学校移行をめぐる関心も海外と異なる。加藤らは、「国内の問題認

識と比較して、長期的な人間発達と社会的な格差是正に重点がおかれていることが海外の研究動向の特徴である。

これを踏まえると、「小 1プロブレム」に特化し、小学校教育への適応が第一義的に掲げられる今日の連携の議論

が一面的であることが浮かび上がる」と述べている（加藤ら 2011:89）。 

国内では、教育方法やカリキュラムに着目した、酒井の一連の研究（酒井 2010 酒井 2014）において、制度

的な困難や教育方法やカリキュラムの差異と、それらの構造的な問題をいかに乗り越えていくかのビジョンが示さ

れ、具体的実践への提言がなされている。教育方法については、①子どもが経験する学習の総体を見据えたカリ

キュラム編成、②学習主体を子どもとして統一的に捉えること、③「環境を通して行う教育」と授業デザイン論との

接続などの観点から検討すべきとされている（酒井 2014: 2）。 

 

（2）「隔たり」へのアプローチ：保育者と小学校教師の「意識」に着目して 

本稿では、就学前と小学校の隔たりを分析する。加藤らは、「実践研究の積み重ねのなかで顕在化してきている

のは、幼稚園と小学校の対立にも似た文化の相違である…こうした校種間連携の実践上の困難は、これまで学校

教育と就学前教育が峻別されてきたことによる指導文化の違いに起因するところが大きい」（加藤ら 2011: 88）と述

べている。指導文化の担い手は保育者ならびに小学校教師であるため、文化の違いは両者の意識の違いと関連し

ていると考えられる。したがって、隔たりの解明には、意識への着目が有効である。 

国内の実証的な調査研究では、渡部・加世田が、小学校教師の「イラショナル・ビリーフ」概念により、幼稚

園教師と小学校教師の「子どもをみる視点の差異」の分析がある（渡部・加世田 2004）。イラショナル・ビリーフ

は、直訳すれば「非合理的信念」であり、「絶対的で狭義的な「～ねばならない」とするタイプの強迫的なビリー

フ」であり、小学校教師の実践の背景となる強迫性の高いビリーフである（河村・國分 1996, 河村・田上 1997）。

その内容として「教師の意図通りに児童を統制・方向づけようとするビリーフ」、「教育実践における集団主義志向

のビリーフ」及び「学級運営の規則・慣例主義志向のビリーフ」（河村・國分 1996）が挙げられ、これらの強迫

性の高さが、「児童に教師の定めた特定の行動や態度をとることを強要する指導行動や態度につながる可能性」が

指摘されている（河村・田上 1997: 214）。渡部・加世田は、幼稚園教師と小学校教師への調査から、「一般に小

学校教師は、幼稚園教師に比べてイラショナル・ビリーフが高く、子どもの個性を認める視点を持ちにくい」と結論

し、「小学校教師は小学校学習指導要領に到達目標が示されていることもあり、幼稚園教師に比べ、「教えなけれ

ばならない」「育てなければならない」など、イラショナル・ビリーフをもちやすく、それにより子どもをみる視点が
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限定されている可能性」を指摘している（渡部・加世田 2004: 25）。 

 玉置・戸田・瀧川（2006）は、幼稚園園長への質問紙調査を実施し、幼小接続の段差の特定を試みている。

その際、幼稚園のカリキュラムを「自発探索優位」、「技能学習優位」及び「遊び発展優位」の 3類型に分類し、

園長が所属する幼稚園のカリキュラム類型により、段差に関する認識が異なるかを検討した。その結果、自園のカ

リキュラムが「自発探索優位の傾向がある場合」に、「カリキュラムの接続がスムーズかどうかの評価とは関連が

ないにもかかわらず、子どもが段差・ずれをかんじているだろうと園長が懸念する傾向」を見出している（玉置・

戸田・瀧川 2006: 124）。そして「この結果の解釈は、戸惑うものであった…園が自発探索を重視している場合に、

小学校とのカリキュラム上の接続が思わしくなく、その結果、子どもも段差・ずれを感じているだろうと園長が危惧

しているのであれば、常識的な理解が可能である。しかし…自園のカリキュラムが自発探索的であると考える園長

が、カリキュラム接続以外の要因で、子どもが幼小の段差を感じているだろうと考えていることを示している」と指

摘している（玉置・戸田・瀧川 2006:125）。すなわち、自園の方針を自発探索重視であると解釈する幼稚園園長

が感じる「段差・ずれ」には、カリキュラム以外の要因が作用している可能性が示唆されている。しかし、その後

この課題は継続して追究されていない。 

本稿は、これら先行報告において指摘されてきた就学前と小学校との隔たりの一側面を、より具体的に提示する

ことを試みる。特に、保育者が小学校あるいは小学校教師をどのようにとらえているかに着目する。「円滑な接続」

には、子どもにとっての隔たりを解明することが重要と考えられるが、園から小学校に送り出す子どもを第三者的に

観察できる保育者の意識は、子どもにとっての「隔たり」の解明の糸口となる可能性がある。 

  

３ ．調査方法と概要 

 

（1）インタビュー 

 本稿では、保育士へのインタビューを分析する。野村（2017）は社会科学の認識論を「実証主義」「批判的実

在主義」「解釈主義」に区分している 7)。実証主義と解釈主義では、存在論的立場がそもそも異なるが、実証主

義と批判的実在主義とは存在論的立場（基礎づけ主義）を共有する。その差異として、批判的実在論が「目に見

える事象ではなく、その背後にある目に見えない「構造」こそが重要である（野村 2017: 25）」と考える点が挙げ

られており、本稿はこの立場に近い。つまり、『三要領』と『小学校学習指導要領』との顕在化された差異よりも、

意識や文化といった不可視の構造的差異を重視し、解釈しようとする認識論的立場に立つ。 

そして個人への着目を通して、個人を取り巻く社会構造を明らかにしようとする点で、ライフヒストリー／ライフス

トーリー研究やナラティブ研究といった質的研究に位置づけられよう。桜井は、ライフヒストリー研究を「実証主義」

「解釈的客観主義」「対話的構築主義」の 3つのアプローチに分類している（桜井 2002: 15-31）。これらの区分

は、概ね野村による区分に対応し、批判的実在論は解釈的客観主義に近い立場とされる。桜井によれば、解釈的

客観主義は「帰納論的な推論を基本としながら、語りを解釈し、ライフストーリー・インタビューを重ねることによ

って社会的現実をあきらかにしようとする…語り手の語りから、その社会的基盤と意味内容をさぐって、語られたこ

と what にもとづいて意味構造を解読し、規範的、制度的現実を記述することを目的」とする（桜井 2002: 25）。

こうした方法により、探索的な仮説生成（「検討すべき仮説を質的な言葉で特定」（Gibbs 2017: 13））を行う。した

がって本稿の結論は、一般性や客観性を主張するものではない。Goodson らが、ライフヒストリー研究について

「一般的に、主観性、イーミック、個性記述に価値をおく、ある特定の認識論的な立場をとっている…客観性、エ

ティック、法則定立による一般化が究極的な狙いではないから、大きなサンプルは必要ではなく、むしろ不適切で

あるとさえ主張する」（Goodson et al. 2001: 26）と述べている通り、こうした方法ではサンプル数ではなく、得られ

た仮説の妥当性や信頼性が問題となる。 

本稿で分析対象とするデータは、小学校に関する保育士としての経験の一部に焦点化された「保育者の語り」

である。それはインタビューという研究者との相互行為により共同制作されたものであり、インタビューの時点から

振り返られた過去の出来事への意味づけや評価を内包したテクストである。したがって、そこには保育士の意識な

いし信念が反映される。 
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インタビューは、筆者とインフォーマントの A保育士（以下、A先生）とのラポール形成がなされた段階で行わ

れた。筆者と A先生が知り合ったのは、2015（平成 27）年である。きっかけは、筆者の勤務校の学生が、A先

生が勤務する B 保育所（以下、B 園）で実習を行い、筆者が「巡回指導」で B 園を訪れたことだった。私が個

人的に小学校との連携に研究関心があることを伝えたことから、B園が立地する C小学校校区（以下、C小）との

合同研修会の案内を受け、参加の機会を得た。また、B園での実践に触れ、教育的意図が張り巡らされた環境構

成と保育実践、考え方に関心をもち、以来定期的に、見学や相談などの形で交流している。インタビューは、これ

らの交流を踏まえ 2017（平成 29）年 12月に実施され「A先生が小学校に対しどのような考えをもっているか知り

たい」という筆者の依頼への応答としてなされた。インタビューは録音し、トランスクリプト（逐語録）を作成した。

なお、A先生には本稿の全文を事前に公開し、データの引用と公開の承諾を得ている。 

 

（2）インフォーマントの概要 

A先生は、福岡県私立 B園に約 40年勤務する保育士である。B園の立地する C小校区には、1幼稚園・2保

育所がある。B 園立地の自治体は、県内の「過疎地域」に指定される、非都市圏である。A 先生は、B 園で長

年主任保育士を務め、2016（平成 28）年度をもって定年退職した後、B 園に再任用され、「一保育士として」若

手保育士や実習生の指導、また C 小との連携業務を担当している。現在までに、保育士会の研究活動にも従事

し、学会等で積極的に成果の発信を行っている。 

B 園では、子どもに対し保育士が「指示・命令・禁止をしない」方針を採っている。それらが、子どもが自発

的に考える力の成長を妨げるとの考えが背景にある。「運動会」の隊列も、保育士が笛を吹いて先導せず、子ども

自身が自分で考えて動けるように働きかけている。また B 園の保育室には、ソファーが配置されている。ある時、

筆者がその理由を問うと、概ね以下のような回答があった。保護者に急かされながら、ストレスを抱えて登園する

子どももいる。その状態で園児が一斉に、決められた活動をすることは、その子どもにとって教育的に意味がない。

だから、そういう子どもには気持ちをリセットできる場所が必要なため、子どもの休憩場所としてソファーを設置し

ているという。 

B園の方針は、子どもの現在を重視する点で、OECD（2006）の分類では「就学準備型」より「ホリスティック

型」に近いといえる。また、子どもが自ら考えることを重視する点で子ども中心だが、環境構成には保育士の意図

が張り巡らされており、保育士の主導性が低いとはいえない。したがって、Weikart（2000）による「オープン・

フレームワーク型」に近いと考えられる。B園においては、結城（1998）の述べる「集団教育」的な要素は希薄

である。B園は、保育士一人当たり子ども数の最低基準という制度的制約を抱えながらも、子どもの主体性を重視

するための工夫に満ちている印象である。 

C小校区では、2008（平成 20）年から現在まで、校区内すべての幼稚園・保育所と、C小、中学校との合同

研修会が年 2回定例会として開催されている。この研修会は、行政主導ではなく、校区内で自発的に開始された。

C 小では、公的な校内研修と位置づけられ、異動してきた教師が「C 小に来たらこの研修会があると聞いていた

ので、楽しみにしていました」と語るなど、小学校教師の中でも有名な連携実践のようである。筆者は、A先生の

紹介でこの研修会に 2015（平成 27）年からこれまでに 5 度参加した。その都度選択されたテーマの「講義＋グ

ループディスカッション」形式で行われ、筆者が参加した際は、A 先生による講義や小学校教師の実践報告に基

づき議論がなされていた。 

A先生は同地域における連携の要であり、研修会運営の中心である。A先生によれば、2004（平成 16）年か

ら、B園と C小との連携強化が模索された。その成果として、第 1回研修会が開始されたのが 2008（平成 20）

年である。研修会の後は、場所を変えて懇親会が行われるのが恒例であり、A先生は「飲み会が大事」と語る。

以来 A先生は、多くの小学校教師と「膝を突き合わせて」対話してきた。現在では、C小の教師や卒園した保護

者からの相談を受け、仲介するなど日常的に交流があり、C小教師とは良好な関係を築いている。 

こうした経験から A先生が小学校教師をどのように捉えているかは、保育者と小学校教師との意識の隔たりの解

明にあたって、格好の手がかりとなると考えられる。桜井はライフストーリーの「妥当性」の基準について、「語り

手の能力」を挙げ、語りが「なによりも他者にとって刺激的で、共感を呼び、興味を引く経験であるかどうか」を
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条件として挙げている（桜井 2002: 40-41）。A先生の実績や経験は、「よいインフォーマント」 （Goodson et al. 

2001: 64-65）の条件を満たしているといえる。 

 

４ ．結果 

 

（1）個人と集団への着目 

 インタビュー以前に、A 先生は会話の中で「小学校とは文化が違う」と語った。これは、先行報告で指摘され

た「指導文化の差異」（加藤ら 2011: 88）と同様の認識であると考えられる。インタビューでは、この点について

改めて尋ねた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここで A 先生は、小学校との「文化の違い」について、「個人と集団」という観点を提示している。「みんなで

歌う」場面を例に、子どもの意思を尊重した「寛容な対応」の重要性を述べている。しかしこうした対応が、小学

校ではなされていないとの認識を A先生は有している。そしてその背景に「集団が大事で一人ひとりは我慢」す

べしという規範の存在を読み取っている。 

子どもが多くの時間を過ごす「学級」が、子ども一人ひとりに対し抑圧的に作用する構造的特性をもつことは、

すでに指摘されている。柳（2005）は、学級を「事前制御」された空間と捉え「事前制御された「学級」の中で

生活するには、児童・生徒が自己の方針を明確に持っていたり、強固な意志を持つ存在であったりしてはならない

…（中略）…学校は児童・生徒を無力化し、彼らが学校秩序に従順になるように仕向ける必要がある」（柳 2005: 

179）と説明している。子ども一人ひとりの「いま・ここ」の肯定は、集団的秩序の維持と潜在的に対立し得るので

ある。 

 しかし小学校において、個より集団的秩序を優先すべし、という明示的な規範が存在するわけではない。また、

『小学校学習指導要領』においても、「個に応じた指導の充実」がうたわれており、2017（平成 29）年改訂のポ

イントとして「子供一人一人の発達をどのように支援するか」が挙げられている。しかし A先生にとっては、こうし

た理念は実現されていないととらえている。 

 

（2）肯定的な関わり 

C 小校区における連携は、A 先生が C 小に連絡したことが契機となり開始された。その経緯をめぐる語りに、

小学校教師に対する意識があらわれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

前項の語りも踏まえると、「肯定的な関わり」は、子どもの「いま・ここ」の姿の肯定という意味で捉えられてい

筆者：以前、「文化の違い」をすり合わせないとっておっしゃってましたけど。 

A先生：一人ひとりをみていこうっていうのが、保育指針の主なところですよね。でも、小学校に行くと集団で見

られる…集団が大事で、一人ひとりは我慢しなさい、というような教育にかわっていく…今から「歌の練習する

よ」って言った時に「嫌だ」って言った子には、「じゃあ見ててね」って。寛容に、先生が楽しく、周りの子が楽

しく歌ってれば、入ってくるよって。そっちの方が望ましい。今から練習するからって言って、引っ張ってきても何

も学びませんからね…だから部屋を共有しているだけでも良しとして、「じゃあそこで見ててね」っていうような寛

容な対応が大事になってくるんですよね。 

筆者：（C小との）連携が必要だというふうに先生が感じられた経緯をお聞きしたいんです。 

A先生：15～16年前ですよね、連携が必要だっていう風に感じたのは。小学校の先生たちに申し送りをする、

年長さんが入学する前に申し送りというのがあるんですね。その時に話してると、やっぱりうちがやっている「肯

定的な関わり」というのが通じないんですよ。そんなことではいけないでしょうというような感じで。 
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ると解釈できる。そのため、「指示・命令・禁止をしない」という方針が導かれるのである。A先生は、小学校に

対する「肯定的な関わりが通じない」という認識と、それへの「異議申し立て」が、連携への動機づけだったと

語っている。具体的な契機は、ある卒園児の母親からの相談だったという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで明確に、子どもの姿が肯定的に受け止められていないことに加え、「無理やり食べさせる」という教師によ

る給食指導の「正当性」に対する異議申し立てがなされている。この相談の後、A 先生は『小学校学習指導要

領』を取り寄せて調べたが、正当性を担保する記述は見つからなかったと語っている。こうした異議申し立ては、

別のエピソードにもみられる。 

 

 

 

 

 これは具体的な事例への言及ではないが、A 先生が見聞して構成した、小学校教師と子どもとの関係の「失

敗」の定形として語られていると解釈すべきだろう。この見解は、A先生の「愛着」概念に関する知識を根拠とし

て展開されている。A 先生は、「グリーンピースが嫌いという子どもの意思」や「愛着未形成の子どもによる気に

なる行動」が肯定的に受容されず、子どもの行動が教師の正当性のない指導によって制御または規制されている

ことを批判的に捉えている。ここから、前項の「個人と集団」という観点とは異なる、小学校教師の指導実践の正

当性や適切性という論点が浮上する。 

 佐伯は、学校の実践について「普通の常識では考えられないことが、「集団の規範」という名目のもとに平然と

実践され、まったく何の疑念も生まれない、ということが生じる…残念ながら、「学校」という集団がそのような「閉

じた」世界になっていることがきわめて多い」と述べている（佐伯 1995: 145-146）。この指摘は、小学校教師のイ

ラショナル・ビリーフが構成される学校の閉鎖的な構造への批判である。A 先生は小学校の外部から、佐伯と同

様の批判的視点を、小学校に対して投げかけていると解釈できる。 

 

（3）小学校教師の「変化」への認識 

 A先生は、批判的なまなざしを小学校教師に向けつつも、A先生の考えが小学校教師により受容される手応え

を感じており、小学校側も連携のメリットを感じていると認識している。グリーンピースの件で関わりを得た栄養教

諭は、その子どもが次第に好き嫌いを減らし、4 年生になって食べる量が増えて身体的に大きく成長したことを目

の当たりにして、「先生の言ってたことがよくわかりました、1 年生の子に無理やりグリーンピース 10 個なんて、と

んでもないことをしてしまった」と後に語ったと述べている。両者の相互理解の可能性については、A 先生は決し

て悲観的ではない。 

 

 

 

 

 

A先生：給食のことがすごく気になっていて…うちは無理やり食べさせるとかしない。（小学校）『学習指導要領』

の中にも無理やり食べさせろとは書いてないですよね。…（B 園では）苦手と言ったものは少しにおってみると

か舐めてみるとか、苦いんだとか辛いんだとかしょっぱいんだということを体験して、いずれ食べるようになって

欲しいよという願いの下で、今日はこれだけね、という形でやってるので、無理強いはしません…その子ね、グ

リーンピース苦手ですと言って（小学校に）あげたのに、ある日、グリーンピースを 10 個食べなさないと言っ

て、先生たち 3 人に囲まれて、無理やり食べてるんですよ。でも次の日から学校に行けなくなって、おかあさん

が泣いて、どうしたらいいですかってこられたので、じゃあちょっと話してみましょうかって、学校の先生に話した

という経緯があって。 

 

A先生：愛着が育ってない子が、気になる行動をとるわけですよね。そしてその子たちに、叱ったり、禁止した

り、これが正しいんだと押し付けたりすることは、本当にナンセンスなんですよ。…だけど、そこがうまくいかなか

ったら、荒れますよね。だから授業が成り立っていかないという形になっていく。 

 

A先生：気になる子なんかがいて、そこの家庭の様子とか、これをすればその子はヒットするとか、保育士が詳

しく知ってますよね。それで何かあったときに、この場合はどういうふうに対応したらいいですか、と聞きに来られ

たりして、参考にして「やってみるとうまくいきました」ということが何度もあって、そういうところが一番、メリッ

トがあるっていう風に言います、小学校の先生は。…残念ながら学校は公立だからどんどん変わるんですよ職員

が。だから繰り返し言わないといけない。…けんかをしたときに、お前が悪いって言って裁判官になって、じゃ

あ謝れとか言って、指示をして、（子どもが）何が何だかわからずに「ごめんなさい」言ったら終わり、とかいう

ような解決の仕方はいかがなもんでしょうか、って言って随分変わったんですよ。その方法を使ってすごくよかっ

たって言って、研修会の時に報告があったりして。ああよかったと思ってた時に、（異動により）代わったりするじ

ゃないですか。また振り出しみたいな。 

 



垂見：保育士の語りにみる小学校教師との「隔たり」 

 

50 
 

 

 

 

 

 

ここでは、対話を通して互恵的な連携が可能であるとの認識が表明されている。また、A 先生の考えが小学校

教師にも受容される手応えが看取される。これは、小学校教師のイラショナル・ビリーフが確固たるものではなく、

変容可能なものであることを意味する。しかし同時に、人事異動により職員が代われば「振り出し」との認識から、

連携を継続することの困難と重要性が示唆される。 

第 1節でみたように、1948（昭和 23）年の『保育要領』においてすでに「小学校との連絡」が課題として公式

に示されていたにもかかわらず、現在でも就学前と小学校との連携には課題が多いといえる。A先生の語りは、就

学前施設と小学校との連携実践が構築されにくい現状の背景に、制度的・構造的要因があることを示しているとい

える。 

 

５ ．考察 

 

（1）成果  

A先生へのインタビューの分析結果は、以下の通り要約できる。 

A 先生は、小学校教師の指導方法に対する批判的見解を有していた。具体的には、小学校教師による日常的

な指導に対する批判的まなざしを伴う、隔たりの認識である。その内容は、小学校では子ども個人の意思や欲求

よりも集団的秩序や規範が優先されると捉えられる点、また必ずしも子ども個人が肯定的に受け止められていない

と捉えられる点にあった。そして、指導方法の正当性や適切性への疑問が表明されていた。しかし、そうした批判

的見解と同時に、連携と対話を通して、A先生の考えが小学校教師に受容され、小学校教師のイラショナル・ビリ

ーフの変容可能性が示唆された。 

この結果から、次の成果が得られる。本稿の成果は第一に、玉置・戸田・瀧川（2006）において、自発探索優

位のカリキュラムを採用する幼稚園園長が「カリキュラム接続以外の要因で、子どもが幼小の段差を感じているだ

ろうと考えていることを示している」という先行報告の結論を裏付けるものである。B園では「指示・命令・禁止」

などの一方的な介入が抑制されていたが、小学校においては子ども個人の意思や欲求が十分に受け止められず、

指導方法の正当性や適切性への批判的な認識を、A先生は有していた。この A先生の認識が、玉置らの先行報

告において明示されなかった幼稚園園長の意識と通じていると考えられる。そして「カリキュラム以外のずれ」は、

加藤ら（2011）が「指導文化の差異」と表現したものであり、その分析に「子ども個人と集団」という視角から迫

る有効性を仮説的に提示することができる。 

また第二に、小学校教師のイラショナル・ビリーフの変容可能性が示された。小林は、小学校への「保護者の

期待」という観点から、就学前と小学校との円滑な接続について「ビリーフを低減させること」を提起している（小

林 2005: 164）が、その方法については明らかではなかった。しかし本稿では、小学校の外部としての保育士との

対話を通して、イラショナル・ビリーフが低減される可能性が示唆されたことになる。同時に、結論から浮かび上

がる「話せばわかる」小学校教師像からは、小学校教師のイラショナル・ビリーフが、必ずしも小学校教師によっ

て積極的に支持されているわけではないことが示唆される。保育士という外部からは非合理的にみえる小学校教

師の指導実践が、小学校内部からは再帰的に顧みられにくい構造や、子ども個人に寄り添うことを困難にする環境

的制約に、小学校教師が拘束されている可能性などが考えうる。一方で、学校は集団生活を学ぶ場であり、そこ

では個人が抑圧されることはやむを得ないという信念が、小学校教師によって積極的に支持されている可能性も

完全には棄却されない。 

これらの仮説を導く過程において得られる実践的示唆は、あくまで就学前段階と小学校との円滑な移行という観

点からは、スタート・カリキュラムの実効性がその内容の工夫のみへの注力によっては得られない可能性である。
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また同時に、小学校教師のイラショナル・ビリーフが、小学校の外部との交流を通して開かれる可能性も示されて

いる。ここから、スタート・カリキュラムの策定に保育者の視点を導入するという連携の有効性も指摘できよう。 

 

（2）限界 

 本稿の限界は、隔たりが保育士のみの視点から得られたものであるという点である。さらに、A先生が勤務する

B園のように、子どもの自主性を重んじ、子どもの現在を肯定し、子ども個人を重視する保育を行っている園ばか

りではない。学校化し、集団的秩序が優先される園もある。本稿は、子ども個人の主体性や「今・ここ」を肯定

的に受容することを重視する、という保育観をもつ保育者からみた小学校教師との隔たりの一側面であり、こうした

観点が保育者の中でどの程度一般性を持ちうるかの検証も必要である。 

 仮に、保育現場において学校的理念と方法による保育が採用されれば、本稿で明らかにした隔たりは出現しな

い可能性も指摘できる。しかし、この「隔たりの不在」からは、就学前と小学校のあり様を顧みる契機が生じない。

したがって、保育者と小学校教師の意識の隔たりの有無それ自体ではなく、「隔たりの不在」を相対化し、分析す

ることも求められよう。 

また、当事者である子ども、保護者は射程に収められていない。子どもや保護者へのアプローチも検討される必

要がある。 

 

（3）課題 

今後の課題として、小学校教師からの就学前段階への隔たりの認識も明らかにする必要がある。保育者からみ

た隔たりも、複数のインフォーマントによる同様の調査を通して仮説を発展する余地がある。 

そして、「個人と集団」という枠組みから、保育者と小学校教師が自身の指導実践において、子ども個人の姿の

尊重と、集団的秩序や規律の維持に、どの程度価値や重要性を配分しているかを明らかにすることで、隔たりをよ

り詳細に分析できる。その際例えば、所属組織、経験年数、役職等と保育観や教育観との相関をとらえることで、

就学前施設と小学校との隔たりを客観的に把握できれば、両者の連携や子どもの円滑な接続のための有力な根拠

となる知見が得られよう。 

また、相互理解の可能性の示唆から、小学校教師の信念とそれを取り巻く構造に着目する視点が得られた。外

部からは非合理的にみえる教師の指導方法の背景にある、小学校教師にとっての合理性を理解する視点も必要で

ある。小学校の構造と小学校教師の信念への着目により、イラショナル・ビリーフの発生源の特定や、小学校とい

う制度自体の抱える課題を明らかにする展開も考えられる。 

佐藤は「教室は、一方向的に均質化されて分断された「制度の時間」と教師と子ども一人ひとりが「今ここ」を

生きる「自分の時間」とが交錯しせめぎ合っている場所である。そして、教室において一方向的に均質化された

「制度の時間」に亀裂を走らせ、一人ひとりが「今ここ」を生きる「自分の時間」をとりもどすことができるかは、

この二つの時間の交差点で舵取り役をつとめる教師自身が「自分の時間」を生き、「今ここ」を生きる子どもたちと

生きる時間を共有しあっているかどうかにかかっていると言ってよいだろう」と述べている（佐藤 1996: 65）。この

指摘を、小学校教師を取り巻く環境の変化や、それによる労務環境の悪化などを踏まえて捉えれば、小学校教師

が「自分の時間を生きる」ことが困難になっているのではないかとの思いを禁じ得ない。本稿で描いた保育士から

の批判的なまなざしは、小学校教師や小学校への非難としてではなく、両者の対話を通した連携と協働のための

問題提起として、受け止める必要があろう。 

 

註 

1）新保によれば、「わたしが所属している大阪府人権・同和教育研究協議会では…（中略）…小学 1年生の実態を「小 1プ

ロブレム（問題）」と呼び、全国でも先駆的に 1998年から研究を続けてきた」（新保 2001: 5）とされている。概念の普及に関

しては、「いわゆる『学級崩壊』から分岐し、マスコミの報道により社会的な注目を集めるのは、平成 11年以降のこと」と指摘

されている（東京学芸大学 2010: 1）。 

2）例えば、1901（明治 34）年創刊の『婦人と子ども』誌上に限定しても、幼小の「連絡をよくしようという考え」に基づく実
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践紹介（森岡 1903）や、カリキュラムの接続を論じたもの（佐々木 1911）などがある。また、小学校との連絡という観点に関

連して、幼稚園の要／不要をめぐる論争（幼稚園論争）が展開した経緯もある（太田 2012）。 

3）「幼稚園」は幼稚園型認定こども園、「保育所」には保育所型認定こども園を含む。また、「認定こども園等」は幼保連携型

と地方裁量型である。 

4）OECDは、前者の「未来への準備」としての保育観を批判的にとらえ、後者の「現在の重視」という保育観を支持してい

る。大宮はこの議論を踏まえ、近年の日本の幼児教育政策は OECD が批判する前者に重点を移しつつあると警鐘を鳴らして

いる（大宮 2006: 24-26）。 

5）ノーベル経済学賞受賞者である Heckmanが評価した（例えば Heckman 2013）ことで有名になった「ペリー就学前教育

プログラム」は、「ハイスコープカリキュラム」と呼ばれ、「オープンフレーム型」に位置づけられている（Weikart 2000）。 

6）保育所における人員配置最低基準は、0歳児／1:3（保育士 1人当たり子ども 3人）、1・2歳児／1:6、3歳児／1:20、4・

5歳児／1:30である。幼稚園は、「1学級 35人以下」であるため、上限が 35人となる。認定こども園は、「保育短時間」認定

の子どもは幼稚園、「保育標準時間」認定の子どもは保育所にそれぞれ準拠する。また、「保育者」という表記は、幼稚園教

諭・保育士・保育教諭（幼保連携型認定こども園に勤務する教師）の総称として用いる。 

7）Gibbsは、「実在論」「批判的実在論」「唯心論（構成主義）」と区分しており、野村による区分と概ね共通している（Gibbs 

2017: 9-11）が、本稿では野村による表記に従う。 
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要約：学校は、本来子どもが学力や社会性などを身に付け、成長することができる場

所である。子どもが一日の大半を過ごす学校で主観的幸福感を感じることができるなら

ば、子どもはよりよく成長するだろうと考えた。本研究では，主観的幸福感を，「享楽的

幸福感（hednic）」と「成長的幸福感（eudaimonic）」の２ つから成るものとし、両面

において子どもたちが学校生活でよりよく生きることができていると認知している状態と

して扱った。研究の方法は、調査対象校での３ 回の質問紙調査、その中で子どもの主

観的幸福感の高かったクラスと低かったクラスの観察と学級担任へのインタビュー、実践

的研究とした。 

 これらから子どもの主観的幸福感を高める学級経営に必要なことは、「学習意欲を高め

ること」と「子ども同士のつながりを高めること」である。この 2 つを高めるためには，

教師の役割が重要となる。教師が学級において，学習意欲を高め、学級での子ども同

士のつながりを引き出し活動していく中で、子どもたちは成長的幸福と享楽的幸福を味

わい，子どもたちの主観的幸福感が高まることにつながっている。 

 

 

１ ．問題設定 

 

（1）問題の背景 

 学校は，本来子どもが学力や社会性など様々な能力を身に付け，楽しく過ごし，成長することができる場所であ

る。しかし，現在学校現場ではいじめや不登校，学級崩壊など様々な問題を抱え，一つの問題が起きるたびに大

きく世論で取り上げられている。文部科学省が実施している「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関す

る調査（平成 28年度）」によると，学校の管理下における小学校における暴力行為の発生件数は過去最高で 22,841

件である。また，小学校におけるいじめの認知件数も過去最高の 237,256件，不登校児童数も過去最高の 30,448

人となっている。小学生の全人数は減っているにも関わらず，問題行動はどれも過去最高となっている。そして問

題が起きると，子どもたちは，毎日問題行動の起こりかねない中，不安を感じて過ごし，教師は対応に追われ，

精神的に追い込まれていくことになる。 

筆者は，小学校の学級担任であるが，近年，問題行動，学力不振，無気力な子どもの増加など子どもの多様

化を感じている。学習が理解できないわけではないのに，学力が身に付かない子ども，問題行動を繰り返す子ど

も，また，人とのかかわりがうまく結べずトラブルを起こす子どもや学校生活に無気力で不登校に陥ってしまう子ど

ももいる。また，家庭環境や保護者の価値観，SNS の発達，社会的背景など子どもを取り巻く環境も急激に変化

している。一人一人はその子どもなりの良さをもっていても，発揮されることなく成長する姿を見るのは教員として

辛く，何とかして自分らしさを表現しながら，楽しく学校生活を送って欲しいと考えていた。そこで子どもが一日の

大半を過ごす学校で，学校の活動を通して幸福感を感じることができるならば，伸び伸びと生活し，よりよく成長

することができるだろうと考えた。 

 

実践研究論文 
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（2）研究目的 

本研究の目的は，子どもたちの主観的幸福感を高め，子どもたちが幸せになる学級経営を提示することである。

この目的を達成するために，第１ に，子どもたちの主観的幸福感について量的調査を行い，つながりと学習意欲

の視点から要因を探り，子どもたちの中にある主観的幸福感の傾向を明らかにする。第２ に，幸福感の高い学級

で観察を行い，学級の中で，子どもたちはどのようなところで主観的幸福感を感じているのか，その時の教師のか

かわりや果たす役割はどういうことなのかを探る。第３ に，実践において，子どもの主観的幸福感を高めるための

学級の果たす役割を明らかにして，学級経営の実践プログラムを作成し，子どもの主観的幸福感を高めることがで

きる学級の在り方を検証する。 

 

（3）研究課題の意義 

近年，幸福に関する関心が世界レベルで高まっている。経済成長（代理指標としての GDP）が人々の幸福の

拡充に寄与していないという実態が明らかにされたことにより，幸福とは何かを問い直し，また，その決定要因を

見極めようとする機運が広がっている（露口 2017）。国内外では，経済学や心理学，哲学など広い分野で研究が

進んでおり，幸福度を測定する研究も行われている。幸福研究には，主観的幸福研究と客観的幸福研究の二つの

種類がある。主観的幸福研究は，個人の主観的な幸福感を統計的・客観的に見て，分析を行うアンケート調査に

よる幸福の定量化（数値化）である。客観的幸福研究は，客観的なデータを使って，間接的に幸福を測る方法で

ある。OECDの世界価値観調査（World Value Survey），内閣府の「幸福度に関する研究会」調査などはこの

方法である。 

これらの幸福研究は，行政の政策にも取り入れられ，愛媛県教育振興に関する大綱（2015）の前文に記されて

おり，愛媛県の教育においても重要な課題の一つとされている。筆者の住む松山市も「幸福実現都市」と宣言し

ており，幸福学の広がりを感じる。しかし，子どもの幸福に関する研究や実践はまだ少なく，子どもの主観的幸福

感の決定要因を探り，それを子どもの学校生活や教師の学級経営に生かしていこうとする本研究の意義は大きいと

考えられる。 

 

（4）主観的幸福感の定義 

 主観的幸福感の定義として，Diener，Suh，Lucas，and Smith（1999）は，成長的場面における人々の感

情反応，場面ごとの満足感の判断を含む現象としている。 

露口（2017）は，主観的幸福感の構造について，「感情」と「認知」，「頻度」と「強度」，「享楽」と「成長」，

「時間」と「場所」の４ 点に焦点を当てている。第３ の「享楽」と「成長」において，これまでは，快楽が最大

限の喜びであるとする「享楽的幸福感（hednic）」を追求する考え方が主流であった。近年，これに加えて，良

い人生を目指す「成長的幸福感（eudaimonic）」の概念も注目されている。eudimoniaはアリストテレスが作り出

した概念で，欲望のうちいくつかは快楽をもたらすものだとしても，「よい人生」に結びつくものではないとし，「真

の幸福とは，徳のある人生を生き，価値ある行為をすることによって得られる」としている。Ryan＆Deci（2011）

の提唱する自主性・有能感・関係性やSeligman（2011）の提唱する有意義な人生もこの「成長的幸福感

（eudaimonic）」の考え方である。 

本研究では，主観的幸福感を，「享楽的幸福感（hednic）」と「成長的幸福感（eudaimonic）」の両面におい

て，子どもたちが学校生活でよりよく生きることができていると認知している状態を示す概念として扱う。 

 

２ ．先行研究の動向 

  

（1）幸福についての先行研究の検討 

1）心理学における幸福研究 

Seligman と Csikszentmihalyi が率いるグループが新たにポジティブ心理学の分野を切り開いた。Boniwell 

（2012）は，「ポジティブ心理学とは，人間の生活におけるポジティブな側面，つまり，幸福やウェルビーイング，



岡本：子どもの主観的幸福感を高める学級経営の実践的研究 

56 
 

繁栄について研究する学問」であると述べている。 

Seligman（2002）は，充実した人生は，自分の強みを使うことによって引き出されるとし，生まれながらに備わ

った「強み」や「美徳」を伸ばすことが幸せにつながるとしている。また，Seligman（2011）は，初期段階のポ

ジティブ心理学の３ つの要素として「ポジティブ感情」「エンゲージメント」「意味・意義」を挙げている。二つ目

の要素の「エンゲージメント」には，「Flow」の感覚が含まれる。「Flow」とは，Csikszentmihalyi が発見した

状態で無我夢中になる行為の中での没我状態である。 

Lyubomirsky（2012）は，これまでの幸福に関する研究の結果の一つとして，「あまり幸福でない人よりも，幸

福な人のほうが人間関係がうまくいっている」とし，「社会的なつながり」に関連した幸せになるための行動習慣と

して，「人に親切にする」ことと「人間関係を育てる」ことを挙げている。感謝についても実験から「感謝の気持ち

を育てることが幸福になる」ということを実証している。感謝の気持ちをもつことは、心や体を健康にし，自尊心や

自信を強め，人間関係を良好にするなど主観的幸福感を高める様々な要素に効果的であるとしている。 

 ２ ）子どもの主観的幸福感について 

深谷（2014）は，「子どもの中の幸福感と未来像」の研究を行っている。この研究では，1979年（昭和 54年）

のデータ「子どもの中の未来像」の調査を「過去」として，2014年の調査「現在」と比較し，子どもたちのもつ

幸福感や生活を探っている。分析の結果，子どもの一日の楽しさについては大きな変化がなく，時代を超えた子ど

もに共通する感覚であるという結果が得られている。しかし，現在出生数も少なく，生存競争の厳しさのない中で

成長していく子どもたちは，自分の意志をあらわにせず，成り行きに合わせやすいことも明らかになっている。深谷

（2014）は，日本の子どもについて，大人の保護のもと主体的な判断を求められることなく成長していることを危

惧しており，心身ともに自立した子どもを育てることの大切さを訴えている。この他にも，露口（2017）は，子ども

の主観的幸福感についてのレビューを行っている。 

 

（２ ）学級経営についての先行研究 

 白松（2017）は，学級経営の三領域を示した。第 1は，「必然的領域」で，児童生徒一人ひとりが人格をもっ

た存在であることを尊重してかかわる態度を基盤としている。同時に自己と他者の人権を損害する言動・行動には

「毅然とした態度」で接することが要求される。二つ目は，「計画的領域」で教室の秩序化を目指し，子どもたち

の「できること」が増えるように準備や計画性を高め，学級の約束を理解し，それを尊重して生活できるという計

画的に指導する領域である。三つめは，ともに学級を創る「偶発的領域」である。この偶発的領域において児童

の行動が主体的になると，「自律」「自治」の活動が増える。そのため，「管理＝服従」「規律＝訓練」型や秩序

のない放任型の学級ではこの領域の具現化は難しいと指摘している。 

また，河村（2004）は，学級において子どもたちがルールに沿って生活し，その中で子ども同士や担当する教

師とのリレーションを体験することが必要であるとしている。ルールとリレーションの確立を図ることが，学級を集団

として組織化することであると述べている。 

さらに，諸富（2013）は，学級経営について教師のリーダーシップに触れ，子どもたちと決めた理想の学級に

向かって引っ張っていく力とルールを守らせ学級の中の秩序を保つ「安全安心な学級」を作ることの必要性につい

て述べている。教師と子どもの間，子どもと子どもの間にふれ合いのある関係を作っておくリレーションの大切さに

ついても指摘している。 

 これらの他，露口（2016）は，学級経営のポイントとして，つながりと学習意欲の向上が，子どもの主観的幸

福感に影響を及ぼしている実態を明らかにしている。 

 

３  方法 

 

（1）質問紙調査  

1）調査対象・時期 

 調査対象であるＡ小学校は，Ｂ 県Ｃ 市の県庁所在地の北西部に位置する児童数 615 名，学級数 22 学級（う
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ち特別支援学級３ ），教職員数 32名の大規模校である（平成 28年度）。校区は，豊かな田園地帯と新興住宅地

の混在している地域であり，公民館行事など地域の活動がさかんである。また，大規模な公営団地が二つもあり，

児童の家庭環境は様々である。 

本研究では，2015年（平成 27年）11月に予備調査を行い，本調査として，2016年（平成 28年）5月，7月，

11月の 3回行った。在籍している第 4学年から第 6学年 292名，10学級を対象とし，学級担任が調査上の倫理

規定を説明した上で配布し，実施した。 

2）調査項目 

 主観的幸福感： Kahneman（2004）の一日再現法（Day Reconstruction Method）をもとに，一日の楽しさ

を時間ごとに尋ねている。 

一日の子どもの幸福感は，「朝目が覚めた時」「朝ごはんの時」「登校の前」「授業の前」「算数の時間」「体育

の時間」「給食の時間」「昼休み，友達との遊び」「下校の時」「家で宿題をしている時」「帰ってから友達と遊ん

でいる時」「学習塾に行っている時」「習い事（スポーツ少年団）に行っている時」「夕ご飯の時」「夕食後，お家

の人と話している時」「夕食後，テレビを見ている時」「兄弟と遊んでいる時」「友達とケータイやスマホで連絡をと

っている時」「夜一人でケータイやゲームをしている時」「夜布団に入った時」の 20 項目である。尺度は，“非常

に楽しい（5）”～“まったく楽しくない（1）”までの 5件法である。 

学校での幸福感は，「授業の前」「算数の時間」「体育の時間」「給食の時間」「昼休み，友達との遊び」「下

校の時」の 6項目である。尺度は，“非常に楽しい（5）”～“まったく楽しくない（1）”までの 5件法である。 

子どもをとりまくつながり：子どもをとりまく４ つのつながり変数を設定した。家庭とのつながり（7 項目），地域

とのつながり（3項目），学級とのつながり（７ 項目），教師とのつながり（3項目）である。各つながりの項目は，

その相手やその場所で子どもたちがつながりを持てているかという視点で作成されている。尺度は，“ひじょうにあ

てはまる（4）”～“まったくあてはまらない（1）”までの 4件法である。 

   家庭のつながりについては，6項目（α＝ .803）を設定した。質問項目は，「家族でおしゃべりをする」「家族で

社会の出来事について話す」「家族で買い物や食事に出かける」「私の家族は，お互いに協力し，助け合ってい

る」「家族の人は自分が困っていたら助けてくれる」「家族の人から期待されており，とてもうれしい」である。 

   地域でのつながりについては，3項目（α＝ .685）を設定した。質問項目は，「登下校の時，近所の人にあいさ

つしている」「今住んでいる地域をよりよい地域にしたいと思う」「今住んでいる地域が好きである」である。 

 学級でのつながりについては，7項目（α＝ .812）を設定した。質問項目は，「自分は，友達や周りの人のため

に役立っていると思う」「いつも友達と協力し合って行動している」「友達から頼りにされている」「友達といっしょに

いると安心できる」「学級のために役立ちたいと思う」「学級では困っていたら周りが助けてくれる」「学級では，み

んな落ち着いて勉強している」である。 

 教師とのつながり：3項目（α＝ .870）を設定した。質問項目は，「担任の先生は，よく話を聞いてくれる」「担

任の先生は，勉強について相談にのってくれる」「担任の先生は，自分のことを大切に思ってくれる」である。 

自分自身に関するデータ：全国学力・学習状況調査の質問項目を用いて，教科の関心・意欲・態度，話合い

活動，自己肯定感の３ つを設定した。尺度は，いずれも“ひじょうにあてはまる（4）”～“まったくあてはまらない

（1）”までの 4 件法である。国語科・算数科の各教科の関心・意欲・態度に関する項目は，「～の勉強が好き

だ」「～の勉強は大切だ」「～の授業の内容はよく分かる」である。この質問項目に，国語科においては，「読書

は好きだ」，算数科においては，「算数の授業で学習したことを普段の生活で活用できないか考える」を付け加え

て，各教科 4項目で回答を求めた。尺度の信頼性検定を実施した結果，学習意欲国語（α＝ .848），学習意欲算

数（α＝ .753）であった。 

 

（2）観察・インタビュー  

 量的調査で明らかになった「学校での幸福感」の決定要因である「学級での子ども同士のつながり」がどのよ

うに行われて幸福感につながっているのか，また，その間接要因である「教師とのつながり」がどのように生成さ

れていくのかについて，観察とインタビューから明らかにする。 
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表１  子どもの主観的幸福感を高める実践プログラム 

グランドデザイン 実践プログラム 手立て 成果 

知 学ぶ意欲に満ちた

児童 

・進んで学ぼう 

目標達成プログラム 

 

・みんなで学ぼう 

あいあいタイム 

 

・算数科において小テストの実施、

学生ボランティアによる個別指

導の充実 

・協働的な学習 

・話合いによる言語活動の充実 

学習意欲 

徳 お接待の心を持つ

児童 

・仲良くなろう 

対人間向上プログラム 

 

 

・自主性を高める 

係活動プログラム 

 

・感謝の気持ちを大切に 

  ありがとうプログラム 

・構成的エンカウンターの実施 

・放課後登校児童との交流 

・運動会の取り組み 

 

・係活動の改善 

 

 

・道徳と特別活動における実践 

 

子ども同

士のつな

がり 

体 健康な体と心を持

つ児童 

・心を整えるプログラム 

 

・瞑想 

・振り返り 

健康な体 

連

携 

学校・家庭・地域の

連携 

・家庭とのつながり ・学級通信 保護者と

のつなが

り 

 

筆者は，平成 28年 9月から 11月中旬まで、量的調査を行った A小学校の 4年生から 6年生のクラスで、週に

2 時間ずつ参与観察を行った。対象クラスは，量的な調査で値が高かったクラスと反対に低かったクラスを選択し

た。学級での幸福感が高かった 5年生の１ クラス（５ 年 A組・学級担任女性，50代学年主任），学級でのつな

がりが高かった 5年生の１ クラス（５ 年 B組・学級担任男性，40代）と学級での幸福感，学級のつながりともに

低かった 4年生１ クラス（４ 年 C組学級担任男性，20代初任者）である。 

また，対象クラスは，担任教師のインタビュー調査も実施した。対話内容は，被調査者の同意を得た上で，ビ

デオレコーダーによって記録した。 

 

（3）実践 

1）クラスの特徴と実践プログラム概要 

 筆者は，Ａ小学校 4年 X組の担任となった。このクラスは，男子 13名，女子 14名の計 27名である。 

前年の 3 年生の時の学年主任のＣ 先生（50 代男性）は，優しいが人とかかわらない，クラスの連帯感がない，

先生に対する不満が強い，あいさつや，発表時の声はとても小さいが，授業や朝の会・終わりの会といった公の

時間に私語が多いという全体の傾向を語った。また，不登校傾向児童が数名おり，学年全体で欠席が多いという

特徴も見られる。 

これらの状況と 5 月の量的調査の結果や幸福に関する先行研究を考慮して，子どもたちの主観的幸福感を高め

るのは，学級での子ども同士のつながりであると仮定し，実践プログラムを作成した。Ａ小のグランドデザインに

ある知・徳・体の 3つの視点から，友達とのつながりを構築しながら活動するプログラムと具体的な手立てを計画

した（表 1参照） 
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４  分析結果 

 

（1）質問紙調査の分析結果 

学級での子ども同士のつながりと学習意欲の影響力の安定性を見るため、5月、7月、12月の 3回調査、分析

を行った。そこで、学級での子ども同士のつながりと学習意欲の影響は、年間のどの時期でも認められるかを確認

した。各変数の平均（M）と標準偏差（SD）の記述統計量は資料 1に示したとおりである。相関マトリクスにおい

ては，どれも正の相関が認められている（資料 2～４ 参照）。 

被説明変数を一日の子どもの幸福感，学校での幸福感とし，説明変数を家庭でのつながり，地域でのつながり，

学級でのつながり，教師とのつながり，学習意欲国語，学習意欲算数で重回帰分析を行った。Model1～Model5

までを設定し、Model1 では学年や性別などの属性を、Model2 では家庭でのつながりと地域でのつながりを、

Model3では、学級でのつながりを、Model4では教師とのつながりを、Model5では学習意欲国語、学習意欲算

数を投入した。なお，本研究では，説明変数間に比較的強い相関が認められるため，重回帰分析の実施におい

ては，VIF検定を行う等，多重共線性の有無を丁寧に確認している。 

始めに，被説明変数を子どもの一日の幸福感とした場合の結果である（表 2参照）。 

5 月の一日の子どもの幸福感に対しては，第 4 学年（β=.262，p<.01），第５ 学年(β=.233，p<.01)，家庭での

つながり（β=.257，p<.01），学習意欲算数(β=.177，p<.01)，学級でのつながり（β=204，p<.05），及び地域で

のつながり（β=.162，p<.05）が正の効果を表していた。Model 5の説明量の合計は 59.9%である。 

7月は，第 4学年（β=.342，p<.01），家庭でのつながり（β=.422，p<.01），学級でのつながり（β=.210，p<.01），

性別ダミー（β=.160，p<.05）が正の影響を表していた。Model 5の説明量の合計は 46.2%である。 

12月は，第 4学年（β=.209，p<.01），家庭でのつながり（β=.241，p<.01），学級でのつながり（β=.247，p<.01），

学習意欲算数(β=.134，p<.01)，第 5学年（β=.152，p<.05）が正の影響を表していた。Model 5の説明量の合

計は 49.4%である。 

 次に被説明変数を学校での幸福感とした場合である（表 3参照）。 

5 月の学校の幸福感に対しては，第 4 学年（β=.329，p<.01），第５ 学年(β=.212，p<.01)，学級でのつながり

（β=.359，p<.01），学習意欲算数(β=.164，p<.01)，地域でのつながり（β=.145，p<.05）が，正の効果を及ぼ

していた。Model 5の説明量の合計は 49.3%である。 

7月の学校の幸福感に対しては，第 4学年（β=.335，p<.01）第５ 学年(β=.312，p<.01)，学級でのつながり（β=.218，

p<.01），学習意欲国語(β=.178，p<.01)，家庭でのつながり（β=.183，p<.05）地域でのつながり（β=.141，p<.05）

性別ダミー（β=.138，p<.05），学習意欲算数(β=.118，p<.05)が，正の効果を及ぼしている。Model 5の説明量

の合計は 45.0%である。 

12月の学校の幸福感に対しては，第 4学年（β=.200，p<.01），第５ 学年(β=.225，p<.01)，学級でのつながり

（β=.281，p<.01），学習意欲算数(β=.280，p<.01)が，正の効果を及ぼしている。Model 5の説明量の合計は 42.2%

である。 

3回の調査を通して，いずれも有意水準に達していたのは，第 4学年，第 5学年，学級でのつながり，学習意

欲算数である。 また，5 月と 12 月は，学校に関する変数（学級でのつながり，教師とのつながり，学習意欲国

語，学習意欲算数）を投入したところ，家庭でのつながり，地域でのつながりでの学校での幸福感への効果が消

失している。5月と 12月には，Model 4では，教師とのつながりが学校での幸福感に影響を及ぼしているが，学

習意欲を投入したModel 5では消失している。 

3回の調査より，子どもの一日の幸福感の規定要因は学年（第 4学年に所属していること），家庭でのつながり，

学級でのつながりであった。学校で友達とつながり，良い関係が保てているかどうかが，家庭を含めた子どもの主

観的幸福感の認知にも影響を及ぼすということが明らかになった。 
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学校での幸福感の要因は，３ 回の調査から学年（第 4 学年・第 5 学年），学級でのつながり，学習意欲算数

である。教師とのつながりも要因の一つではと予想していたが，3 度の重回帰分析の結果，一度も確認されなか

った。3 回の調査において，学校での幸福感，子どもの一日の幸福感と教師の間に，相関が認められる。このこ

とから，教師は，学校での幸福感に，直接効果を及ぼすものではないが，間接的に影響を及ぼしているものと考

えられる。また，3 回とも高い値を示したのは，子ども同士の学級でのつながりである。子ども同士の学級でのつ

ながりは，学校での幸福感において欠かせないものであることが明らかになった。 

 

（2）観察・インタビューの分析結果 

 1）授業開始場面の違い～観察 

 

表４  教師と子どもの発話のトランスクリプト                             

 教師   さあ，集中してやるよ。ありがとう，うなずいてくれた人。はい，立ちましょう。ちょっと左によって。 

児童    （動いている児童が多い。） 

教師    （待っている。） 

児童   これから１ 時間目を始めます。お願いします。（全員で）お願いします。 

 教師   まだ，動かない。（間をあけて）気持ちを整えて座りましょう。 

 児童   （静かに座る） 

教師    すぐに，先生に視線を送った人がこの辺に多かったね。えらいですね。体を止めて集中する・・・が大事な

んよ。（止まってない人のほうを向いて） 

      はい，では・・・。                                    

 

まず，5年生全体の総合的な学習の時間の授業の始まりである。授業者は，学年主任の 5年 A組の A教諭で

ある。３ クラス合同で行うため，いつもと違う教室で行っている。いつもよりやや落ち着いていないのか，A 教諭

は，最初に列を整えたり，動いている児童の動きを止めたりしてから授業を開始した。教師の声も低めでゆっくりと

話し，落ち着いている様子を教師の体で表現していた。礼の後も「動かない。」と子どもたちの動きを止め，「気

持ちを整えて座りましょう。」という声掛けをした。この言葉に反応し，子どもたちは本当に静かに動きを止めて座っ

た。また，すぐに，「先生に視線を送った人がこの辺に多かったね。えらいですね。」と，教師が全体に求める行

動を先に称揚して教師の意思を表し，子どもたちはそれに応じている。子どもたちを全員集中させる状態にしてか

ら，短い時間で授業に臨む態勢を作り上げている。 

A教諭は，常に学年全体の一人一人の児童の動きを見逃さず，学年全体の子どもたちも教師の意図に気付いて

行動を正している。 

次は，初任者 C教諭の 4年 C組の様子である。 

 

表５  教師と子どもの発話のトランスクリプト                             

教師    はい，では始めましょう。 

児童 A   起立。これから〇時間目の授業を始めます。お願いします。 

（全員で）お願いします。 

（座る。） 

 教師    はーい，ではね，プリント配ります。（列ごとにプリントを配る。） 

       （黒板に課題を書く。） 

       はーい，今みんなにプリントを配りました。それ，なんの形してる？  

 児童 B   ただの丸。 

 教師    ただの丸？ うん，変な形に並んでますよね。はーい，うん，数えちゃだめよ。パッと見て何個あると思う？  

 児童 C   えーとー，２ ０ 個 
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 教師    ２ ０ 個？  

 児童 D   ２ １ 個。 

 教師    ２ １ 個？  

 児童（口々に）１ ，２ ，３ ，４ ，・・・１ ５ 個，２ ０ 個？ １ ，２ ，３ ，４ ，５ ，・・・・。 

 教師    何個だろうね。 

（プリントを持ってきた児童に）あ？ 式がない？ （プリントを渡す） 

       じゃあ，今日はその式の普通の丸の形・・・（途中で指示を止める） 

 児童    （しゃべっている子数名） 

 教師    はい，いいですか。（しゃべるのが収まるのを待つ。） 

       今日は，その丸の数を数えていきたいんだけど・・・・・。                   

  

C 教諭は，礼の後すぐにプリントを配布し，授業を進めていくが，その間にプリントが落ちたり，鉛筆を落とした

りと子どもの動きは止まらない。子ども個々の動きはばらばらである。その後，黒板に課題を書いているが，ごみ

箱に行く子や友達と視線を合わしている子など様々である。しかし，そのまま，C 教諭は，「それ，なんの形して

る?」「パッと見て何個あると思う?」と子どもに問いかけた。一部の児童が，大きな声で「20 個。」と言い，教師

が「20個?」と返し，さらに児童がややふざけ気味に「21個」と答えたのにも教師は「21個?」と返している。 

生田・増田（2016）は，リヴォイシングの効果として再度発言することによって，相互に学び合う対人関係を作

り，自分自身と関連づける機会を与える社会的な機能を果たしている，と述べている。教師のリヴォイシングには，

児童の発言に価値づけするほどの影響力がある。 

しかし，ここでは，それが逆効果となった。ややふざけ気味の児童の発言を教師がリヴォイシングしたことで認

めてしまったことになり，その後の多数の児童が丸の数を口々に数えるという場面につながり，全体の集中力が途

切れた。そして，次の C 教諭の指示の途中に，わざわざ教師にプリントを持ってくる子どもが表れ，C 教諭の指

示は途切れてしまう。その間の時間に数名のおしゃべりが始まり，教室は少しざわついた雰囲気となった。授業の

本題に入るまでにかなりの時間がかかっている。 

C 教諭の話し方は穏やかで，一人一人に丁寧に対応している。子どもも自分の思いや考えを C 教諭に伝えよう

と発表したり，プリントの交換を知らせたり，考えをつぶやいたりと様々な方法でアプローチしている。しかし，全

体のまとまりはなく，みんなで集中して学習している雰囲気は見られない。 

 

   2）教師の語りに見られる学級経営の在り方 ―インタビューを通してー  

 3 クラスの観察から見えてきた決定的な違いは，学級の子どもたち同士がどのくらいつながっているか，すなわ

ち学級の子どもたちが集団としてどのくらい機能しているかということである。 

 A 教諭（５ 年 A 組・学級担任女性，50 代学年主任）インタビューの中で「学級経営で気を付けていること」

として，次のように話している。 

学級開きのときに，１日目に必ず言うことがあって，それは，「『人の体や心を傷つけることは，たとえどんな理由があっても

許しません。』ということは，先生の方針です。」ということを必ず最初に言って，「あの絶対に許しません。だけど，楽しく学校

生活を先生も送りたいので，そんなにがみがみじゃなくて，基本的にはにこにこ笑って楽しくやりたいよー」ということは伝えま

す。・・・（中略）・・・・でも，さぼるということは，やっぱりその小学校の学校生活を送る上ではだめだよと。ということを初日に

話します。…（中略）・・・それを一年間曲げずに通すというか。例外があっても，「今日は例外ね。って。今日は○○だから

ね。」という理由を話して，「これは，ダメやろ。」って話すと，基本的にはその方針を一年間貫くという形です。１日目に自己

紹介を兼ねて話して，おきます。 

次の日にも，念押しをして，「先生は何を大事にするか知っていますか？」「嘘つくことが嫌いです。と（子どもが）言うと，

「よく覚えてましたね。それです。」といって確認をします。そして，1 週間の間に浸透させる。それは，絶対大事にしています。   

 

B教諭（5年 B組・学級担任男性，40代）も「４ 月の最初にルールを決め，その方針を一年間貫くという」と
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いう A 教諭と共通した話をしている。教師の方針に則って，集団が４ 月の早い段階に形成され，繰り返し集団で

の学習や活動を行っていくうちに，子ども同士のつながりが徐々に形成され，子どもたちの幸福感も高まっていくも

のと考えられる。また，「一人一人をよく見る」「一人一人の得意分野を把握して，活躍させる。」と答えているが，

ルールが存在して集団として成り立った上で，個を生かすということだと考えられる。 

一方，C 教諭（4 年 C 組・学級担任男性，20 代初任者）は、「学級経営で気を付けていること」として，「リ

ーダーの育成」と答えた。 

（リーダーは）学級委員とか。でも，学級委員じゃなくても，何人かこの子なら大丈夫というのを作っておいたら，それで回

っていくかな，というのはあります。 

 

と子どもの具体的な姿が思い当たらないように推測される。クラスでリーダーが活躍しているかを尋ねると， 

うーん，回ったり回らなかったりです。 

 

と笑って答えた。Ｃ 教諭には，リーダーを育てたいという気持ちがあっても，まだ機能していない可能性がある。

まだ教職経験が少ないＣ 教諭は，学級経営の全体像をとらえており，自分の方針も固めているが，Ａ教諭やＢ 教

諭のように具体的な細かい場面を思い描いていないと推測される。 

とにかく全員を参加させたいので，ま，全員に発表させるとか，ちょっと問題が難しい子は，簡単なところからやるとか，そ

うですね。・・・（中略）・・・ 順番に当てるときも結構ありますし，こっちが能力を見て，これならいけるやろうというのを見て当

てたりしています。 

 

 Ｃ 教諭から，全員の子に発言させて授業に参加させたいという意図は読み取れるが，子ども同士の活動は分か

らない。教師と子どもという一対一の関係性の中で授業が進んでいる可能性もあり，子ども同士のリレーションが

確立されていないとも考えられる。 

 

3）観察・インタビューからの知見の解釈 

先行研究では，学級経営において，「個人」のアプローチより「集団」へのアプローチが重要であるとされてい

る。学校生活においては，「子ども同士がつながっている集団」＝「学級での子ども同士のつながり」は大切だと

言える。 

学級での子ども同士のつながりが高いクラスは，指示が，集団の一人一人にまで通る。教師は一人一人の個人

をよく見つつ，集団に働きかける。河村（2004）の先行研究で明らかになったルールと子ども同士，子どもと教師

とのリレーションが確立している状態であると言える。 

また，５ 年 A組や５ 年 B組のような，ルールが徹底されて学級での子ども同士のつながりが高いクラスは，学

習意欲も高い。どちらのクラスも，観察では，授業時間の 45分間，最初から最後まで真剣に取り組む姿が見られ

た。露口（2016）は，子どもを取り巻くつながりの醸成が，子どもの学習意欲の低下を予防し，学習意欲を向上

させていることを計量データによって説明している。 

学習も子ども同士のつながり＝友達関係も良好であれば，子どもたちの学級内での居心地がさらによくなり，学

校での幸福感は高まるものと考えられる。 

しかし，学級での子ども同士のつながりが弱いクラスは，クラスでのルールが浸透しておらず，自分勝手な行動

をとる子どもが表れる。子どもは教師に個々で関わろうとし，教師は個人への対応に追われる。その結果，子ども

たちの幸福感も下がるものと思われる。４ 年 C 組においても，先生のことは大好きで慕っているが，授業中でも

休み時間でも子どもは，個人で関わろうとする姿が見られた。授業中では，教師が個人的な質問に対応している

間，他の子どもたちが待っている姿も見られた。それが日常的に行われているとすればトラブルや集中力の疎外を

招きやすいと推測される。 

 

（3）子どもの主観的幸福感を高めるための実践的研究 －A小学校 4年 X組の学級経営を通して－  
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1）進んで学ぼう 目標達成プログラム 

 第 1回目（H28年 5月）の調査からも学習意欲算数が学校での幸福感の決定要因となっていることが明らかに

なっていた。そこで，算数科において，前時の復習を 5問 100点満点で行う小テストを行うことを試みた。これは，

毎時間の学習を正しく身に付けさせたいという意図と小テストで高得点をとれるような学習方略を自分なりに身に

付けて欲しいという意図がある。学習方略について市川（2001）は，「自分の学習をよりスムーズに行おうとして，

いろいろなやり方を考えていこうとする存在」として，「量をこなすと考えがちだが，意味を理解したり知識を関連

付けたりするという方法も知って，自分なりの学習スタイルを身に付けて欲しい」と述べている。小テストも単元全

体で考えるとどこを勉強しているのか自覚させ，次の授業につなげるという意図もある。 

授業の始めに，前時の学習を振り返るテストを行った。採点は，隣同士で行い，一度集めて教師がチェックをし，

その日か次の日に本人に返すというスタイルで継続して行った。この小テストは，授業担当の筆者が教科書を元に

して作成したものである。単純な計算問題だけでなく，記述式の問題も取り入れ，自分の考えを式や言葉で論理

的に説明する問題に繰り返し取り組んだ。自主勉強で同じ問題を再び解き，やり方を身に付けていった児童やテス

トの前の学習に活用していた児童もいる。  

A小学校では，算数科において，大学生の学習アシスタントが TT 加配として，週に 1時間授業に入っていた。

もう少し，個別に学習支援できる体制を整えるため，学習ボランティアの大学生に入ってもらうこととした。 

算数科において 1学期は，週に 1時間の学習アシスタントと学習ボランティア 2時間の計 3時間，2学期は，学

習アシスタント週 2時間と学習ボランティア 1時間の計 3時間支援してもらった。算数科の授業が 1週間に 5時間

ある内，3時間は T2（学習アシスタントか学習ボランティア）の支援が入ることとなり，計画的に授業を進めた。 

1 学期と 2 学期のまとめテストを比較してみると，上位の子どもの学力がさらに伸び，満点を取った児童が増加

した。また，質問紙調査における 4年 X組の学習意欲算数の推移を見てみることとする。 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３  算数学習意欲 

 

図１  学期末まとめテストの満点取得者 

 

図２  学習意欲算数の平均点の推移 
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学習意欲算数の質問項目は，「算数の勉強が好きだ。」「算数の勉強は大切だ。」「算数の授業の内容はよく分

かる。」「算数の授業で学習したことを普段の生活で活用できないか考える。」の 4 項目である。学習意欲算数全

体の平均点は，5 月から 12 月にかけては，0.12 ポイント上昇している。特に，算数科における小テストの実践を

始める以前の 5月から実践している 1学期末の７ 月にかけては，伸びが大きい。 

「算数の勉強は大切だ。」という心理的な意欲面では 5 月から 7 月に大きく伸びを示し，全国学力・学習状況

調査の結果を上回った。また，「算数は大切だ」という質問項目では，12 月には「全く当てはまらない」が０ に

なった。 

 

2）感謝の気持ちを大切に ありがとうプログラム 

Lyubomirsky（2012）の実践より，子どもたちにも「親切」と「感謝」に視点を当てたプログラムを計画し，実

践を試みた。 

道徳の時間に，実践資料「心と心のあく手」を行った。これは，中学年の内容「親切・思いやり」に該当し，

「本当の親切」について深く考える資料である。相手のことを思ってする親切も，相手のニーズに合っていない場

合は，本当の親切とは言えない。この「本当の親切」について深く考えるため，資料を分割して扱った。 

前半は，主人公のはやとが，暑い中荷物を持って苦しそうに歩いているおばあさんに，声を掛けるか掛けない

かという葛藤場面である。はやとは，これまでにも一度荷物を運んであげようと声を掛けたが，断られている。し

かし，その日は，暑い日でおばあさんはとても苦しそうという場面である。 

前半部分の資料を読み聞かせた後，子どもたちには，「声を掛ける」か「声を掛けない」を選ばせて，その理

由をワークシートに書かせた。 

 

表６  「親切」「感謝」プログラム 

次 教 科・主 題 内 容 

１  道徳  主題 「本当の親切とは」 

資料名「心と心のあく手」 

    出典 「私たちの道徳 

３ ・４ 年」 

 本当の親切とは，相手に思いやりの心をもつことである

ことに気付き，相手のことを考え，親切な行為を進んで行

おうとする心情を養う。 

２  学級活動  いいこと貯金をしよう  周りの人のことを考えて，親切な行為を見つけ，進んで

行う。 

３  学級生活  親切の報告書  友達がだれかに親切にしているところを見つけて報告

書に記入する。自分がしたことも記入する。 

 

    その後，自分で選んだ根拠をもとに，「あいあいタイム」(小集団での話合い)を実施し，ペアで自由に話し合っ

た。赤白帽子を使って，「声を掛ける」を選んだ児童は赤帽子，「声を掛けない」を選んだ児童は白帽子を着用さ

せた。自分の意思を可視化させたことで，ペア学習において反対意見の相手を選ぶことが可能となった。「声を掛

けない」という児童の理由が相手を思いやっていることに驚いている児童も見られた。この授業では，本当の親切

とは，相手のことを思いやって行動することであるということを学んだ。 

    授業後，学んだ道徳的を実践に移すよう，取り組んだ。「いいこと貯金」と名付け，道徳の授業の後，人のため

になることや人に親切にすることを進んでするように呼び掛けた。また，次の週からは，親切にしていた人を，その

人に悟られないように報告するようにした。 

    3日間観察して提出した子どもたちの主な報告は，「○○さんがトイレのスリッパを並べていました。誰も見ていな

いのにやっていたので，えらいと思いました。」「理科のノートを書くときに，どこに書くのか分からなかったら，教え

てあげていました。」など，友達の小さな親切を意欲的に発見し報告していた。その後もクラスで「いいこと貯金」

を継続して実践した。 
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     3）学校行事における子ども同士のつながりを強化する場の設定―フロー状態から導く集団効力感― 

  Csikszentmihalyi（1997）は，何かに没頭した状態や，現在のことに心から熱中している状態を「flow」と定

義した。そして，「flow」は，スキルがちょうど処理できる程度のチャレンジを克服することに没頭しているときに起

こる傾向がある」とし，さらに目標が明確で，フィードバックが適切で，チャレンジとスキルのバランスがとれてい

る時，注意力は統制されていて十分に使われているとしている。学校行事では，多くの時間をかけて準備や練習

を行うため，目標は明確で随時フィードバックを行うことができる。運動会では，練習から本番にかけての取り組

みで，子どもたちから flowの状態を引き出すことができると考え，実践した。 

運動会では，団体種目中心にクラスで取り組んだ。運動会のクラスの目標を，「あきらめない・焦らない・心を

一つに」とし，個人の目標を決め，毎日カードに活動の振り返りを記した。また，団体種目の練習があった日は，

終わりの会で「作戦会議」と称してチームごとに反省をして，その意見を全体で話し合うことで反省点や目標を共

有化していった。 

  運動会当日，午前の半ばに団体競技が行われ，1位をとることができた。子どもたちの喜びは，予想以上に大

きく，ブロック全体の士気も高まり，全校種目で初めて 1位となり，総合優勝を果たした。 

 その日の感想は，「私の中で心に残ったことは応援です。どの競技もみんな一生懸命がんばって，声がかれそ

うなくらい大きい声を出していて，びっくりしました。だから，1 年生～6 年生までがんばれたんだと思います。一

位になれて本当にうれしかったです。」「今年で卒業する 6年生が思い出に残る運動会になるように，いつもより大

きい声で応援しました。私は，6年生だけでなく，他の学年も大きな声で応援できたので，いい思い出になりまし

た。」のように，以前と比較すると友達や他の学年の人たちが含まれており，児童の視点が自分から他へ広がりを

見せている。「みんなで頑張った→だから優勝できた」という集団効力感を味わっている児童が多いことが伺える。

児童は，運動会を通して，「楽しい」という享楽的な幸福と「自分たちの力で優勝できた」という成長的な幸福を

感じ取っているものと解釈できる。 

 

4）4年 X組の変容 

 4年 X組の「学校での幸福感」について見てみると，全体的に A小平均値よりも高い。5月から 7月の 1学期

末にかけてやや下降したが，12月の 2学期末には再び上昇した。 

4年 X組の「学級でのつながり」は，5月から 7月の 1学期には A小平均値をかなり下回っている。しかし，

12 月には大きな伸びを見せ，A 小平均値をやや上回る結果となった。12 月の子どもたちの様子は，算数を中心

とした学習に意欲的に取り組み，学習のルールも定着し，落ち着いて学校生活を送っていた。2学期に学校行事を

中心とした改善プログラムを実践したことによって，周りの友達とのつながりを感じ，クラスが集団として機能してき

たと考えられる。 

 

 
図５  4年 X組「学校での幸福感」の推移 図４  4 年 X組「学級でのつながり」の推移 
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5 結論 

 

 本研究では，子どもたちの主観的幸福感を高め，子どもたちが幸せになる学級経営を提示するために，子ども

達の主観的幸福感についての量的調査を行い，つながりと学習意欲の視点から要因を探り，子どもたちの中にある

幸福感の傾向を明らかにした。また，幸福感の高い学級での観察・インタビュー調査を通して，学級の中で，子

どもたちはどのようなところで主観的幸福感を感じているのか，その時の教師のかかわり方や役割について明らか

にした。さらに，実践において，子どもの主観的幸福感を高めるための学級の果たす役割を明らかにして，学級経

営の実践プログラムを作成し，子どもの主観的幸福感を高めることができると考えられる実践を提示し，その成果

を検証した。本研究において生成された主要な知見は以下の通りである。 

 第 1に，量的調査によって，「学校での幸福感」の決定要因は，「学級での子どものつながり」，「学年」，「学習

意欲」であることが分かった。1年間に 3度の縦断的調査において，結果はほぼ変化がなく，学校においては「学

級での子ども同士のつながり」が最も重要であることが明らかとなった。 

 第 2に，観察や教師のインタビューの質的調査から，学校での幸福感を高める学級経営に必要なこととして，子

ども同士のつながりを強化させるということが明らかとなった。しかし，子ども同士は自然に望ましい集団を形成す

るわけではない。そこには、教師の仕掛けが必要となってくる。教師が個を集団に変化させるリーダーシップを発

揮することで，子ども同士につながりが生まれ，学習にも意欲的に参加している姿が観察やインタビューから確認

された。 

第３ に，学級経営の実践から，子どもの主観的幸福感を高めるための学級の果たす役割を大きく二つ確認する

ことができた。 

一つ目は，学習意欲を高めることである。学校生活において，授業がほとんどを占めるため，「分かる」という

経験を積み重ねていくことは，成長的幸福につながる。また，学習ルールが確立された集団においては，教師の

話をよく聞き，課題に取り組むため，個人の学習の定着度も高いと考えられる。第 1 回目の量的調査の結果を受

けて，４ 年Ⅹ組においては，算数科における小テストや学生ボランティアの活用を通して学習の定着を図る実践プ

ログラムを作成した。このことによって，学習意欲算数の値が上昇している。 

二つ目は，学級での子ども同士のつながりを高めることである。道徳と学級活動を組み合わせたプログラムでは，

相手を思いやる「感謝」の気持ちをもつことで，友達の気持ちを考えたり良好な人間関係を育てたりする経験をし

た。運動会などの大きな学校行事では，友達とのつながりの中で，成長的幸福と享楽的幸福を味わう経験をした。

また，日常生活で継続的に行っている，係活動や構成的エンカウンターでも，小集団でゲーム的な要素を楽しん

だり，工夫をして仕事をする中で充実感を得たりして，享楽的幸福と成長的幸福との両方を感じていると考えられ

る。学習意欲と学級での子ども同士のつながりを高めるような実践を行った結果，4 年 X 組の学校での幸福感は

上昇した。 

この 2 つを高めていくためには，教師の役割が重要となる。教師が学級において，学習意欲と学級での子ども

同士のつながりを引き出し，活動をしていく中で，子どもたちは成長的幸福と享楽的幸福を味わい，子どもたちの

幸福感が高まることにつながっている。量的な調査では，教師の効果は表れなかったが，観察や実践からは，教

師が学習意欲を引き出し、子ども同士のつながりを高めていることが確認され、教師の果たす役割は大きいと考え

られる。また、教師が子どもへの理解を深め，子どもの信頼関係を築いたとき，学級における活動はさらに充実し，

子どもの幸福感はさらに高まると考えられる。 

 最後に本研究の課題と今後の展望について述べておきたい。 

 第 1 に，アンケートの質問項目の改善である。子どもの幸福感の変数を作成したが，一日の「楽しい」と感じ

る調査項目が享楽的な幸福感に偏っていた傾向がある。成長的な幸福を感じる場面を捉え，子どもの一日をより

明確に再現して変数を作成する必要がある。 

 第 2 に，調査と実践が同時進行であったため，質問紙調査や観察・インタビューで得た知見を実践プログラム

作成時に生かしきれなかった点である。特に，小集団での活動をもう少し細かく計画してプログラムに取り入れ，
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子ども同士のつながり作りをするべきであった。 

本研究は、実証主義に基づく研究手法である実証研究というよりも、研究者と実践者が同じである Action 

Research の視点に立つ研究である。「４  分析結果 （3）子どもの幸福感を高める実践的研究 －A 小学校 4

年 X 組の学級経営を通して」において、自分自身の学級経営の実践の中での内省や学級集団の変化についてま

とめる必要があった。今回の研究では、授業や学級経営の中での教師自身の振り返りや観察から子どもたちの様

子を見取り、次の実践に生かしていくという部分が欠けており、今後の課題と言える。 

 第３ に，地域や家庭における子どもの主観的幸福感についてである。本研究では，子どもの主観的幸福感にお

ける地域や家庭と学校生活との関係について，明らかにすることができなかったが，子どもの生活の中では相互に

関係し合っていると考えられる。地域行事への参加状況やボランティア活動についても今後，調査研究を実施した

い。 

これからもこの研究を生かして，学校現場において子どもたちの幸福感を高め，教師自身が学校における

well-being リーダーとなり，みんなが幸せになる学級づくりを目指していきたい。 
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１ ．研究の目的 

 

本研究では，貧困問題を抱える地域の学校で実践された「町づくり学習」の分析を通じて，学校がとりうる貧困

対策としての学習活動の可能性について明らかにすることを目的とする。 

まず，貧困問題を抱える地域について概念的把握をする。本稿で述べる貧困問題とは，物質的・文化的・関係

的剥奪ゆえに，人間の尊厳とウェルビーイングが失われている状態を示す。これは，貧困の相対的定義から導き

出されるものである。相対的定義に示されるのは，「人間としての生活の質」を捉えようとする指向性と，「締め出

されている」（タウンゼンド，1974=1977，19 頁）という表現に示されるような剥奪や排除の概念である。「人間と

しての生活の質」には，人間の生活を物質的側面に加えて，文化的・関係的側面から捉え，貧困の定義に人間

の尊厳やウェルビーイングといった考えを反映させようとする試みがある（リスター，2004=2011）。具体的には，

食事の内容，衣類，耐久消費財の保有といった物的・文化的側面に加え，友人たちとのつきあい，社会活動への

参加といった社会関係的側面における貧困の影響にも目を向けるものであり（岩田，2007，42 頁），それらが奪

われていないかどうかに着目するのが社会的剥奪概念である。社会的排除は，特に後者に焦点をあてた「人と人，

人と社会との「関係」に着目した概念」（阿部，2011，93頁）であり，金銭的・物品的な資源の不足をきっかけ

に，社会における仕組みから脱落し，人間関係が希薄になり，社会の中心から，外へ外へと追い出され，社会の

周縁に押しやられる事態を意味する。社会的剥奪・排除の両概念に共通するのは「奪われる」という視点であり，

貧困を生み出す社会構造や社会の有り様を問い，その対策を個人的責任に帰すのではなく，社会が講じる必要性

を重視するところである。 

これらから，貧困の相対的定義は，人間の尊厳とウェルビーイングを基軸に，物質的・文化的・関係的剥奪か

ら貧困状態を捉え，その対策を社会に求めるものとまとめられる。貧困問題を抱える地域とは，上述した貧困の相

対的定義に沿ったものであり，通常社会で当然とみなされている生活様式，慣習，社会的活動から事実上締め出

された人々の多く暮らす地域であり，物質的・文化的・関係的剥奪の集積した場として捉えられる。このような貧

キーワード 

貧困 

地域 

町づくり学習 

スティグマ 

抵抗 

実践研究論文 

要約：本研究の目的は，貧困問題を抱える地域の学校で実践された「町づくり学習」の分析を通

じて，学校がとりうる貧困対策としての学習活動の可能性について明らかにすることである。作業

課題は，通学地域に付与されたスティグマの影響への子どもたちの反応とそれへの抵抗としての

学習活動の意義の解明である。分析対象は，2016年 4月から 2017年 3月までの 1年間，6年生

の 1 クラスにおいて実践された「町づくり学習」の実践である。結果として，子どもたちが，差別

や偏見のまなざしを有する強者とそれを受ける弱者，批判的思考をもって抵抗しようとする者とに

分断されている実態を浮き彫りにした。「町づくり学習」は，子どもの有していた差別意識や偏見を

アンラーニングさせ，地域肯定感を高めることによって，子どものウェルビーイングに貢献し，分断

を防ぐ可能性がある点を明らかにした。 



学校改善研究紀要 2019  実践研究論文 

 

73 
 

困問題を抱える地域の学校がとりうる貧困対策とは何なのか，人間の尊厳やウェルビーイングの回復にいかに寄与

することができるのか，これが本研究の問題意識となる。 

日本では，特に 2000年代以降，子どもの貧困問題に注目が集まり，その改善が政策的アジェンダとなっている。

2014年には，「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の法施行と「子供の貧困対策に関する大綱」が制定され，

子どもの貧困対策が具体的に進められる基盤が整えられた。後者では，学校をプラットフォームとした長期包括支

援（末冨，2017，32頁），およびそのための子どもの貧困実態の把握の必要性が述べられている。そして，貧困

対策としての学校の役割の一つめに，学校教育による学力保障があげられている。学校での学力保障の中心的活

動である学習活動に着目し，貧困問題を抱える地域に通学する子どもが置かれている状況を明らかにすること，そ

の上で，学校がとりうる貧困対策について提示することは時宜を得ていると考えられる。 

なお，本稿で用いるウェルビーイングは，国立教育政策研究所（2017）にもとづく幸福観を指し，安定した前

向きな自己イメージと他者とのつながりから構成されるものとする。 

 

２ ．先行研究の検討と作業課題の設定 

 

ここでは，貧困問題を抱える地域で過ごす人々の貧困経験について先行研究から整理し，本研究の作業課題を

設定する。リスター（2004=2011，107 頁）は，貧困経験を形成する地理的な要因として，第一に「人の貧困」，

第二に「場所の貧困」，第三に「その地区の物理的・社会的空間内における実際の経験」の三点を指摘する。ま

ず，「人の経験」として，その空間的分布をとりあげる。それは，アメリカやイギリスで見られる，貧困の地理的な

集中によって，豊かな者と貧しい者が「平行で交わらない世界」に暮らしているために，後者が前者の目にとまら

ない事態を指す。たとえば，「ゲーティッド・コミュニティ」の拡大などにより，空間的な二極化が進むと，富裕な

者がその中に閉じこもり，貧しい人が見えにくくなると，かれらの置かれた環境改善への働きかけといった政治的

な重要性が低下してしまう。 

「場所の貧困」1）という考え方は，単に貧しい個人が集中しているという以上のことを表す。不利な条件下にあ

る都市地区に典型的な特徴として，住宅の貧しさ，物理的環境の荒廃，公的スペースの放置，サービスや施設の

不十分さ，就労機会の欠如，犯罪率の高さや反社会的行動の多さなどがあげられる。もちろん，基本的なサービ

スとしっかりとした地区管理がなされていたり，集団活動と強い社会ネットワークがあったりする貧困地域もある（白

波瀬，2017）。そのため，Powell（2001）の指摘にあるように，低所得住民の集中が不可避的にサービスの不足

や物理的・社会的環境の貧しさを意味しているわけではない点に留意する必要はある。 

そして，三点目の実際の経験として，人や場の貧困といった環境は，貧しい者の身体的・精神的な健康と全般

的なウェルビーイングを損ない，気力をむしばみ，自分で生活をコントロールできない・無力だという感覚を生み

出すと指摘する。特に，都市の貧困では，「地区そのものがスティグマを付与され，その結果として居住者が軽蔑

され差別されるということが起こる」（リスター，2004=2011，111 頁）点に目を向ける必要がある。スティグマの

影響は深刻であり，多くの人が抱くネガティブな見方に非常に敏感で，それが自己イメージに影響するとされる（リ

スター，2004=2011，173頁）。スティグマが内面化されると，恥辱という結果を導き，恥辱や屈辱は，「薄皮と剥

ぐように自己評価を奪っていき，アイデンティティを否定してしまう。」（リスター，2004=2011，175頁）。このことは，

「大衆的なイメージが自己イメージになってしまうこともある。自分のもつ人間性の感覚は，他者によるカテゴリー

判断の虜なのである。」と述べるジェンキンス（Jenkins,1996:57）からも裏付けられる。 

このスティグマに対しては，両極端の反応があるとされ，アイデンティティや自己評価を傷つけるような意味合い

をもった内面化と，抵抗の意味合いをもった内面化がある（Rimstead,1997）。後者では，たとえば，日本のあい

りん地区では，幾度もの抵抗運動がなされ，自らの人間としての尊厳やアイデンティティの回復が求められてきた

歴史 2）がある（白波瀬，2017）。抵抗の意味合いを内面化しつつも，スティグマの影響としての自己評価への敏

感な反応は免れられないかもしれない。しかし，抵抗の意味合いの内面化には重要な点が含まれる。それは，

他者の評価をそのまま受容する状態からの解放を進めるところにあり，他者の評価に単に反発するところにあるわけ

ではない。すなわち，抵抗の意味合いの内面化により，社会正義に通ずる批判的思考をもって現状を分析し，そ
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こから生み出された自らの意思を公に示したり声を出したりする意欲が高まり，多様な他者への応答が促進される

ところにある。そして，それによって，自己のイメージが正しく維持・回復されうるところにある。ここで述べる自己

イメージとは，自己アイデンティティや自己評価から形成される，自己が有する自己のイメージといえる。 

上記の研究は，主に成人を対象としたものである。それらの知見から，貧困問題を抱える地域の学校がとりうる

貧困対策を検討する上では，まず，スティグマを付与された地域に通学する子どもが，それに対してどのように反

応しているのかを問う必要があるだろう。スティグマの影響を受けて，子どもたちは地域をどう認識し，内面化する

のだろうか。アイデンティティや自己評価を傷つける方向への内面化を図った場合，子どもたちは，自己イメージ

をどのように回復したり，していなかったりするのだろうか。これらスティグマへの子どもの反応を明らかにした上で，

そこで生じていると思われる問題点を克服できるような対応策が求められるといえる。 

日本では，子どもの貧困問題と教育実践について述べられた論考は蓄積され始めているし，同和問題等の社会

問題について触れる中で地域での子どもの様子が記述されたりはしている（たとえば，柏木・仲田，2017，高田，

2016）。その中では，困難を抱える子どもたちが，スティグマの付与された自らの暮らす地域には肯定的に認める

ことのできない側面があると感じ，自己肯定感をもてないでいる様子が記されている。しかし，貧困問題を抱える

地域に通学する社会階層の異なる子どもが，スティグマを付与された地域をそれぞれどのように認識し，内面化し

ているのかに関する研究は，管見の限り見あたらない。貧困問題を抱える地域の学校とはいえども，学校にはさま

ざまな社会階層の子どもが在籍し，相互作用をする中で学習活動が行われている。この点を踏まえるならば，貧

困問題を抱える子どもに焦点をあてるだけではなく，子ども間の関係性を織りなす背景としての社会階層の差異に

も目を向け，社会経済的背景の異なる子どもたちの反応を多面的に捉える必要があると思われる。その上で，す

べての子どもの人間の尊厳やウェルビーイングの回復について考えるべきであろう。 

これらから，本研究の作業課題として，次の二点を提示することができる。一つめは，通学地域に付与されたス

ティグマの影響に，子どもたちは実際にどう反応しつつあるのかを明らかにすることである。これは，貧困問題を抱

える地域に通学する子どもが有する地域認識から子どもの置かれた実態を解明する作業につながる。 

二つめは，地理的要因によるスティグマへの抵抗としての学習活動の意義の提示である。仮に，子どもたちへ

のスティグマの影響が見られるのであれば，学校は，学習活動を通じてその影響を取り除けるのか，取り除ける

とすれば，どういった手段が考えられるのかについて検討を加える。これは，学校がとりうる貧困対策としての学

習活動の可能性について明らかにするものとなる。 

これらの課題について，本稿では，貧困問題を抱える地域に位置する小学校の「町づくり学習」の実践分析を

通じて検討する 3)。「町づくり学習」に着目するのは，地域と連携しながら地域について学ぶ地域学習では，貧困

問題を抱える地域に通学する子どもの置かれた状況が先鋭化しやすいと考えたからである。ただ，本研究で分析

対象とする子どもは，貧困問題を抱える地域に通学する子どもであり，必ずしも困難を抱える子どもとは限らない。

その点では，大綱が求める実態把握とはそぐわない側面があるかもしれない。しかし，困難を抱える子どもの置

かれた状況を浮かび上がらせるために，さまざまな社会階層に属する子どもの認識とそれにもとづく子ども間の関

係性を明らかにすることは一つの方法であるといえる。次期学習指導要領において，社会に開かれた教育課程の

創造が謳われている。本稿の知見は，子どもの貧困対策や教育支援に加えて，社会とつながる学校づくりの議論

にも寄与すると考えられる。 

 

３ ．実践研究 

 

（1）実践校の概要と分析対象 

実践校は児童数が300名程度で，各学年1～2クラスの公立小学校である。学校選択制の対象校であり，校区外

から電車やバスで通学する子どもが約3割いる。生活保護を含め，就学援助率は3割以上であり，3分の1の家庭が

経済的な困難を抱えている。ただし，海外旅行経験のある比較的裕福な家庭もあり，さまざまな経済的状況の家

庭が混在している。 

実践校周辺は，日雇労働者や生活保護受給者が集住する地区で，路上生活者や道路に寝転ぶ人の姿を見なが
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ら，子どもたちは登校する。学校周辺の状況から子どもの登下校を不安に感じている保護者は多い。近年では，

利便性の高い立地から，バックパッカー向けの安宿が増え，外国人観光客が急増している。少し学校から離れる

と，細い路地沿いに住宅が建ち並び，祖父・祖母の代からこの地に住んでいる子どもたちも通学している。また，

戦前からの昭和の町並みも残っており，多面的な様相を呈する地域である。 

 対象とした「町づくり学習」の実践は，2016年4月から2017年3月までの1年間，27名が在籍する6年生の1クラス

において，次年度からの全校的な取り組みへの足がかりとして実施した。ワークシートの記述・学習のふりかえり，

子どもとの会話から得られた発言，授業中の発言，自主学習ノートの記述，プレゼンテーション参観者へのお礼の

手紙等，実践を通して得られたデータを分析対象とし，四角囲みで表す。クラスで特徴的な反応を示した児童3名

（ネガティブな町イメージを強くもち差別する側に立っていた児童，町を好きという気持ちはあるが表現する勇気を

もてていなかった児童，町のよさを理解し友だちと共有したい児童）は仮名で示し，他の児童の反応は羅列して

表記する。その他，地域名等文中に出てくる固有名詞はすべて仮名を使用し，記述等を省略するときは「･･･」と

する。 

 

（2）子どもの課題から設定した学習目標と実践指導計画 

子どもたちが校区のことを，危険で犯罪が多く不潔という差別の目で見られていることを感じ始めていて，校区

の実態を知らないままに自らも偏見をもって見ていることを，日々の言動から感じるようになった。このような状況を

改善するために，「自分たちが学ぶ学校のある町のよさや課題を発見し，町に主体的に関わる意欲を高め，自分を

肯定的に捉える」を目標とし本実践を計画した。実践指導計画は表1の通りである。実践を通して育てたい資質・

能力を，1）町の多様性について関心をもち，体験を通して学び，よさや課題など理解する。（知識・技能）2）

町の現状を分析・判断し，当事者意識をもって未来像を考え，プレゼンテーションする。（思考力・判断力・表現

力）3）学びから町を肯定的に捉え直し，主体的に関わる意欲を高め，自分を肯定的に捉える（学びに向かう力・

人間性）と設定した。実践は，総合的な学習の時間を使用し，国語科「町の幸福論」（東京書籍）と教科横断的

に行った。 

表1． 実践指導計画  

１ .町づくりって何？   

①  実際の町づくりの様子を知り，未来の町イメージをもつ。  

② 自分たちが暮らす町の様子について話し合い，互いの思いや考えを知る。 ◎ 

③④ 芹咲ではどのような町づくりが行われているか調べる。  

２ .町づくりに関わる人々  

⑤⑥⑧ 町をよりよくするために活躍している人々の活動内容や町に対する思いを知る。 

⑤ホテル経営 小川さん ⑥人をつなぐ 阿部さん ⑧町づくりに関わる 木元さん 

◎ 

⑦⑨ フィールドワーク（シェルター・リサイクルプラザ・ゲストハウスなど） 

自分の目で見て肌で感じて，町の多様性を学ぶ。 

◎ 

⑩ 自分たちが暮らす町のよさや課題についてまとめる。  

⑪ 町のよさや課題など情報を整理し，未来の町イメージをもつ。  

３ .わたしたちのコミュニティデザイン  

⑫ 未来の町イメージに近づけるためのお悩みを解決する方法について考える  

⑬⑭⑮ 当事者意識をもって，町づくりについてのプレゼンテーションを作成する。  

⑯ プレ・プレゼンテーションをして，発表をよりよいものに高める。  

⑰⑱ 芹咲の未来プレゼンテーションを行う。 ◎ 

４ .自分の未来をイメージして  

⑲ 学習を振り返り，自分の変化や成長を発見する。 ◎ 

⑳ 参観者にお礼のお手紙を書き，学びと成長を伝える。 ◎ 

㉑ 自分の将来像を描き，卒業スピーチを考える  

※左端の丸囲みの数字は時数，右端の◎のついているものが分析対象授業 
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（3）対象授業における子どもの反応と分析 

1）第2時の実践における子どもの反応と分析 

普段，町を話題にあげたり話し合ったりすることが，学校生活でほとんどない中，「町のこと，本当はどう思って

る？ 」という投げかけから，互いに表出したことのない町に対する思いや考えを全員で共有した。そして，自分の

町イメージを客観的に振り返り，自分自身の見方を見つめ直すきっかけとなるようにした。 

きたない／くさい／こわい／悪い所の方が，少し多いから私は好きとはいえない。／みんなと共感できる所が多

かった。／自分の地域は大好きだと思ってる人があんましいなくておどろいている（原口）。／差別されている

ところがある。くさい，きたない。／町のことが嫌いなわけじゃないけど変えていってほしいなぁと強く思いまし

た。／人々がとってもフレンドリー，（その後，ネガティブな内容を四点あげ）今回は“いや”な方が多かった

けど，これを未来には“いい”のが増えるだろうなぁと自分で思っています。未来になったら“好き”の方が多くな

ると思います。／いいところもいっぱいあるので／この町のイメージは良いと思います。たしかにこわい所はある

けどそれは表で裏はやさしいからいいと思う（里田）。 

「差別されているところがある」と述べているように，子どもたちは，他者からの差別的視線を感じ取っていた。

そして，町イメージを共有すると，ネガティブな内容が多く，8割を超える子どもが，ゴミ放置，住民のマナー，野

良猫，鳩やカラスの害，放置自転車，遊び場所の少なさ，治安の問題等，町の表面的な現象を具体的にあげた。

振り返りには，町に対する思いを共有したことを踏まえ，原口さんのように驚いたのは少数で，多くは町にネガティ

ブイメージをもっていたのは自分だけではなかったことを安心するものであった。その中には，ネガティブな内容

をあげつつも，町のいいところにも触れる子どもがいたが，ネガティブな要素ほどにはポジティブな要素を見出す

ことができずにいた。また，町を好きになりたいけれど，よさを具体的に例示できないまま町にはいいところがある

と書く子どももいた。しかし，ネガティブイメージを払拭し解決するために自ら主体的に行動を起こしたいというもの

はほとんどなかった。ポジティブな内容に触れる子どもも，将来，良くなってほしいという願望で留まっていた。ど

の反応からも，町に対する当事者意識はほとんど感じられなかった。以前に地域学習に取り組んだ経験のある里田

さんは，実態を捉えて，町に対するポジティブイメージを表明できていた。 

次に，共有したイメージの中から，人に関するものを示す。 

ホームレスが多い。／ホームレスがいなくなってほしい。／道ばたにねたりしている人がいる（不快な感じ）。

／道におじさんがおるのがいや。道にさけのビンをおいてほしくない。 

日頃目にする「おじさん」を問題だと7割近くの子どもが認識しており，路上生活者や日雇労働者に対するネガ

ティブイメージをもっていた。路上生活者の存在をなくしたいという意見も出たが，これは，ただ目の前からいなく

なってほしい，どこかへ行けばいいという程度のもので，人権のある人間として生活を含めて根本的な解決を望む

ものではなかった。また，見聞きする実態から町の課題を見つけられず，ワークシートに思いや考えを書くことので

きない子どもも少数であったが存在した。 

 

2）第5・6時の実践における子どもの反応と分析 

第5時は，地域でホテルやコンビニエンスストアを経営しながら，町づくりを経済的側面から進めてきた小川さん

から町に対する思いや願いについて学んだ。 

この町を一生かけて変えたいという人がいるとは，おもっていなかった。／小川さんはとてもえらくて，この町の

ヒーローなんだなぁと思いました(里田)。／町は，自分自身ががんばらなくては，変えることができないんだな

と思いました。／自分もこの町をもっと良くしていきたい気持ちにやる気が出たと思う。 

9割を超える子どもが町を思う気持ちをストレートに表現できる小川さんの生き方や考え方に感銘を受けた。「み

んなは，町のためにここまで頑張れる？ 」と尋ねることで，一人一人が自分の生き方と重ねて考えるように促した。

町をよりよくしたいという思いを行動に移して，実際に町を変えるために努力している大人が身近にいることを誇りに

思い，里田さんの言葉にあるように，小川さんの存在が将来像の一つのモデルとなった。また，町は変えられるこ
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とを知り，小川さんの生き方から問題を解決するために行動することの大切さを学び，3割弱の子どもが町を変えた

いという思いをもち始めた。ただ，具体的な方法についてはこの段階ではまだ出ていない。 

第6時は，路上生活者や日雇労働者，単身高齢者と芸術の力でつながりながら，町に暮らす人々の経験から学

ぶ活動している阿部さんから，「おじさん」の今までの人生や人生観について学んだ。 

ホームレスのイメージがだいぶ変わりました。／ホームレスはなまけてるだけと思ってたけど，ちがうこともある

んだなと思ったし，ぼくはおじさんたちと会わなければ，友だちになれないと思った。いろんな苦労があったか

らこそ，いごこちがいい店ができているんだなと思った。おじさんへのイメージが変わった。それと，この町が

はっきり好きになってきた(中島)。／私も一度行ってみたいなと思ったし･･･ホームレスの人の話を聞きたいと思

いました。／きっと阿部さんのお話聞く前は，ホームレスとかきたないし，くさいとか外見ではんだんしていたけ

ど，動画を見て何よりやさしいんだなぁと思った。そのやさしさや，おもしろさを引き出す活動をしているって，

本当にすてきだなぁ～と思った。／人と人との関わりを持つということは，やっぱり大切なんだなぁとあらためて

思った。 

第6時では，「おじさんたちの本当の姿はどうやった？ イメージ通りやった？ 」という問いから，3割を超える子ど

もが中島さんのように，路上生活者や日雇労働者への見方を転換し，認識を改め始めた。見た目で判断していた

自分の中の偏見に気づき，一人一人の背景に共感できた経験から自己責任論にもとづく無関心や無理解から脱

却するきっかけを得たようで，さらに深く知りたいという関心の高まりも見られた。また，阿部さんの人と人をつ

なぐ活動に対して興味をもち，つながることの重要性を感じ始めているようであった。 

 

3）第7時の実践における子どもの反応と分析 

多くの子どもが保護者から“近づいてはいけない”といわれている芹咲地域に，学校から歩いてフィールドワーク

へ出かけた。そこで営まれているくらしに直接触れ，感じることで，偏見を含んでいる町イメージを子ども自身の中

で再構築することを目標とした。子どもの反応を四つに分け，分析する。 

ａ 肯定的な受け止め 

今日はじめていったところは，泉公園と緑公園とシェルターなどほとんどがはじめてで，泉公園と緑公園は工夫

がされているのだなと初めて知れました。たきだしとかすごくおじさんに優しいなと思ったし，それでおじさんと

か生活ができていると思いました。／近くに家があるけど，とまれることは知らなかったから，今度ホームレスに

あったら，あそこのホテルはシーツもついてベッドもついているし金もいらないよっと教えてあげたい。 

一つめは，近くにあるにも関わらず，初めて知る町の現状に驚いたグループである。学習したことを素直に受け

止め，新しく学んだ側面をプラスに受け止める反応を示した。町に存在する公的福祉サービスやNPO等の活動を

他にはない特別な機能として認識し，どのような人でも受け入れられる包摂的な町として理解を深めた。 

ｂ 否定的な受け止め 

行ってはいけないとお母さんに言われている泉公園の近くはなんで行ってはいけないといわれているのかわか

った。まだ，わたしの中では悪い印象だけど，もっとこの町を見てみたい。やっぱり，においがきつくて，ちょ

っと気分が悪い。／町が予想以上に汚くてがっかりしました。私が住んでいる所はにおいもないし･･･。におい

も気になったし，町にこんなところがあるのはちょっといや･･･。ホームレスがいるのは仕方ないし，優しいかも

しれないけど，私はムリだな･･･と思いました。先生からホームレスがへっていると聞いたので，これからもどん

どん減っていくことを願います。･･･こんな現実知りたくなかったし，いやだなと思うけど，自分が住んでいる町

だからきちんとむきあわないといけないし，良い町にかえないといけないなと思いました。 

 二つめは，現状を自分の目で確認し，驚き，受け入れがたい事実として認識したグループである。保護者の教

育方針から，町の現状に触れることなく過ごしてきた子どもに多く見られた反応で，町に対する偏見があることを知

っていたが，直面したことで町イメージがマイナス評価に変化した。しかし，もっと知りたいという興味関心の高ま

りも見え，当事者としての視点も生まれ始めた。 

 ｃ 拒絶 
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臭いがすごいし，きたないし･･･地区にさくをつくって，ふつうの人がくらす町に入ってこられないように選別すれ

ばいいと思った(原口)。 

三つめは，原口さんのように町の現状を受け入れられない事実として認識し，自分の生活と一線を画したいとい

う気持ちが貧困問題の集積する地区を隔離するという案を生んだグループである。町に対する偏見の存在とその

内容を事前に知っていて，それを裏付けるような町の実態を目の当たりにした。そのため，自分の身近な生活の

延長線上に差別されている対象があることを認められず，拒絶することで今の生活自体を守ろうとした。 

ｄ よさの再確認 

ぼくにとってはお金のない人たちをささえられる，じつは，とてもやさしい，見た目とはぜんぜんちがう人たちの

いるにぎやかないいふるさとだと思います。このことをふりかえることができたので，本当にこの授業はあってよ

かったです。ぼくはお金のない苦しさを知っている。同じ人どうしで，協力できるフレンドリーな町というこの町

を伝えていきたいです(里田)。 

四つめは，里田さんのように，どのような人々にも支援の手を差し伸べることが可能な町の機能面だけでなく，

町の根底にある「つながり」に気づき，精神的なより所としての存在意義や町の人々の包摂力を再確認したグル

ープである。町の外見やそれに伴う偏見の存在も十分に理解した上で，路上生活者や日雇労働者を町には欠かせ

ない存在として認識している。 

 

4）第8時の実践における子どもの反応と分析 

地域の公的な施設で長年職員として勤め，日雇労働者を支援してきた木元さんから，フィールドワークを通して

学んだ事実の背景について説明を受けた。 

おじさんたちはなにもしてなくてなまけものだと思っていたら，全ぜんちがうくて，しょくにんでまさにプロってゆ

うかんじだった。がんばってるんだなと思った。自分達が住んでいるこの町に，おじさんたちはかかせないそん

ざいなんだと思った。／おじさん達が多いだけで「この町はコワイ」と思われているけど，たくさんの活動を通

していろいろな努力を作れていけるからとてもいいなと思いました。／みるしてんをかえれば，こんなにもいろい

ろな町のいいところが見つかるんだなと思った。こんどは自分が，町のいいところを見つけて，かつどうしてい

きたいと思った。 

 日雇労働者の一般的な生活や，その歴史的背景も含めた町の変遷などを学び，この町やここに暮らす日雇労働

者の社会に果たしてきた役割を知った。ネガティブイメージと直結していた要因である「おじさん」が実は誇れる

存在だと気づき，その存在自体を肯定的に受け止めることができるようになった。「おじさんたちは，まさに今の大

阪・日本を作ってくれてたんやね。おじさんたちを支える仕組みも町にはあるんやね。」という投げかけから，町自

体もポジティブイメージに転じ，子ども自身の町への愛着も高まり，それを表現する自信を取り戻した。また，木

元さんの町への熱い思いと活動内容を学び，誤解されている町の偏見をなくす活動に意欲をもつ子どもも現れ，

町づくりの主体としての自覚の高まりを感じられるようになった。 

 

5）第9時の実践における子どもの反応と分析 

昭和の町並みの残る商店街を中心とした地域へフィールドワークに出かけた。 

また臭いのするところへ行かなあかんのと思っていたが，芹咲は半分は昭和の町並みが残っている町だっ

た。･･･観光している外国人は新芹咲ばかりに行っているけど，芹咲の半分のほうが良いと思った(原口)。／そ

んなに汚くなかった。ちょっと古かった。戦争で焼かれなかったことがよくわかりました。南芹咲より，ちょっとい

いかな～って思った。阿部さんみたいな取り組みをして，芹咲が悪いイメージから良いイメージに変えていきた

いなと思いました。たくさん来てほしい！ ！  

前回拒絶した原口さんのようなタイプや，ネガティブイメージを増幅させたタイプの子どもたちも，町の新たに知

る別の一面に触れ，町の可能性を実感することができた。 
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6）第17・18時の実践における参会者・子どもの反応と分析 

ここまでの学習を元に，未来の町イメージをそれぞれ描き，「自然でいやされる町を作り隊」「芹咲Clean&Art

プロジェクト」「昭和のUSJプロジェクト」「人と人との交流を増やして笑顔を増やすプロジェクト」「フレンドリースモ

ールワールドプロジェクト」「芹咲愛してプロジェクト」「路上の自転車なんとかしようプロジェクト」「芹咲耐震強化

プロジェクト」の8つのグループにわかれてプレゼンテーションを作成し，発表した。参観した首長の発言を下に記

す。 

首長：みんなの話を聞いててね，ずっと楽しかったです。すごく面白いアイディアがあってすごい楽しかったのと，

もっといいなと思ったのが，みんながこの町をすごく愛している。この町は本当にいい町だ，もっと良くして

いきたい，大好きだという気持ちがすごくよくわかりました。やっぱり町というのは，誰かがよくしていくのじ

ゃなくて，自分たちで一緒になって良くしていく，頑張っていくものです。みんなで一緒に頑張っていきまし

ょう。今日は本当に楽しかったです。 

発表当日は，首長も含め，20名近くの地域の町づくりに関わる方々を招聘した。路上生活者を町づくりの活力と

して考える案などのプレゼンテーションに対する参観者の感想は，発表の完成度の高さや町や人を見つめる正確な

視点に驚き，子どもたちの今までの学びを認め，褒めてくれるものが大半であった。子どもの発表から意図せずあ

ふれ出た町への思いを大人が「芹咲愛」という言葉にして子どもに投げ返したことで，内省を促すことにつながり，

子ども自身の町に対する肯定感を高めた。町づくりを積極的に進める大人が子どもを認めたことが，子どもの自信

につながり，次時の自己の成長を認める表現につながったと考えられる。 

 

7）第19・20時の実践における子どもの反応と分析 

第19時は，学習のまとめとして「学習を振り返り，自分の変化や成長を見つけよう」という投げかけから，今ま

でのワークシートを見返し，学習前後の自分の町イメージを比較して，1年間の成長を振り返る活動を行った。そ

の内容を参観者へのお礼のお手紙という形にして，自らの学びと成長を併せて伝える活動を第20時に実施した。

子どもの反応に番号をつけて記し，以下の分析の際に使用する。 

①何事も見た目ではなく，中身を知ってこそだと思った。差別をしたりしていた自分がわからない(原口)。／②

はじめ私はおじさんが朝早くから頑張って活動していることを知らなくて勝手に嫌がっていました。･･･私は，勘

違いしていたと気づきました。／③この学習が始まる前までは，私は芹咲の本当の姿を知ろうとしませんでした。

インターネットの情報に流され，自分たちの町にもかかわらず，勝手に悪いイメージを信じてしまっていました。

ですが，芹咲の町を目で見て，肌で感じて，私のイメージとは正反対で，優しさがあふれていて，人柄が良い，

活気あふれる町でした。／④芹咲を思う気持ち。小さい時からずっと芹咲のイメージは悪くてネットの情報に流

されてばっかりだったけど，自分たちで確かめてみて芹咲へのイメージが変わった。／⑤今回のプレゼンの発

表の際に，芹咲のことを深く知れたことと，芹咲のことを好きになってもらえるような町にしたいと思えたのが，

私の成長です。／⑥本当の芹咲の姿を知ることができました。／⑦本当のことと見つける“目”が成長した。／

⑧芹咲の課題，いいところ，本当の姿をしっかり見つけられた。前とは全然，芹咲に対しての思いが違う。／

⑨最初は日本一悪い町と思っていたが，二番目に好きなぐらいまでなった。本当の眼を養えたと思った（原口）。

／⑩この町が，ほかの地域からいやだと思われています。本当は，すごくやさしい人やフレンドリーな人たちが

たくさんいるにぎやかな町だと私は思います。／⑪こうやって見ていると，本当に芹咲は良い町で，どうしてこの

魅力に気付かなかったんだろうと思いました。私たちは，これからも，芹咲を愛していきたいです。／⑫この町

のことにとても興味をもてていると思ったし，自分もこの町を好きでいられるようになっていると思いました。／⑬

やっと･･･気持ちをわかってくれてうれしい（里田）。／⑭数年後，すごい町になっていそうだなと思いました。

／⑮私も芹咲のために何か協力できたらいいなと思った。／⑯前はだれかがかえてくれるだろと思っていたけ

ど，今は，自分からこの地域を変えたいと思えるようになりました。／⑰来てくれた方の感想で芹咲愛やいい所

を広めたいなどうれしいお言葉をもらえ･･･これからの時代や未来は自分たちできり開くんだ／⑱みんなこの勘

違いをしているので，この誤解を解いて，芹咲のことを良く思ってほしいと願うようになりました。／⑲今はみん

なのごかいをとかないといけない立場になったと思う。 
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子どもの反応から，無知から起こる偏見や誤解など，先入観に捕らわれていた自分を客観的な視点で捉え，体

験を通した学習活動によって町を正しく認識できるようになったことがわかる（①②③④）。原口さんは「本当の眼

を養えた」という表現を使って，表面的な現象やインターネット等の情報で判断するのではなく，自分の目で確認

し，人に会って話を聞いて，心で感じて物事の実態に迫る大切さに気づくことができた自分を評価している(①)。同

様に，全員が自分自身で自己の変容に気づき，成長した点を具体的にあげることができた（⑤⑥⑦⑧）。 

また，町のよさを語れる強さを身につけ，自信をもって町を好きと表現できるようになった（⑨⑩⑪）。この反応

から，子どもたちが町を肯定的に捉えられるようになったといえるだろう(⑫)。学習の当初から町のよさを主張して

きた里田さんは，仲間の変容は自分への理解が進んだことと受け止め，喜んでいた(⑬)。町の未来に希望を抱き

（⑭），町づくりの当事者として自覚が高まり（⑮⑯），具体的に描いた未来イメージを多くの大人に賞賛されたこ

とで(⑰)，偏見の解消に主体的に取り組む，社会参加への意欲の高まりが見られた(⑱⑲)。 

96％の子どもが町を正しく認識できるようになったと振り返り，約8割の子どもが当事者として主体的に行動した

いと文章に表した。自己の変容を成長として自覚した学習の過程を通して，自分を肯定的に捉えられるようになっ

たと推察される。 

 

（5）実践のまとめ 

学習を始めた当初，子どもたちは路上生活者や日雇労働者の生活に起因する表面的な現象等を地域の印象とし

てあげ，地域に対するネガティブイメージを友だちと共有したことで安堵感を抱いていたように，地域に対する当事

者意識はほとんどなかった。路上生活者に対する差別意識も強く，自分の生活範囲に存在することを認めない反

応も少なからずあった。学習を進める中で，地域をよりよくするために真剣に活動している大人に出会って，地域

は変えることができることを学び，地域を変えたいという思いをもち始めた。また，感覚を大切にしたフィールドワ

ークを通して，町イメージを自分の言葉で語れるようになった。路上生活者や日雇労働者，元日雇労働者である

単身高齢者が社会に貢献してきた歴史的背景や生活実態を学ぶことで，地域の誇れる人間として，かれらの存在

自体をポジティブに捉え直すことができた。くらしを支えるさまざまな支援があることなども地域のよさとして認識で

きるようになった。目には見えないが地域の根底にある「つながり」に気づき，居場所を奪われた人々が日本中

からやってきて居心地のよさを感じることができる，精神的なより所としての存在意義や町の人々の包摂力も，地

域を肯定的に捉える要因となった。昭和の雰囲気が残る町並みや地域で活躍する大人の存在など地域の可能性や

多様性を学習し，地域の未来へ期待感を抱くことができるようになった。自分たちの学ぶ学校のある地域の課題を

解決したいという意欲は当事者意識の芽生えであり，具体的に描いた未来イメージを多くの大人に賞賛されたこと

で，町づくりの主体としての自覚を高めることができた。学習活動のふりかえりでは，地域を正しく認識できるよう

になり，主体的に行動しようと考えている自分自身の変化を，自己の成長として自覚することができた。地域を肯

定的に認識できるような学習活動の積み重ねを通して，自分を肯定的に捉えられるようになったと推察される。 

ただし，子どもたちの変化や成長は直線的なものではなく，最終的に地域を肯定的に捉えられるようになるまで

には，揺り戻しがあった。仮名で記した3名の中で，特に原口さんの反応から，体験が座学を超え，感覚が優先し

たことがわかる。知識として理解していても，気持ちの面で受け入れられない現実に直面し，町イメージがマイナ

スからプラスに，そしてまたマイナスにと，何度か変化した。また，初めは断言できず，徐々に地域に対する思い

を強めた中島さんも，学習を重ねる中で，好きだという思いを確信に変化させていったように見える。初めから一

貫して地域を肯定的に捉え，表現していた里田さんは，感覚的に理解していた地域の現状やそれに対する思いを，

学習が裏付ける形になり，自分に対する自信を高めることができた。仲間が自分と同じ考えをもつようになり，自

分をわかってくれたことを喜んでいた。多様な視点で繰り返し学習できる機会を設定したことで，自己責任論にもと

づく無関心や無理解から脱却し，町イメージをプラスに転じていくことができたといえる。 

この3名以外にも，特筆すべき子どもが数名在籍していた。貧困問題等の背景により思いや考えを表現すること

ができない子どもたちである。今回の分析では，紙幅の都合上，そうした子どもたちのことを取り上げられなかっ

た。 
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４ ．考察 

 

（1）地域に対する認識の実態 

本研究の一つめの課題は，通学地域に付与されたスティグマの影響に，子どもたちはどう反応しつつあるのかを

明らかにすることであった。 

 「町づくり学習」を始めた契機と子どもの記述から，子どもたちの通学地域にはスティグマが付与されていたと

考えられる。そして，実践分析から，子どもたちの8割以上が，地域に対してネガティブなイメージを抱いていたと

いえる。ネガティブなイメージを抱いていた子どもたちは，公的スペースの汚さや治安の問題を場の怖さとして表

現すると同時に，日雇労働者や路上生活者の存在を汚さや怖さと関連させて問題視していた。そして，貧困問題

の集積する地域に対して一般的に示されるネガティブなイメージを自身の意見としてそのまま受け入れていた。こ

うした子どもたちは，地域のネガティブなイメージを，自身のアイデンティティや自己評価を傷つける方向へと内面

化する事態を回避するために，自身と切り離し，自己イメージを保っていたといえる。 

それが可能になったのは，保護者の指示通り，子どもたちが校区内の貧困が集中する地区には足を踏み入れて

いないからであろう。子どもたちの安全を考慮すれば，そうした判断もやむを得ないとして理解はできる。ただ，

そうした子どもたちは，貧困の集積する地区で過ごす人々とは触れ合おうとせず，かつ，自身の姿勢に対して疑問

をもっておらず，いわば，「ゲ－ティッド・コミュニティ」の内側で過ごしていた状態といえる。この問題点は，内

側で過ごす人々が貧困者への共感や想像力を欠き，ともに生きていこうとする姿勢を失くし，貧困問題の放置と拡

大に無意識・無意図的にではあるが加担するところにある。子どもたちは，結局は，地域に対する差別や偏見に

抵抗する姿勢をもてずに，消極的にではあるが，差別したり偏見をもったりする強者の側に仲間入りしてしまったの

ではないかと考えられる。 

 また，フィールドワーク後のシートからは，原口さんに示されるように，強者の側に積極的に仲間入りしようとす

る姿も垣間見えた。Scott（1994:173）は，排除のプロセスを「社会の市民が享受している通常範囲の生活様式か

らの両極への離別」として分析する。それは，「剥奪された者は公的な生活から排除され，特権をもつ者は自ら

の特権から大衆を排除することができる」ことを意味する。排除は，そのプロセスにおいて，剥奪される者とする

側との間における相互作用を含むものである。特に貧困問題を抱える地域では，そうした相互作用が日常的に積

み重ねられ，社会的区別や差別の文化が形成されると考えられる。原口さんは，当初は，通学地域に対しての当

事者意識はそれほど見られなかった。しかしながら，学習を通して，差別される当事者としての自覚をもち始める

と，貧困問題の集積する一部地区を隔離する案を提示していた。原口さんは，自分たちの通学する地域への差別

的まなざしを受けて，自己イメージを傷つける方向へと内面化を図り，その傷つきを回避し，アイデンティティを確

保するための自己防衛として，自分も排除する側に回ろうとしたのではないかと推察できる。 

しかし，子どもたちの反応は，地域へのネガティブなイメージをそのまま内面化するばかりではない。ネガティ

ブなイメージをあげつつも，少しはポジティブなところがある点を述べ，未来は変わるかもしれないと考えて判断

しかねているグループがある。一方で，はっきりとポジティブなイメージをもつグループもある。特に里田さんは，

これまでの地域学習の中で，自分の過ごす地域のよさを見つける取り組みに参加してきた経験をもつ。差別や偏見

に対して，地域のよさを訴え，正しく抵抗する方向での内面化を図り，自己イメージを傷つけられる事態を防いで

いる。 

ただし，本研究では分析できなかった子どもたちがいる。厳しい生活背景を有する子どもたちは，地域の人々に

支えられながら，ともに生きている。しかしながら，地域に対するマイナスイメージに対して，何も言えず，シート

に記述するのも困難な状況であった。 

これらからは，実社会と同様の小さな社会が学級の中にできていたといえる。子どもの地域に対する認識とその

内面化および自己イメージの回復の仕方によって，主に四つのタイプが抽出された。一つめは，通学地域に対す

る他者からのネガティブなイメージを肯定し，そのまま受け入れつつも，地域と自身と切り離す形で自己イメージ

を保つタイプである。このタイプの子どもたちは，差別したり偏見をもったりする強者の側に仲間入りしているため，

貧困問題を抱える地域で自身も弱者として生きる仲間に対して，無意識・無意図的ではあるが差別や偏見の目を
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向けている状況となる。二つめは，通学地域に対するネガティブなイメージをもちつつも，それをそのまま内面化

せずに判断を保留し，よき未来に目を向けることによって自己イメージを保つタイプである。三つめは，以前の地

域学習を通して差別や偏見に批判的な抵抗をしつつ自己イメージを保つタイプである。四つめは，差別されるその

現実の中で生き，自己イメージの回復が困難なタイプである。上記分析から，子どもたちが，実社会と同じように

分断されている実態を浮き彫りにしたといえる。 

 

（2）「町づくり学習」の意義 

クラス内分断に対して，学校は，学習活動を通じて何ができるのだろうか。これを明らかにするのが二つめの課

題となる。実践分析からは，子どもたちが，「町づくり学習」の中で，日雇労働者や支援者，地域の問題改善とよ

りよい地域づくりに取り組む人々と触れ合いを通じて，地域の多面性に関する正しい知識，多様性の承認や包摂的

なまちづくりの価値と方法を学んだといえる。それは，地域への差別や偏見のまなざしをいったん横におき，もう

一度，一から学び直しをするアンラーニングに相当するものであると考えられる。このアンラーニングは，差別や偏

見をそのまま受け入れることに疑問を抱かせ，そちら側に仲間入りを踏みとどまらせる抑止力になると考えられる。

貧困問題を抱える地域に位置する学校は，子どもに地域の正しい知識とそこで暮らす人々の多様な姿勢を見せるこ

とで，子どもたちがいつのまにか学習していた差別や偏見を取り外す役割を担うことが可能であるといえる。 

差別や偏見に立ち向かうための正しい知識や批判的思考力を身につけた子どもたちは，ふりかえりに示されるよ

うに，差別や偏見に対して，抵抗の意味合いを内面化させることが可能となっている。そして，この町はいいまち

だ，あるいは地域が好きだという感覚や，地域をよりよくしたいという意欲をもてるようになっている。この町はい

いまちだ，あるいは，地域が好きだといった感覚は，地域肯定感（community esteem）と呼ばれるものである。

日本では，耳慣れない言葉かもしれないが，アメリカではすでに多くの研究蓄積のある言葉であり，community 

esteemは人々のウェルビーイングを向上させることが明らかとなっている（Molix & Nichols, 2013）。つまり，子ど

もたちは，包摂的な地域の有り様を学ぶことで地域肯定感を高め，自己イメージを肯定的なものへと変容させ得た

といえる。 

また，地域を何とかしたいという意欲は社会参加の意欲につながる。欧米各国では，低所得者層の社会参加が

少ないことが民主主義社会を形成する上で問題となっている（パットナム，2002=2013）。実践校には，さまざまな

社会階層の子どもが通学するが，一定の低所得者層はいる。そうした子どもたちにとって，学校を通じての社会参

加意欲の向上は，差別や偏見を跳ね返すためにも，周縁化されやすい自身の声や意思を公的な場に届けるため

にも意義のあるものと考えられる。また，自身が低所得者層ではなく，その場に足を踏み入れないというやり方で

目に見えないゲ－ティッド・コミュニティをつくり，強者の側に仲間入りしていた子どもたちや判断を保留していた子

どもたちも，学習が進むにつれて，差別や偏見に正しく抵抗する意味合いとしての社会参加意欲を示している。周

縁化されやすい人々といかにつながり，ともに社会をつくっていくのかを考える社会参加意欲の向上は，すべての

人が市民として同等の価値と権利を保持可能にしようとする民主主義の発展にとって重要であると思われる。 

 

（3）プラットフォームとしての学校の役割 

上記分析より，学校は，多様でインクルーシヴな町のよさを見つけるカリキュラムの実践を通して，子どもの有

していた差別意識や偏見をアンラーニングさせ，地域肯定感を高めることによって，子どものウェルビーイングに貢

献しうるといえる。さらに，そうした地域づくりに関与する人々と子どもとの相互作用の場や機会の設定を通して，

子どもの社会参加意欲を向上させうる。貧困問題を抱える地域に通学する子どもたちは，地理的要因によるスティ

グマの影響を受け，自身の人間としての尊厳とウェルビーイングを失いやすい状態に置かれている。地域学習を

通じて，学校がそれらの回復にアプローチ可能である点を明らかにしたのは，意義の大きいことであると思われる。

子どもの貧困対策を求められる学校は，いわゆる生徒指導や個別対応など，学習活動以外の部分で福祉専門職

等と連携しながら模索しつつある。もちろん，それも重要ではあるが，学習という学校の中心的活動を通じての貧

困対策も可能であることが本研究から示唆された。 
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貧困研究の嚆矢であるセン（邦訳，2006）は，経済的成長や発展とは逆向きの下降のときにこそ，人々の尊厳

や創造的な生活を守るための初等教育の充実とカリキュラムの開放を重視する。その理由として，学校のカリキュ

ラムは，人の自己認識や人々がお互いを見る目に深く影響を与えるためとし，多様な価値を広く学ぶことを奨励す

る。その際に留意すべきは，長短ある地域の内実に関する学習を外形的になぞり，地域をよいものとして子どもに

押し付けたり，安易な容認をさせたりするものではないところである。本研究で示したように，子ども自身が地域の

抱える問題や課題を見つめ，自身の有する広狭の視野に揺れ動き，自己の内面と葛藤しながらも，多様な自他の

尊厳や人権をいかに尊重する地域をつくるのかに焦点をあてるカリキュラム開発が大切である。それは，差別や偏

見に対して社会正義に通ずる批判的思考と社会参加を促すような正しい抵抗を内面化させるものである。 

学校は，子どもの貧困にアプローチ可能なこのようなカリキュラム開発を積極的に行い，クラス内分断を防ぐこと

から，実社会の分断を予防・修正する役割を積極的に担っていくべきではないかと思われる。特に，現時点では

社会階層の中位や上位に位置づく子どものアンラーニングはそのための不可欠な要件であり，かれらの正しく抵抗

する社会参加意欲を促さなければ，クラス内分断はもとより，実社会の分断を防ぐのは困難であろう。 

今後の研究課題として，今回適切に分析できなかった，貧困問題を抱える地域で他者に支えられながら弱者と

して生きる子どもたちの声や意思を拾い，地域づくりへといかにつなげうるのかを問うことがあげられる。かれらを

エンパワーするカリキュラムの開発は，実践的・学術的課題であるといえる。また，本研究では，主に質的な分析

を行ったが，今後は量的データの収集と分析を試みることにより，説得力のある論述が可能になると思われる。加

えて，地域づくりに関する子どもたちの提案や社会参加意欲を実際の地域づくりにどう活かしていくのか，その後の

研究を進めていきたい。 

 

註 

１ ）ここで述べる場所は，境界を固定したものではない。 

２ ）ただし，あいりん地区での抵抗運動は，暴力的な破壊行為を伴うものが多く，本稿で述べる抵抗の意味合いはそうした行

為に示されるものではない。居住者に向けられる差別や偏見の視線に対して，民主主義社会における正当な手段としての社

会参加をもって抵抗する意を示すものである。 

３ ）本稿では，「地域」と「町」を併記しているが，両者ともに学校が位置する校区を示す。実践授業内においては，子ども

たちに学習内容を示す際に，教科書に使用されている「町」を用いることとした。そのため，実践研究についての記述では

「町」の表記を基本とするが，それ以外では「地域」の表記を用いる。 
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1 Introduction 

 

This study attempts to determine the social outcomes of learning by examining the relationship 

between key competencies and social capital. International discussions of learning outcomes have 

generally focused on economic performance in the context of human capital theory (Becker 1994). 

In this theoretical context, it is assumed that learning under formal education expands human 

capital (e.g., knowledge, skills, qualifications), which in turn boosts profits and economic growth. 

However, by 2000 the Organization for Economic Co-operation and Development (OECD) had 

proposed a shift away from learning outcomes based on economic gains to those with a social 

focus. Interest in social capital, health, and well-being in addition to knowledge, skills, and 

qualifications consequently intensified among researchers and policymakers (OECD 2007a).  

In Japan specifically, individuals began to focus greater attention on social capital following 
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the East Japan Great Earthquake Disaster. Indeed, verifying the determinants of social capital 

from an educational/learning perspective is of great importance; accordingly, this research 

investigates social capital (Putnam,Leonardi,& Nanetti 1993; Putnam 2001) as a social outcome of 

learning. 

In prior research, social capital has generally been taken as an exogenous variable. Since 

Coleman (1988), studies focusing on social capital’s effects on human capital have increased. 

Nevertheless, research wherein social capital is an endogenous variable remains sparse. Likewise, 

with the exceptions of Feinstein and Hammond (2004),Tuijnman and Boudard (2001),and Field 

(2005), studies that verify the effect of learning on social capital are few. In research in which 

learning factors are set as an explanatory variable of social capital, educational qualification is 

frequently treated as a control variable. To generate social capital, people should recognize the 

importance of building ties through learning and possess the ability to build such ties. Hence, in 

the present study educational qualifications, sense of lifelong learning (Field 2005)), and key 

competencies (Rychen & Salganik 2003) are set as learning factors. 

 

 

2 Economic Outcomes and Social Outcomes of Learning 

 

2.1 Human Capital 

Japan has continued to invest huge amounts in the education/learning sector, including 

homes, schools, and communities. As a result, the level of human capital (e.g., knowledge, skills) 

has reached the top levels in the world. For example, reading and science were ranked fourth in 

the Programme of International Student Assessment 2012 (PISA 2013). However, we should keep in 

mind that all the upper-ranked areas are small countries (or local governments in a country) such 

as Shanghai, Hong Kong, and Singapore.  

In addition, literacy and numeracy were ranked highest of 24 countries in the Programme for the 

International Assessment of Adult Competencies 2012 (PIAAC 2012), which addresses the academic 

achievements of adults. The high academic achievement level of adults in Japan is demonstrated 

by the following survey results. Non-graduate upper secondary education in Japan had higher 

literacy scores than graduate upper secondary education in Germany and the United States. In 

addition, low-skilled workers in Japan had higher literacy scores than semi-skilled workers in 

Germany and the United States (National Institute for Education Policy and Research 2013). We 

can interpret this as showing that the learning system in Japan has significant effects on fostering 

human capital, such as knowledge and skills. Does the learning system in Japan have an effect on 

other aspects of social performance besides human capital? 

As described previously, OECD has been interested in the social outcomes of learning, and 

insists on the significance of verifying the effect of learning on social outcomes, such as social 

capital, health, and well-being. Since so much economic capital is invested in the 

education/learning system, many people are naturally interested in the results of the 

education/learning. International achievement tests, such as PISA and PIAAC, are outcome 

indicators of learning that are easy for people to understand. Therefore, many national 
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governments are interested in these test results to ensure accountability to their citizens. 

However, people do not learn solely to acquire knowledge, skills, and qualification. In Japanese 

society, educational purposes such as fostering rich ties with others and living healthy and happy 

lives are included in the formal and informal education system. If we intend to explain the 

outcomes of economic capital inputs in learning, we have to focus on the social outcomes of 

learning, such as social capital, health, and well-being. Therefore, we think that the Japanese 

government must ensure greater accountability than other countries in addition to verifying the 

effect of learning on social outcomes. The question then arises of the degree to which the social 

outcomes of learning in Japan have been achieved. 

    

2.2 Social Capital, Health, and Well-being 

In order to understand the actual situation of children’s social capital and health, the report 

data of UNICEF Innocenti Research Institute will be helpful (UNICEF Innocenti Research 

Institute,Abe,& Takezawa,2013). First we survey the situation of social capital of children. 

Appropriate indicators are as follows: On the “percentage of children who have received 

bullying,” which focuses on the relationships among children, Japan ranked tenth out of 30 

countries. On the “percentage of NEET (Not in Education, Employment or Training),” focusing 

on the relationship between children and society, Japan ranked tenth out of 30 countries. In 

addition, “child abuse mortality,” focusing on the relationship between children and parents, 

Japan ranked sixth out of 28 countries. Social capital of children has become somewhat 

problematic compared to academic achievement. 

On the other hand, the research report has the following three variables as indicators of 

children’s health: “percentage of obese children” ranked 30th out of 30 countries, “percentage 

having breakfast every morning” ranked first out of 30 countries, and “teen pregnancy rate” 

ranked 28th out of 31 countries. The health of children in Japan as well as their academic 

achievement is in the top level of OECD countries.  

UNICEF Innocenti Research Institute et.al. (2013) is an international survey that studied the 

well-being of Japanese children. The report measured children’s well-being from five 

perspectives: material well-being, health and safety, education, behaviors and risks, and housing 

and environment. Children in Japan ranked sixth out of 31 countries, which is relatively high. 

In order to understand the actual situation of adult’s social capital, health, and well-being, 

OECD (2011) will be helpful. Indicators of social capital of adults are as follows: On “support 

by social networks (whether do you have family or friend that you can count on when you need 

it?)” Japan ranked 24th out of 40 countries, and tenth out of 36 countries on “confidence in the 

others (the percentage of people who responded that most people can be trusted)” and tenth out 

of 28 countries on “time for volunteer activities.” In addition, on “vote rate” Japan ranked 23rd 

out of 39. This indicates that, based on international comparative data on adults’ social capital, 

Japan has weaknesses in social networks and participation.  

On the other hand, adult health indicators are as follows: On “expectation of life at birth” Japan 

ranked first out of 40 countries and fourth out of 40 countries on “adult obesity rate.” The health 

level of Japanese adults is among the highest in the world. 
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Indicators of adult well-being are as follows: On “life satisfaction (the best life that may be 

thought is 10, the worst life that may be thought is 0),” Japan ranked 29th out of 40 countries and 

third out of 40 countries on “dominant emotion (the proportion of respondents who often 

experience positive rather than negative feelings the day before the survey).”Judging by 

“dominant emotion,” there are many people who experience a feeling of well-being in Japan. 

 

2.3 Focus on Social Capital 

International comparative data on the social outcomes of children and adults show multiple 

indicators of social capital needing improvement. Such problems as bullying, NEET, and child 

abuse are social issues related to the social capital of children, while poor social support and 

participation are related to the social capital of adults. We hypothesize that these problems related 

to social capital are affected by learning factors. 

The present study focused on social capital as social outcomes of learning. Putnam,Leonardi & 

Nanetti (1993) define social capital as follows: “Features of social organization, such as trust, norms, 

and networks, that can improve the efficiency of society by facilitating coordinated action” (p. 167). In 

general, recent studies of social capital have measured social capital with reference to trust, 

norms, and networks, as indicated by Putnam et al. (1993). Social capital is a concept that has 

gained international, interdisciplinary attention during roughly the last 30 years (e.g., Bourdieu 

1986; Burt 1997; Coleman 1988; Kawachi,Subramanian,& Kim 2008; Lin 2008; Putnam et al. 1993; 

Putnam 2001; Woolcock & Narayan 2000).  

The main interest of social capital research in the field of education is in the effects of social 

capital on human capital. Since Coleman (1988, 1990), the effects of social capital on human 

capital, such as academic achievement, university enrollment rates, and dropout suppression, 

have become the focus of social capital research in the field of education. (Anderson 2008; Croll 

2004; Huang 2009; Gottfredson & DiPietro 2011; Ho Sui-Chu & Willms 1996; Louis & Marks 1998; 

Morgan & Sorensen 1999; Parcel & Dufur 2001; Payne,Gottfredson,& Gottfredson 2003; Pong 

1998; Smith,Beaulieu,& Israel 1992; Sun 1998,1999). 

On the other hand, relatively little progress has been made in clarifying the determinants of 

social capital. Several studies have verified the effects of SES and residential mobility on adults’ 

social capital; however, only little research has taken social capital as an endogenous variable 

(e.g.,Aston & McLanahan 1994; Bryk & Schneider 2002; Hofferth & Iceland 1998; Swanson & 

Schneider 1999). In the present study, we demonstrate the effects of learning factors on social 

capital, taking the effects of SES and residential mobility as control variables. This raises the 

question of what the effects of learning factors are on building social capital. The following 

section, in which the analysis model is constructed, discusses previous studies of learning factors 

that might affect social capital. 

 

 

3 Learning Factors’ Effects on Social Capital 

 

It would appear that the focus of educational research is changing from “the effect” to “how to 
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build” (OECD 2007a). Researchers have devoted great time and expense to clarify the significance 

and effects of social capital. The next stage might be called an exploratory stage on fostering the 

important capital of a given society. In this research, we examine the effects of learning on social 

capital based on OECD’s viewpoint that learning fosters social capital. The present study assumes 

that the following three learning factors—educational qualifications, the experience and sense of 

lifelong learning, and key competencies—are suitable explanatory variables of social capital.  

 

3.1 Educational Qualifications 

Inaba (2007) carried out correlation analysis of the relationship between educational 

qualification and social capital with prefectural-level data (N = 47). The results yielded a negative 

correlation between educational qualification (the proportion of university or higher education) 

and social capital. On the other hand, a positive correlation was observed between educational 

qualifications (the proportion of high school education or less) and social capital. However, this 

result was obtained by simple bivariate correlation analysis, leaving open the possibility that 

different results would be obtained with partial correlation analysis that includes control variable 

such as population size, population density, financial index, university enrollment rates, and the 

average age of respondents. However, the result of this analysis has value in that it indicates that 

educational qualifications have some influence on social capital. 

Recent years have seen an increase in the number of studies using individual data to 

demonstrate a relationship between educational qualification and social capital. For example, 

Yasuno (2014) analyzed the relationship between educational qualifications and social capital 

(social participation) with data from the sixth wave of the World Values Survey. His analysis 

clarified that compared to a reference point of “high school graduate,” the participation rate of 

the “junior high school graduate” group is lower. In addition, the survey of Ishida (2015) 

demonstrates that educational qualifications (years of education) affect generalized trust and 

reciprocal norms but not neighborhood relationships. 

On the other hand, Nagayoshi (2013) examined the effect of educational qualifications on social 

exclusion as a reverse aspect of social capital. His analysis demonstrates that educational 

qualifications have the effect of suppressing social inclusion (“I have never consulted anyone 

even trivially in the past year”). Sasaki (2014) has revealed that the level of generalized trust (“I 

can trust most people”) of university graduates is higher than that of high school graduates. 

Misumi (2014) studied the effect of educational qualifications on social capital as measured from 

the three perspectives of generalized trust, generalized reciprocity, and tolerance. As a result, it 

was revealed that educational qualifications (years of education) have a positive effect on 

generalized trust and tolerance but not on generalized reciprocity. 

This research obtained characteristic results on the relationship between educational 

qualifications and social capital. The relationship between the two factors is positive when 

analyzing individual-level data but negative using community-level data. 

 

3.2 Experience and Sense of Lifelong Learning 

Certainly, educational qualifications are the most popular explanatory variable when 
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analyzing the effects of learning on social capital. However, “educational qualifications” refers to 

the number of years in educational institutions or the degree acquired around age 20 under a 

formal education system. While educational qualifications illuminate part of a person’s learning 

experience, it is not sufficient to encapsulate learning experiences after reaching adulthood. 

Tuijnman & Boudard (2001) investigated the relationship between the participation rate in 

adult lifelong learning and social capital (civic participation and generalized trust as alternative 

indicators) using international adult literacy survey data for 17 Western European countries. 

Their analysis revealed that if a nation’s adult learning participation rate is high, the participation 

rate in voluntary organizations and the level of generalized trust in others is also high. 

Feinstein & Hammond (2004) used an analysis model in which the amount of participation in 

learning courses during 10 years of adulthood (33‒42 years) was set as an explanatory variable of 

social capital, for which aspects of citizen participation (political interest, participation in civic 

activities, and voting) were the dependent variables serving as alternative indices of social capital. 

They analyzed the effect of participation in learning courses on social capital (civic participation) 

through control variables such as educational qualifications, occupational status, and SES. The 

analysis shows that participation in learning courses has a positive effect on the three indices of 

social capital. The study thus yields the interesting result that lifelong experiences in adulthood 

have positive effects on building social capital. 

Mitsubishi Research Institute (2011) is a study in which both educational qualification and 

lifelong learning experience are explanatory variables of social capital. The survey target age is 

30‒49. This study used multi-level modeling (individual-level and prefecture-level) in which 

social capital (bonding social capital and bridging social capital) is a dependent variable. The 

analysis revealed that both educational qualifications (“university and graduate school”) and 

lifelong learning experience (“degree of implementation of learning that will help to skill up 

oneself”) have positive effects on bridging social capital. Previously acquired educational 

qualifications and current learning activities for professional growth have the effect of expanding 

social capital. Furthermore, lifelong learning factors such as “degree of implementation of school 

support activities within one’s own community” and “degree of implementation of learning 

activities by utilizing lifelong learning facilities within one’s own community” have positive 

effects on both bonding and bridging social capital. However, note that the study revealed 

significant individual-level effects but not prefectural-level effects on social capital.  

On the other hand, Field (2005) examined the effects of a sense of lifelong learning on social 

capital (social participation willingness as an alternative indicator) in a survey of the UK. To the 

statement, “people will be better citizens through continued learning,” 66.7% of respondents 

answered that it is “important” to participate in their own community and 54.5% answered “not 

important.” The group who answered “important” about participating in cultural events, their 

own church, and sports gave more positive responses to the statement that “people will be better 

citizens through continued learning.” 

Measurement of lifelong learning experience has been implemented for a limited age group 

(30‒40 years old), as in Feinstein & Hammond (2004) and Mitsubishi Research Institution (2011). 

The research targets of these surveys are fundamentally of working age. However, this study 
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surveyed a wide range of adults aged 20‒79 years, as described below, which presents the risk 

that lifelong learning experience has been inordinately affected by age and employment status. 

We thought it better to set “sense of lifelong learning“ as one of the learning factors rather than 

“experience of lifelong learning” as in Field (2005).  

 

3.3 Key Competencies 

As mentioned previously, preceding studies have focused on educational qualifications or 

experience of lifelong learning as explanatory factors of social capital. These variables focus on 

the quantitative aspects of the learning experience but do not touch on qualitative aspects of 

learning experience, such as concrete value/sense or competency acquired through various 

educational opportunities. The concepts of adult abilities are diverse. Therefore, it is a very 

difficult task to specify and measure the abilities of adults. However, inspired by the DeSeCo 

(Definition and Selection of Competencies: Theoretical and Conceptual Foundations) Project, the 

competency concept of adults was recently clarified and a common understanding has been 

reached on the international level (OECD, 2005; Rychen & Salganik 2003). The DeSeCo Project 

focused on the three important competencies of Using Tools Interactively, Interacting in 

Heterogeneous Groups, and Acting Autonomously to realize the “quality of life” and “well-

functioning society.” 

Key competency theory was included in the project from the perspective of the building effects 

of social capital (social network) in addition to economic growth effects by facilitating key 

competencies. As this is a concept that has gained international consensus, we consider key 

competencies useful as indicators of adult learning factors. We will examine key competencies as 

a qualitative aspect of learning experience, in addition to educational qualifications and the 

degree of participation in lifelong learning courses as quantitative aspects of the effects of 

learning experiences on social capital.  

 

 

4 Research Questions 

 

The following three research questions will be examined by focusing on educational 

qualifications, a sense of lifelong learning, and key competencies as learning factors that have an 

effect on building social capital.  

 

4.1 Direct Effects of Learning Factors on Social Capital 

The first research question is to reveal the direct effects of three learning factors (educational 

qualification, sense of lifelong learning, and key competencies) on social capital. The present 

study was designed to compare the effects among learning factor variables and the effects of 

individual-level and community-level factors on social capital. In previous studies, analysis 

focused on one learning factor, as did analytical models comparing individual and community-

level effects. Previous studies emphasized the effect of quantitative aspects of the learning 

experience (educational qualifications). However, the qualitative aspects of learning experience 
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(value and ability) might be more effective in building social capital. 

Is the building of social capital determined by learning variables on the individual or 

community level? The possibility is considered that one person’s social capital might increase by 

living in a community where the level of learning factors is high even though the individual-level 

learning factors are not high. When discussing the explanatory factor of social capital, it is 

important to include community-level factors in the model in addition to individual-level factors 

to avoid statistical fallacies.  

 

4.2 Adjustment Effect of Learning Factors in the Relationship between Economic Situation and 

Social Capital 

The second research question is to reveal the adjustment effect of learning factors on the 

relationship between economic conditions and social capital. The formal education system has 

been expected to suppress re-production phenomena. We believe that an adjustment effect of 

learning factors functions in the relationship between economic hierarchy and social capital. If 

one person has a low education background, a low sense of lifelong learning, or low key 

competencies, a low income level would lead to social isolation. On the other hand, another 

person for whom these learning factors are high, even in a low income level, this would be 

unlikely to lead to social isolation. The adjustment effect of economic inequity by learning factors 

would occur also at the community level. If one community has an average low level of learning 

factors, low economic conditions at the community level would lead to social isolation.   

 

4.3 Community-level Differences in the Effect of Learning Factors on Social Capital  

The third research question is to reveal the community-level differences in the direct effects of 

learning factors on social capital. Is the effect of learning factors on social capital similar or 

different between communities? If the effect of learning factors on social capital has 

commonalities between communities, it may be expected that learning factors related to the 

formal and informal education system would yield high performance in any community in 

country. However, if diverse effects on building social capital are observed, we would need to 

work to clarify the characteristics of a community showing a high incidence of the effect. 

Therefore, to discover the institutional and policy implications of research findings, we should 

check the difference or variance in the effect between communities.  

 

4.4 Research Questions in this Study     

Based on the aforementioned, the following three research questions are posed: 

 

RQ1. Do learning factors have an effect on social capital? If so, is the effect quantitative (i.e., 

years of education) or qualitative (i.e., sense of lifelong learning and key 

competencies)? 

RQ2. Do learning factors have an adjustment effect on the relationship between economic 

conditions and social capital? If learning factors have a low-level effect, poverty should 

lead to social isolation. However, if learning factors have a high-level effect, they 
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should minimize the relationship between poverty and social isolation. 

RQ3. Do any differences exist between communities that directly affect the influence of 

learning factors on social capital? 

 

 

5 Method 

 

5.1 Data Collection 

Data were obtained from the Security, Trust, and Social Participation of the Living Questionnaire 

(Grant-in-Aid for Scientific Research 24243040), which was conducted between October 10 and 

November 8, 2013. The questionnaire received approval from the Nippon University Ethical 

Review Board, and was implemented by Japan’s Central Research Service. The survey targeted 

10,000 people aged 20–79 years selected randomly from the Basic Resident Register, which 

comprises 100 different areas. A two-stage random sampling mailing method was employed; the 

number of returned and valid questionnaires was 3,575, for a 35.8% response rate. The 

respondents’ demographics are provided in Table 1. 

 

Table 1. Respondents’ Attributes 

 N MEAN SD COMPOSITION 

RATE (%) 

SEX 
 
AGE 

Male 1,628   45.5 

Female 1,947 
3,575 

 
53.5 

 
15.8 

54.5 

OCCUPATION Self-employed  341    9.5 

Manager  87    2.4 

Regular employee  820   22.9 

Temporary staff  195    5.5 

Public officials  168    4.7 

Part-time worker  536   15.0 

Student  61    1.7 

Unemployed  588   16.4 

Full-time housewife/husband  594   16.6 

Others  94    2.6 

RESIDENCE 
FORM 
RESIDENCE YEARS 

Own house 2,747   76.8 

Rented house  721 
3,484 

 
25.5 

 
18.6 

20.2 

HOUSEMATE  Alone  346    9.7 

Some housemate 3,155   88.3 

EDUCATIONAL 
QUALIFICATION 

Junior high school or less  375   10.5 

High school 1,438    40.2 

Advanced vocational school  407   11.4 

Junior college  383   10.7 

University  844   23.6 

Graduate school  81    2.3 

HOUSEHOLD 
INCOME 
 (million yen) 
 
 
 
 

Less than 200   354    9.9 

200‒400 1,051   29.4 

400‒600  816   22.8 

600‒800  497   13.9 

800‒1,000  329    9.2 

1,000‒1,200  147    4.1 

More than 1,200  145    4.1 
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Table 2. Questionnaire Items  

 
Items 

 
N 

 
M 

 
SD 

 
Scale 

Component 

Score 
Dialogue and Interaction 
 The degree of interaction with the neighborhood 3,552 3.73 .77 Daily (5), Frequently 

(4),  

Sometimes (3),  

Rarely (2),  

Absolutely none (1) 

.82 

Frequency of socializing with friends and 
acquaintances 

3,546 3.45 .94 Daily (5), Frequently 

(4),  

Sometimes (3),  

Rarely (2),  

Absolutely none (1) 

.70 

Frequency of relationship with relatives 3,546 3.23 .89 Id. .58 

Affiliation 
 Residents’ association activities 3,532 1.97 1.30 4 or more days per 

week (7), 2‒3 days 

per week (6), 1 day 

per week (5), 2‒3 

days per month (4), 1 

day per month (3), a 

few days per year (2), 

not participating (1) 

.60 

 Sports, hobbies, and recreation activities 3,534 2.84 2.03 .35 

 Volunteer or NPO activities 3,528 1.62 1.23 .65 

 Others 3,511 1.41 1.06 .38 

Specialized Reciprocal Norms 
Do you think that if you have helped a person, you 
would be helped from that person later? 

3,544 .27 .44 Agree（1） 

Neither agree nor 

disagree（0） 

Disagree（0） 

－  

Generalized Reciprocal Norms 
Do you think that if you have helped people, you 
would be helped by someone in a troubled 
situations someday? 

3,541 .18 .38 Agree (1) 

Neither agree nor 

disagree (0) 

Disagree (0) 

－  

Generalized Trust 
Do you think that you can trust people generally? 3,446 4.94 2.26 It is possible to trust 

most of the people (9)

～ It should be with 

caution (1) 

－  

Trustworthiness in Public 
 City/Town Office 3,427 2.94 .98 Able to count on (5)～

Not able to count on 

(1) 

.80 

 School/Hospital 3,426 3.23 .93 .78 

 Police office 3,422 3.10 .93 .77 

 Residents’ association 3,385 2.76 .90 .82 

 NPO/Civic group 3,345 2.69 .86 .79 

Trustworthiness in Private 
 Neighborhood Residents 3,442 2.97 1.02 Able to count on (5)～

Not able to count on 

(1) 

.67 

 Family 3,434 4.26 .83 .73 

 Relatives 3,452 3.55 1.07 .81 

 Friends 3,455 3.62 .96 .76 

Sense of Lifelong Learning 
People becoming citizens may continue leaning 
throughout life 

3,468 3.00 .92 I think so (5)～  Do 

not think so (1) 

－  

Key Competency 
I have the ability to use language, symbols, and text 
interactively 

3,496 3.32 1.01 Strongly Agree (5)～

Strongly Disagree (1) 

.75 

I have the ability to use knowledge and information 
interactively 

3,495 3.38 .99 .72 

I have the ability to use technology interactively  3,477 3.23 .99 .67 

I have the ability to relate well to others. 3,490 3.26 1.07 .69 

I have the ability to cooperate 3,494 3.46 .91 .65 

I have the ability to manage and resolve conflicts 3,490 3.14 .89 .77 

I have the ability to act within the big picture 3,490 3.57 .88 .74 

I have the ability to form and conduct life plans and 
personal projects 

3,493 3.04 .97 .71 

I have the ability to assert rights, interests, limits, 
and needs 

3,488 3.28 .95 

 

.77 
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5.2 Dependent Variable 

The Social Capital Integration Index (SCII) was created as a dependent variable. It was 

based on Putnam’s (2001) Network, Reciprocal Norm, and Trust Index. The procedure for 

calculating the SCII score is as follows.  

First, measurement items were set from the perspectives of network (dialogue and interaction, 

three items; affiliation, four items), reciprocity norms (specialized reciprocal norm, one item; 

generalized reciprocal norms, one item), trust (generalized trust, one item; trustworthiness in 

public, five items; trustworthiness in private, four items), based on knowledge of previous studies 

such as Putnam (2001). Measurement items and measures of subordinate variables are shown in 

Table 2. 

Next, principal component analysis (promax rotation) was extracted for each of the four 

subordinate variables that were constructed from multi variables. One factor was extracted for 

each variable. The ranges of the factor scores are as follows: dialogue and interaction (three 

items, .58‒.82), affiliation (four items, .35‒.60), trustworthiness in public (five items, .77‒.82), 

trustworthiness in private (four items, .67‒.81). In addition, the sum of squared factor loads, 

which is an indicator of validity, and the α coefficient, which is an index of reliability, are as 

follows: dialogue and interaction (66.2%; .74), affiliation (48.9%; .60), trustworthiness in public 

(74.2%; .91), trustworthiness in private (73.6%; .88). 
 

Finally, using the variable scores obtained by the procedure above, principal component 

analysis targeting seven subordinate variables was carried out. As a result of the analysis, one 

principal component was obtained. Component scores include dialogue exchanges (.71), 

affiliation (.58), specialized reciprocity norms (.42), generalized reciprocity norms (.40), 

generalized trust (.51), specialized trust in public (.62), specialized trust in private (.68), and 

generalization confidence. The seven items explained 32.4% of the variance, and the reliability 

score was .56 (α coefficient). 

 

5.3 Individual-Level Explanatory Variables 

Three variables related to learning (i.e., educational qualification, sense of lifelong 

learning, key competency) and 12 control variables related to respondents’ demographics 

were set as individual-level explanatory variables. A summary of these variables follows.  

Educational qualification. This variable refers to one’s years of formal schooling. The 

questionnaire included an item regarding educational experience , wherein points were 

allotted as follows: junior high or less (9), high school (12), advanced vocational school (14), 

junior college (14), university (16), graduate school (18). 

Sense of Lifelong Learning. To measure this variable, participants were asked to indicate (on 

a five-point scale) to what extent they agreed with the statement “People become good citizens 

through lifelong learning.” 

Key Competency. This refers to the various capabilities that one acquires through leaning 

activities. Nine items were used to measure self-assessment of key competency, which were 

based on the three categories specified by Rychen and Salganik (2003): using tools 
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interactively, interacting in heterogeneous groups, and acting autonomously (see Table 2). 

Principal component analysis for the nine items resulted in the extraction of one main 

component. The nine items explained 70.6% of the variance, and the reliability score was .95 (α 

coefficient). 

Control Variables. In addition to the aforementioned variables, 12 control variables were 

set. These included sex, age, years of residence, employment (e.g., self-employed, regular 

employee, temporary staff, public official, full-time housewife/husband), marital status, 

living arrangement (i.e., alone or with housemates), income bracket (top or bottom 10%), 

and home ownership. 

 

5.4 Community-Level Explanatory Variables 

Five community-level explanatory variables were set (i.e., educational qualification, sense of 

lifelong learning, key competency, population size, welfare recipient rate). The first three 

variables were aggregated from municipal data. The population size of each municipality was 

calculated according to the Japanese government’s 2013 Resident Population Demographics and 

Households Database. Likewise, each community’s welfare recipient rate was calculated 

according to the government’s 2011 Welfare Recipient Numbers Database. 

 

 

6 Analysis and Results  

 

6.1 Descriptive Statistics 

Fifteen individual-level variables and five community-level variables were set as explanatory 

variables; social capital was set as a dependent variable. Descriptive statistics for each variable 

are provided in Table 3. The correlation matrices for the individual and community-level 

variables are shown in Tables 4 and 5, respectively. 

 

6.2 Multi-level Modeling 

Multi-level modeling was employed to investigate the three research questions (see Table 6). The 

null model (Model 0) excluded explanatory variables and was used to compare variances 

between other models. Model 1 included individual-level variables as control variables, whereas 

Model 2 included three individual-level variables as learning variables. Model 3 included Model 

2 in addition to interaction terms for household income and learning variables; this was to 

examine the adjustment effect of learning factors on the relationship between household income 

and social capital. Models 4, 5, and 6 added community-level variables sequentially to Model 2. 

Model 7 added all community-level variables to Model 2. Model 8 included Model 7 in addition 

to interaction terms for the poverty and learning variables; this was to examine the adjustment 

effect of learning factors on the relationship between poverty and social capital. The Akaike 

information criterion fitness index indicated that Model 6 possessed the lowest value, and was 

therefore the optimal model. Analysis of the multi-level modeling was conducted using IBM SPSS 

19.0. 



Journal of School Improvement and Leadership 2019 

 

97 
 

 

6.3 Direct Effects of Learning Factors on the Social Capital [RQ1] 

In interpreting the results, focus was placed on Model 6 as the optimal model. As explanatory 

variables at the individual-level, sense of lifelong learning (β = .118, p < .01) and key competencies 

(β = .321, p < .01) had a positive effect on social capital. As explanatory variables at the 

community-level, educational qualification (β = -.134, p < .01) had a negative effect on social 

capital and key competencies (β = .321, p < .01) a positive effect. These results indicate that only 

key competencies had an effect on fostering social capital at both the community and individual 

levels. Hence, in assuming that social capital is a social outcome of learning, qualitative 

characteristics are more important than their quantitative counterparts. 

 

Table 3. Descriptive Statistics 

Variables Mean SD SE Min Max 

Dependent Variable 

Social Capital Integration Index .00 1.00 .02 -3.33 3.55 

Explanation Variable: Individual-level  

Sex (male=1, female=0; Dummy) .46 .50 .01 .00 1.00 

Age (Z score) .00 1.00 .02 -2.12 1.68 

Self-employed (yes=1, no=0; Dummy) .10 .30 .01 .00 1.00 

Regular employees (yes=1, no=0; Dummy) .24 .42 .01 .00 1.00 

Temporary staff (yes=1, no=0; Dummy) .06 .23 .00 .00 1.00 

Public officials (yes=1, no=0; Dummy) .05 .21 .00 .00 1.00 

Full-time house-wife/husband (yes=1, no=0; Dummy) .17 .38 .01 .00 1.00 

Live with some housemate (yes=1, no=0; Dummy) .74 .44 .01 .00 1.00 

Household income segments: Low group (Lowest 10%) .10 .30 .01 .00 1.00 

Household income segments: High group (Highest 10%) .08 .28 .00 .00 1.00 

Own house (yes=1, no=0; Dummy) .65 .48 .01 .00 1.00 

Residence years (Z score) .00 1.00 .02 -.32 6.11 

Educational qualification 13.22 2.24 .04 9.00 18.00 

Sense of lifelong learning  4.00 .92 .02 1.00 5.00 

Key competencies .00 1.00 .02 -3.33 2.47 

Experimental Variables: Community-level 

Population size .03 1.02 .10 -1.10 3.51 

Welfare recipient rate 1.32 1.26 .13 .00 5.41 

Educational qualification at the community level 13.20 .83 .08 10.78 14.94 

A sense of lifelong learning at the community level 4.00 .21 .02 3.48 4.52 

Key competencies at the community level .00 .23 .02 -.66 .58 
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Table 4. Correlation Matrix of Individual-Level Variables  

Variables 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

1. Social Capital Integration Index                

2. Sex  -.041*               

3. Age .223** .087**              

4. Self-employed .079** .098** .116**             

5. Regular employees -.125** .222** -.358** -.183**            

6. Temporary staff  -.085** .032** -.058** -.080** -.135**           

7. Public officials .006** .064** -.075** -.074** -.125** -.055**          

8. Full-time house-wife/husband .091** -.407** .123** -.149** -.252** -.110** -.102**         

9. Live with some housemate .154** .051** .240** .064** -.082** -.067** .037** .171**        

10. Household income segments: Low group -.048** -.021** .154** .012** -.141** -.009** -.065** -.066** -.245**       

11. Household income segments: High group .057** -.018** -.058** -.015** .074** -.010** .055** -.040** .061** -.100**      

12. Own house .199** .041** .269** .126** -.092** -.049** .023** .015** .111** -.061** .014**     

13. Residence years 057** .026** .138** .088** -.093** -.010** -.005** .010** .021** .038** -.016** .098**    

14. Educational qualification -.024** .095** -.343** -.068** .194** .041** .153** -.129** -.006** -.201** .146** -.040** -.109**   

15. Sense of lifelong learning  .218** -.017** .044** .031** -.009** -.006** .043** .015** .071** -.073** .059** .038** -.040** .135**  

16. Key competencies .363** .044** .101** .083** -.001** .006** .070** -.051** .078** -.068** .108** .053** .003** .133** .294** 

Note. N = 3,575. ** p < .01, * p < .05. 

 

 

Table 5. Correlation Matrix of Community-Level Variables 
Variables 1 2 3 4 

1. Population size     

2. Welfare recipient rate .250*     

3. Educational qualification at the community level .477** .076**   

4. Sense of lifelong learning at the community level .132** .002** .369**  

5. Key competencies at the community level .109** .009** .346** .440** 

Note. N = 100. ** p < .01, * p < .05. 
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Table 6. Multi-Level Modeling for Social Capital Integration Index as a Dependent Variable 

 Model 0 Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7 Model 8 

Fixed Effect 

Intercept -.002  -.181** -.153** -.509** -.139** -.097  1.176  .745  .588  

Individual-level  

Sex   -.105** -.088** -.082** -.085*  -.088** -.086** -.084** -.086** 

Age  .135** .088** .083** .089** .088** .087** .089** .089** 

Self-employed  .105** .015** .011** .014  .013** .012** .011** .011** 

Regular employees  -.108** -.148** -.152** -.150** -.149** -.150** -.151** -.153** 

Temporary staff   -.238** -.279** -.270** -.281** -.280** -.280** -.281** -.283** 

Public officials  .036** -.073** -.067** -.077** -.073** -.076** -.078** -.073** 

Full-time housewife/husband  .096** .125** .123** .126** .126** .126** .126** .129** 

Live with some housemate  .174** .138** .138** .138** .138** .139** .139** .137** 

 Household income segments: Low group  -.177** -.111** .507** -.133** -.108** -.124** -.119** -.118** 

 Household income segments: High group  .193** .079** .088** .089** .079** .083** .085** .083** 

 Own house  .232** .229** .235** .208** .220** .210** .197** .189** 

 Residence years  .157** .128** .127** .127** .125** .129** .128** .126** 

 Educational qualification   -.006** -.005** -.007** -.006** -.007** -.007** -.008** 

 Sense of lifelong learning    .118** .106** .118** .117** .118** .117** .117** 

Key competencies   .321** .312** .321** .321** .321** .321** .322** 

Household income segments: Low group × Educational qualification    -.050**      

Household income segments: Low group × Sense of lifelong learning    .006**      

Household income segments: Low group × Key competencies    .142**      

Household income segments: High group × Educational qualification    -.035**      

Household income segments: High group × Sense of lifelong learning    .125**      

Household income segments: High group × Key competencies    -.068**      

        (Continued) 
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 Model 0 Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6 Model 7 Model 8 

Community-level 

 Population size     -.086**   -.055** .311** 

 Welfare recipient rate      -.039**  -.026** -.089** 

 Educational qualification at the community level       -.134** -.097** -.094** 

 Sense of lifelong learning at the community level       .116** .104** .136** 

 Key competencies at the community level       .412** .390** .023** 

Population size × Educational qualification at the community level         .017** 

Population size × Sense of lifelong learning at the community level         -.150** 

Population size × Key competencies at the community level         .027** 

Welfare recipient rate × Educational qualification at the community level         .010** 

Welfare recipient rate × Sense of lifelong learning at the community level         -.012** 

Welfare recipient rate × Key competencies at the community level         .225** 

Random Effects 

Between-Community Variance .058** .040** .045** .043** .039** .044** .036** .033** .031** 

 Educational qualification   .000** .000** .000** .000** .000** .000** .000** 

 Sense of lifelong learning    .000** .004** .000** .000** .000** .000** .000** 

Key competencies   .009** .007** .009** .009** .009** .009** .009** 

 

Within-Community Variance .944** 864** .745** 742** 745** 745** 745** .744** .744** 

ICC .058** .044** .057** .055** .050** .056** .046** .042** .040** 

AIC 8672** 7970** 7354** 7359** 7349** 7357** 7344** 7349** 7359** 

Note. Individual-level: N = 3,575. Community-level: N = 100. ** p < .01, * p < .05. 
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 Fig. 1. Interaction Plot of Household Income Segments and Key Competencies 

 

Fig. 2. Interaction Plot of Welfare Recipient Rate and Key Competencies 
 

 

6.4 Adjustment Effect of Learning Factors in the Relationship between Economic Situation and 

Social Capital [RQ2] 

In interpreting the results, focus was placed on Models 3 and 8, which included interaction 

terms for the learning factors and economic condition variables. In Model 3, there was a 

statistically significant adjustment effect for the interaction term of the low income group and key 

competencies (β = .142, p < .05). In Model 8, there was a statistically significant adjustment effect 
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for the interaction term of welfare recipient rate and key competencies (β = .225, p < .01). 

Interaction plots are provided in Figures 1 and 2. These results suggest that key competencies 

had an adjustment-effect relationship with economic conditions and social capital at both the 

individual and community levels. 

 

6.5 Community-Level Differences in the Effect of Learning Factors on Social Capital [RQ3] 

If the effect of learning factors on social capital differed between communities, the variance of 

the slope presented in the random effect column (see Table 6) should be significant. However, 

the variance of slope relationship between the three learning factors and social capital was not 

significant between communities. Hence, the learning factors’ effect on social capital was constant 

between communities. 

 

 

7 Discussion 

 

The purpose of the present study was to reveal the social outcomes of learning by clarifying 

the relationship between key competencies and social capital. The analysis demonstrates that key 

competencies (at both individual and community levels) have direct effects on building social 

capital, even controlling for a variety of variables. The components of key competencies, such as 

using tools interactively, interacting in heterogeneous groups, and acting autonomously (Rychen 

& Salganik 2003), contribute to building ties with family, neighborhood, and members of the local 

community. The present study reveals that the building of social capital is determined by the 

substantial ability of individuals formed by learning activities rather than educational 

qualification levels. Moreover, community-level key competencies also have effects on the 

building of social capital. In a community with many people who have high-level key 

competencies, residents have the benefit of lowered risk of social isolation. We can interpret this 

as meaning that people who have high-level key competencies make rich social ties with their 

surroundings. 

As mentioned previously, social capital contributes to children’s development and growth 

(e.gColeman 1988; Putnam 2001). On the other hand, as is well known, when many adults in a 

community experience social isolation, this has a negative impact on children’s development and 

growth. It is very interesting that the major factor for building social capital is the key 

competencies of adults. Based on the present study’s results, we might insist that children’s 

abilities would be increased by building social capital through adults’ abilities acquired through 

learning activities. It should be noted here that the building of social capital is hardly affected by 

educational qualifications acquired through the formal education system but rather by adults’ 

abilities (such as key competencies) acquired in the process of gaining educational qualifications 

and lifelong learning rather than the educational qualifications themselves. 

Key competencies have an adjustment effect on the relationship between economic hierarchy 

and social capital in addition to a direct effect on social capital. As mentioned previously, the key 

competency level of an individual has the effect of maintaining ties with the surrounding 
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residents without falling into social isolation, even if they face economically difficult 

circumstances. Such effects have been confirmed also for key competencies at the community 

level. The improving effects of adult key competencies at the individual and community levels 

have the power to counteract tendencies to social isolation due to bad economic conditions. The 

above results suggest that to counteract social isolation and increase social ties, we should carry 

out social investment in learning opportunities to foster key competencies. 

However, we should further investigate whether the key competency level has similar effects 

on building social capital in all communities within a nation. If there are variances in the effect 

between communities, social investment effects would be similarly diverse nationwide. On the 

other hand, in the absence of such variance social investment effects would be uniform 

nationwide. Random effect analysis shows the effect of key competencies on social capital is 

common to all communities. Therefore, we insist that the implementation of development policy 

of adult key competencies is possible on the national level. 

 

 

8 Conclusion 

 

Based on the analysis and discussion above, let us summarize the features of the social 

outcomes of learning in Japan. The present study measured “learning experiences” in focusing 

on the sense of lifelong learning and key competencies as qualitative aspects of the learning 

experience, in addition to educational qualifications as a quantitative aspect of the learning 

experience. In addition, the present study measured “social outcomes” in focusing on social 

capital. Based on these results, we confirmed the following three features. 

First, the building of social capital is affected by the qualitative aspects of learning experience. 

Promoting the understanding of the significance of lifelong learning and acquiring key 

competencies through learning experience are effective in building rich ties among people. 

Moreover, we found that in communities whose key competencies are high on average, people 

who live there have the possibility of cultivating rich ties among people. On the other hand, 

people who live in communities with high educational qualifications on average are vulnerable 

in regard to the cultivation of rich ties among people. This confirms the claims of Inaba (2007) 

and Ishida (2015). If you aim at achieving economic growth, investment in educational 

qualifications is effective. However, if you aimed at building social capital, investment in 

educational qualification would not have a direct effect. In order to foster ties among people in 

the community, including family, relatives, and the neighborhood, it is effective to invest in the 

qualitative aspects of learning experience, such as a sense of lifelong learning and key 

competencies, rather than investing in the quantitative aspects of learning like educational 

qualifications. 

Second, key competencies as a qualitative aspect of learning have an adjustment effect on the 

relationship between economic hierarchy and social capital. As the analysis suggests, learning 

has the effect of suppressing the erosion of social capital that occurs in economic difficulties in 

addition to increasing social capital otherwise. If you do nothing to cope, economic difficulties 
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erode social ties and promote social isolation. Certainly, it is not socially desirable that a difficult 

economic situation lead to social isolation. However, by increasing the key competency level, it 

is possible to avoid such negative effects. We think that these findings reveal a new aspect of 

social outcomes of learning that has not pointed out before.  

Finally, the qualitative aspects of learning (the sense of lifelong learning and key competencies) 

have direct effects on building social capital in communities anywhere. The phenomenon of 

“building ties through learning” would appear in any community in any country regardless of 

community factors. Moreover, it was confirmed that if building social capital is a policy goal, the 

development of the sense of lifelong learning and key competencies are valid as educational 

policy or social investment at the national level. 

 

 

9 Limitations and Prospects for Future Research 

Finally, we briefly discuss the limitations of this study and prospects for future research. 

First, the present study has methodological limitations in measuring key competencies as the 

most important variable in learning factors. In the present study, key competencies were 

measured with a questionnaire rather than a test like PIAAC. Measurement by test is expensive. 

As the present study set out to measure 10,000 people on a limited budget, measurement by test 

would have been very difficult. Issues of the validity and reliability of measurement by 

questionnaire of key competencies (substantially a self-assessment of key competencies) have 

been cleared. However, further efforts to improve the measurement will be necessary in the 

future. 

Second, the present study uses the integration index as an index of social capital. This does not 

allow verification of the impact of explanatory variables on each component of social capital, such 

as network, reciprocal norms, and trust. Analyzing each component element leads to redundancy 

issues in the results. However, the confirmation of analysis results for each component is an 

important research work that we plan to carry out in the future.  

Third, the present study is not sufficient to demonstrate the causality of the relation between 

key competencies and social capital. This study adopted a one-shot survey. Therefore, the results 

presented in this study are correlations rather than indications of causality. In the future, we will 

try to examine the causal relation between key competencies and social capital by collecting 

longitudinal data.  

Fourth, the present study has the problem that the community-level data are not necessarily 

representative. The characteristics of a municipality are summarized by samples of no more than 

100 people. In addition, the characteristics of subordinate communities were ignored by choosing 

the municipality as the community unit, which is also not necessarily representative. We should 

interpret the analysis results in light of these limitations.  

Finally, the present study insufficiently describes how the development of key competencies 

contributes to building social capital. The present study was able to examine the effects of key 

competencies on social capital. However, quantitative research cannot reveal how the 

relationship between key competency and social capital is configured in the real world. In the 
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future, it will be necessary to carry out qualitative research on this issue. 
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ABSTRACT：The “first grade discipline problem” in Japanese elementary schools (e.g., 

some first-grade students being incapable of adapting to classroom discipline) is 

becoming increasingly common. This problem can be identified as a difference in school 

readiness. While many researchers around the world have explored the relationship 

between parents’ socioeconomic status (SES) and their children’s school readiness, little 

empirical research has been undertaken in Japan. This present study explores whether 

parents’ SES accounts for poorer school readiness among preschoolers in Japan. In 

addition, based on Kohn’s parental values theory, we examine whether high-SES parents 

are more likely to value child-rearing practices related to school readiness. To examine 

these research questions, we used data from the third Basic Survey on Childrearing Life 

(2008), which is a nationally representative large-scale dataset in Japan. Our findings are 

as follows: First, children of high SES are more likely to be socially and emotionally 

ready for school. However, our results suggest that only fathers’ SES affects children’s 

social and emotional readiness. As previous studies have pointed out, fathers’ 

involvement affects children’s social and emotional development. Thus, we can 

hypothesize that fathers of high SES are more likely to be involved in child rearing. 

Second, high-SES parents are more likely to value child-rearing practices related to 

social and emotional school readiness. According to Kohn’s parental values theory, both 

parents’ educational attainment and social stratification affect their child-rearing values. 

From this viewpoint, our results suggest that high-SES parents might have a better 

understanding of the importance of social and emotional development for school life 

through their own school and occupational experiences. Conversely, we also found that 

mothers whose husbands are routine non-manual workers, farmers, or self-employed 

workers are less likely to value helping their children to read and write before entering 

elementary school than those whose husbands are manual workers. Based on the findings 

of previous studies, low-SES mothers appear to emphasize the importance of nominal 

knowledge while high-SES mothers tend to value high-order cognitive skills. Our 

findings may help clarify the reasons why parental SES accounts for differences in school 

readiness among preschoolers in Japan. 
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1. Background 

1.1 Contemporary child-rearing policy in Japan 

This study explores the relationship between parents’ socioeconomic status (SES) and preschoolers’1) school 

readiness, drawing on a nationally representative large-scale dataset in Japan. 

Since the 1990s, the Japanese government has begun paying more attention to early childhood education. In 

2006, the Japanese Ministry of Education, Culture, Sports, Science, and Technology (MEXT) revised the Basic Act on 

Education2) by adding article 10. This article clearly states that parents have the primary responsibility for their children’s 

education and should endeavor to teach them the habits necessary for life, encourage a spirit of independence, and nurture 

the balanced development of their bodies and minds (MEXT, 2006). In Japan, before this revision, there were no laws 

that clearly stated the educational functions of families (Hamana, 2011). In addition, MEXT has launched several policies 

regarding child rearing at home: providing easily understandable information on child rearing to the public, promoting 

research and investigation into child-rearing support, and cooperating with local communities on activities that support 

child upbringing. To facilitate these new policies, MEXT budgeted $53 million to enforce policies supporting child rearing 

in families in the 2016 fiscal year (MEXT, 2016).  

The Central Council for Education (a national council under MEXT) reported that there are several descriptions 

of how recent parenting issues are caused by the decline of the educational functions of families. Indeed, the new 

legislations and policies reflect the growing sense of crisis over the diminishing educational functions of families (Hamana, 

2011). In addition, the survey reports that over 80% of parents agree that the educational functions of families are declining 

(National Institute for Educational Policy Research, 2007)3). The question, therefore, is how the decline in parental child-

rearing ability will affect children’s capacity to adapt to the school and classroom environment. One of the burning issues 

is the first-grade discipline problem (Masuyama & Yamashita, forthcoming). 

In elementary schools, the number of students that have difficulty adapting to the classroom environment 

has been increasing since the early 2000s (MEXT, 2010). According to the survey conducted by the Tokyo 

Metropolitan Board of Education, over 50% of schools, which experienced higher than normal levels of deviant 

behavior among the first years, saw little or no improvement in such behavior by the end of the first school year. 

Interestingly, this problem even occurred in classes in which the homeroom teacher had over 30 years of teaching 

experience (Tokyo Metropolitan Board of Education, 2013)4). In other words, one prominent possibility is that this 

problem might be caused by insufficient parenting at home rather than poor teacher quality. This is in accordance 

with the government’s view of the decline of families’ educational functions. The national survey conducted by 

Tokyo Gakugei University indicates that close to 20% of elementary schools currently face a significant first-grade 

discipline problem. According to this survey, first-grade students’ deviant behavior is mainly defined as the 

following: walking around the classroom (80%), acting arbitrarily during homeroom activities (76%), and being 

unable to maintain a good posture (51%). The findings from this survey illustrate that some preschoolers cannot 

meet the behavioral demands of formal classroom settings. In other words, they lack “school readiness.” It should 

also be noted that almost 70% of the schools experienced high levels of deviant behavior among first-year students 

in the month of April, the month in which school begins in Japan (Tokyo Gakugei University, 2007) 5). 

 

1.2 Literature review 

Over the past several decades, hundreds of definitions of school readiness have been documented (UNICEF, 

2012; Pianta & Barnett, 2012). Traditionally, school readiness has been identified as children’s academic ability (Bertram 

& Pascal, 2002). Recently, however, multidimensional features of a child’s development have been identified under the 

umbrella of school readiness. In particular, the framework of the National Education Goals Panel (NEGP; Kagan, Moore, 
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& Bredekamp, 1995) is widely recognized among scholars as providing the five domains of school readiness (Hair, Halle, 

Terry-Humen, Lavelle, & Calkins, 2006; Barbarin et al., 2008): 1) physical well-being and motor development, 2) social 

and emotional development, 3) approaches toward learning, 4) language development, and 5) cognition and general 

knowledge (Kagan et al., 1995). Using the framework, which stresses children’s broader development beyond cognitive 

skills, comprehensive programs to improve children’s school readiness have been developed internationally (Bennett & 

Tayler, 2006; Kreider, Caspe, Kennedy, & Weiss, 2007).   

A vast body of research demonstrates that there is a relationship between school readiness and socioeconomic 

background. A well-known study by Hart and Risley (1995) found that economically advantaged peers show much higher 

levels of vocabulary than do their peers from families receiving welfare. Hoff (2003) also found that high-SES students 

have higher productive vocabularies than their middle-SES peers do. Snow, Burns, and Griffin (1998) pointed out that 

language and literature skills at a very young age are strong predictors of later achievement. A similar relationship has 

been observed in students’ mathematics achievement. According to Garcia (2015), high-SES students exhibit higher math 

skills than low-SES students. Duncan et al. (2007) showed that math skills at the time of school entry have the greatest 

predictive power of later school achievement, followed by reading and then attention skills. Garcia (2015) also finds a 

correlation between children’s socioeconomic background and their social and emotional development. 

Socioeconomically disadvantaged children exhibit lower levels of persistence, self-control, and social skills than do 

children from higher-SES families. Children’s social and emotional development is necessary to meet the behavioral 

demands of formal classroom settings (Campbell & von Stauffenberg, 2008) and contributes to early school performance 

(Cooper & Farran, 1988; McClelland, Morrison, & Holmes, 2000; Bennett & Tayler, 2006). Consequently, “low-SES 

children tend to fall behind at a very early age, even before they enter formal school, and most are likely to stay behind” 

(Kagan, 2009, p.5). 

In Japan, children’s school readiness has long been discussed, mainly from the perspective of developmental 

psychopathology. Researchers in this field have a great interest in how children’s behavior in early childhood affects their 

social adjustment throughout childhood and adolescence (Nakazawa & Nakamichi, 2007). On the other hand, how 

children’s socioeconomic background affects their school readiness is only just beginning to be addressed. In addition, in 

Japan, little empirical research has been undertaken regarding the link between children’s SES and their social and 

emotional readiness. Among Western researchers, this aspect of school readiness is considered just as important as 

academic skills (Rimm-Kaufman, Pianta, & Cox, 2000).  

 

1.3 Research Questions 

As we mentioned above, previous studies have also found a significant correlation between children’s school 

readiness and their SES. Children’s school readiness has long-lasting effects on their later success in school. As a result, 

“school readiness” is recognized as “a viable strategy to close the learning gap and improve equity in achieving lifelong 

learning and full developmental potential among young children” (UNICEF, 2012, p.4). In Japan, although the first-grade 

discipline problem has become an urgent issue, the reason for its occurrence has not yet been well understood. However, 

we do understand that this problem with the “school readiness gap” is connected to social and emotional development. 

Based on the scholarly reports mentioned above, we hypothesize that the socioeconomic disparity of parents leads to the 

school readiness gap among preschoolers in Japan. Children’s social and emotional development contributes to their 

successful transition into school life and their progress throughout their school years (Abenavoli & Greenberg, 2016). 

Our analysis will provide new insights not only for the discussion on the “school readiness gap” but also for solutions to 

the first-grade discipline problem in Japan. In order to examine the relationship between parents’ SES and children’s 

school readiness in Japan, we address the following research questions: 
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1.  How does parents’ SES affect children’s school readiness? 

First, we investigate children’s school readiness based on their socioeconomic background. In our first research 

question, we focus on children’s social and emotional readiness before starting elementary school. Previous research 

found that preschool children of low SES are more likely to exhibit behavioral and emotional difficulties compared to 

their higher-SES peers (Fantuzzo, Bulotsky-Shearer, Fusco, & McWayne, 2005). Therefore, it is critically important to 

study children’s social and emotional readiness from not only a developmental psychopathology perspective (as most 

research in Japan is based on) but also a sociological perspective. 

 

2. How does parents’ SES affect their values of child rearing related to school readiness? 

Next, we explore the mechanism behind why high-SES children are more likely to be ready for school. While a 

growing body of research has shown an association between parents’ SES and children’s school readiness, it is still unclear 

as to why high-SES children are more likely to be ready for school. “Children’s social and emotional development is 

strongly influenced by their relationships with their caregivers, other adults, siblings, and peers” (Zigler, Gilliam, & Jones, 

2006, p.140). Based on Bronfenbrenner’s (1979) ecological approach mentioned above, the family system is the primary 

influence on child development. In other words, parents have a major impact on their children’s development.  

In this study, we hypothesize that high-SES parents are more likely to highly value parenting practices that 

enhance their children’s school readiness. Empirical research indicates that parental values have a significant effect on 

children’s achievement and adjustment (Desforges & Abouchaar, 2003). To test our hypothesis, our study adopts Kohn’s 

parental values theory (Kohn, 1969). Kohn designed a new type of study that examines the differences between social 

class and parent-child relationships, focusing on parents’ values. Kohn found that parents’ prior educational and 

occupational experiences have a significant effect on their child-rearing values. Parents who have limited education and 

engage in work that require following rules and taking orders place a greater value on child obedience than other parents. 

In contrast, parents who have been through higher education and work more autonomously tend to encourage their 

children to be autonomous and think for themselves. According to Kohn’s theory, parental values could serve as a 

mechanism to link socioeconomic status with parenting practices. In our second research question, we investigate how 

socioeconomic status affects parental values related to school readiness. 

2. Methods 

2.1 Data6) 

The data for our empirical analysis is from the Basic Survey on Childrearing Life (BSCL), which was conducted 

by the Benesse Educational Research & Development Institute in 1997 and repeated in 2003 and 2008 (it is a cross-

sectional data rather than cross-sectional time-series data). The 2008 version of the survey (BSCL 2008) was collected 

from September to October, and we used this most recent one for our analysis. The BSCL is suitable for our research 

purpose since it collected information on mothers’ child-rearing values, their socioeconomic status, and their children’s 

school readiness. The BSCL 2008 captures a nationally representative sample of 6,131 parents whose children (aged 3 to 

6 years) attended kindergarten or day care centers when they were surveyed. Self-administered questionnaires were 

distributed to 8,238 parents at 85 kindergartens and day care centers in Japan7), with a response rate of 74.4 percent. The 

kindergartens and day care centers were chosen by purposive sampling, considering the population size and the population 

density of each municipality. The survey included 36 kindergartens and day care centers in urban areas, 26 in rural suburbs, 

and 23 in local counties.  

The data was obtained from the Social Science Japan Data Archive (SSJDA) of the Center for Social Research 

and Data Archives, Institute of Social Science, University of Tokyo. The available dataset provided by SSJDA was 

restricted to 5,884 mothers, consisting of 3,069 in the Kanto metropolitan area, 1,743 in rural suburbs, and 1,072 in local 
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counties. This study utilizes the sample of mothers with children (aged 5 to 6) who were about to start school for the 

following reasons: (1) to focus on the factors affecting children’s school readiness before starting elementary school, and 

(2) to eliminate the difference in their development due to age.  

 

2.2 Variables 

 This study uses the following dependent variables to assess how SES affects (1) children’s school readiness 

and (2) parental values related to school readiness.  

 

School readiness. We used indicators of the extent to which children have acquired social and emotional skills. The BSCL 

2008 asked mothers to evaluate their children’s current skills including their children’s ability to (1) keep a promise (e.g., 

time of watching a TV program and playing), (2) clean up after playing, and (3) be quiet in a public space (e.g., a train). 

Mothers rated the extent to which their children could perform each action independently (without their direction) to 

indicate a child’s social and emotional development8). The following values were assigned to the responses: 1 = not yet, 

2 = somewhat, 3 = almost, and 4 = completely.   

 

Parental values related to school readiness. The study also set out to assess whether mothers value child-rearing practices 

that enhance their children’s school readiness. The BSCL 2008 asked mothers to select one or more options from a list of 

various child-rearing values (BSCL, 2008). Among them, we use the following items as parental values related to school 

readiness: (4) whether the parent values regulating a child's daily routines, such as the time for going to bed and getting 

up; (5) whether the parent values ensuring a child does not use harsh or foul language; and (6) whether the parent values 

ensuring a child is able to read and write before entering elementary school. These are dummy variables (coded 1 = yes, 

0 = no). Table 1 and Table 2 show the frequency distribution of school readiness and the related parental values 

respectively. Table 39) presents the definitions of our independent variables and control variables. The summary of 

statistics of the independent variables is given under note 10. 

 

Table 1. Frequency Distribution of School Readiness  

(1) A child can keep a 

promise 

(N = 1539) 

(2) A child can clean up 

after playing 

(N = 1542) 

(3) A child can be quiet in a public space 

(N = 1542) 

Not yet 43 19 23 

Somewhat 479 394 300 

Almost 824 827 848 

Completely 193 302 371 

    

Table 2. Frequency Distribution of Parental Values Related to School Readiness  

(4) I regulate a child's 

daily routine 

(N = 1546) 

(5) I ensure a child does not 

use harsh or foul language 

(N = 1546) 

(6) I ensure that a child is able to read and 

write before entering elementary school 

(N = 1546) 

No 454 590 1,102 

Yes 1,092 956 444 
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Table 3. Measurement of Independent and Control Variables10) 

Variable Description 

Independent Variables  

 Father’s Education Categorical: Father’s educational attainment. 1 = below high school, 2 = 

vocational school or junior college, 3 = university or higher qualifications. 

 Mother’s Education Categorical: Mother’s educational attainment. 1 = below high school, 2 = 

vocational school or junior college, 3 = university or higher qualifications. 

 Financial Situation   Categorical: A family’s financial situation (question: “Do you earn more than 

enough income to make ends meet?”). 1 = no surplus, 2 = not much more, 3 = 

somewhat more, 4 = comfortably more. 

 Father’s Social Stratification Dummy: Father’s social stratification. 

Dummies: 

Professional non-manual worker (a professional or manager = 1)  

Routine non-manual worker (a routine non-manual employee = 1) 

Farming or self-employed worker (a farmer or self-employed worker = 1) 

Manual worker (a skilled or non-skilled manual worker = 1) 

Reference category: Manual worker.  

 

 Mother’s Social Stratification Dummy: Mother’s social stratification. 1 = a full-time housewife, 0 = 

otherwise. 

Control Variables  

 Type of Family  Dummy: Type of family. 1 = a nuclear family (where the family consists of a 

father, mother, and child), 0 = otherwise. 

 Father’s Age Continuous: Father’s age. 

 Mother’s Age Continuous: Mother’s age. 

 Gender Dummy: Child’s gender. 1 = boy, 0 = girl. 

 Firstborn Child Dummy: Child’s birth order. 1 = firstborn child, 2 = otherwise. 

 Urban Area and  

Local County 

Dummy: Area where the participant currently lives. 

Dummies: 

Urban Area = 1 

Local County = 1 

Reference category: Rural suburb 
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2.3 Model 

Outcome variables that indicate children’s school readiness are ordered categorical variables. In addition, our 

outcome variables that indicate parental values related to school readiness are nominal categorical variables (dummy 

variables). Generally, applying an ordinary regression model (ordinary least square methods) to these cases would violate 

some assumptions of this model. Therefore, we use the following logistic regression model. Specifically, when the 

dependent variable is an ordinal outcome, we use an ordered logistic model. Whereas, when the dependent variable is a 

binary outcome, we use a binary logistic model.  

 

log [
Pr(𝑦 ≤ 𝑚|x)

1−Pr(𝑦 ≤ 𝑚|x)
] = 𝜏𝑚 − 𝐱𝛃   for m = 1,  𝐽－１  

 

Pr(𝑦 ≤ 𝑚|𝐱) is the probability of which outcome is less than m given x. [Pr(𝑦 ≤ 𝑚|x) / 1 − Pr(𝑦 ≤ 𝑚|𝐱)] is the ratio 

of probabilities (odds). 𝛃 is a vector of coefficients with 𝐱 (a vector of independent variables), and 𝜏𝑚 is the threshold. 

In the case of 𝐽 = 2 and 𝜏1= 0, the logistic regression model is a binary logistic model. The other is an ordered logistic 

model (Long, 1997; Long & Freese, 2006). 

3. Results11) 

Table 4 shows children’s school readiness based on parents’ SES, while Table 5 shows parental values related 

to school readiness based on parents’ SES. β denotes a vector of coefficients in the logistic regression model. It means 

the effect of a unit change in independent variable on the logit (the log of the odds). To interpret the value of β easily, we 

use the odds ratio (e𝛃 ). For a unit change in independent variable, the odds are expected to change by a factor of e𝛃  with 

all other variables constant (Long, 1997; Long & Freese, 2006). 

 

3.1 School Readiness 

First, we examined the relationship between children’s school readiness and parents’ SES. Table 4 indicates 

that, overall, children with high-SES parents are more likely to be ready for school in terms of social and emotional 

development. However, our results suggest that how parents’ SES affects children’s school readiness differs based on 

dependent variables. From the result of “(1) keep a promise,” children whose fathers are professional non-manual workers 

are 1.748 (e0.558) times more likely to have the ability to keep a promise than those whose fathers are manual workers. 

Similarly, children whose fathers are routine non-manual workers are 1.573 (e0.453) times, and those whose fathers are 

farmers or self-employed workers are 1.748 (e0.558) times, more likely to have this ability than those whose fathers are 

manual workers. From the result of “(2) to clean up after playing,” children whose fathers are professional non-manual 

workers are 1.387 (e0.327) times more likely to acquire the ability to clean up after playing than children whose fathers 

are manual workers. Children whose fathers are routine non-manual workers are 1.361 (e0.308) times, and those whose 

fathers are farmers or self-employed workers are 1.892 (e0.638) times, more likely to have this ability than those whose 

fathers are manual workers. The result of “(3) quiet in a public space” indicates that children’s ability to be quiet in a 

public space is positively associated with their father’s educational attainment and financial situation. We found that 

children whose fathers have higher educational attainment are 1.192(e0.176) times more likely to acquire this ability than 

those whose fathers have lower educational attainment. Similarly, children whose fathers are financially comfortable are 

1.128(e0.120) times more like to acquire this ability. Moreover, children whose fathers are farmers or self-employed 

workers are 1.388 (e0.328) more likely to have this ability than those whose fathers are manual workers.  
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Table 4. School Readiness (Ordered logistic regression model) 

 (1) Keep a promise 
(2) Clean up after 

playing 

(3) Be quiet in a public 

space 

Education    

Education (mother) -0.061 -0.125+ -0.065 

 (0.087) (0.067) (0.079) 

Education (father) 0.031 0.013 0.176*** 

 (0.077) (0.069) (0.040) 

Financial Situation 0.076 0.079 0.120*** 

 (0.070) (0.060) (0.045) 

Social stratification    

Housewife (mother) 0.091 0.174+ 0.068 
 (0.133) (0.105) (0.165) 

Professionals non-manual (father) 0.558*** 0.327*** 0.128 
 (0.146) (0.104) (0.098) 

Routine non-manual (father) 0.453*** 0.308** 0.121 
 (0.143) (0.140) (0.103) 

Farming and Self-employed (father) 0.558*** 0.638*** 0.328** 
 (0.212) (0.207) (0.164) 

Control variables    

Age (mother) 0.006 -0.017 0.003 
 (0.016) (0.017) (0.019) 

Age (father) -0.023 -0.034+ -0.023 
 (0.014) (0.018) (0.014) 

Type of Family 0.010 0.092 -0.173 
 (0.125) (0.082) (0.140) 

Gender -0.192*** -0.028 -0.797*** 

 (0.074) (0.110) (0.097) 

Firstborn Child -0.017 0.081 0.081 

 (0.112) (0.098) (0.098) 

Urban Area -0.228+ 0.025 0.200 

 (0.118) (0.105) (0.127) 

Local County -0.011 0.288*** 0.006 

 (0.170) (0.104) (0.162) 

Model statistics    

χ2 47.147 148.305 374.785 

p 0.000 0.000 0.000 

N 1539 1542 1542 

+ p < 0.1, ** p < 0.05,  *** p < 0.01 

Values in the table denote a vector of coefficients (β). 

Standard errors in parentheses are clustered standard errors at the prefecture level. 

Parameter of thresholds is omitted due to the space limitation.  
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Table5. Parental Values Related to School Readiness (Binary logistic regression model) 

 (4) Daily routine (5) Language use (6) Read and write skills 

Education    

Education (mother) -0.046 0.016 -0.207+ 
 (0.094) (0.082) (0.114) 

Education (father) 0.183*** 0.124 0.079 
 (0.041) (0.094) (0.103) 

Financial Situation 0.117 -0.040 -0.078 
 (0.079) (0.051) (0.066) 

Social stratification 

   

Housewife (mother) 0.036 -0.029 0.188 
 (0.097) (0.083) (0.130) 

Professionals non-manual (father) 0.166 0.408*** -0.147 
 (0.208) (0.156) (0.134) 

Routine non-manual (father) -0.040 -0.030 -0.286** 
 (0.187) (0.155) (0.117) 

Farming and Self-employed (father) 0.099 0.266 -0.445** 
 (0.276) (0.314) (0.222) 

Control variables 

   

Age (mother) 0.014 0.028+ 0.004 
 (0.023) (0.016) (0.013) 

Age (father) -0.025+ -0.024+ -0.024 
 (0.013) (0.014) (0.018) 

Type of Family -0.145 -0.115 -0.105 
 (0.124) (0.132) (0.130) 

Gender 0.290** -0.268+ 0.189*** 
 (0.116) (0.154) (0.072) 

Firstborn Child 0.023 0.021 0.362*** 
 (0.135) (0.101) (0.092) 

Urban Area -0.200** -0.034 -0.102 
 (0.102) (0.093) (0.189) 

Local County -0.433*** 0.201 -0.086 
 (0.144) (0.170) (0.217) 

Model statistics    

χ2 106.383 105.971 113.768 

p 0.000 0.000 0.000 

N 1546 1546 1546 

+ p < 0.1, ** p < 0.05, *** p < 0.01  

Values in the table denote a vector of coefficients (β). 

Standard errors in parentheses are clustered standard errors at the prefecture level. 

Parameter of thresholds is omitted due to the space limitation. 
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3.2 Parental value 

Next, we examined the relationship between parent’s SES and their values related to school readiness. Table 5 

indicates that both mothers’ and fathers’ SES affect mothers’ parental values. From the result of “(4) Daily routine,” we 

found that mothers whose husbands attained higher education are 1.200 (e0.183) times more likely to value regulating 

their children’s daily routine. The result of “(5) Language use” suggests that mothers whose husbands are professional 

non-manual workers are 1.504 (e0.408) times more likely to ensure their children do not use harsh or foul language than 

those whose husbands are manual workers. From the result of “(6) Reading and writing skills,” we found that mothers 

whose husbands are routine non-manual workers are 0.752 (e−0.286) times, and those whose husbands are farmers or self-

employed workers are 0.641 (e−0.445) times, less likely to place value on ensuring their children can read and write before 

entering elementary school than those whose husbands are manual workers. 

4. Discussion 

Drawing on a nationally representative large-scale dataset in Japan, we began by exploring how parents’ 

socioeconomic status (SES) affects their children’s school readiness, focusing on social and emotional development. As 

we expected, our results are in accordance with the results of previous studies in other countries that found a correlation 

between parents’ SES and children’s school readiness. We found that high-SES children are more likely to be socially 

and emotionally ready for school. However, our results suggest that fathers’ socioeconomic status has a higher impact on 

children’s school readiness than mothers’ SES. Regarding the ability to keep a promise or to clean up after playing, fathers’ 

social stratification affected the extent to which their children acquire these abilities. With all other variables controlled, 

children whose fathers are non-manual workers or farmers / self-employed workers are more likely to acquire these 

abilities compared to children whose fathers are manual workers. In addition, children’s ability to be quiet in a public 

space is also affected by fathers’ educational attainment. Children whose fathers have higher educational attainment are 

more likely to gain these skills compared to those whose fathers have lower educational attainment. It is interesting to 

note that there is no clear relationship between children’s school readiness and mothers’ educational attainment, regardless 

of whether or not mothers are housewives, nor is there a clear relationship between school readiness and family financial 

situation.  

Since many previous studies created the SES variable by combining information on parents’ education, social 

stratification, and income (see Hoff, 2003; Garcia, 2015; Barbarin et al., 2008), it can be challenging to explain why 

fathers’ socioeconomic status affects their children’s readiness for school. One possible explanation would be that fathers 

play an important role in stimulating their children’s social and emotional development. According to a report issued by 

the U.S. Department of Health & Human Services (Rosenberg & Wilcox, 2006), the way fathers play with their children 

has an important impact on the children’s social and emotional development. Since fathers spend much more of their one-

on-one interaction time with their infants and preschoolers in stimulating playful activity than mothers do, children learn 

how to regulate their feelings and behavior. Fathers also tend to promote children’s independence and orientation to the 

outside world (Rosenberg & Wilcox, 2006). From this perspective of a father’s educational role, our results might indicate 

that fathers of high SES are more likely to be involved in child rearing than those of low SES. Additionally, the difference 

in the extent of fathers’ involvement might account for the gap in children’s social and emotional readiness. Ishii-Kuntz 

(2004) explored the relationship between school-aged children’s (10-15 years old) social and emotional development and 

their fathers’ involvement by providing a comparison between Japan and the United States. She found that children whose 

fathers are actively involved in child rearing have higher social and emotional development than those with uninvolved 

fathers (Ishii-Kuntz, 2004). Our results suggest that fathers' involvement possibly mediates the link between children's 

social and emotional development and fathers’ socioeconomic status. 

We next explored the mechanism for how high-SES children are more likely to be ready for school. This study 



Yamashita & Masuyama：Socioeconomic status and school readiness in Japan 

118 
 

hypothesizes that high-SES parents are more likely to value child-rearing practices that enhance their children’s school 

readiness. We used Kohn’s parental values theory (1969), which suggests a correlation between social class and parent-

child relationships, focusing on parental values. Kohn suggested that parental child-rearing values are significantly 

affected by their educational attainment and occupational responsibilities. Our results suggest that, compared to those 

whose husbands are of low SES, mothers whose husbands are of high SES are more likely to value their children’s 

social and emotional readiness. Mothers whose husbands have higher educational attainment highly value regulating a 

child’s daily routine. Adhering to a good daily routine is a fundamental skill for adapting to school life. If children 

cannot adhere to a good daily routine, they are more likely to be late for school and lack focus in class. Based on 

Kohn’s parental values theory, our results suggest that fathers with higher educational attainment might have a better 

understanding of the importance of having a good daily routine to school life, because of their own school experiences. 

Moreover, the child’s skill of maintaining a daily routine would possibly be affected by their parents’ child-rearing 

values. Similarly, mothers whose husbands are professional non-manual workers are more likely to ensure their children 

do not use harsh or foul language. From this finding, we can surmise that fathers who work as professional non-manual 

workers are more likely to understand the importance of communicating courteously, due to their own occupational 

experiences.  

Our results also suggest that mothers whose husbands are routine non-manual workers and those whose 

husbands are farmers or self-employed workers are less likely to value helping their children to read and write before 

entering elementary school than those whose husbands are manual workers. How can we interpret this finding? 

DeBaryshe (1992) proposed the use of the following research framework to discuss readiness in terms of language and 

literacy skills: 1) nominal knowledge (i.e., an ability to name letters, numbers, colors, and other objects) and 2) high 

ordered cognitive skills (i.e., an ability to go beyond present facts to make prediction or comparison, draw conclusions, 

or create details not provided). Barbarin et al. (2008) summarized how parents’ SES affects the discourse style with 

which they engage their young children, and their strategies that emphasize nominal knowledge versus high-order 

cognitive skills based on previous study findings (see, National Center for Education Statistics, 2002; Hart & Risley, 

1995; Mikulecky, 1996). Barbarin et al. (2008) suggested that high-SES parents are more likely to emphasize high-

order cognitive skills whereas low-SES parents tend to consider nominal knowledge as necessary skills for children. 

From this viewpoint, our results suggest that low-SES parents are more likely to value nominal knowledge as necessary 

for school readiness whereas high-SES parents tend to emphasize high-order cognitive skills. It should be noted that 

mothers of high SES read picture books to their children more frequently than do those of low SES12). This means that if 

we use different variables for literacy readiness related to high-order cognitive skills, the results might be contrary to 

that of this finding (that is, high-SES parents will likely value literacy readiness).     

Finally, we will discuss policy implications and further research. When considering the adoption of any policy 

to solve or reduce the first-grade discipline problem in Japanese elementary schools, it is important to consider the 

school readiness gap and its relationship with family background. As previously mentioned, the main cause of the first-

grade discipline problem has been recognized as the decline of the educational functions of families. Nevertheless, little 

consideration is given to the possibility that a child’s family background accounts for whether he or she is ready for 

elementary school. As Honda (2008) pointed out, we should consider how to address the unavoidable disparity in 

families’ educational functions. Our findings suggest that policymakers should begin to discuss how to influence and 

change parental values in order to improve children’s school readiness. Parental values might change if parents become 

aware of and fully understand the skills necessary for their children’s school readiness and the child-rearing practices to 

develop such readiness. Moreover, policymakers should devise appropriate and effective interventions to cultivate 

parents’ knowledge and skills related to children’s school readiness. The first-grade discipline problem might be solved 

if policymakers establish structures and systems that enable the alleviation of the impact of parents’ SES on their 

children’s school readiness. 
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Further research should clarify how to correlate parents’ values and their children’s school readiness. In other 

words, it is worth exploring how parental values affect actual child-rearing practices and how these practices lead to 

gaps in school readiness among children. Moreover, how parental conceptions of school readiness differ based on their 

socioeconomic background should be examined. These findings will hopefully shed new light on the debate regarding 

educational equity in elementary school. 
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Notes 

1) In this paper, the definition of “preschoolers” is children who go to (1) kindergarten, (2) day nursery, or (3) a unified type of early 

childhood education and care (ECEC) center: (1) kindergarten is defined as any school or educational institute providing a 

standard 4-hour service per day to children aged 3 to 5, and is supervised by MEXT; (2) day nursery is defined as a child welfare 

facility for children aged 0 to 5 who require childcare due to reasons such as a guardian’s work commitments, and its supervision 

is under the Ministry of Health, Labor and Welfare (MHLW); and (3) a unified type of ECEC center is any new type of certified 

institution opened in 2006, which provides both education and child care for children aged 0 to 5, regardless of a parent’s work 

status or other reasons (National Institute for Educational Policy Research, 2015). 

2) The purpose of the Basic Act on Education is to establish the foundations of education and promote education that opens the way to 

Japan’s future. The former law was enacted in 1947 (MEXT, 2006). 

3) A Survey of Revitalization of Educational Functions of Families was first conducted in 2001 and repeated in 2007. The 

questionnaire of 2007 was distributed to 8,400 parents who had a child; they were selected by random sampling. The response 

rate was 11 percent (National Institute for Educational Policy Research, 2007).  

4) The percentage of teachers who faced the first-grade discipline problem are below: teachers with 1-year teaching experience are 

14.8%; 2–5 years =17.3%; 5-10 years=20.9%; 10-20 years=10.4%; 20-30 years=15.1%: and over 30 years=16.2%. The 

percentages are similar across all public elementary schools in Tokyo (Tokyo Metropolitan Board of Education, 2013).   

5) Other features of the first-grade discipline problems are the following: having trouble concentrating in class due to other pupil’s 

deviant behavior (51%); not paying attention to a teacher’s instructions (45%); not organizing one’s belongings (17%); not 

greeting as usually expected (12%); and not following lessons (10%) (Tokyo Gakugei University, 2007) 

6) The detailed information about the Basic Survey on Childrearing Life (BSCL) is available at http://berd.benesse.jp/shotouchutou 

/research/detail1.php?id=3284 (Retrieved December 30, 2018) 
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7) BSCL 2008 does not include parents whose children do not attend kindergartens or day care centers. Japan has high enrollment 

rates in such institutions, with 98% of 5-year-olds enrolled in 2008 (MEXT 2008; MHLW 2008). 

8) We replaced responses values 4 through 1 with 1 through 4. 

9)  

Table 6. Summary of Statistics (N = 1,546) 

Variable Mean Standard Deviation Min Max 

Education (mother) 1.801 0.703 1 3 

Education (father) 2.072 0.893 1 3 

Financial Situation 2.312 0.804 1 4 

Housewife (mother) 0.550 0.498 0 1 

Professionals non-manual (father) 0.262 0.440 0 1 

Routine non-manual (father) 0.382 0.486 0 1 

Farming and Self-employed (father) 0.057 0.232 0 1 

Manual Worker (father) 0.299 0.458 0 1 

Type of Family 0.785 0.411 0 1 

Age (mother) 35.572 4.333 20 48 

Age (father) 37.650 5.086 20 60 

Gender 0.499 0.500 0 1 

Firstborn child 0.501 0.500 0 1 

Urban Area 0.521 0.500 0 1 

Rural Suburb 0.308 0.462 0 1 

Rural County 0.171 0.377 0 1 

 

10) We referred to Masuyama and Yamashita (forthcoming) when we set these variables. To classify the social stratification, we 

referred to Ganzeboom & Treiman (1996) and Ishida (2004). 

11) For missing data, we used list wise deletion. In addition, our results did not include one participant whose age is 66. 

12)  

Table 7 Reading picture book to their children (Ordered logistic regression model) 

Variable β 

Education (mother) 0.451***  

(0.100) 

Education (father) 0.124  

(0.070) 

Financial Situation 0.237**  

(0.074) 

Housewife (mother) 0.461***  

(0.121) 

Professionals non-manual (father) 0.226 
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Table 7 (continued) 

 β 

Professionals non-manual (father) 0.226  

(0.199) 

Routine non-manual (father) 0.082  

(0.135) 

Farming and Self-employed (father) 0.139  

(0.198) 

Age (mother) 0.018  

(0.018) 

Age (father) 0.008  

(0.015) 

Type of Family -0.161  

(0.089) 

Gender 0.020  

(0.076) 

Firstborn child 0.825***  

(0.140) 

Urban Area -0.374***  

(0.113) 

Local County 0.097  

(0.211) 

Model statistics  

χ2 449.905 

p 0.000 

N 1534 

+ p < 0.1  ** p < 0.05  *** p < 0.01 

Standard errors in parentheses are clustered standard errors at the prefecture level. 

Thresholds is omitted due to the space limitation.  
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１ ．はじめに 

 

  児童生徒や保護者，地域の方々からの信頼は，学校教育推進のための基盤である。学校が信頼されるのは，

学校に対する様々な期待感があるからであり，それに応えることができる学校組織であるためには，教職員一人一

人が信頼される存在でなければならない。教職員の非違行為や学校で発生し得る様々な危機に対応する危機管

理の意識徹底が図れていないことは，児童生徒や保護者，地域の方々の信頼を損なうことにつながるが，それら

の不祥事は本来，未然に防がなければならないことである。 

何か不適切な事案が起きた時の職員会議等における管理職からの指導や研修のみでは，教職員の受け止め方

が受動的となったり，マンネリ化したりする傾向がある。そのため，校内外のコンプライアンスに関する研修への意

識の高まりが十分見られない場合がある。「不祥事は，基本的には，個人の責任の面が大きいかもしれないが，

それだけに帰着していいのだろうか。周囲が予兆を察知し，教職員がチームとなって不祥事の防止に取り組む必

要があるのではないだろうか。我々教師が，児童生徒のいじめや問題行動を決して見逃さないことと同様に，不祥

事の防止のためにどう取り組めばよいのだろうか」という課題意識を持った。 

そこで，管理職だけでなく，各教職員が当事者意識を持って主体的に参加できる研修を実施することが大切で

あると考えた。その際，中心的な役割をコンプライアンス担当者が担うことにより，管理職と他の教職員をつなぎな

がら組織マネジメントすることで，風通しのよい職場風土の醸成と，学校で起こり得る様々なリスクに対する感度を

高めることができるのではないかと仮定した。 

 

（1）研究の目的 

実践報告 

要約：教育公務員としてコンプライアンス意識を持って職務にあたることは，学校組織の

信頼の根幹であるが，一部の教職員による不祥事が繰り返されている。再発防止のた

めに，管理職からの職員会議等における指導や伝達だけでは，教職員の受け止め方が

受動的となったり，マンネリ化したりする傾向が見られる。そこで，管理職だけでなく，

各教職員が当事者意識を持って主体的に取り組む研修の在り方を追究し，研修プログ

ラム（SCAP）を作成した。SCAP を県内各地で実践した結果，有用性を裏付けるデータ

を得ることができた。教職員のコンプライアンス意識を向上させるためには，普段から同

僚との信頼構築を心がけ，関係性を築くことが大切である。コンプライアンス担当教員

が，この研修の中心的役割を担い，管理職と他の教職員を「つなぐ」ことで，研修効果

を高めることができると結論付け，そのリーダーシップを「コネクティブ・リーダーシッ

プ」と名付けた。 
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本研究の目的は，「管理職のみならず，教職員が当事者意識を持って主体的に参加するための研修プログラム

とは，どのようなものなのか」という研修プログラム開発のリサーチ・クエスチョンを通して，自発的なコンプライア

ンス研修の大切さについて提案することである。 

 

（2）研究の背景 

文部科学省の「公立学校教職員の人事行政状況調査」（2015）をもとに，懲戒処分を受けた教員数の割合を

見てみると，愛媛県の場合，0.09％（対象教員数÷全教職員数）であり，全国における発生数の割合（1.05％）と

比較して多いとは言えない。「交通事故」「体罰」「わいせつ」「個人情報」等の種類別に見ても同様である。

しかし，服務倫理違反や不祥事に関わる事案は１ 件でも起きれば，学校の信頼を損なうことであり，何よりも児童

生徒や保護者，地域の人々に対する負の影響は計り知れない。コンプライアンスは，学校の信頼構築の基盤と言

っても過言ではない。 

学校現場において，これまで，事例研修や専門講師を招いての講話，行政からのチェックシートの活用等，様々

な研修が行われてきた。筆者がM市の全小中学校の校長から調査（2016.7，N＝小 53，中 29，アンケート回収

率 100％）したところ，コンプライアンスに関する研修の中心となっているのは，ほとんどが，校長や教頭であり，

管理職が危機意識を高く持って取り組んでいるという結果であった。 

一方で研究協力校の教職員に調査（2016.8，N＝小 54，中 27，アンケート回収率 80％）したところ，多くの教

職員がコンプライアンスの重要性を認識しているが，その研修等に関して次のような意見を，聞き取りの中から得

た。「法令順守というと難しいイメージがあり，どこか身近でない感じがする。」「何か不祥事があった時に，注

意されるイメージが強い。」「問題を起こしてしまった当人の問題であり，自分は，大丈夫だろうと思う。」管理

職と他の教職員のコンプライアンスに対する意識の温度差が，垣間見え，改善の必要性があることが明らかとなっ

た。現在，教頭として校内の研修会等で，実際にコンプライアンス研修を実践してみても，研修当初は，数名程度，

意欲的でない教職員がいることは事実であり，その改善に努め，前向きに取り組ませるようにしているところである。 

 

（3）用語の定義 

スクールコンプライアンス：学校におけるコンプライアンスとは，学校と教職員の社会的責任であり，保護者や地

域社会からの期待や信頼に応えるというものでなければならない。本研究では，コンプライアンスを「法令順守」

という意味だけでなく，教育公務員としての倫理を踏まえた「児童生徒や保護者，地域，社会に対する誠実さ」と

捉えることとした。 

リスク感度：教職員の問題行動だけでなく，いじめや学校事故等，学校で起こり得る様々な危機に対する感度の

ことを，本研究では「リスク感度」と名付けて使用する。  

コネクティブ・リーダーシップ：教職員間をつなぐ，コーディネイトするリーダーシップ，また，様々な人的教育

資源をつなぐリーダーシップとして，本研究において用いる。 

 

２ ．研究の方法 

 

（1）質問紙調査及びインタビュー 

M市校長会コンプライアンス委員会への質問紙調査及び抽出校，協力校における聞き取り（2016.11）を実施
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した。参加者数 N＝M市小学校校長 53名，中学校長 29名である。 

 

（2）研修プログラムの開発及び研修の実践と効果測定 

   ・抽出校における定期的な研修会を実施した。 

   ・協力校や市町教育委員会等における研修会を，下記の通り実施した。 

N＝A市小学校教頭 53，中学校教頭 29，研修時間 40分 

N＝A市 3年目教職員（小学校 17，中学校 10）研修時間 30分 

 N＝B市小学校長 10，中学校長 4，研修時間 80分 

 N＝C市小学校教頭 19，中学校教頭 7，研修時間 60分 

 N＝D市小学校教頭 26，中学校教頭 10，研修時間 40分 

  N＝E市教務主任（小学校 26，中学校 14）研修時間 40分 

 N＝F市生徒指導主事（小学校 32，中学校 12）研修時間 40分 

N＝X校 26（2016）研修時間 60分，27（2017）研修時間 60分 

 N＝Y校 26，研修時間 30分 

   

（3）コンプライアンス担当主任としての筆者によるリーダーシップ実践（抽出校） 

  ・校長や教頭からの助言を受けての，校内の問題行動等への対応(2016，2017) 

   ・抽出若年層教員への人材育成及び抽出学年への授業改善等 

・コンプライアンス研修と聞き取り（2017.4～12） N＝26（2016）， N＝27（2017） 

・教頭としての取り組み（2018） 

 

３ ．研究の実際及び考察 

 

（1）プログラム開発の視点 

 M市小中学校長，A町小中学校長，及び近県の小中学校長の聞き取りのコメントを整理した結果から，教職員

が主体的に取り組むために必要なコンプライアンス研修の在り方として，「主体性」や「内発的動機付け」，「そ

の時々で，気付きを得られるもの」，「お互いが注意し合えるもの」という言葉が多いことに注目し，新しく作成

する研修プログラムの要素として，「主体的」，「危機に対する気付き（本研究では，リスク感度と呼ぶ）」，「コ

ミュニケーション」を取り上げた。 

  そして，管理職と他の教職員のコンプライアンスに対する意識の温度差を改善するためには，研修に取り組む動

機付けをマネジメントする必要があると考えた。そこで，経験値の異なる教職員が，互いの暗黙知を「見える化」

するワークショップ型の研修を行うことにより，問題行動等の事案に対する具体的対応の知見を出し合うことになり，

未然防止のための意識付けがなされたりするのではないかと考えた。学年部等の少人数のグループで，チームと

しての合意形成を行う研修である。そこに管理職も参加することにより，教職員同士の同僚性を高めるだけでなく，

管理職と教職員とのコミュニケーション場面を設けることで，教職員間の風通しのよさを生み出し，コンプライアン

ス意識を高めようと考えた。 

露口（2012）や元兼（2010）は，学校における危機に対応するためには，「意思決定基準の共有」が大切で
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あると述べている。各校で作成している危機管理マニュアルや緊急時対応マニュアル等を熟読し，自分自身の役

割分担だけでなく，全体的な動きの流れを把握しておく必要がある。しかし，実際に危機的状況の発生時には，

少なからず動揺があるものである。管理職が不在の時などは，なおさらであろう。初期対応を誤らず，優先順位も

考慮しながら適切に対応することが大事である。そして，緊急時には，何よりもスピードを要する。分厚いマニュア

ルを見直すよりも，すぐに行動に移せるスローガンやフローチャートなどを作成して教職員間に浸透させておくと，

素早く適切な行動に移しやすいであろうと考える。 

上記の点を加味して，学年団等の小集団で，教職員同士でコミュ

ニケーションを図りながら，スクールコンプライアンスに関係する事例

に対して，対応の意思決定基準となるスローガンを作成する研修プ

ログラムを考案した。（図 1）のようなイメージで，チームとしての合

意形成をもとにして，学校現場において起こり得る様々な危機的場面

に対して，意思決定基準となる前向きなフレーズを作成するワークシ

ョップ型の研修プログラムである。国や教育委員会等からの通知や通

達などにより不祥事の未然防止を図ることは，組織として当然のこと

であるが，それだけでは具体性に欠け，教職員一人ひとりに浸透し

にくいところがある。 

さらに，今日，児童生徒を教え導く教職員には，より高いコンプライアンス意識が，社会から求められていること

も事実である。常に児童生徒の幸せを意識しながら，コンプライアンスを自己のこととして意識し，業務に取り組ん

でいかなければならない。 

これまで，学校現場で行われてきたコンプライアンス研修の多くが，「管理職中心」であり，「トップダウン」の

垂直思考的な外発的動機付けの研修スタイルであった。もちろん緊急時対応等では，校長の強いリーダーシップ

が問われるので，この研修スタイルは大切である。しかし，筆者の調査（2016）からも管理職以外の教職員は，

コンプライアンスの重要性を自覚しながらも，受動的な受け止め方や，マンネリ化の傾向があり，これらのことを改

善することが求められている。そして，管理職と他の教職員の取り組みに対する温度差を改善することも大切であ

る。 

そこで，管理職だけでなく，各教職員が当事者意識を持って主体的に参加できる研修を実施することが必要で

あると考えた。管理職と他の教職員をつなぐミドルリーダーがコンプライアンス研修等の役割を担い，管理職と他

の教職員をつなぐことで，教職員が主体的に取り組むことができるのではないかと考えた。 

学校規模にもよるが，本研究においては，主幹教諭や生徒指導主事などがその役割を担うのが適切であると考

えられる。また，教職員集団の人数や年齢構成上の事情，人材育成等の面から教頭がコンプライアンス担当を率

先して行い，範を示すことも効果的であると考えられる。 

  

（2）研修プログラムの実際 

本研修プログラム SCAP（School Compliance Active Program）は，ミドルリーダーが中心となって，アップダ

ウンのマネジメントを行う水平思考的な内発的動機付けの研修スタイルであり，教職員の法令違反等を防止するこ

とを目指す上で，動機付けに視点を当てた研修プログラムである。前述したように，学校の実態に合わせて，教頭

が研修のコーディネーター役になってもよい。 

図 1「合意形成のイメージ」 
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本研修プログラムで取り上げるケースについては，事前にコンプライアンス担当のミドルリーダーが管理職と協

議した上で準備しておく。「いじめ」，「わいせつ」，「個人情報の漏えい」，「指導上の事故」，「体

罰」，「クレーム対応」等(註)の中から研修参加者が，ケースを選択できるようにした。（図 2）のように，この

研修を定期的に繰り返し行うことで教職員のリスク感度を高め，教職員個人だけでなく，学校組織全体としてのコ

ンプライアンス意識を高めていくことを期待するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2「SCAPの研修効果イメージ」 

 

本研究で実施した SCAPの主な研修の流れは，次の通りである。 

［SCAPの主な研修プログラム］ 

① プログラムの導入として，マシュマロゲームやペーパータワー，ネイミングゲーム等のチームビルディン

グゲームを行い，協働的活動のよさについて触れるアイスブレイクを行う。 

② コンプライアンス担当教員が，チームで合意形成のもと，様々な危機的場面における意思決定基準となる

フレーズ作りを行うことを説明する。そして，グループで選択したケースについて，個別にワークシート（ミ

ニマンダラシート）に自分が考えた対応策等を記入した付箋を貼っていく（一人最大８ 個まで）。 

③ 指定した時間が来たら，グループごとにホワイトボードを使って，ＫＪ 法の要領で記入した付箋紙をグル

ーピングしていく。この時，校長や教頭も各グループに入り，研修に参加する。初期的対応，重要度等

について様々に対面コミュニケーションを図りながら合意形成していく。研修ファシリテーター役は，各グ

ループを廻りながら声を掛け，進捗状況をアナウンスする。 

④ ある程度のグルーピングやカテゴリー分けができたら，各グループで話し合って，一つの場面を切り取り，

メンバーで，意思決定の基準となるフレーズを作成し，ワークシートに記入する。 

⑤ 各グループの代表者が，全体の場面で説明を加えながらフレーズを紹介し，共有化を図り，互いに気付

きを得るようにする。 
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  ⑥ 最後に，管理職が，研修で扱ったケースについて，法令や通達等に基づいた助言を行い，コンプライア

ンス担当教員が，研修全体のまとめを行う。 

 

［研修効果］ 

本研修の効果測定については，増田（2010）の学校組織調査法の中の評価尺度を参考にして，アンケートによ

って行った。選択肢は，「とてもそう思う」（4）～「全くそう思わない」（1）の 4件法を用いて実施した。また，

感想等を記入する自由記述欄を設け，研修参加者の意見を集めることにした。抽出校における効果測定の結果は，

次の通りである（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果から，抽出校において定期的にコンプライアンス研修を行

うことにより，教職員の研修に対する意識は高まったと言える。また，

自由記述の中からも，「コンプライアンスについて意識して，仕事を

するようになった。」「お互いに注意し合ながら，話をするようにな

った。」「学年部で危機意識を高めながら声をかけ合うようにしてい

る。」「フレーズ作りを自分の学級で活用している。」等といったコ

メントを得ることができ，教職員集団の同僚性を高めることや教育活

動の工夫にもつながっていくことも実感することができた。抽出校に

おいて行った研修で作成したフレーズの一例（保護者対応のケー

ス）は，次の通りである。 

 

「まず，謝罪 すばやく対応，チーム力」 

「保護者に寄り添い，まず聴こう」 

「A（会って）K（共感）C（クールダウン）3（3人で）」 

「よく聴き，相手の思いに共感」 

「大事なときこそ 顔を見て」               

 

これらの意思決定フレーズを，研修後にコンプライアンス担当教員がシートに打ち込んで，（写真 1）のように職

員室の各個人用パソコンのデスクトップの壁紙として設定した。このような工夫をすることで，各自が仕事でパソコ

ンに向かう度に，研修で作成したフレーズが目に入るようになり，職場の教職員のコンプライアンスに対する意識付

けを行うことができた。 

写真 1「成果物の活用」 
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また，この成果物の活用例であると，コンプライアンス担当教員も負担感なく，手軽に準備することができ，他の

教職員への浸透が容易であった。そして，いつでも研修のリフレクションを行うことができるので，抽出校の教職員

間で，好評であった。抽出校における効果測定の結果からも，継続して SCAP を行うことにより，教職員のコンプ

ライアンス研修に対する意識は高まっていくと考えられる。特に中堅層教員やベテラン層教員の意識が向上したこと

が，筆者のインタビューを通して実感することができた。 

以上のことから，本研究がねらいとする研修効果が現れていると考えられる。若年層教員については，コンプラ

イアンスについて比較的学ぶ意欲が高く，日常的に関わり方を工夫することで，コンプライアンス意識が向上する傾

向が見られた。中堅層教員やベテラン層教員も変容に個人差があるが，まわりの教職員が気付きを促したり，関

わり方を変えてフォローしたりすることで，様々な課題に対する対応の改善が見られた。 

 本研修プログラムのメリットとして，意見を出し合い，共有することを繰り返すことで，学校で起こり得る様々なリ

スクに気付く感度を上げること，つまり，リスク感度の上昇を期待できると言える。これは，必然的に会話する状況

を作ることで，冗長コミュニケーションをとる機会が増え，より多くの気付きを得ることができるからだと考えられる。

これは，本研修を通して，ベテラン層教員が，若年層教員に助言したり，若年層教員が新しい視点から意見を述

べたりすることで，ベテラン層教員も若年層教員も互いに，遠慮せず，配慮することの大切さを理解し，問題対応

等についての意識を高めることができたことが影響しているのではないかと考えられる。さらには，管理職も共にワ

ークショップ型の研修に参加することで，他の教職員とコミュニケーションを図ることを通して，研修効果を感じ取

ることができ，助言資料として事前に準備した法令や通達等の資料の内容が浸透しやすくなったと言える。管理職

以外の教職員も管理職の意見を聞くことで，学校運営への参画意識が高まる機会にもなるのではないだろうか。 

これらのことから，SCAP を校内研修計画の中に取り込んだり，OJT として，継続して行ったりすることで，風通

しのよい職場風土を醸成することにつながっていくと考えられる。また，教職員間の同僚性を高め，互いに声をか

け合うようになることで，様々なリスクを感じ取ることができるようになり，普段からコンプライアンスに関わる意識の

向上が図れると期待できる。SCAP 研修のファシリテーターとなるミドルリーダー教員（または，教頭）は，この

視点を考慮しながら，教職員間の意識をつなぎ，管理職と連携したよりよい研修の在り方を探っていかなければい

けない。 

課題としては，研修を行う時期と回数が上げられる。当初，月１ 回程度，SCAPを行うことで，スパイラルに教

職員のリスク感度の高まりとコンプライアンス意識の向上を期待していた。しかし，学校現場では，日々様々な対応

を迫られ，変更や改善を余儀なくされることがある。学期の始めと終わり等，特に教職員間のコンプライアンス意識

を高めたい時期に SCAPを実施したり，長期休業中等の比較的時間の余裕のある時期に SCAPを実施したりする

と，研修参加者にとっても研修内容が受け入れやすく，負担感がない。より有効的に研修を行うためには，SCAP

を取り入れる小中学校それぞれの校種の特性や各校の実態やニーズに合わせて，研修スタイルを工夫しながら実

施することが大切である。 

 

（3）校内交通安全推進協議会や危機管理研修会での活用 

県内の小中学校の教頭は，校内の交通安全推進協議会の会長を担っており，日頃からの教職員の交通安全の

意識と交通法規順守の意識を呼びかけている。新聞記事や各種資料だけでなく，本研修プログラム SCAPの中で

扱うケースを飲酒運転防止の事例や安全運転の事例とすることで，自発的なコンプライアンス研修に活用すること

ができる（写真 2）。 
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写真 2「校内の交通安全推進協議会の様子」 

   

また，さらに発展させて，夏季休業中等において，危機管理研修を行う際，ワークショップで作成したフレーズ

を実際に用いながら，本番を想定した学校危機対応のシミュレーション研修で実践してみることも大変有意義であ

る（写真 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3「地元の消防署と連携した危機管理研修の様子」 

 

（4）県内外への普及啓発 

教職員の大量退職・大量採用の時代を迎える上で，今後，管理職対象の研修だけでなく，教職キャリアの早い

段階から悉皆研修の中にもコンプライアンスや危機管理に関する研修を導入する必要性があると考える。 

この考えに通じる試みの一つとして，愛媛大学教職大学院の研修中に，勤務校だけでなく，県内の協力校や若年

層教員対象の研修，中堅層対象の研修，管理職対象の研修といった市町教育委員会主催の研修会等において，

本研修プログラムを改善しながら計 10回実施した。そして参加者が，研修後，各校の実態に合わせた形にして持

ち帰ってもらい，波及効果を期待するようにした。 

さらには，県外においても，本研修プログラムについての要望のあった福岡市や広島市，山口市，秩父市等で，

教職大学院間の連携等により，本研修プログラムの普及に努めた。各地において，コンプライアンス研修の新しい

スタイルの一つとして，活用してもらっている。 

  今年度は，自校だけでなく，講師依頼のあった学校まで出向き，夏季休業中に研修会を行ったり，Ａ町教頭会

において本研修プログラムを紹介したりして，各校のコンプライアンス意識の向上にも努めた。 

また，愛媛県総合教育センターの「交通安全推進メールマガジン第 32号」（写真 4）において本研究を紹介し

ていただき，各校における交通安全推進協議会やコンプライアンス研修等に活用できるように，広く県下に発信し
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ている。 

 本研修プログラムは，次のサイトから愛媛県総合教育センターを通じて，愛媛県内の各学校において，愛媛

スクールネットからアクセスできるようになっている。 

「校内の交通安全推進協議会に活用できる研修プログラムの一提案」 

https://center.esnet.ed.jp/uploads/07shiryo/26koutsumerumaga/No32/02zyohensyo- 

「校内コンプライアンス研修の一手法について」 

https://center.esnet.ed.jp/uploads/07shiryo/26koutsumerumaga/No32/03complaiance.pptx 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4「交通安全推進メールマガジン第 32号」 

 

（5）コンプライアンス担当教員の役割 

次に，コンプライアンス担当教員の在り方としての考えを述べたい。県下の協力校の調査（2016）から，現在，

各学校でコンプライアンス担当となっているのは，管理職がほとんどであった（研修内容によって，アナフィラキシ

ー対応やエピペン実習は養護教諭，いじめ対応は生徒指導主事等が担当することもある）。特に，多くの校務を

担う教頭が担当しているという現状があった。 

学校の危機管理の業務は，教頭職が担うのは当然ではあるが，広範囲にわたるこの業務内容に対して役割分担

を持たせることは，全教職員に学校運営に対する参画意識を高く持たせるためにも意義があることだと考えられる。 

そこで，ミドルリーダーにコンプライアンス担当の校務分掌を与え，若年層，ベテラン層，管理職，それぞれを

つなぐ「パイプ役」になってもらい，リーダーシップを共有化することで，教頭の職務上の負担軽減だけでなく，

校長の組織マネジメントが機能し，学校の組織力の向上も見込むことができる。 

教職員の不祥事や学校危機等の事案は，いつ，どこで起こるかは分からない。普段からの危機意識が大事であ

り，常に備えておかなければ，適切な対応ができない。これは，スク－ルリーダーである校長の様々な学校危機

に対する意識とリーダーシップによるところが大きい。危機意識が高い校長は，管理職だけのコンプライアンス体

制の限界も考慮している（2016筆者の県下５ 校の校長へのインタビューより）。校内主任職の一つとして，コンプ

ライアンスや危機管理等のリーダーシップの一翼を担う分掌を新設することによって，得られる効果は大きいので

はないかと考える。筆者も前任校でコンプライアンス担当主任を任され，管理職と共に学校運営に参画させていた

だくことで，視野を広く持つことができた。そのことで，学校組織に貢献するための意識向上につながり，働きがい

を見出すことができた。 

https://center.esnet.ed.jp/uploads/07shiryo/26koutsumerumaga/No32/02zyohensyo-
https://center.esnet.ed.jp/uploads/07shiryo/26koutsumerumaga/No32/03complaiance.pptx
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［主な役割］ 

筆者が，本研究を通して担った「コンプライアンス担当教員」（2016,2017）としての主な役割は，次のようなも

のである。 

・副教務主任（学校評価，代教計画等），初任者指導，若年層教員の人材育成 

・管理職と連携した校内のコンプライアンス研修の立案・実施 

・管理職と連携した危機対応（学校事故や保護者等からの要望への対応） 

・緊急な生徒指導対応 

・緊急時における管理職の補佐，地域や関係機関との連携補助等 

 

［新設するメリット］ 

こうした役割は，主幹教諭が配置されている学校では，管理職と共に，学校運営に参画している主幹教諭がコ

ンプライアンス担当となることも考えられる。しかし，すべての学校に主幹教諭が配置されているわけではない。 

そこで，校内主任職として，コンプライアンス担当を新設するメリットとして，次のようなことが考えられる。 

➀ 教務主任や生徒指導主事，学年主任といったミドルリーダー層の教員や学校運営に参画する意識を高めた

教員が，コンプライアンス担当となることは，学校運営の分散型リーダーシップの涵養という視点から有意

義である。 

➁ 自校の児童生徒のために，また，学校組織の信頼構築のために，ミドルリーダーが自覚を持って，主幹教

諭的役割を果たすことは，学校運営に参画する人材育成の一つの機会にもなる。 

➂ コンプライアンス担当教員を校内校務分掌に設置することにより，管理職と連携した学校運営における権限

と責任が明確化され，校長のリーダーシップのもと，学校の抱える課題に対して，組織的に迅速かつ的確

な対応ができる。 

➃ コンプライアンス担当教員が管理職等の補佐を積極的に進めていくことにより，学校組織マネジメント上の業

務（特に問題対応等のコンプライアンスに係わる業務）の負担軽減が図られるだけでなく，ミドルリーダー

としてのモチベーションを維持しながら，組織が機能することが期待できる。 

➄ コンプライアンス担当教員が，管理職と他の教職員とをつなぐパイプ役となることにより，スピード感を持っ

た情報の共有化を図ることで，全教職員の学校運営への参画意識の醸成を図ることができる。 

 

４ ．考察 

 

過去 2年間における校内外の SCAPの研修会を実施して，一定の研修の有効性を測ることができた。この研修

の汎用性を考える上でも，抽出校等における本研修プログラムによる効果を一時のテンションではなく，モチベー

ションとして継続していくためには，各校の実態に合わせたコンプライアンス研修のマネジメントが重要であると考

える。 

その意味からも，コンプライアンス担当となるミドルリーダーには，学校組織によい効果をもたらし，管理職と他

の教職員を「つなぐ」役目としての自覚が必要である。さらには，コンプライアンス研修の効果を高めるために，
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普段からの信頼構築や，他の教職員と関係性を築き，多くの人的教育資源同士をつないでいくネットワーク機能

を働かせるための人間力が必要であると考える。 

よって本研究では，コンプライアンス担当教員に求められるミドルリーダーのリーダーシップを「コネクティブ・リ

ーダーシップ」と名付けた。コンプライアンス担当となるミドルリーダー教員は，普段から管理職とコミュニケーシ

ョンを密にして，校長の学校経営や教頭の学校運営についての理解を持ち，柔軟な発想で学年部や各校務分掌等

のチームとチームをつなぐ役目を意図的に行うことが重要である。そして，教職員間のコミュニケーションの活性化

に努め，若年層教員に対するコーチングやカウンセリング等，ベテラン層教員の強みを学校組織の中に生かすため

の関わり方等が重要であると考えられる。 

これらのことは，決して容易なことではないが，自校の教職員組織を見渡し，同僚の教職員の困難さを的確に

察知して，問題行動等を未然に防ぐために，いつでもすぐに手を差し伸べられるように，コンプライアンス担当教

員が，気付きのアンテナを張る努力を続けるしかない。こうした教職員間の信頼構築のために，人と人を「つな

ぐ」リーダーシップが，「コネクティブ・リーダーシップ」である（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3「コネクティブ・リーダーシップのイメージ」 

 

そして，学校組織の信頼構築に向けて，コンプライアンス担当教員が教職員組織の中で継続して機能できるよう

に，他の教職員が「いつかは，自分もコンプライアンス担当になりたい」という気持ちを醸成していくことも大切で

ある。それには，コンプライアンス担当であるミドルリーダーが，充実感を持ってこの職務を果たすことが，何より

も大事であると考える。そのためには，日頃から同僚の教職員同士だけでなく，管理職との関係性も良好でなけれ

ばならない。 

校長のリーダーシップが，学校の組織的対応に影響を及ぼすことは，これまでの多くの研究によって明らかにさ

れている（淵上 2005,露口 2004,2008）。これらの研究から，校長のリーダーシップと教職員の職務意欲や教育

活動との関連性を理解することができる。 

筆者が，校内の特設主任職であるコンプライアンス担当の校務分掌を担って，「コネクティブ・リーダーシッ

プ」を意識しながら，２ 年間の研究にあたることができたのは，やはり，勤務校の校長のコンプライアンス担当の

職務に対する理解と，学校改善に向けた改革的リーダーシップがあってこそだと考える。 



学校改善研究紀要 2019  実践報告 

136 
 

よりよい学校運営を行うために，コンプライアンス担当教員であるミドルリーダーは，上司である管理職のフォロ

ワーであると同時に，同僚である他の教職員と協働しながら，「コネクティブ・リーダーシップ」を発揮しなけれ

ばならない。 

本県でも教職員の大量退職・大量採用の時代を迎え，管理職と他の教職員の「コネクティブ・リーダー」とな

るべき，ミドルリーダーの更なる役割の充実と人材育成が，今後の課題になってくると予想できる。 

これからミドルリーダーとなる教職員への期待と責任は，一層，強く重くなっていくであろう。学校運営に参画意

識を高めたミドルリーダーが，コンプライアンス担当という役割を担うことで，やり甲斐も生まれるのではないかと考

える。筆者も教頭として，現場の教職員組織の人材育成の面からも今後も改善と研究を継続していきたいと考える。 

 

５ ．結語  

 

筆者の場合であるが，愛媛大学教職大学院の派遣研修に伴い，単身赴任で，これまでの勤務場所を離れ，同

僚との関係性や地域とのつながり等がゼロベースに近い状態で，前任校に勤務した。この経験により，普段から同

僚の教職員等との信頼関係の構築や自らネットワーク機能を働かせることが大切であることを，あらためて実感す

ることができた。それを，コンプライアンス担当教員としての自分の職務につなげて考えることができたことは，前

任校において SCAPの研修を行ったり，校外の研修会で実践したりする際にも役立ち，大きな財産となった。今年

度，教頭として勤務するにあたり，コンプライアンス研修の効果を高めるには，その研修プログラムの内容はもちろ

んのこと，やはり，研修参加者の人間関係が基盤であると実感している。 

 本研究を通して，コンプライアンス研修における重要なポイントは，管理職と教職員の関係性を築きながら，納

得感を得て，自発的行動を促すことである。このことは，教育の本質は何かを追究することにもつながっている。

教育は，教職員と児童生徒及びその保護者や地域との信頼関係の上に成り立っている。その信頼関係は，学校教

育に関わる様々な人々とのつながりや努力によって支えられ，受け継がれてきている。 

児童生徒が，「明日も自分の学校に通いたい」と思えるために，我々教職員は，信頼されるに値する存在でな

ければならない。また，保護者が，「明日もあの学校に自分の子どもを通わせたい」と思えるように，信頼される

に値する存在でなければならない。そして，地域からは，「明日もあの学校に協力したい」と思えるように，信頼

されるに値する存在でなければならない。 

健全な学校組織風土を形成するために，何がベストなのかを常に考えて，様々な場面における適切な対応を積

み重ねていくことが信頼を構築する（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4「健全な学校組織風土の形成イメージ」 
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それが自己の生き方を見つめることに通じ，延いては，教職員自身のコンプライアンス意識の向上につながって

いくのではないだろうか。 

学校組織は，児童生徒と保護者，地域等の様々な人間関係における信頼が，何よりも大切である。信頼は，教

育の基盤である。あらためて，コンプライアンスを「法令順守」という認識だけでなく，「児童生徒や保護者，地域

に対する誠実さ」と捉えて，日々の教育活動に真摯に向かっていかなければならない。そのことが，児童生徒や

教職員，学校組織の幸せにつながると信じて，これからも「学び続ける教員」「学び続ける管理職」であり続けた

いと考える。 

 

〔註〕 

  SCAPで扱う事例については，愛媛県教育委員会の HPの情報や愛媛県教育委員会作成のコンプライアンスチェック 

シート，及び愛媛新聞等に掲載されたコンプライアンスに係る記事を参考にして，筆者が作成した。 
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１ ．はじめに 

 

平成 27年 12月，中央教育審議会により「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連

携・協働の在り方と今後の推進方策について」，「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」

の各答申がまとめられ，地域と学校の連携・協働の重要性が改めて叫ばれている。また平成 29年から，学

校運営協議会，即ちコミュニティ・スクールの設置が努力義務化され，学校と地域の連携・協働をめぐる状

況は活発化している。また，新学習指導要領においても，「社会に開かれた教育課程」の理念が掲げられ，

地域の人々の協力を得ながら，体制づくりを行うことの必要性が強調されている。 

 これまでにも学校と地域とのつながりの効果は教育現場で多く感じられてきたところであり，昨今，研究者

によって「ソーシャル・キャピタル（Social Capital，以下 SC）」という概念として蓄積されている。露口（2011）

は，校区内における SCを九つの次元に大別し，子どもと地域の大人の定期的なかかわり（子ども－地域 SC）

が子どもの成長にとって大変有意義であり，間接的に学力向上につながることを示している。学校と地域住民

との連携がもたらす効果に焦点を当てた研究の蓄積はこれからであるが，柏木（2016）は，学校は，地域と

の連携を通じて校区内に複合的で持続可能な SC の醸成を促すことにつながるとの研究結果を示している。

武井（2017）も，学校・地域間で異質な価値がぶつかり合うことそれ自体を排除すべきでなく，むしろ困難

を抱える子どもたちに向き合う責任を第三者が分有する契機として積極的に評価すべきだとしている。また，

学校内部を改善するためには，外部のネットワークおよびパートナーシップを構築する能力が必要であるとし

ている（フラン 2016）。 

 「学校における働き方改革」の一つとしても，学校と地域の連携・協働は注視されている。地域連携によ

り，学校が地域づくりへ貢献する流れに加えて，地域が学校づくりに貢献する双方向が生まれ，教職員の教

育活動で助かる面がでてくる。そのためには，地域との接点を持つこと，つまり顔見知りを増やすことがネット

実践報告 

要約：本研究の目的は，勤務校で本県初の「地域連携担当教職員」という校務分掌を

設置し，その役割モデルの開発を通して，教職員，生徒，そして地域にどのような影響

をもたらすかといった成果と課題を明らかにするものである。また，学校と地域に存在す

る多様なソーシャル・キャピタルの醸成過程の確認，地域にどんなリーダーシップが必

要であるかの追究，そしてコミュニティ・スクールにおける存在意義の開発の三点に焦

点をあてていくことにした。実践の結果，勤務校では多忙感が軽減され，学校と地域と

の連携・協働に対する教職員の理解が深まった。また，地域待望である，学校と地域の

関係を持続可能にするつながりの構築や，コミュニティ・スクールにおける担当設置の

意義も確認できた。そして，ソーシャル・キャピタルマネジメントを実践する「コミュニテ

ィ・リーダーシップ」を発揮し，生徒や教職員に地域とのつながりのすばらしさを伝える

ことができる「地域連携推進主任」の存在が必要であると導き出せた。 

キーワード 

持続可能 

多忙感軽減 

ソーシャル・キャピタル 

連携推進 
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ワークづくりにつながると説いている（妹尾 2015)。 

 このような動きの中で，「地域連携担当教職員（地域との連携を担う教職員）」の必要性が問われており，

法令上の明確化が示されている。すでに岡山県，栃木県など数県では，その考えのもと全公立学校で校務

分掌化されており，特に平成 26 年から導入されている栃木県では，プランナー（企画者）・コーディネータ

ー（調整者）・アドバイザー（助言者）としての三つの役割が提示されるなど，その成果が蓄積されている。

元兼（2017）は，地域連携担当の役割を「地域とともにある学校」を目指して，マネジメントを通して具現化

していくことだと説明しており，新学習指導要領で重視される学校組織マネジメントの視点からも今後の研究

が期待されている。 

 

２ ．背景と目的 

 

 本研究の目的は，勤務校で本県初の「地域連携担当教職員」という校務分掌を設置し，その役割モデル

の開発を通して，成果と課題を明らかにするものである。地域連携担当が設置されることで，生徒，教職員

そして地域にどのような影響をもたらすかという課題意識をもって取り組みたいと考えた。また，役割モデルと

しての活動を通して，「学校と地域とのかかわり」の本質に迫ることができるだろうと捉えた。 

地域連携担当教職員（地域連携教員）の先行実践県である栃木県では，成果と課題が蓄積されており，

栃木県教育委員会生涯学習課の地域連携担当者へのアンケート調査（2015）で，「地域連携の認識」が課

題として浮き彫りになっている。このことから教職員への地域連携・協働の理解を推進する必要性があると感

じる。また昨今，学校における働き方改革が叫ばれ，平成 29年 12月，中央教育審議会から出された「新

しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する

総合的な方策について（中間まとめ）」では，チーム学校の役割の一つとしても「地域連携担当」の役割が

示されており，地域連携担当教職員について，学校における地域連携の窓口として，教育委員会は，校務分

掌上に位置付けるよう促進することが示されている。このことからも，地域連携担当教職員は，これからの学

校現場で業務改善につながる効果を秘めていると考えられる。「学校をめぐる業務の多様化，多忙化が叫ば

れる昨今，地域連携推進の業務やその担当を明確にするとともに，つながりの醸成を図り，学校と地域との

ネットワークを構築することで，学校組織に望ましい効果をもたらすだろう。」という視点を持ち，研究を進め

ていくことにした。 

一方で，言うまでもなく「学校の中心は子ども」である。志水（2014）は，子どもを取り巻く家庭・学校・

地域での人間関係が豊かならばその子の学力はかなりの程度高いものとなる可能性が強いことを示してい

る。学力を含めた子どもの学びに地域がどうつながるかは今後の課題である。そこで，「多くの人々が学校に

かかわることで好循環を生み出し，豊かな子どもの学びにつながるであろう。」という視点を持ち，常に生徒

の存在を意識しながらその成果の有無を明らかにしていきたいと考えた。 

もちろん，学校側だけでなく，地域側にもどのような影響を及ぼすのかについても明らかにしていきたいと

考えた。井上（2016）は，地域側の目的は地域コミュニティの活性化や住民の学習活動による自己実現であ

り，お互いに良く知り，相手のフィールドで自分の目的ばかりを求めることがないように気をつけていくべきで

あると述べており，実践の際には，地域側の思いを大切にしながら，研究を進めたいと考えた。 

以上のように，教職員，生徒，そして地域への影響を確認することを目的としつつ，これらの研究の際に，

学校と地域に存在する多様なソーシャル・キャピタルの醸成過程の確認，地域にどんなリーダーシップが必

要であるかの追究，そしてコミュニティ・スクールにおける存在意義の開発の三点に焦点をあてていくことに

した。以上のような視点をもち，地域連携担当教職員としての役割モデルを果たすことで，成果と課題を蓄積

するとともに，学校と地域とのかかわりを明らかにしていきたいと考えた。 

                                                 

３ ．研究方法 
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 本研究の具体的な取組としては，地域連携担当教職員としての基本業務の構築，教職員・生徒へのアン

ケート調査及びインタビュー調査，地域リーダーへのインタビュー調査，コミュニティ・スクール実施関係者

へのインタビュー調査である。これらの取組を通して，質的・量的分析を行い，研究課題に迫った。 

 教職員および生徒へのアンケートは，地域連携担当教職員を配置した勤務校（実験群）と他の 6 校（統

制群）において，学校や自分と地域に関わる内容について，変容を見るために 2 回調査を行った。6 校は，

勤務校と同じ市内の 4 中学校と，他市町の学校支援地域本部が置かれた中学校，学校運営協議会が置か

れた中学校である。項目については，先行研究を中心に，つながりが測定できるものを取り入れた（露口 2015）。

尺度は「④ とてもあてはまる」～「① まったくあてはまらない」の 4 件法である。調査の手続きとして，

平成 29年 6月と 12月に，勤務校及び県内 6校の公立中学校に調査依頼を行った。調査対象はすべての教

職員，生徒とした。勤務校については，同年 6月と 12月に調査票を配付，実施した。県内 6校の公立中学

校については，送付した調査票を全教職員，生徒に配付，実施した。勤務校の教職員については，同時に

記述式のアンケートも実施した。さらに，平成 29 年 12 月に行った勤務校の生徒の記述式アンケートを利用

し，テキストマイニングツールで分析を行った。 

 また，質的調査法によるデータ収集・分析を行った。勤務校においては，12月に教諭 5名と管理職 2名

を対象に 20分から 30分程度のインタビューを行った。また，勤務校区にある 6名の公民館主事及び市内の

社会福祉協議会社会福祉士の 2名にも，30分から 60分程度のインタビューを行った。公民館主事は 12月，

社会福祉士は 6月にそれぞれ勤務先に赴きインタビューを行った。さらに，学校運営協議会を県内で初めて

導入した A 中学校長，コミュニティ・スクールを平成 29 年度に導入した B 市教育長および地域協働係長，

C町課長補佐にも 60分から 120分程度のインタビューを行った。A中学長は 12月，B市教育長および地域

協働係長は 8月，Cの課長補佐は 12月にそれぞれ勤務先に赴きインタビューを行った。 

 

４ ．実践研究 

 

(1) 地域連携担当教職員としての基本業務の構築 

1) 基本的業務の確立 

4月の職員会において，「地域連携担当」という校務分掌を新設し，教職員に周知を図った。その後，校区内の

公民館で行われた会合に参加し，地域への啓発を行った。校内では，学校の窓口となり，主に地域との連絡調整

に取り組み，教職員・生徒への連絡や取りまとめを行った。また，広報活動として学校のホームページに「地域」

カテゴリーを作成し，地域連携に関する内容をアップしたり，「地域連携通信（チーム保内だより）」を保護者や公

民館・区長に配付したり，生徒や教職員に向けて校内に掲示物を作ったりして，啓発や情報提供に努めた。これら

の業務は，前年度までは教頭や各担当教員が行っていたが，地域連携担当教職員に一本化することで，各担当の

負担が少なくなり，多忙感が軽減されるだろうと考えた。 

 2)  学校・地域連携・協働のカリキュラム化 

学校と地域がかかわって行う取組は膨大な数に上る。ともすれば，どちらが主で行うか，ねらいは何なのかが

はっきりとせず，実践だけに終わってしまうことが多い。また，地域行事には参加することが前提と考える教職員も

多く，また，地域で行う学校行事が存在するという矛盾もあるなど，課題が多い。そこで，今一度学校と地域との

かかわりのある取組を洗い出し，表 1のように「学校支援活動」「地域探求学習」「地域貢献活動」「協働活動」

の四つに分類し，だれが主で，自分はどのようにかかわるべきかを明確にする必要があると考えた。地域・保護

者にも通信として配付し，地域の方々にも啓発を促した。 
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表１ ．学校と地域の活動の分類 

3) 外部の地域人材との授業づくりにおける支援               

 学校支援活動の中の外部の地域人材を生かして行う授業において，「外部から」の要請の場合，教師サイドに負

担感があり，外部に強く意見を言えない時がある。そこで地域連携担当が両者の間に入り，学校側からも本音や要

望を言える関係づくりを目指した。次は，その授業を終えた教員 Aの言葉である。 

 

 「これまで毎年，外部の方が来られて授業を行っていたが，正直課題が多かった。せっかく地域から来ていただ

いているし，毎年一回だけなので，遠慮して言えなかった。今回，地域連携担当が間に入り，言いにくかった課題

を先方に伝えてくれ，充実した話し合いの時間が持てた。地域の方も，真摯に受け止めてくれてありがたかった。

当日も，協議した内容に添うとともに，地域の方ならではのエッセンスのある授業になった。まだ課題はあるが，お

互いに意見を言う土壌ができたと感じている。」 

 

また，中学 2年生で行う職場体験において，地域の事業所が，そのねらいや，体験前後の流れを理解できてい

ないことが多い。そこで，職場体験の意義を事業所に事前に詳しく伝え，学校と地域がともに生徒を育てていく気

運を高め，地域での自己有用感の醸成を図りたいと考えた。意義や流れが書かれたパンフレットを作成し，各企業

に配付し，啓発を図った。いわゆる「社会に開かれた教育課程」の実現の一つである。事業所からの記述式アン

ケートには，「学校が目指しているものが分かりとても参考になった。」「パンフレットを見ることで，体験までにどん

なことをしていきたかが分かり，体験内容を考えやすくなった。」という意見があった。また，ある新鋭企業の担当

者からは「弊社もあまり世間に知られていないので，更に中学生に職場体験に来てほしい。地域連携担当からぜひ
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勤務校のみならず，他の中学校にも PR していただくとありがたい。」という言葉をいただいた。なお，職場体験前

後（9月と 11 月）に勤務校の中学 2年生（N=82）を対象に行った 4件法のアンケートでは「自分の地域にどん

な職業や仕事及び事業者があるか知っていますか。」の平均値の項目が 2.6 から 3.0 へ，「自分の力で地域をより

よいものにしようと思いますか。」の項目の平均値が 2.7 から 2.9 へ向上し，生徒の意識向上が見られた。今後，

中学校と地域企業のつながりをつくる役目も，地域連携担当が担う余地が出てくるのではと考える。 

以上のように，地域との新しい活動を安易に増やすのではなく，今ある活動を見直し，ねらいを共有することで，

意義が明確になり，効果が高まるような取組を目指した。 

4) 教職員への啓発活動 

「地域とともにある学校」を目指して，教職員は「地域との連携は大切だ」と思っているが，その必要感・緊急

感は低く，取組は後回しになるのが現状である。そこで，地域連携担当から教職員にその意義を伝えることで，学

校と地域の関係もさらに密になると考えた。校内研修を行い，地域との連携の必要性や，熟議の方法について理解

を深めた。勤務校の課題の一つに下校指導がある。学校統合により生徒数や自転車通学生が増えたことが大きな

理由である。しかし，下校指導は学校が担うべき仕事だと考える教職員が多く，また，地域側も下校態度が悪い

のは全て学校の責任であると思っている住民も少なくない。現在文部科学省で議論されている「学校における働き

方改革」の中では，登下校指導は地域が担うべき仕事として取り上げられており，そのような記事や根拠となる法

規を取り上げ，新しい地域との関係づくりについて研修を行った。 

また，以上のようなことを実践するために，担当自身が研修に努めることが大切だと考えた。「市公民館研修大

会」や県の「公民館レベルアップセミナー」，国の「地域とともにある学校づくり推進フォーラム」などに参加し，

「グローカル」な視点を持つことを心がけた。そこでは，学校内部の活動では得られない思考，外部人材とのつ

ながりが生まれた。 

内部の改革と同時に，外部の資源を積極的に取り入れることが学校の充実につながるという思考が大切で，そ

れを地域連携担当から推進していくことが大切である。 

 

(2) 実践研究による変容 

  1) アンケート調査の分析 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

学校と地域の情報共有 3.04 .53 3.46 .57   .42

組織的な連携した取組 3.08 .69 3.38 .62   .30

地域の活性化に貢献 3.12 .71 3.54 .57   .42

地域の特色を生かす 3.00 .57 3.15 .46   .15

地域の理解は深い 3.16 .61 3.23 .59   .07

地域は協力的 3.20 .75 3.46 .64   .26

地域の苦情は少ない 3.04 .60 3.27 .59   .23

地域の教育力はある 2.84 .54 3.08 .39   .24

地域とのコミュニケーション 2.64 .62 2.85 .63   .21

地域資源を知っている 2.40 .57 2.88 .61   .48

地域資源の活用 2.33 .62 2.69 .79   .36

地域に助けられた 2.96 .53 3.27 .60   .31

連携で多忙感はない 2.68 .61 3.31 .59   .63

生徒の地域への関心 2.92 .63 3.12 .56   .20

生徒の地域行事への参加 3.28 .60 3.42 .49   .14

登下校時のあいさつ 2.80 .63 3.00 .60   .20

安心・安全の連携 3.12 .52 2.96 .53 -.16

更なる連携の必要性 3.31 .58 3.38 .57   .07

表2　勤務校における教職員の平成29年6月と12月の比較

勤務校

H29.6月（n=24） H29.12月（n=25）
平均値の差
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表 2，3から，勤務校は平成 29年度に学校統合を行ったため，統合当初の平成 29年 6月において，多くの項

目で県内 6校の平均値よりも低いことが分かる。しかし，12月にはほとんどの項目で向上しており，多くの項目で

県内 6 校の平均値を上回っている。特に「地域との情報共有」，「地域資源の理解」，「地域連携における多忙感

のなさ」については大きな伸びが見られる。県内 6 校全体と比較してみると，特に「地域連携における多忙感の

なさ」や「更なる連携の必要性」を感じている教職員の割合が大きい。一方で「地域の特色を生かす」，「安心・

安全の連携」の項目が比較して低く，勤務校の今後の課題と捉えられる。「地域の特色を生かす」が低いのは，

統合初年度ということで，まだ学校の色が浸透していないのであろう。また，特に「安心・安全の連携」について

は，勤務校教員が共通して課題意識をもっているためであり，その課題が明確になったことで，一層教職員への働

きかけがしやすくなると捉えている。 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

学校と地域の情報共有 3.29 .59 3.31 .57   .02

組織的な連携した取組 3.37 .59 3.38 .58   .01

地域の活性化に貢献 3.52 .54 3.43 .55 -.08

地域の特色を生かす 3.41 .55 3.38 .61 -.03

地域の理解は深い 3.36 .52 3.22 .60 -.15

地域は協力的 3.50 .50 3.47 .52 -.03

地域の苦情は少ない 3.15 .62 3.23 .61   .07

地域の教育力はある 3.05 .64 3.04 .55 -.01

地域とのコミュニケーション 2.88 .75 2.90 .70   .02

地域資源を知っている 2.64 .70 2.78 .69   .15

地域資源の活用 2.61 .75 2.68 .71   .07

地域に助けられた 3.19 .67 3.22 .71   .02

連携で多忙感はない 2.35 .79 2.45 .82   .10

生徒の地域への関心 2.89 .69 2.80 .70 -.08

生徒の地域行事への参加 3.29 .65 3.28 .61 -.01

登下校時のあいさつ 3.12 .57 2.91 .66 -.21

安心・安全の連携 3.26 .56 3.35 .50   .09

更なる連携の必要性 3.10 .67 2.92 .66 -.18

表3　県内6校の公立中学校における教職員の平成29年度6月と12月の比較

県内6校

H29.6月（n=99） H29.12月（n=102）
平均値の差

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

登下校時あいさつをしていますか 3.54 .64 3.68 .52   .14

地域の人と一緒に活動していますか 2.77 .81 3.00 .75   .22

地域の行事に参加していますか 3.16 .79 3.26 .73   .09

地域の人と一緒に活動したいですか 2.99 .82 3.11 .76   .12

お年寄りにおせわになっていますか 3.48 .74 3.54 .67   .06

よりよい地域にしたいですか 3.47 .71 3.48 .65   .01

地域の人は信頼できますか 3.49 .71 3.49 .63   .00

住んでいる地域が好きですか 3.47 .76 3.45 .70 -.02

今の地域にずっと住みたいですか 2.78 .89 2.84 .84   .06

地域に貢献できる大人になりたいか 3.19 .77 3.19 .72   .01

地域の役に立っていると思いますか 2.73 .71 2.71 .73 -.01

表4　勤務校における生徒の平成29年６月と12月の比較

勤務校

H29.6月（n=259） H29.12月（n=255）
平均値の差
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表 4，5から，勤務校の生徒は，6月から 12月にかけてわずかながらではあるが，ほとんどの項目で向上し

ていることが読み取れる。県内 6校全体と比較すると，特に「登下校時のあいさつ」や「地域行事への参加」の

項目が伸びている。 

「地域の役に立っている」の項目が全体的に低く，生徒の自己有用感を向上させていくためにも，研究を進めて

いきたい項目であると考えた。そこで，生徒への「『地域のために役立った』と思った場面と気持ちを答えてくださ

い。」という記述式アンケートを行い，その内容を，テキストマイニングで分析をした（表 6）。すると，奉仕活動や

祭り，あいさつ，防災訓練などの言葉が多く登場しており，生徒はこれらの場面で「地域のために役立った」と感

じていることが分かった。今後，これらの取組をさらに充実させるとともに，必要があればこれ以外の新しい取組を

考えていけば良いということが，明らかになった。 

表 6. テキストマイニングツールを使用した  

分析結果（http://textmining.userlocal.jp/ ） 

 2)  教職員へのインタビュー調査 

地域連携担当を導入して 9カ月を経て，勤務校にてインタビ

ュー及び，記述式アンケートを行った。教職員の感想として大

きくまとめると次の２ 点に絞られる。一点目は，地域との連携の

大切さに改めて気付いたという点である。教員 B は次のように

答えている。 

 

「地域との連携の大切さはこれまでも分かっていたつもりで

あったが，具体的な方法を知らずにいたことを痛感した。地域

行事に参加しやすい雰囲気づくりや，地域の方の理解を得るた

めにまめに動いていて，大変な仕事だが，大切な仕事である。」 

 

 地域との連携が大切なことは教職員なら誰もが分かってい

る。しかし，なぜ大切なのか，どのように連携していけば良いか明確に説明できる教員は限られている。地域連携

担当という存在から投げられた波紋が勤務校に徐々に広がり，校内研修との相乗効果で，組織全体の学習につな

がっていたといえる。また，これまで生徒とともに，地域との企画・運営を多く行ってきた生徒会担当の教員 C は

次のように語っている。 

 

「生徒が『地域に貢献しよう』という目標を掲げても，なかなか成果が目に見えず，デ―タもなく，ゴールが見

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

登下校時あいさつをしていますか 3.45 .65 3.38 .72 -.07

地域の人と一緒に活動していますか 2.77 .85 2.73 .87 -.04

地域の行事に参加していますか 3.02 .87 2.95 .87 -.07

地域の人と一緒に活動したですか 2.91 .86 2.88 .86 -.03

お年寄りにおせわになっていますか 3.49 .71 3.50 .71   .01

よりよい地域にしたいですか 3.47 .71 3.43 .72 -.04

地域の人は信頼できますか 3.39 .73 3.33 .75 -.06

住んでいる地域が好きですか 3.46 .72 3.37 .77 -.08

今の地域にずっと住みたいですか 2.76 .92 2.70 .92 -.07

地域に貢献できる大人になりたいか 3.12 .82 3.09 .81 -.02

地域の役に立っていると思いますか 2.47 .82 2.44 .84 -.02

表5　県内６校の公立中学校における生徒の平成29年度６月と12月の比較

県内６校

H29.6月（n=722） H29.12月（n=723）
平均値の差
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えにくい。結局毎年，『アルミ缶回収をした。寄付をした。貢献した』の繰り返しになっている。そういう意味では，

地域連携担当が設置されたことで，教員の仕事の負担も軽減されただけでなく，生徒も教員もやるべきことが明確

になった。地域との連携の意味や，一つ一つの地域行事の意味がはっきりしたと言える。また，地域行事で何人集

めなくてはいけないなどの変な圧力もなく，自分のすべきことに専念することができた。」 

 

 生徒に地域における活動を促しても，そこに教員の明確なビジョンがなければ，活動だけ，つまり PDCA サイ

クルの「D」だけになってしまい，生徒も大きな充実感を得ることができない。学校組織マネジメントを実行してい

く上でも，地域連携担当教職員は大きな意義を担っていると言える。 

教職員の感想の二点目は，多忙感の経験である。また，教員 Dは，これまでの業務内容を振り返りながら次の

ように答えている。 

  

「地域連携担当が積極的に働きかけてくれ，自分の地域に足を運ぶ生徒が増え，中学校と地域をつないでくれ

る存在だったと思う。情報発信やとりまとめをしていただいたことで，地域の行事や特色を知ることができありがた

かった。地域と学校をつないでいただき感謝している。今まで教頭先生がされていた仕事が多かったことに気付い

た。役割分担ができ，教職員の仕事が軽減されたと思う。」 

 

 また，地域との連携に係る仕事が最も多いであろう教頭は次のように答えている。 

 

「地域とかかわる仕事が減り，ありがたかった。特に今年は学校統合の年で，公民館も 6地区になり，多くなる

はずの公民館との仕事が軽減されたことを実感している。まだ外部と関わる仕事が他の教職員にもあるので，その

窓口も少しずつ一本化しても良いかもしれない。しかし，そうなると地域連携担当の仕事が多くなるため，単独で

担当（主任）をしていく方がよいと思う。適任者はベテラン，地元の教職員に越したことはないが，それよりもフッ

トワークが軽く，コミュニケーション力のある方が良いと思う。」 

 

 業務改善が進む中でも，なかなか教頭職の改善は進んでいない昨今において，地域連携担当の存在により，業

務の負担が少なからず減少し，多忙感の抑制につながったと言える。 

最後に，地域連携担当を導入した学校長は次のようにインタビューで答えている。 

 

「地域連携担当を新設した理由は，生徒も保護者も地域も，学校が統合して良かったと思ってもらうためと，教

職員，特に教頭の職務の負担軽減のための２ 点であった。担当はその目的を十分に果たしている。さらに 2～3年

後を見据えて地域との連携をさらに深めてほしい。今後は「学校」の思いを「地域」に伝え，その思いを「地域」

から「家庭」に伝えていく動きも目指してほしい。家庭に啓発したいときに，学校と地域からのW啓発も良い。「学

校→地域→家庭」，「地域→学校→家庭」など，大きな循環を意識していける関係を目指してほしい。来年度も地

域連携担当を引き続き設置したいと考えている。担当には情報発信能力や周りを動かせる力なども必要だが，一

番大切なのは地域連携・協働を推し進めていこうという意気込みだと思う。」 

 

 学校教育目標の実現に向けて，地域連携担当教職員を導入し，来年度以降もその動きをさらに加速させていこ

うという学校長のビジョンが感じられる。管理職の理解があってこその担当であると改めて認識できた。 

勤務校の教職員インタビュー及び記述式アンケートから，「地域連携は大切という思考の広がり」，「教職員の多忙

感軽減」などが確認できた。 

3)  地域リーダーへのインタビュー調査 

勤務校の校区内には六つの地区公民館がある。3地区は，比較的生徒数も多く，中学校とも距離的に近い場所

にある。もう 3 地区は，生徒数が少なく，距離的に中学校から離れた場所にある。基本的には，学期に１ ～2 回

程度は公民館を訪問し，公民館主事との談話を行った。行事等がある場合は，頻繁に電話対応をし，学校と公民
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館をつなぐようにしてきた。また，できる限り地域行事に顔を出し，コミュニケーションを図った。表 7は，地域連

携担当が設置される前の平成 28年 12月と，設置 8か月後の平成 29年 12月に公民館主事と担当が談話した内

容の一部である。 

 

表 7. 各公民館主事と地域連携担当教職員の会話の変化 

 平成 28年 12月 平成 29年 12月 

A地区 

 

「活動が目的ではなく，そのことを通して地域を

思う大人になってほしい。先生方には公民館行

事に来ていただくだけで良い。地域人材はどん

どん活用をしてほしい。」 

「思いを伝えるよい機会ができ，教頭の立場よりも言いやす

い。今後も，できれば 3カ月に 1度はこのような面談の時間

がほしい。公民館側も都合の良いときだけ連携し，学校に一

方的にお願いしているのではという反省がある。意見交換を

ぜひ進めたい。」 

B地区 

 

「学校の敷居は高くなかなかお願いできにくい

時がある。管理職が変わると学校も変わるので

継続した取組を希望する。実務者レベルで話を

するのも大切。雑談は必要だ。統合をチャンス

としてとらえたい。」 

「これまで学校とは一定の距離を感じていたが，担当の設置

で距離が近くなったと感じる。統合もあり今までよりも範囲が

広くなったため，情報交換の場は大切であると思う。さらに地

域での中学生の存在意義を考えた取組を推進していければ

と思う。」 

C地区 

 

「保護者の要望を含め，先生方の負担を感じ

る。中学生も地域で交流できる行事があれば。

統合に向けて心配はない。老人会や婦人会との

連携も大切だ。」 

「統合後も中学生の地域での活躍の場が確保できてよかっ

た。今年一年の様子を振り返りながら，来年度はさらに中学

生が活躍する場面を 4 月の計画の段階から吟味していきた

い。」 

D地区 

 

「統合で，行事がなくなるのではと心配。行事

の精選もしつつ，良いものは残していってほし

い。」 

「俳句の応募が倍増し，ありがたい。学校の呼びかけのお

かげだ。2 月には X 部に初めて行事に参加してもらうことに

なった。担当者と話ができたからだと思う。」 

E地区 

 

「あまり学校と地域の連携にピンとこない。これ

までのしくみとどう違うのかをはっきりすると良

い。」 

「中学校とのかかわりはあまり変わらなかった。担当の活動

がよく見えていない。来年度は更に一緒に活動できればと思

う。会議や広報を通じて相互理解したい」 

F地区 

 

「学校の予定が地域に広がる広報を期待。生

徒が少ないので参加してほしい。中学校のこと

は良く分からないが，こうやって話をするといろ

いろ出てくるなあ…。」 

「連絡調整により，昨年のような学校と公民館の行事の重な

りがなくなり，助かった。中学生が少ないのでなかなか活動

できにくい。公民館でもたくさんの活動をしており，もっと内

容を学校にも知ってほしい。」 

 

規模が違い，距離も違う 6地区の公民館と連携していくのは難しかったが，どの公民館にも同じ姿勢で接してい

くように心がけた。統合初年度ということで，学校の顔が見えにくいという意見を聞き，できるだけ両者の情報を共

有できるように心がけた。結果的には，連携が飛躍的に進んだところがほとんどである。 

 ソーシャル・キャピタルの醸成を 3段階で分けると，特定集団への所属や一定の対話機会を持つ関係者間の構

造的な交互交流チャンネル（ネットワーク），お互いが相手のために貢献しようとするお互い様の規範（互酬性規

範），相手の意図・行為に継続的に期待し合う心情的な相互依存関係（信頼）の醸成の流れとなる（露口 2011）。

A，B 地区においては，ネットワーク，互酬性規範，信頼まで醸成が図れたと言え，特に A 地区においては主事

が自分自身の取組を振り返る言葉があった。一方でそこまで至っていない公民館もあるが，D地区のように，当初

あった不安が，顔を合わせて何度か談話することで，新しいものが生まれ，互いのニーズが適合するような場面

ができあがるような経験もあった。これも対面コミュニケーショの産物だと感じる。このような関係ができあがると，

コミュニケーションストレスがなくなり，電話をしても互いに顔の見える存在になったと感じた。遠い，近いは単に時

間距離であり，コミュニケーションを重ねることで本当のつながりができあがることが実感できた。また，つながり
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ができていくことで，本音で話せるようになり，学校側が無理なときには，きちんと担当が「NO」と言える関係も

構築でき，学校の教職員を守る存在にもなり得る可能性を感じた。 

 また，総合的な学習の時間では，どの学校でも積極的に外部人材が取り入れられているが，そのつながり方も

様々である。勤務校でも，10 コース中 4 コースが外部人材を活用していたが，ほとんどのコースは 1～4 時間の

単発で活用しており，連絡調整の労力を考えると，その効果との関係はいかほどだろうかと考える。一方で，社会

福祉協議会と 35時間連携して取り組んだコースがあった。連絡を密にし，簡単な打ち合わせを行い，社会福祉協

議会が用意したカリキュラムで授業がなされ，毎時間つながりと特色のある授業が行われた。次は担当した教員

Eの言葉である。 

 

 「社会福祉協議会が学校側のねらいや思いを良く理解してくれ，毎時間，本質に迫る福祉教育を学ぶことがで

きた。またこちらがあまり授業準備を行う必要がなく，大変助かった。35時間という長い時間だからこそできる質の

高い教育がなされたと思う。課題としては，外部とつながっている自分がいなくなると，どうなるのだろう…という

課題めいた思いは持っている。」 

 

次は授業に携わっていただいた社会福祉協議会の方の言葉である。 

 

「中学生に，地域で生きていくためにつながるきっかけをつくりたい。福祉教育の推進のためにも学校とつなが

りたい。その際学校側に無理がないように，こちらから内容を提案し，先生方との話合いで決定している。学校側

がしんどいと思うと続かないことは理解しており，互いの負担にならないようにしたい。ただ単発の授業ではねらい

は達成できず，1～2時間の授業で車いす体験をしても本質はできない。その際に問題となるのが，主となる先生

が転勤したときである。基本的には，先生という個人とつながることが多く，趣旨が分かるその先生が転勤すると，

築き上げてきた活動が停滞したり，なくなったりした経験がある。ぜひ，学校側に継続できるしくみがほしいと考え

ている。そのためには，地域連携担当のように地域との窓口となる人がいてくれると助かる。個人ではなく，組織

として学校全体が趣旨を理解し，持続的な取組になることを願っている。」 

 

 両者の話から，学校のニーズと地域のニーズが合致し，「Win-Win」の関係であったことが読み取れる。外部

は福祉教育の充実を図りたいと考えており，学校側も専門的な知識をもち，体験活動が行える外部との連携を望ん

でいる。このように互いのニーズが合う外部機関を今後も地域連携担当が探っていき，マッチングしていきたい。

また，このような意義のある取組を持続可能にしていくためには，地域連携担当のような役割が必要であることも伺

えた。その際，地域人材をしっかり見極める目も担当には必要である。 

  4)  コミュニティ・スクール関係者へのインタビュー調査 

学校運営協議会の設置努力義務化が決定し，本県でもコミュニティ・スクール（以下 CS）が増加し始めている。

現在は，3自治体のみであるが，平成 30年度からは一気に増加する見込みである。そんな中，CSにおける地域

連携担当教職員の意義を探るために，CSに造詣が深い県内のリーダーにインタビューを行った。 

A中学校長は県下初の学校運営協議会を立ち上げ，県内唯一のマイスターである。現任校では，A中型運営

協議会を導入している。以下は A中学校長へのインタビューの要約である。 

 

「学校・保護者・地域の三つの見える化が進んだと感じている。そんな中で，教職員の理解が課題である。な

かなか実感がないのが現状である。CSを設置する時の大変さや，目前のことに気持ちが向き，5～10年後の様子

を思い浮かべにくい。そのためにもこれまでの思考を変えることが必要であり，校外で研修することが大切だと考

え，啓発している。また，CSの運営には校長，教頭以外にもコーディネーターの存在が大切であり，窓口・調整

役が必要である。学校・地域の現状によって異なるが，学校側に地域連携担当，地域側に地域コーディネーター

がいて，両輪になることも必要である。」 

 



学校改善研究紀要 2019  実践報告 

 

149 
 

また，今年度 CS を導入した B 市教育委員会教育長と地域協働係長に，その設置理由等についてインタビュー

を行った。 

 

「人は脆弱なので，しくみが必要である。学校運営協議会ができれば，教員個人で動く必要がない。また，本

市では地域学校協働係を設置し，学校教育と生涯学習の重なりを担い，教員の地域への理解の促進，業務改善，

地域の教育力の向上，地域の活性化につながると考えている。学校の先生は 70点で良いのに 100点をいつも目

指そうとしており，なかなか先がきっちり見えないと動かない人が多い。 教員もオールマイティを目指しすぎず，

分業し，役割を分担していくことが大切である。」 

 

同じく，今年度 CSを導入した C町教育委員会学校教育課課長補佐にも，インタビューを行った。 

 

「さらによりよい地域とのつながりを目指して CS を導入した。やっていることは今までとは同じだが，目標を共

有することで，効果も変わってくる。課題の一つは教職員の理解である。地域は趣旨を理解してくれるが，教職員

側に抵抗感があるのが現実である。そのためにも教職員に地域連携担当のような役割がいて，その理念を広めて

いくことが大切だと考える。」 

 

３ 者のインタビューから見えてくるのは，教職員へ CS の理念を浸透させる難しさである。地域側は理解をして

いても，目の前の負担にとらわれてしまい，内部にいる教職員の理解が進まないのが現状である。また，CS導入

時には，教頭の仕事は幾分増えているという課題も共通していた。この二つの課題を解消するために，「地域連携

担当教職員」のような役割が必要だと考える。教職員間で地域連携の理念を伝える教諭がいて，それを推進して

いくことが大切である。また，CS は行政側での人材・予算面の問題もあり，それを解消するためにも，地域連携

担当教職員の各学校での設置の意義は大きいと考えられる。 

 

５ ．考察 

 

本研究の成果として，まず教職員の地域連携に対する意識の高まりが挙げられる。「地域との連携は大切」

と誰もが思っているが，そこからなかなか先に進もうとはしない現状に対して，勤務校の教職員は大きな一歩

を踏み出したと思われる。「現状でうまくいっているのに，なぜこれ以上地域と連携するしくみを入れるのか」

という多くの疑問は，目の前のことしか見えず，3年後，5年後先を予見していないために起こるものである。

勤務校では，身近に地域連携担当教職員がいて活動する様子を感じたり，実際に研修を深めたりすることで，

多くの教職員が，現在以上の連携が今後必要になってくるという思考になってきたと思われる。ある教員は，

地域連携担当が導入されて，初めて一つ一つの地域との行事のねらいが見えるようになったと言っていた。

アンケート結果の数値からもそれが明らかに伺える。このように地域連携担当が投げた波紋が広がり，学校

全体の意識が少しずつ変わっていくのだと考える。現在 CSを導入している学校の課題の一つが教職員の理

解であったが，これを解決する方策の一つとしても，地域連携担当の設置が期待される。また，教職員が感

じた成果として，地域連携に関する多忙感・負担感の軽減が挙げられる。アンケート結果やインタビューから

も成果が感じられる。さらに教諭等の業務改善が進む中，教頭の業務はなかなか変わらない状況にあるが，

教頭が抱える外部との連絡調整，さらには CSにおける新しい業務については，地域連携担当が協働できる

余地があると思われる。 

地域からは，学校の窓口が可視化されたことで，地域の思いを学校に伝えやすくなったという評価をいただ

いた。管理職という立場ではない話しやすさもメリットのようである。一方で学校側からも言いにくかった部分

をしっかりと伝えられるようになり，本当の連携・協働が進み始めているという実感がある。特に 6地区公民

館主事との関係を振り返ると，学校と地域が思いを共有することで，新しいものが生み出されたり，学校側の

気持ちを理解してくれたりするなど，太い絆が生まれたと感じる。つながりの歩みはそれぞれだが，地域との
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つなぎ役ができたことで，「ネットワーク」や「互酬性規範」，あるいは「信頼」まで構築することができるこ

とが確認できた。即ち「ソーシャル・キャピタル」の醸成である。それを肌で感じ取ることができ，地域連携

担当としての大きな学びを得ることができた。また，一個人ではなく校務分掌ができたということで，外部は

「持続可能なつながり」ができたと地域から捉えられている。「地域とともにある学校」を目指すのであれば，

地域側のことを考えたつながりを意識して，学校側がつながりのできるしくみを構築していくことは不可欠で

ある。  

さて，今回，県内初の「地域連携担当教職員」という役割モデルの開発に携わってきたが，この担当の取

組が充実し，意義のあるものにするためには，何が必要なのかについて，次に指し示していきたい。 

まず，「管理職のリーダーシップとマネジメント力」である。勤務校では幸いにして管理職の理解が深く，

担当としてフットワーク良く活動することができた。4 月当初から兼務する他の担当校務や授業時数に配慮が

あり，外部との折衝に力を入れることができた。そして，組織内部の充実に力を入れて学校運営に携わって

いく中で，一部を他のリーダーに委嘱し，生み出された時間で，外部での資源獲得に取り組むことができた

（フラン 2016）。もちろん管理職としては，ベテラン教員の力を生かす，人材育成の一つとする，危機管理へ

の信頼構築とするなど，単なる地域連携の効果を越えたさまざまな視点でのビジョンをもつであろうと拝察す

る。勤務校の校長は，来年度も「地域連携担当」の校務分掌を継続するとの旨を明言しており，改めて高い

先見性を持つ管理職のもとで担当できたことに感謝したい。なお，CSを導入している学校においては，学校

長のマネジメント力が地域連携の効果に多大な影響を及ぼしているのは言うまでもないことである。 

次に，地域連携担当の「対面コミュニケーション」である。よく言われる概念ではあるが，生徒や教職員

でなく，外部の人間とどうかかわっていくかの力である。いわゆる企業における営業担当に近いのであろうか。

学校内部という限られた空間ではなく，学校外部の人とどうつながっていくかという部分である。互いに胸襟

を開いて，冗長コミュニケーションを通して，これまで閉ざしてきた部分を語り合うことで，筆者は公民館主事

とソーシャル・キャピタルの醸成を図ることができた。また，その際には，学校のビジョンを常に念頭に置い

て交流することも必要である。よく，学校のビジョンを地域に伝えるべきだと言うが，なかなか通信一枚で伝

わるものではない。やはり面と向かい，ビジョンの背景を含めて語ることで真意が伝わるものだと感じる。そ

こから学校のニーズと地域のニーズが循環する構図ができ，互恵関係ができあがる。さらにその結果，地域

連携担当がもつネットワークという財産が構築されていくのである。 

そして最後に，「ソーシャル・キャピタルマネジメント」を実行することである。「対面コミュニケーション」

を武器に生み出したつながりをもとに外部（地域）から資源を調達し，管理職が掲げる内部充実への理念や

教職員の研修を土台にして，両者を調整していくわけである。地域連携担当がこのソーシャル・キャピタルを

形成していくマネジメントによって，地域から得た資源が内部で意義あるものになるのである。 

さて，地域にはキーパーソンとなる人物が存在し，その人物から放射状にコミュニティがつくられていくの

が理想である。その学校区内に大きな影響を及ぼす力を「コミュニティ・リーダーシップ」と呼びたい。勤務

校は統合初年度ということで，市内の約半分を占めるなど校区も広くなり，まだまだ互いの顔を知る状態にま

で至っていないのが現状である。地域においては，6 地区公民館の中の A 地区主事がそのリーダーシップ

を発揮しているのではないかと感じた。A 地区主事は，学校とのつながりを意識して創造しようとしており，

ネットワーク構築に大変尽力していただいた。ただ，今回の実践の中であえて「コミュニティ・リーダーシッ

プ」という言葉を用いるなら，学校側では地域連携担当がその一翼を担ってきたのではないかと考える。6地

区の公民館主事や社会福祉協議会の方々，福祉施設，企業とつながり，学校内では，教職員へ地域連携・

協働の啓発に努めたことで，学校と地域がつながり，さらにネットワークが構築できる土壌をつくりあげたよう

に感じる。地域連携で大切なことは，外部と関わることだけでなく，内部組織の充実を同時に行っていくこと

である。そう考えると，地域連携担当教職員こそが「コミュニティ・リーダーシップ」を獲得し，発揮していく

べきなのかもしれないと考える。 

 

６ ．結語 
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様々な効果について述べてきた一方で，成果が求められてきた生徒への影響は，量的分析からはあまり変

化が見られなかった。しかし，生徒の記述式アンケート結果から，自分がどんな場面で役立ったか，つまり自

己有用感の高まりがあったかについて分析することができた。今後も生徒がどんな場面でどう感じていたかを

明らかにすることで，教職員が何に力を入れていくべきかが明確になっていくように思う。また，総合的な学

習の時間の中で，35 時間社会福祉協議会と連携して取り組んだコースについては，外部の専門家による意

義のある授業が継続して行われ，大変効果的であったことが伺えた。 

また今後の課題として，地域連携担当教職員はあくまでも組織の一人であり，個人では限界があることも実

感した。当初は地域の方と行う熟議や，地域を巻き込んだ下校指導を計画していたが，なかなか実現できな

かった。特に現在「学校における働き方改革」の議論の中で，登下校指導は地域住民に委ねるべきという考

えが出されているが，その啓発はできても，それを行うためにはやはり「しくみ」が必要である。その代表的

なしくみがコミュニティ・スクールである。CSは「ソーシャル・キャピタル」と「ガバナンス」の二つの考え

方を内包している（大林 2016）としているが，地域連携担当は，そのうちソーシャル・キャピタル側だけし

か担保することができない。個人だと苦労を重ねなくてはできないことが，学校運営協議会では無理なく実

現可能になる。ただ，両輪の一つの「ソーシャル・キャピタル」の充実こそ，地域連携担当が力を発揮すべ

き部分だとも言える。つまりコミュニティ・スクールと地域連携担当教職員のセットで，地域とかかわっていく

ための学校側のしくみができあがるのだ。そういう意味で，地域連携担当教職員は「ソーシャル・キャピタ

ルマネジメント」を担う重要な役割を持っていると言える。 

さて，本研究は約 2 年間を通じて実践研究を行ってきたが，3 年目は地域連携担当の教職員が交代する

こととなった。新しく受け継いだ担当は，事務的なことをきちんとこなしているが，他の校務もあるため，なか

なか優先順位が高くないのが現状である。また，やりがいを感じる機会が少ないとも述べていた。担当が代

わっても継続できる校務分掌を目指して，取り組んできたが，やはりマンパワーに頼っていた部分が明らかに

なった。今後，さらに組織として，目標や計画などビジョンを全体で共有する必要性を改めて感じた。担当が

代わっても，誰もができるしくみづくりが急務である。 

現在，学校と地域との連携・協働の大きな動きがある一方で，昔から脈々と続く地域とのかかわりの大切

さを伝えていくことも当然必要だと感じる。単に地域とかかわった，単に学校と地域とのしくみ作りをしたでは

なく，地域との連携の良さの意味を体感し，理解し，伝える人が必要である。そういう意味では単なる「担

当」ではなく，「推進」していく教職員，つまり「地域連携担当」ではなく，「地域連携推進主任」という言葉

が適切だと考えた。今後も学校と地域の関係を少しでも明確にして，地域，保護者，教職員のすべてが大き

な目標を共有して，生徒のために何をすべきかを指し示していく存在でありたいと考える。常に「生徒が真ん

中」であることを忘れず，この「つながり」を今後も様々角度から実践，そして研究分析していきたい。  
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１ ．はじめに 

 

本校は，愛媛県の最北で，広島県境に接する弓削島にあり，へき地１級の指定を受けている。校区は，瀬戸内

の豊かな漁場と美しい自然の中にあり，１島内に県立高等学校と国立高等専門学校があるなど，教育環境は大変

充実している。しかし，平成元年度に 254人いた児童数は，少子化に伴い，平成 29年度に元年度の約３分の１

まで減少し，２桁の児童数となった。平成 30 年度の児童数は 91 名で，どの学年も 1 学級 10 人台の少人数とな

っている。 

本校児童の学力・学習状況を平成 27・28 年度全国学力・学習状況調査（以下「27・28 年度調査」という）

の結果から見てみると，「どの学年も 1学級 10人台の少人数であるが，学習内容を十分に理解していない児童の

割合は全国と比較してやや高い。」「家庭学習の時間は全国と比較して短い傾向にあり，８割を超える児童が学習

塾に通っていない。」「表現することを苦手と感じている児童の割合は，全国と比較して高い。」などのような課題が

明らかになった。 

そこで，こうした本校児童の学力・学習状況の実態から，学校は教育活動の中で，児童の学習意欲を向上させ，

確かな学力を確実に身に付けさせるためには，児童が「分かる」「できる」と実感できる「学びのシステム」を家

庭や地域と連携・協力しながら構築するとともに，少人数という「強さ」を生かし，児童一人一人の学力・学習状

況を確実に見取りながら学力向上に計画的に取り組む必要があると考え，研究主題を「小規模校の『強さ』を生

かし，『弱さ』を克服する学習指導等の在り方 －学校・家庭・地域が一体となった『学びのシステム』の構築を

目指して－」と設定した。 

実践報告 

要約：研究主題「小規模校の『強さ』を生かし，『弱さ』を克服する学習指導の在

り方」の下，小規模校の「強さ」を少人数，「弱さ」を表現力に絞り，学校・家庭・

地域が一体となった「学びのシステム」の構築を目指して実践に取り組んだ。 

 少人数のよさを生かす学習指導では，授業の中に，「フラッシュ学習（ＩＣＴ機

器を活用した振り返り学習）」と「トライ学習（教師が見取る演習）」を位置付け，

授業をパターン化したり，「個人カルテ」により個に応じた指導を徹底したりすること

により，理解が遅れがちな児童が減少し，全体的に学力が向上した。 

表現力を育む学習指導では，学習過程や学習形態を工夫した話合い活動や「こ

とばタイム（語彙を豊かにする活動）」などを実施することにより，表現することを苦

手と感じる児童が少なくなってきた。 

学校・家庭・地域が一体となった「学びのシステム」の構築では，「夢現塾」な

どの学び直しの場や児童を称揚する場を設けたことにより，主体的に学習に取り組

もうとする児童が増えてきた。また，学校の取組に対する保護者の理解が進み，学

校と家庭との信頼関係が高まった。 

キーワード 

小規模校の「強さ」と「弱さ」 

授業のパターン化 

個人カルテ 

伝え合う力の育成 

学びのシステム 
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２ ．実践目標と取組内容 

 

小規模校の「強さ」と「弱さ」には様々なものが考えられるが，本実践では小規模校の「強さ」を少人数，「弱

さ」を表現力に絞り，学校・家庭・地域が一体となった「学びのシステム」の構築を目指して取り組むことにした。 

 具体的には，児童一人一人に確かな学力を身に付けさせるため，少人数という本校の強みを生かし，１時間の

授業や単元（領域）で形成的評価を確実に行い，個に応じた指導を徹底することにした。小規模校の「弱さ」で

ある表現力については，双方向の豊かな表現力を育むため，授業の中で小集団での話合い活動やＩＣＴの活用

を充実するとともに，教育課程の中に「ことばタイム」や児童が方法を工夫しながら進んで表現する場を設定し，

計画的に実践を進めることにした。実践のもう一つのねらいである，将来に役立つ望ましい学習習慣を身に付けさ

せることについては，学校・家庭・地域が一体となった「学びのシステム」を構築するとともに，学校ホームペー

ジ等を活用して家庭や地域への周知・啓発を積極的に行うことにした。 

なお，実践に当たっては，校内におけるＰ ＤＣ Ａサイクルが効果的に機能するよう全国学力・学習状況調査や

標準学力調査（東京書籍）などの客観的な資料に基づき，児童や保護者等の変容を数値により考察するようにし

た。また，本校は全教職員に占める若年教員の割合が高いので，授業研究の機会を増やし，実践目標を達成する

ためには，どのような実践を行っていけばよいかを具体的に示すようにした。 

 

３ ．実践の実際 

 

（1）少人数のよさ（小規模校の強さ）を生かす学習指導 

  1）基礎的な学習内容の見取り（評価）を位置付けた授業のパターン化 

  小規模校の「強さ」の一つは，常に授業が少人数で

行えるということである。児童数が 30 人を超える学級

では，一人一人の定着の様子を授業中に演習帳や学

習プリントなどを使って確認するのに多くの時間がか

かるが，少人数であれば，児童に演習やまとめなどを

させている間に，学級全員の定着の様子を確認するこ

とができる。 

そこで，こうした小規模校の「強さ」を生かすため，

左の図１のように「基礎的・基本的な学習内容の定着

を図る授業パターン（授業パターン①）」を決め，全て

の児童が授業の最初に提示した授業のねらいに到達

できているかどうかを，教員が授業中に小テストなどを

使って直接，見取るようにした。 

まず，この授業パターンでは，二つの見取りの場を

設けることにした。一つ目は，授業の最初に行う「フラ

ッシュ学習」である。「フラッシュ学習」とは，プレゼン

テーションソフト等を使って，本時の内容を学習する上

で大切な基礎的・基本的な学習内容や，単元（領域）

の中で確実に身に付けさせたい学習内容を５分程度

の短い時間で何度も反復させ，定着を図る学習である。

授業のねらいに到達させるためには，全ての児童が同

じスタートライン（既習事項がある程度定着できている

状況）に立っておく必要があると考え，1時間の授業の

最初に位置付け，前学年の学習内容なども含め，繰り

図１ ．授業パターン① 
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返し学習できるようにした。また，このフラッシュ学習は，一斉の学習形態でテンポよく行うようにしているが，学習

の途中ではグループや個人の学習形態を取り入れ，学級全体だけでなく，個人の学習の到達状況も把握できるよ

う配慮しながら実施した。 

授業パターンにおける見取りの二つ目は，「トライ学習」である。基礎的・基本的な学習内容についての指導を

終えた後，教科書や演習帳などにある練習問題を解かせ，できた児童から教師が採点することにより，本時の学習

内容がどの児童もきちんと理解できているかを教師自身が確実に見取るようにした。なお，この教師の見取りによ

り，理解が８割未満の児童には個別に再指導し，できるだけ 1 時間の授業の中で，全員の児童が授業のねらい

を達成できるようにした。 

  2）「個人カルテ」等に基づく個に応じた指導の徹底 

27・28年度調査の結果から，学習内容を十分に

理解していない児童の割合が，全国と比較してや

や高いという課題が明らかになった。その原因には

様々なことが考えられるが，児童自身ができること

は何で，できないことは何なのかを正しく把握して

いなかったり，教師は児童ができていないと分かっ

ていても授業等で意図的・計画的に対応してこな

かったりしてきたことが主な原因ではないかと考え

られる。 

 そこで，児童が自分の学習状況を把握し，教師

も児童の自己評価を生かして授業改善ができるよ

う，右の図２のような「個人カルテ」を算数科にお

いて作成し，それを用いて授業やその他の時間に

個に応じた指導が適切に行えるようにした。 

また，「個人カルテ」は，白表紙に貼って保管し，

単元の学習終了後，テストといっしょに返却するこ

とにより，保護者が学習内容の理解の状況を踏ま

えて子どもを支援できるようにした。 

 加えて，理解の遅れがちな児童に対しては，授

業中の支援だけでなく，家庭での様子などを含め，

個の学力・学習状況を諸調査から具体的に把握し

た上で，全教育活動を通じ，指導また支援すること

が大切であるので，学級の中で特に指導・支援を

要する児童については，学力向上のための「個別

の指導計画」を作成し，様々な場面で個に応じた

指導が徹底できるようにした。 

（2）表現力（伝え合う力）を育む学習指導 

  1）表現力を育むための学習過程や学習形態等の工夫 

 小規模校の「弱さ」の一つは，表現力である。幼少期の頃から人間関係が固定化され，特に多くのことを話さ

なくても自分の気持ちを理解してもらえたり，いろいろな人と出会い，知らない人とも話をしなければならない場面

が少なかったりするため，進んで自分の考えを表現しようとする意欲や，相手に分かってもらえるように，話す内容

や方法等を工夫して表現する力が弱い。 

そこで，こうした小規模校の「弱さ」を克服するため，次頁の図３のように本校が目指す「表現力」を定義する

とともに，図４のように「伝え合う力を育む授業パターン（授業パターン②）」に基づき，小集団，全体での伝え合

いを中心に授業を組み立て，実践した。 

図２ ．個人カルテ 
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  2）豊かな表現力を身に付けさせる「ことばタイム」や表現の場の設定 

 ア 表現することの楽しさを味わわせる「ことばタイム」の実施 

表現力を育むためには，表現することの楽しさを味わわせたり，語彙を豊かにしたりすることが大切である。 

 そこで，月・水・木・金曜日の８時 00分から８時 10分の 10分間を「ことばタイム」として設定し，読書や音

読・暗唱の活動などに取り組ませた。 

イ 方法を工夫しながら，進んで表現する場の設定 

 本校児童は，へき地小規模校のためか，主体的に活動したり，進んで表現したりしようとする意欲や態度に欠け

るところがある。特に，島外に出て，知らない人といっしょに活動したり，自分の考えや意見を相手に伝えたりする

ことが苦手な児童が多い。 

 そこで，次の図５，６のように，集会活動だけでなく，学校行事や総合的な学習の時間などを利用して，方法

を工夫しながら，進んで表現する場を意図的に設けるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ．表現力の定義 

図４ ．授業パターン② 

図５ ．かみ研キッズ 図６ ．修学旅行でふるさと紹介 
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また，互いのよさを認め，高め合う力を醸成するため，図画工作科の作品には，「自分の感想」に加え，「友だ

ちの感想」も書かせるようにし，友だちの作品のよさを感じ取り，そのよさを書いて相手に伝える場を設けた。 

（3）学校・家庭・地域が一体となった「学びのシステム」の構築 

  1）『みんなの学習クラブ』を核とした「学びのシステム」の構築 

小学校学習指導要領解説には，「当該学年までに学習する内容の確実な定着を図ることが必要」と書かれてい

るが，27・28 年度調査の結果を見てみると，本校は学習内容を十分に理解していない児童の割合が全国に比べ

やや高く，塾に通っていない児童の割合も全国に比べて高い。 

こうした学校の実態を受け，右の図７のように，学校や家庭にあるパソ

コンやタブレットを活用し，（株）日本コスモトピアが作成・提供している『1)

みんなの学習クラブ』を使って学習できる場を授業以外に四つ設定した。

一つ目は，昼休みのパソコン室の開放である。児童によってはパソコンや

プリンターがない家庭もあるので，誰でも自由にパソコンを使って，学習プ

リント（2）ｉ プリ）をダウンロードして学習できるようにした。また，１階マ

ルチルームに低学年用のパソコンを設置し，バーコードリーダーで学習プ

リントが簡単にダウンロードできるようにした。二つ目は，毎日行っている

「3)チャレンジタイム」での活用である。教師は事前に「チャレンジタイム」

で学習する国語や算数の学習プリントを支援員の協力を得て印刷してお

き，それを 15 分間の「チャレンジタイム」の時間に使って学習させるよう

にした。三つ目は，５・６年生を対象とした放課後に行う「夢現
む げ ん

塾
じゅく

」である。児童は個人の「進度表」に従って，

学習プリントをダウンロードして学習を進め，理解の遅れがちな児童には，教師や支援員等が個別に指導する機会

を設けるようにした。四つ目は，家庭での『みんなの学習クラブ家庭配信版』の活用である。ＩＤを児童一人一

人に与え，パソコンやタブレットのある家庭では，個々の進度に従って自主学習ができるようにした。 

このように，児童が『みんなの学習クラブ』を活用しながら学習の振り返りを行う場を複数設けることにより，教

職員や保護者等の学習支援の下，分からないことを分かるようにしながら，当該学年までに学習する内容が確実に

身に付けられるようにした。 

  2）「夢現塾」による学び直しの場の設定 

本校スローガン「子どもたちの夢を現実にする学校」にあるように，子どもたちの夢を実現させるためには，基

礎的・基本的な知識や技能を確実に習得させることにより，自己に対して自信をもたせ，児童一人一人の可能性を

広げていくことが大切である。 

そこで，５・６年生の希望者を対象に，算数の学び直しができる場「夢現塾」を開講し，複数の教師と弓削商

船高等専門学校の学生「弓削っ子サポーター」で月・火・木・金曜日に，『みんなの学習クラブ』を使って約 30

分の補充学習を行っている。弓削っ子サポーターに積極的に関わってもらうため，児童が間違った問題をどのよう

に解いたのか弓削っ子サポーターに説明するようにした。 

  3）主体的に学習に取り組もうとする意欲や態度の育成 

ア 弓削っ子応援ゆるキャラ「カミジマン」の活用 

 児童の活動意欲を向上させるため，（株）インターナル

デザインのご協力を得て，弓削っ子応援ゆるキャラ「カミジ

マン」を作成した。 

この弓削っ子応援ゆるキャラ「カミジマン」を，学校だよ

りや学校ホームページなどに登場させることにより，児童に

「目標をもって，自らが進んで活動すること」の大切さや，

母校弓削小学校を愛する心情を育むことができるようにし

た。 

 

図７ ．学びのシステム 

図８ ．「カミジマン」学習シール 
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また，弓削小学校Ｐ Ｔ Ａと同窓会のご協力を得て作成した「カミジマン」学習シール（図８）を主体的に学習

活動などに取り組んだ児童を称揚する際に活用し，学習への意欲化を図った。 

イ 主体的に自主学習に取り組んだ児童の表彰 

 児童の学習意欲を維持・向上させるためには，目標をもたせ，達成できたことを称揚する場を設けることが大切

であると考え，「学びのシステム」の中で使った全ての学習プリントを一つのファイルに綴じさせ，基準を設けて表

彰するようにした。 

また，それぞれのポイントに達成した児童の名前を学校ホームページに「今週の 100ポイント達成者」として毎

週掲載し，家族はもちろん，多くの人からその努力を認めてもらえるようにした。 

  4）家庭・地域と連携して，望ましい生活習慣や学習習慣を身に付けさせるための工夫 

ア 学習強調週間の実施 

 小学校学習指導要領解説には，「低・中学年

において学習習慣を確立することは極めて重

要であり，家庭との連携を図りながら，宿題や

予習・復習など家庭での学習課題を適切に課

すなど家庭学習も視野に入れた指導を行う必

要がある。」と，家庭との連携を図りながら学習

習慣を確立していくことの大切さが述べられて

いる。 

 そこで，毎月，月初めの第１週を「学習強調

週間」と位置付け，起床時間，朝食，学習時

間，テレビ等の視聴時間（ゲームを含む），睡

眠時間を，右の図９のように児童に記録させ，

学習強調週間中は毎日，保護者に確認してもら

うようにした。 

また，調査票を学級担任が確認・得点化し，

目標が達成できた児童は称揚するようにした。 

学期末の個別懇談会では，学習時間とテレ

ビ等の視聴時間について集計した懇談資料を

渡し，小学校の早い段階で生活習慣や学習習

慣を確立させることが大切であることや，子ども

の実態を正確に捉え，ただ叱るのではなく，し

っかりと話合いを行い，家庭内でルールを作る

ことが重要であることなどについて話題に出し

ながら，懇談を進めるようにした。 

 

 

イ 学校ホームページ等を活用した家庭や地域への周知・啓発 

学習強調週間での子どもたちの様子が分かるように，学校ホームページに毎月「家の人のコメント」を掲載し，

各家庭でどのように指導・支援していけばよいかを具体的に啓発するようにした。 

また，子育てに不安を感じている保護者が少しでも自信をもって取り組めるよう，次頁の図 10のように，必要に

応じて「家の人のコメント」に学校側からもコメントを加えて学校ホームページに掲載することにした。 

さらに，学校ホームページに「子育てＱ＆Ａ」のコンテンツを設け，しつけを始めとする子育てに悩みをもつ保

護者が参考にできるようにした。 

 

図９ ． 生活・学習習慣調べ 
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４ ．実践のまとめ 

 

（1）確かな学力について 

本校児童の学力状況の変容を，平成 29・30年度全国学力・学習状況調査（以下「29・30年度調査」という）

の結果を基に，27・28年度調査の結果と比較しながら見てみると，次の図 11のとおり，全国の平均正答率を 100

とした場合の本校の全国との平均正答率の差は，平成 27・28年度は全国とほぼ同程度か，下回っていたが，平

成 29・30年度は，全ての教科で全国を上回った。特に，国語Ｂ と算数Ｂ は，年を追うごとに着実に向上してきて

いる。 

また，国語と算数の正答数分布状況を見てみると，次の図 12のとおり，平成 29・30年度は，国語も算数もＡ・

Ｂ ともに全国の平均正答数を下回っている児童の割合は全国の割合を下回り，目標としていた 30％を切った。 

図 10． 家の人のコメントと学校側からのコメント 
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図 13．標準学力調査から見た本校の学力状況 
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次に，平成 30年２月に全学年を対象として実施した標準学力調査（東京書籍）の結果から，全国の平均正答

率を 100 とした場合の本校の全国との平均正答率の差を見てみると，前頁の図 13 のとおり，国語，算数とも全て

の学年で全国を上回った。 

 また，国語と算数の正答数分布状況を前頁の図 14のように，Ⅰ～Ⅳ（Ⅰ：国語・算数ともに全国の平均以上，

Ⅱ：国語は平均以上 算数は平均未満，Ⅲ：国語は平均未満 算数は平均以上，Ⅳ：国語・算数ともに全国の

平均未満）の４ つのグループに分けて見てみると，国語・算数ともに全国の平均正答率を下回っている児童の割

合は 21.1％で，どの学年も目標の 30％を切った。 

（2）豊かな表現力について 

29・30 年度調査にある記述式問題（Ｂ問題）の調査結果を基に，表現力の状況を 27・28 年度調査の結果と

比較しながら見てみると，全国の平均正答率を 100 とした場合の本校の全国との平均正答率の差は，学力の状況

と同様に，平成 27・28 年度は全国とほぼ同程度か，下回っていたが，平成 29・30 年度は国語，算数とも全国

を上回った。 

また，平成 30 年２月に全学年を対象として実施した標準学力調査（東京書籍）にある記述式問題の調査結果

を全国の平均正答率と比較しながら見てみると，次の図 15のとおり，全国の平均正答率を 100 とした場合の本校

の全国との平均正答率の差は，２年生の算数を除き，上の全国学力・学習状況調査の結果と同じく，全国を上回

った。 

次に，平成 30年９ 月に全校児童を対象に実施した「伝え合う力に関するアンケート」の結果を見てみると，「友

だちの意見や考えを進んで聞いている（設問３）」「自分の意見や考えを相手に伝えることは大切だ（設問９）」と

思っている児童の割合は，ほぼ 100％で，積極的肯定意見の割合も約８割と高い。しかし，「進んで自分の意見

や考えを友だちに伝えている（設問１）」「分かりやすく自分の意見や考えを友だちに伝えている（設問２）」「友だ

ちの意見や考えを聞いて，友だちのよいところを参考にしたことがある（設問８）」と思っている積極的肯定意見の

割合は 50％を下回り，否定的意見の割合が 10％を上回っている。また，「自分の意見や考えを相手に伝えること

は，得意である（設問 10）」「自分には，よいところがある（設問 11）」と思っている積極的意見の割合は 40％を

下回り，否定的意見の割合が 20％を上回っている。 

（3）望ましい学習習慣について 

 平成 28年度から導入している『みんなの学習クラブ家庭配信版』の活用状況（平成 29年４月～平成 30年７

月）を利用者の全校児童に占める割合から見てみると，利用者の割合は学年初めの４月と夏休みの８月に３割か

ら４割まで減少しているが，他の月は平均して６割から７割の児童が，『みんなの学習クラブ家庭配信版』を利用

して学習できている。また，全ての学習プリント（ｉプリ）をファイルに綴じさせ，100 ポイントごとに認定するよう

にしているが，平成 29 年度は，７割を超える児童が目標の 300 ポイントを達成した。1000 ポイントを超えた児童

も７名おり，そのうちの１名は，3000ポイントを達成することができた。 

 次に，29・30年度調査における児童質問紙調査の学習時間に関する設問の結果を見てみると，「普段（月～金

曜日）に２時間以上勉強する」児童の割合は平成 29・30年度とも，全国と比較して低い。しかし，「１時間以上
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図 15．標準学力調査（東京書籍）における記述式問題の調査結果 
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２時間未満勉強する」児童の割合は９割を超えており，家庭での学習時間が確実に確保できるようになった。 

平成 29年度（調査期間 10か月），平成 30年度（調査期間３ か月）に実施した学習強調週間中の家庭学習の

平均時間を見ても，個人差はあるものの，目標としている「学年×10分＋ 20分」の学習時間がどの学年も確保で

きるようになった。 

（4）学校と家庭との信頼関係について 

 毎月実施している「生活・学習習慣調べ」にある保護者のコメントを見てみると，当初は子どもに厳しかった保

護者が，少しずつ子どもの様子を具体的に見て，頑張ったことを認め，褒めるようになったものや，子どもの行動

から自分の関わり方を見直すようになったものが徐々に増えてきた。 

次に，保護者の集団構造の分析から学校と保護者との信頼関係を見る「P-TRUST 2017」（愛媛大学）により，

平成 28・29年度の結果を見てみると，次の図 16のとおり，平成 29年度は，「適応」集団の割合が信頼される学

校の目安となる 35％を上回るとともに，「回避」集団が減って，「適応」集団が増えた。 

また，「P-TRUST 2017」のうち「適応比率×回収率」で求める「関係的信頼係数」を見てみると，次の図 17の

とおり，平成 29 年度は，信頼される学校の目安となる 28 ポイントを 20 ポイント程度上回り，平成 28 年度と比べ

も５ポイント以上高くなった。 

 

（5）課題と今後の取組 

1）少人数のよさを生かす学習指導について 

確かな見取りを位置付けた授業パターンによる授業を行ったり，「個人カルテ」や「個別の指導計画」に基づき，

個に応じた指導を徹底したりしたことにより，全体として学力が向上した。日々の実践の中で理解の遅れがちな児

童への指導・支援を特に意識して実践してきたが，全ての児童に一定程度の学力を身に付けさせるためには，個

の実態を様々な視点から正確に把握し，家庭との連携をより一層図りながら，計画的に個別指導を積み上げていく

ことが必要である。 

2）表現力（伝え合う力）を育む学習指導について 

 小集団での話合い活動を充実したことにより，学力面では知識・技能を活用する力が伸びた。「ことばタイム」

や表現の場を設定することにより，物怖じせず人前で表現することが少しずつできるようになってきた。しかし，自

己肯定感が低く，表現の工夫といった点では，まだ不十分な点が見られるので，今後は今まで以上に教育課程全

体を通して伝え合う力を育む必要がある。 

3）学校・家庭・地域が一体となった「学びのシステム」の構築について 

 学校・家庭・地域が一体となった「学びのシステム」を構築できたことにより，保護者から積極的な協力が得ら

れるようになり，望ましい生活習慣や学習習慣が身に付いてきた。また，学校ホームページ等で，子どもたちの学

びや家庭での取組の様子を継続して家庭や地域へ周知・啓発したことにより，学校と家庭・地域との信頼関係が

高まった。今後は，より多くの保護者から一層の協力が得られるよう，各取組の内容や方法について引き続き検討

していきたい。 

 

５ ．おわりに 
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図 16．P-trust（愛媛大学）による保護者セグメント 
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研究主題「小規模校の『強さ』を生かし，『弱さ』を克服するための学習指導等の在り方 －学校・家庭・地

域が一体となった『学びのシステム』の構築を目指して－」の下，教職員はもちろん，児童も保護者も，みんな

が一つになって実践に取り組んできた。結果として，児童は，『みんなの学習クラブ』を活用し，主体的に学習に

取り組むことができるようになってきた。また，教職員は，Ｉ Ｃ Ｔ 機器を積極的に活用し，基礎的・基本的な学習

内容を定着させ，伝え合う力を育成するための授業が行えるようになってきた。自己肯定感の育成など，まだまだ

改善すべきことはあるが，全国学力・学習状況調査の結果などに少しずつ成果が見られるようになり，児童も教職

員も「やればできる」と実感でき，自信が芽生えてきているように思う。 

 研究としては，本年度が最終年度となるが，本実践は日々の実践を地道に積み重ねていくものなので，今後も

学校教育の質の向上を目指し，「チーム弓削小」ではなく，家庭や地域との連携・協力をより密にした「チーム弓

削」として，焦らず，じっくりと実践を深めていければと思う。また，4)本居長世作詞・作曲による本校校歌の歌詞

にある「進みてやまぬ人となれ」をしっかりと胸に刻み，「進みてやまぬ学校」となれるよう改善を積み重ね，「子

どもたちの夢（ゆめ）を現実（げんじつ）にする学校」にしていきたいと思う。 

 

註 

1）みんなの学習クラブ 

 インターネットを使って，各学年 4教科（中学校 5教科）の学習プリントが「定着」・「標準」・「発展」と習熟度別にダウン

ロードできるもので，学習内容をアニメーションで解説した「マルチメ解説」は学校の授業だけでなく，家庭でも活用すること

ができる。 

 2）ｉプリ 

  「みんなの学習クラブ」からダウンロードできる学習プリントの通称 

3）チャレンジタイム 

 月曜日から金曜日までの 13時 35分から 13時 50分の時間帯で行っている国語科と算数科の帯学習の通称 

 4）本居長世 

「七つの子」「青い眼の人形」「汽車ぽっぽ」などを作曲した童謡作曲家 
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１ ．はじめに 

 

筆者は，中学校教諭 18 年，泉大津市（以下「本市」）教育委員会 2 年，大阪府教育委員会事務局（現在大

阪府教育庁）11 年，中学校長 1 年の勤務を経て，平成 25 年 3 月，教育長に就任した。その際痛感したのが自

治体間格差である。これまで日本全国ほぼ同水準であった義務教育が，地方分権の時代を迎え，首長や教育長

の考え方や自治体の財政状況に大きく左右され始め，学級定員の切り下げ，いわゆる自治体独自の少人数学級

編制（青木 2013），小中一貫教育（呉市教育委員会編 2011），コミュニティ・スクール（以下「CS」）（佐藤晴

雄 2017）といったこれまでにない形の学校や取組みが地域の独自性を背景に生まれ，成果を上げてきている。 

筆者は，平成 28年 4月に開設された兵庫教育大学教職大学院教育政策リーダーコースに 1期生として入学し

た。その理由は，財政が豊かで人材が多彩な大きな市に負けない先進的な教育行政を，小さな自治体で実現す

るにはどうすればよいかと考えた時に，指導主事を中心とする事務局職員一人ひとりの資質向上とその前提として

教育長自身の資質が先進的な教育行政実現のための大きな要素の一つであると考えたからである。また，平成 27

年 4 月の新教育委員会制度施行に伴い，教育長の権限が強化されるとともに責任の所在が明確化され，同年 12

月に筆者も新教育長となり責任の重さや影響力の大きさをより痛感するようになったこと，先進的な教育実現のた

めに，本市が積極的に推進した大学連携を通して，地域課題解決のために大学の知を生かそうとする大学の研究

者の姿が身近にあったことも理由である。 

以上の問題意識に基づき，本稿では，教育行政のトップリーダーである教育長として，本市における就学前・

小・中一貫教育及びコミュニティ・スクールの推進に関わるこれまでの実践と今後の展望を報告することを目的と

する。 

 

要約：現在，多くの自治体は学校施設，社会教育施設が老朽化し，財政的な負担も

勘案しながら更新を進めなければならない状況にある。筆者（冨田）は，平成 25 年 3

月の教育長就任以来，地方分権の中で小さな自治体の教育委員会が，いかにして先進

的な取組みを推進するかという課題意識を持ち，兵庫教育大学大学院で教育政策理論

を学び，質問紙調査や全国先進事例でのフィールドワークを通して，小中一貫教育やコ

ミュニティ・スクールの可能性と実現に向けた教育長の役割について研究してきた。 

そこで，本稿では，就学前と社会教育をも包含する新たな独自の小中一貫校の形を

提案するとともに，都市化した市域における新たな CS と小中一貫教育校実現に向け，

教育長として着実にかつ具体的に進めた実践を報告する。 

 

実践報告 

キーワード 

小中一貫教育 

コミュニティ・スクール 

幼小連携 

学校施設の改善 

教育長の役割 
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２ ．本市の教育の現状と取組みの背景 

 

（1）本市の学校教育の現状 

図 1 は，教育長就任以降の本市の一貫教育と CS に関連する取組み状況である。まず，本市教育の特徴の一

つは就学前教育である。1 小学校区に 1 幼稚園を整備し，平成 11（1999）年度から全 8 幼稚園で 3 年保育を開

始するなど，泉大津市幼稚園教育振興計画に基づき，先進的に公立幼稚園教育の充実に取り組んできた。しかし

ピーク時の総園児数 1434人・94 クラス（平成 16年度）から，平成 24（2012）年度には同 886人・44 クラスに

まで急減したことを受けて，平成 30（2018）年 4月には公立で市内 3園目の幼保一体型認定こども園を開園する

など，他に先駆けて子ども子育て支援新制度への対応も進めてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本市の一貫教育の取組み（就学前から高校まで） 

 

しかし，既に認定こども園化した園以外の公立幼稚園 5園では予想を超えて入園希望者が減少し始め，小学校

区にそれぞれあった公立の幼稚園・認定こども園のうち 1幼稚園の 3歳児入園希望者が激減し 5名となり，平成

29（2017）年 6月，市長から 2年後の統合の方向性が打ち出された。 

次に，本市の「いじめ」「不登校」「学力」等の義務教育の現状と課題について述べる。まず「いじめ」につい

ては，教職員一人ひとりが抱え込まず組織対応することを大前提に，些細なことから把握し解消率 100%をめざす

取組みを推進したことによって，認知件数は急増した。現在は，見守りも含めた解消の取組みを推進している。次

に「不登校」については，小学校から中学校へ進学段階で大きく増加し，出現率はこの間高止まりの状況が続い

ており，国，大阪府の出現率を上回っている。そのため，昨年（平成 29年）度から月 3日の欠席により学校から

市教委への報告と組織対応の充実を進めている。「学力」については，幼小連携に加え全小学校で乗り入れ授業

の実施，市単費の少人数指導教員の配置等，これまでの小学校段階の取組み成果が表れ始めており，中学校へ

つなぐことが課題となっている。なお，本市小・中学校は，平成 18（2006）年 4 月，2 小学校を 1 校に統合し，

現在 8小学校 3中学校はすべて適正規模である。 

 

（2）社会教育の現状と取組み 

次期学習指導要領においては，社会に開かれた教育課程がキーワードの一つであり，社会教育の果たす役割

はますます重要となっている。筆者は，財政難を背景に進められた社会教育部廃止と人員削減への対応として，

教育長就任以降，大学連携事業による新たな知見の活用による社会教育体制強化を図ってきた。まず，市内の様々

な団体の長のみで構成されていた社会教育委員会議（構成員 7 名）のうち 3 名を，社会教育，文化，スポーツ

保幼小中連携の実践段階 
平成 25 年度 
・全中学校区に「小中一貫教育推進協議会」設置。 
・A中学校区で２ 小学校への乗り入れ授業（算数）開始。 
・近隣府立高校４校と市立全中学校で「協議会」設置。 
平成 26 年度 
・小中合同授業力向上研修会，ICT機器活用委員会等の開催。 
・文部科学省調査研究受託 
 「アプローチカリキュラムとスタートカリキュラムの研究」 
平成 27 年度 
・全市立中学校から全小学校への乗り入れ授業を展開。 
・アプローチカリキュラム，スタートカリキュラム教員向けリーフレ 
ット完成・配付。 

・管理職研修と全体教員研修（小中一貫教育）開催 
（講師：文部科学省教育制度改革室） 

平成 28 年度（大学院入学，先進地調査をはじめ教育政策理論を学ぶ） 
・Ｂ小学校でスタートカリキュラムの市研究指定。 
・全中学校区で小中学校の児童生徒や教職員の交流深まる。 
（小中学生合同清掃活動，部活動等体験授業，中学生の小学校訪問，
中学校教員による理科実験公開授業や授業研究協議，合同教科会議
や教職員スポーツ大会等） 

 

就学前を含む小中一貫教育 

・CS 研究・実践段階 
平成 29 年度（大学院で政策提言をまとめ学会発表） 
・「教育はまちづくり」との考えのもと市長部局との連携 
強化。新しい市立図書館，新しい学校構想等 

・「泉大津市教育みらい構想有識者会議」学校現場と教育 

委員会事務局合同で有識者とともに勉強会を開催し，  
「新しい学校像」を構想。 

・兵庫教育大学大学院で一貫教育とCSについて研究。 

平成 30 年度 
・「泉大津市教育みらい構想有識者会議」 
 ２ ９ 年度の勉強会をさらに発展させ，市全体の教育のみ 

らいとまちづくり構想策定をめざし，新たな検討開始。 
・文部科学省平成３ ０ 年度「学校運営協議会の設置・拡
充 

に向けた調査研究事業」受託。研究課題「コミュニテ 
ィ・スクールの仕組みを生かした学校と地域社会の持 
続可能な連携・協働体制のモデル構築」 



学校改善研究紀要 2019  実践報告 

 

165 
 

分野の連携大学の 3 人の研究者に委嘱した。さらに，公募市民１ 名を加えたことによって，社会教育委員会議の

議論が一気に充実した。さらに，専門分野を持つ大学研究者との連携事業を開始し，大学との連携が日常的なも

のとなった。それら新たな取組みを進めたのは，教育長就任時に，0名から 5名（現在）へと増やしたコーディネ

ーター役の社会教育主事である。次に，行政主導から市民協働への転換を図った。事務局の人数が潤沢であっ

た頃，職員が担っていた様々な団体や団体連合体，協会の事務局を自主運営へと少しずつ促した。また，イベン

トのプランニングや運営に若者が実行委員会形式で参画したり，市民ボランティアによる学校図書館の地域開放事

業や総合型地域スポーツクラブ設立をめざすなど，市民と協働した取組みの構築を図ると共に，これらの新たな方

向性を市民に広く発信するため，平成 27年から 3年間，市長も参加して「生涯学習フォーラム」を開催した。 

 

（3）取組みの背景 

先述した状況の中，筆者は，さらに教育長として，今後の子どもの数の動向等本市の現状を踏まえ，地方分権

の時代の新たな展開を研究・検討し，今後の就学前教育も含めた新たな全体構想の構築をめざして，「ハード面

も含めた本市の教育の在り方」について早急に議論を始めなければならないと考えていた。その検討の開始を決

断した具体的な理由は以下の 3点である。 

1 点目は，「泉大津市公共施設適正配置基本計画」（平成 29 年 6 月）において，老朽化が激しい学校施設や

社会教育施設の計画的な更新が求められており，特に公共施設の 50％以上を占める教育施設の総量 15％削減へ

の具体的な対応が求められていることである。 

2 点目は，「いじめ」や「不登校」「学力」といった不易な課題解決への取組みと，平成 29 年 1 月に就任した

新市長の公約である中学校給食の早期実施の対応等，新たな教育課題の解決やまちづくりの観点を含んだ先進的

な取組みを可能とする学校施設，教育施設への転換をいかに図るかという課題意識である。 

3点目は，平成 22年に施工実施された上條小学校の耐震工事が，その後の法改正もあって，現在の公的基準

を満たしていないということが，平成 28年 8月に明らかとなったことから，上條小学校校舎の改築等早急な対応が

必要になったことである。 

このような背景のもと，新しい学校を創るにあたっては，今求められている社会教育との関連や就学前教育も含

めた小中一貫教育を視野に入れ，市全体の教育体制の構築をめざして，地域の方々とともにある学校としての CS

の設置が重要ではないかと考え，研究・検討・取組みを始めたのである。 

 

３ ．保幼小中連携の実践段階の取組み（平成 24～28年度） 

 

筆者が中学校校長であった平成 24 年 11 月，本市教育委員会からの要請を受けて本市で初めて「小津中学校

区小中一貫教育推進協議会」を立ち上げた。筆者が積極的に取り組んだのは，当時学力向上の取組みにおいて，

特に家庭教育に関して小中連携の必要性を痛感していたからである。また，その年度末に，大阪府教育委員会が

新たな取組みとして中学校から小学校への乗り入れ授業を推進する事業を始めたことを受けて，本市第 1号として

当時の研修主任である数学科教員を平成 25年度から校区小学校に派遣することを決めた。 

教育長に就任した平成 25年度以降，全中学校区で「小中一貫教育推進協議会」を立ち上げ，生徒指導や学

力向上をはじめ様々な切り口での小中学校合同担当者会の開催など，各校様々な取組みがなされた。乗り入れ

授業も全中学校区に拡大した。平成 27年度には，文部科学省教育制度改革室室長補佐を 2度にわたって本市に

招聘し，管理職研修及び全体教員研修会を開催した。 

 また，就学前教育では，平成 26 年度，市内幼稚園 2 園において，大学研究者が入った保育内容充実のため

の研究を推進し，文部科学省調査研究事業を受託し，「アプローチカリキュラム，スタートカリキュラム」の研究を

進めた。中高連携については，本市から進学する生徒が多く隣接している近隣府立高校 4校，府立支援学校 1校

と，市立中学校 3 校とで「隣接中高連絡協議会」を立ち上げた。自主的に立ち上げた協議会は，合同の授業研

究や研修，出前授業，高校生による意見発表等に取り組み，教員の資質向上，生徒が夢を持って自らの進路につ

いて考えることや高校段階での中退防止をめざしている。泉大津市教育振興基本計画（平成 28 年 3 月）の基本
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理念「つながりからはじまる学びの環」の実現に努めている。 

 

４ ．就学前を含む小中一貫教育・CSの研究・実践段階の取組み（平成 29年度） 

 

筆者は，就学前を含む小中一貫教育と CS に関して，教育長としての実践と同時に大学院で研究を進めた。そ

こで，本節では，その成果等を述べる。 

 

（1）小中一貫教育と CSに関する学校・保護者・地域住民の意識調査 

小中一貫教育と CS について，市内の学校・保護者・地域住民の 3主体はどのような意識を有しているのか，

意識の異同は何であるのか等について実態把握のため 3主体に対するアンケート調査を実施した。 

1）調査の概要 

調査は，学校関係者として本市全小中学校の校長・教頭・首席（主幹教諭）33名（以下，「学校」），保護者

として本市 PTA協議会役員 22名（以下，「PTA」），地域関係者として市内全自治会長 77名（以下，「自治会」）

を対象に実施した。学校は，平成 29（2017）年 6月 6日校長会終了後に実施し，全 33名（100％）から回答が

あった。PTAは，前同 3日市 PTA協議会総会にて実施し，16名（72.7％）から回答があった。自治会は，同年

5 月 20 日自治会総会にて実施し，52 名（67.5％）から回答があった。調査項目は，池田他（2016）を参考に，

学校運営，学校支援，地域貢献から成る全 15項目を設定した。 

2）調査の結果と考察 

選択肢は，「4 そう思う」～「1 そう思わない」の 4段階である。各選択肢を 4点～1点とし，一元配置分散

分析をおこなった結果が表 1である。表下の注に示しているように，①結果の読み取りにおいては，2.5（中央値）

以上を肯定的意識，2.5未満を否定的意識とし捉えるため，各主体において 2.5以上には下線を引いている，②主

体間において最も平均値の高いものを太字としている，③項目左の番号はアンケート用紙の番号である，④多重

比較は，Tukey 法である，⑤検定結果は，***：p<.001，**：p<.01，*：p<.05 を意味する。以下では，結果の

読み取りを記述する。 

 

表１  学校と地域に関する学校関係者・PTA役員・自治会長の意識：一元配置分散分析 

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

 1．教育方針・取組みを積極的に発信 3.39 0.61 3.13 0.74 2.63 1.06 ** 学＞自**  

 2．地域ニーズ・意見反映システム 2.82 0.77 2.46 0.88 2.17 1.00 * 学＞自**  

 3．学校の教職員は親しみやすい 2.97 0.66 3 .47 0.83 2.29 1.05 *** 学＞自**、P＞自***

 4．先生は良く頑張っている 3.03 0.54 3 .64 0.50 3.03 0.74 ** P＞学**、P＞自**  

 15．小中一貫教育の推進 3.14 0.76 2.83 1.27 2.95 1.08

 5．地域人材を活用した授業の実施 2.38 0.87 2 .77 0.73 2.64 0.78

 6．地域が登下校の見守りに積極的に関与 3.36 0.93 2.93 0.96 3.40 0.89

 7．学校の環境整備に関わってる 2.79 0.82 2.50 0.80 2.62 0.96

 8．地域等の協力で授業・教育が充実 3.27 0.72 3.20 0.86 3.22 0.72

14．地域ぐるみの教育支援は健全育成に効果的 3.91 0.29 3.38 0.81 3.53 0.77 * 学＞P*、学＞自*

 9．学校の地域行事への協力 2.94 0.88 2.71 0.91 2.17 1.03 ** 学＞自**  

10．地域と一緒の活動機会の有無 3.03 0.85 2.79 0.80 2.45 1.08 * 学＞自*

11．地域はネット・地域行事へ積極的参加 3.16 0.72 2.36 0.67 2.45 0.98 ** 学＞P*、学＞自**

12．学校に関わることで地域が活性化 3.58 0.56 3.31 0.79 3.17 0.96

13．学校を良くすると地域もよくなる 3.84 0.37 3.31 0.87 3.63 0.63 * 学＞P*

領
域

項　目

学校関係者 PTA役員 自治会長

F検定 多重比較

学
校
運
営

学
校
支
援

地
域
貢
献

注1：各主体において2.5以上には下線を引いている。また、主体間において最も平均値の高いものを太字としている。なお、項目左の番号はアンケート用紙
の番号である。
注2：多重比較は，Tukey法である。
注3：検定結果は，***：p<.001，**：p<.01，*：p<.05を意味する。
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学校は，15 項目中 12 項目で最高点であり，学校と地域の関係について全体として肯定的に捉えており，自己

評価も高い。PTAは肯定的意識が 13項目，自治会も肯定的意識が 10項目である。特に PTAは，「3.学校の教

職員は親しみやすい」，「4．先生は良く頑張っている」で教職員を高く評価していることがわかる。 

3主体とも肯定的意識を持っている項目は 8項目で，特に 3.0以上で肯定的意識の高い項目 4項目（項目 8，

14，12，13）は，「地域と学校が協力することで学校も地域も良くなる」ということで，3 主体ともそのような状況

を重視していることが分かった。一方で，3 主体とも比較的低位なのは学校が地域のニーズを十分受け止めてい

ない（項目 2），地域行事への協力の少なさ（項目 9），地域人材の授業への活用（項目 5）である。 

3主体の意識の差に注目すると，「学校運営」と「地域貢献」の領域に有意な差が認められるものが多い。「学

校運営」では，「1.教育方針・取組みを積極的に発信」では，自治会が有意に低い。「3.学校の教職員は親しみ

やすい」でも学校と自治会の間に有意な差が認められる。項目 3 と 4「4.先生は良く頑張っている」では，PTA と

自治会の間にも有意差が見られ，学校に関わる機会の頻度により学校への肯定的理解度が左右されているのでは

ないかと思われる。また，「学校運営」の領域のうち項目 1，2，3，4では自治会の回答では「わからない」がそ

れぞれ 30％以上あることも大きな課題と考えられる。「地域貢献」では，「9．学校の地域行事への協力」「11．

地域はネット・地域行事へ積極的参加」が学校と自治会間で有意な差が大きい。項目 9 では，学校は地域行事

に参加しているつもりであり，項目 11では，自治会と PTAの回答が，学校との間に有意な差が見られ，共に 2.5

を下回ったことも注目できる。つまり，地域住民も自治会関係の特定の住民以外はそれほど地域行事に参加でき

ていないということである。もし，学校が地域行事に積極的に参加することで，逆により多くの市民の参加を呼び込

むことができたらどうだろうか。地域にとって学校は，そのような可能性を有するのではないか。 

学校の自由記述では，小中一貫教育に関して「先生方の負担軽減」「併設型小中一貫校をめざし例えば『4-3-2』

と区切り設定も変更すればよい」「強力に推進すべき」「中一ギャップの解消につながる」「9年間の系統性が確保

できる」など管理職の肯定的意見が多い一方で，「小中学校の位置関係から難しい」「仲介役が必要」「小中のス

テップは大切」など課題を指摘する意見も多く，「ビジョンがはっきりしない中で推進しても成果は出ない」「何を

もって一貫にするのかが大切」「一貫校の利点や地域ニーズを検証してから進めていくべき」等の意見もあり，「教

職員の意識改革」も含めて推進方法に関する意見も多かった。また，CS等学校と地域との関係については，「学

校が主体的に運営すべき」「学校運営がより複雑になる可能性」「勉強不足で，よくわからない」と，小中一貫教

育と比較して，CSは地域住民だけでなく管理職等の学校関係者についてもほとんど理解されていなかった。 

総括すると，3主体ともに学校や教職員に対して，基本的には肯定的意識を持っているものの，特定の項目につ

いて認識の差が大きい。自治会は学校についてわからないことが多い中で，学校に対し，より一層の情報発信と，

共に地域を良くするための積極的な動きとを期待している。また，3主体とも地域の協力は授業等教育の充実につ

ながることは認識しているが，それはまだ十分進んでいない。互いに協力し合うことで地域も学校も共に良くなる

と考えていることには，大きな可能性が看取される。しかし，管理職を中心とする学校関係者の自由記述から，小

中一貫教育については管理職研修や教員全体研修を繰り返しているにもかかわらず消極的な意見があり，CSに至

ってはほとんど理解が進んでおらず，教職員の理解が大きな課題であると考えられた。 

 

（2）先行研究の検討及び先進事例の訪問調査に基づく検討 

ここでは，上記のアンケート調査に加えて筆者が実施した先行研究の検討及び先進事例の訪問調査を踏まえた

筆者の考察内容を示す。 

小中一貫教育と CS は，成功例とともに失敗例も見られる。「そもそも何のために小中一貫教育をめざすのか，

いま一つ明確でない取組み事例がかなり多い」（高橋 2014，p.198）といった指摘がなされることが多い。そのよ

うな中，先進事例（自治体，学校）では，小中一貫校も CS も，何のためにそのことに取り組むのかという目的が

明確であったことがその後の成果に結びついたものと推察される。すなわち，明確な目的や適切な方法の採用等

によって，いじめや不登校問題に代表される中一ギャップ，9 年間一貫したカリキュラムによる学力向上，社会に

開かれた教育課程や教職員の意識改革や働き方改革に寄与する可能性が高いと言えよう。 

１ ）小中一貫教育は本市にとって有効か  
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文部科学省（2015）が，小中一貫教育を実施している全国の自治体及び公立小中学校を対象とした調査（以

下，「実態調査」）によれば，「中一ギャップの緩和など生徒指導上の成果」「学習指導上の成果」「9年間を通し

て児童生徒を育てるという教職員の意識改革」の 3項目について，「小中一貫教育推進のねらいとしている」との

回答が自治体及び実施校ともに 90%を超えている。本市でも，課題解決の効果的手段として，本市の特性・状況

を鑑みた上での小中一貫教育の制度化を構想・推進することについて，その有効性が想定され得る。 

２ ）CSは本市にとって有効か 

大阪府では，平成 12（2000）年から市町村教育委員会と連携し，府内のすべての中学校区(政令市を除く)で，

野口（2004）の「0才から 15歳までの子どもをおらが村の子どもたちとして地域で責任を持とう（p.53）」と，「地

域教育協議会」(すこやかネット)事業を開始した。平成 20（2008）年度からは，「学校支援地域本部事業」が，

平成 23（2011）年度からは，「学校支援地域本部」「おおさか元気広場」「家庭教育支援」の 3つの教育支援活

動の中から市町村が選択して取り組む「教育コミュニティづくり推進事業」が展開されている。教育コミュニティと

は，教育や子育てに関する課題を学校，家庭，地域の団体・グループ等が共有し，課題解決に向けた協働的取

組みを意味し，これまで学校が背負い過ぎた様々な課題に対し家庭や地域も応分の役割を果たすという考え方に

基づく。それと比較すると，初期の段階でスクールガバナンス機能改善が強調された CSの考え方は，あくまで学

校改善の文脈で語られるがゆえに，大阪府では CSが進んでこなかったものと考えられる。しかし，大阪府の「教

育コミュニティづくり」が，「三者が一体」のあいまいさが残ったまま，「学校支援地域本部事業」へと転換したこ

とは，結果的に学校を核とすることにつながった。現在ではソーシャル・キャピタルの充実に着目した CS が多く

出てきたこと，地教行法が改正され努力義務化されたことで，一気に機運が高まり，CSが進むことが推察される。 

本市では，「4（1）」で詳述した学校教育と PTA，自治会の意識に関する調査結果の分析から，学校教育に一

定の肯定的意識を持ちつつも，「学校運営」や「地域貢献」では改善の余地が多くあり，改善により学校教育の

みならず地域全体が良くなると誰もが考えていることが明らかになった。そのような状況のもと本市にあった形での

CS導入は大きな可能性を秘めている。 

３ ）新たな学校像 

ア 就学前教育からの系統性を担保すること 

国の実態調査では小中一貫教育に取り組む学校のうち幼小接続を見通した教育課程の編成・実施に至っていな

い例が全体の 9 割を占めるが，就学前教育との一貫性を推進することは，これまで就学前教育に力を入れてきた

本市の大きな特徴となる。今後の施設面の充実により内容や時期によって 5 歳児の指導の場を主として小学校と

することが可能となり，アプローチカリキュラム，スタートカリキュラムが自然に行えるようになる。幼小一体に関連

して，先進校の幼小人事交流については，大変有効であると理解しているが，任命権者が異なるため，小中学校

間の人事交流よりもかなりハードルが高い。 

本市の小中一貫教育については，開始段階では施設分離型であることは物理的に予想されることである。しか

し 1校でも施設一体型が存在すると，そこを拠点として教職員の相互理解や様々な取組みが飛躍的に進む可能性

が高い。耐震工事の問題を抱える上條小学校をはじめ学校施設の更新時期が順次間近に迫っていることはピンチ

であるが逆にチャンスでもあり，この機会を逃せば次は数十年後となる。京都市で行われているように様々な形態

の小中一貫教育を参考に工夫し，施設一体型の良さを取り入れる必要があろう。 

イ 地域と共に歩む学校をめざすこと 

前出の実態調査の成果を再度取り上げると，「小中一貫教育推進のために取り組んでいる事項」の設問で最も

多いのは「地域住民，保護者，学校関係者による推進協議会等の設置」が 34%，次いで CSの推進が 26%とい

う結果が出ており，小中一貫教育と CSは親和的であると分析されている。従来の組織体制のままでは立ち行かな

くなるという現状認識は，CS をはじめ地域とともにある学校づくりが求められる背景とも軌を一にする。東京都三

鷹市の実践に見られるように，CSが学校支援の方向で機能すれば，小中一貫教育の最大の課題である教職員の

負担感の解決策となる可能性もある。しかし，佐藤（2016）が，スクールガバナンス機能を有する学校運営協議

会ほど多様な活動を行い，その顕著な成果を指摘するように，旧来の大阪の「学校支援地域本部事業」の延長

線上にとどまらず，スクール・ガバナンスを効かせた CS と小中一貫教育との一体的な推進の意義は極めて大きい。 
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（3）泉大津市教育みらい構想有識者会議の設置 

平成 29年度，大学院での研究と並行しながら，事務局内部の研修会的な位置づけで泉大津市みらい構想有識

者会議（以下「みらい会議」）を設置・開催した。メンバーは筆者を含め事務局から学校教育担当課，社会教育

担当課及び学校現場から小中学校校長先生，大学研究者 2名（主として社会教育と CSの専門家）である。「社

会に開かれた教育課程の実現」，「今後の新しい理想の学校像」，「小中一貫校と CS の可能性」等の協議内容に

ついて，率直な本音の議論から本市の新しい学校像を探った。結果，本市がめざす新しい学校像として「小中一

貫教育校と CS」を具体的に進めることとし，平成 30年度，文部科学省「学校運営協議会の設置・拡充に向けた

調査研究事業」に手を挙げ，受託することが決定した。 

 

５ ．就学前を含む小中一貫教育・CSの研究・実践段階の取組み（平成 30年度） 

 

（1）取組みの全体像 

平成 30年度，小中一貫教育と CSの実現に向けた具体的な取組みの全体像は図 2の通りである。事業実施の

頭脳部分として，前年度設置したみらい会議において，本市社会教育委員であり教育振興基本計画策定委員でも

ある和歌山大学教授 A氏を座長として，文部科学省の CSマイスターでもある兵庫教育大学教授小西哲也（本稿

筆者），小中一貫校を含めた学校建築に詳しい大阪市立大学工学部教授 B 氏，教育内容に関して同大学文学部

准教授 C氏，本市の学校園現場の代表及び教育長等を委員として構成した。また，必要に応じて市長も加わるこ

と，さらに具体的な学校建築の調査研究を B氏に委託することとした。 

図２  平成 30年度事業実施体制図 

 

（2）小中一貫校と CSの具体的な取組み 

先進校では小中一貫教育と CSの取組みを，同時に取り組んでいるところやどちらかを先行して取り組んでいると

ころがある。本市では平成 30年度文部科学省「学校運営協議会の設置・拡充に向けた調査研究事業」に取り組

む際に，小中一貫教育も CS も同一モデル校区，小津中学校区での推進をめざすこととし，本年度内に CS を先

行し学校運営協議会をまず立ち上げて，学校運営協議会の場も活用して，そこで新しい小中一貫校（義務教育学

校）についての細かな検討を進めていくことが有効と判断し進めることとした。 

小中一貫校については，最初の対象校である上條小学校を建替え，小津中学校と条東小学校は長寿命化とし

ていた当初のイメージを変更し，施設一体型など効果が高いものにできないかという点から検討を始めた。 

具体的な取組みを進める上で重要なことは，市長部局，議会，教職員，地域の理解とともに推進することであ

る。これは主として７ 回開催（予定も含む）のみらい構想研修会を中心として図られたが，以下（３ ）～（８ ）

はそのための中心的な取組みである。 
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（3）平成 30年度第 1回みらい会議 

4月 19日開催の平成 30年度第 1回みらい会議では最初に市長も交え，CSは年度内に導入し，その後小中一

貫教育校をめざす方針を確認した。B氏のもとで，全国の義務教育学校，小中一貫教育校の事例を集め，分類し

ながら，本市の学校配置などの現状を踏まえ，施設面における具体的なプラン作りに着手することとなった。以下

はその際の前提条件である。 

○みらい構想の未来はおよそ 20年とし，その間に小学校 8校，中学校 3校全校を小中一貫校に転換する。 

○CS構想のもと，学校と地域の相互連携のもと，地域拠点としての学校をめざす。 

○当面は学校の統廃合は考えず，中長期的視点として，将来の児童・生徒の減少への対応を考慮する。 

○泉大津市公共施設適正配置基本計画と連動し，学校施設の適正配置，施設の複合化の視点を持って，公共施設のコンパクト化， 

縮減（15％減）を検討する。 

○第 1期として小津中学校区に取りかかる。 

通常，市長との連携調整の場としては総合教育会議があるが，この会議では，年度当初に，市長が参加し有

識者とも十分議論し意見交換したことにより，その方向性が定まった。 

 

（4）第 1回みらい構想研修会（熟議） 

第 1 回「熟議についての研修会」（平成 30 年 6 月）では，講師として小西を招聘し，モデル校区小津中学校

区 3校から，校長，ミドルリーダー，地域人材（学校運営協議会委員候補者）の参加を得て CSにおける熟議に

ついて，具体的な課題を設定して協議するなど実際の活動を通して学んだ。 

 

（5）第２ 回みらい構想研修会 

第 2回（「平成 30年度小津中学校区教職員夏季研修会」）（平成 30年 8月）では，小津中校区３ 校の全教職

員を対象に，「コミュニティ・スクール入門編」と題し，兵庫教育大学准教授諏訪英広（本稿筆者）を招聘して，

CSの意義と課題を学んだ。諏訪との綿密な調整のもと，事前に 3校の全教職員を対象とするアンケートを実施し，

教職員が有する期待や不安を踏まえた上で，他自治体の事例等を用いた研修であった。 

 

（6）先進的な取組みに学ぶ 

9 月 29 日第３ 回みらい構想研修会として，平成 30 年度大阪府立布施高校Ｐ Ｔ Ａ研修会で横浜市立東山田中

コミュニティハウス館長（NPO法人まちと学校のみらいの代表）竹原和泉氏の講演会に参加した。竹原氏は，学

校の敷地内に CSの拠点となることを想定して建てられたコミニティハウスの公募館長に専業主婦から応募し，地域

と学校を結ぶコーディネーターとして活躍し，その活動は全国的に注目されている人物である。  

CSの本来の在り方はどうあるべきかということについて大変参考となる講演であった。また，学校現場や市議会

厚生文教委員長も含め総勢 12 名が参加した。11 月 2 日には大阪府初の施設一体型の義務教育学校として平成

28年開校し，今年 CS となった守口市立さつき学園を，教育委員 4名全員を含め 16名で視察見学した。 

さつき学園は段階的に 3小学校 1中学校を 1校の義務教育学校としたものだが，その施設の素晴らしさ，特に

これからの新しい教育内容を支える最新の施設設備と，4校を 1校としてまとめることによる効率性を反映して財政

投入していることがよくわかった。12 月 18 日，山口県光市立浅江中学校を，1 月下旬には横浜市立東山田中学

校を事務局，各校ミドルリーダー，学校運営協議会委員等で視察見学する予定である。 

 

（7）施設から見た義務教育学校の新しい形 

小中一貫校は「多様性」，「関係性」，「空間の大きさ」という点で大きな可能性がある。「多様性」は単独校で

は得られないヒト（児童・生徒・教師・地域・集団），モノ（空間・物的環境）・コト（学習・生活・特別活動）

の多様化であり，「関係性」はこれらの多様なヒト・モノ・コトによる創発，「空間の大きさ」とは一体になることに

より多様なサイズが用意できるという事である。小中学校間の活動の連携を高めるための施設計画，学校建築を
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考えた場合，「施設一体型」が最も連携が高まり，「隣接型」「施設分離型」と次第に連携促進という点では弱く

なっていく。本市の学校や地域の現状を踏まえ，どのような一貫教育校が考えられるか，以下はその一覧とその長

所短所を端的に表したものである。 

 

表 2 施設から見た一貫教育校の種類とその評価 

分類 
施設分離 
Ⅰ型 

施設分離 
Ⅱ型 

施設分離Ⅲ型 
一体型 
＋分離型 

施設一体 
Ⅰ型 

施設一体 
Ⅱ型 

施設一体 
Ⅲ型 

施設一体 
Ⅳ型 

内 

 

 

容 

分離型の小

中一貫校 
学舎共用ネ

ットワーク 
幼低校と中高学

年一貫校 
一部の小学

校のみ一体 

小学校区単
位の小中一
貫校 

適正規模断
行型 
 

中学校区 
統廃合型 
 

School in A 
school型 

既存施設の
活用，一部交
流共用スペ

ース 

学年，理系，
文系，芸術系

等特徴ある
校舎を全校
共用。 

0歳から小 4の
幼低校，中学校
と 5，6年の中高
学年校 

1小 1中の
一体型と他
校の分離設 

中学校を小
学校区に合

わせて分割
し，小学校と
一体化。 

全小・中学校
区を効率優

先で 6校の
小中一貫校
に再編統合。 

中学校区を
尊重し，３ 校
の小中一貫

校に再編。 

中学校区で
全校独自性

を保持しつ
つ一か所に
集める 

容易さ・成
果 × ▲ △ △ ○ ○ ○ ○ 

適正規模 △ △ ▲ ▲ ○ ○ × × 

敷地校舎
面積 ○ ○ △ △ ○ ○ × × 

再編等手
続き ○ ○ ○ ○ △ ▲ × × 

配置バラ
ンス ○ ○ ○ △ ○ ○ × × 

公共施設
再編寄与 × × × △ △ ○ ○ ○ 

 

（8）教育みらい構想フォーラム（第４ 回みらい構想研修会） 

10月 27日（土），教育みらい構想フォーラム（兼第４ 回みらい構想研修会）を開催した。B氏から具体案が示

され，説明者や助言者の立場で守口市立さつき学園校長 D氏とワークショップ形式で疑問点などを出し合い意見

交換した。この時にも市議会にも呼びかけ，一般市民とともに数名の市議会議員の参加があった。現在，さらに

第 3，4回みらい会議で検討中である。図 3は，そのうち 6つについて小津中学校区を想定したイメージ図である。 

 

図 3 小津中学校区を想定した一貫教育校イメージ 

 

これまでの検討でも施設一体Ⅰ型のパターンが様々な面で効果が高いのではないかという意見が出ている。小

津中学校を二つに分割し，それぞれの小学校と 2校の義務教育学校にするという案である。これは，教育効果が

高い施設一体型の義務教育学校を適正規模で作りやすく，今後少子化になっても小学校が統廃合される可能性は
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低い。公共施設の老朽化に対し，一定規模で既に耐震化もできている学校という施設が，各地域に残るのも良い。

しかも小学校区単位なので，地域とともにある学校づくり CS との親和性も感じられ，極めて効果が高いように思え

る。さらに学校施設は一つひとつが少しずつ大きくなるが 1中学校削減は，財政的成果も見込め，本市公共施設

適正配置基本計画にも則っている。 

課題は，中学校の規模の縮小だが，そこは学校毎の距離が極めて近い都市部ならではの対応により，中学校

教員の複数校兼務や部活動の拠点校統合方式等により，1校ずつ独立で行うよりも施設的にも指導面等のソフト的

にも効果があるのではないかと考えられる。また，中学校教員の配置人数も市全体で見れば増加が見込めると推

察される。 

 

６ ．おわりに 

 

根幹となる 9 年間の一貫したカリキュラム策定等「学校への支援体制の整備」については，高橋（2014）によ

れば，「教育委員会事務局の体制が脆弱なため，学校に任せっぱなしとなり，教職員のみが過大な負担に苦しみ，

市町村格差も拡大している」という。CS も同様であり，教育委員会事務局の体制整備を図り，取組みの指導・支

援をすることが重要である。一方的に教育委員会から全校 CS と決定することは，初めから形骸化を促進するよう

なものであり，先進地では教育委員会がしっかり取組みを支える体制を取っている。 

本市では今後，1月中旬には学校運営協議会を立ち上げ，そのメンバーとともに横浜市立東山田中学校の視察

見学を計画中である。ここでは学校に隣接してコミュニティハウスを立ち上げて学校と地域を結ぶ拠点として，学校

の辛口の応援団（竹原氏の言葉）をコーディネーターに地域とともにある学校づくりを進めている。この形は本市

がめざす理想に近く，新たに公民館配置の社会教育主事を「教育みらい構想委員」として 11月に委嘱した。義務

教育学校（小中一貫校）の形についても，これまで三鷹市をはじめ都市部では財政的な状況から施設分離型とな

る可能性が高く，本市でもそう考えてきた。しかしこの間の研究で，施設一体型の効果は高く，可能であれば誰も

が施設一体型の義務教育学校を推進することが理想であると考えているのである。児童生徒数の減少を背景に，

小学校区を地域拠点として大事にしながら，これまでより小さな中学校を上に置き，地域とともにある義務教育学

校としていく取組みは，今後都市部で注目を集める可能性があり，本市としては是非成功させたいと考えている。 
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１ ．問題の所在と研究の目的 

 

（1）問題の所在 
筆者（松本）は，平成 27年度まで A市（注 1)教育委員会学校教育課において，教育施策の立案・企画を担

当してきた。主に，学力向上施策について企画立案・実践を行ってきた。その過程で学力向上の成否において，

教育委員会・学校・学年・学級それぞれのレベルにおける PDCA サイクルの在り方や学校と教育委員会の関係

の在り方が関係しているのではないかと考えるに至った。 

平成 28年度は生涯学習課の職務に従事し，社会教育の視点から学校を見ることで，新たな気づきがあった。と

りわけ，地域社会における学校の在り方である。新学習指導要領に述べられている，社会に開かれた教育課程の

実践を通して，学校が地域，保護者とつながる取組が今後は重要になってくると捉えている。そのためには，学校

教育目標（コンセプトやビジョン）を地域と学校で共有化することはもとより，教育活動を地域に開く取組から地域

を巻き込んだ取組へとつなげていくことが重要である。例えば，地域住民へ授業を開き，ともに学ぶ環境づくりを

構築していくことは，大人の学びの姿を目のあたりにする子どもたちの学習意欲向上につながるはずである。学校

の「学びの場としての機能」を充実させていくことができれば，教職員の意識変革が起こり，授業改善や学力向

上など様々な学校改革を実現できるのではないかと考えている。 

平成 29 年度からは，A 市公立学校教頭として赴任している。先述した A 市の学力向上を中心とした課題解決

の一端を担っており，現任校においても，学力向上が目下の課題であると捉えている。学力向上という課題解決を

図るためには，基本的な生活習慣，心の教育，学習習慣など地域や家庭との連携や中学校区での校種間連携な

どが欠かせないと捉える。こうした課題を解決し，効果的な学校経営を行うためには，教職員，保護者や地域の理

解，協力，支援を得ることが必須である。家庭・地域との連携協働には，互いの「関係性(つながり)を深めること」

要約：筆者（松本）は，市教育委員会において，学力向上施策の企画立案・実践

を行う過程で，学力向上の成否において，教育委員会・学校・学年・学級のレベル

における PDCA サイクルの在り方や学校と教育委員会の関係の在り方が関係してい

るのではないかと考えるに至った。また，地域に信頼される学校づくりのためには，

社会に開かれた教育課程の実践を通して，学校が地域，保護者とつながる取組が

今後は重要になってくると捉えている。そこで，A市における学力向上に焦点を当て

て，地域に信頼される学校づくりの在り方を明らかにすることを目的とする。「連携協

働を基盤とした学校づくり」により学力向上や生徒指導上の課題解決を図り，結果改

善を図ることができた C市における訪問調査を通して，成功要因を明らかにし，A市

との比較分析を踏まえて，A市における今後の改善策を提案する。 

キーワード 

学力向上施策 

地域に信頼される学校づくり 

地域連携協働 

市教委と学校の関係性 

学校経営 

実践報告 
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が重要な鍵となると考える。例えば，地域住民が学校を核としてつながっていくことができる仕組みの導入である。

そのためには，学校支援地域本部事業，学校評価システムなど，これまでの取組を包含したコミュニティ・スクー

ル（以下，「CS」）を効果的に導入していくことが重要であると考える。そうすることで，先述した教育委員会・学

校それぞれのレベルの PDCAサイクルの改善が起こる可能性がある。そして，学校長を中心とした地域協働によ

る信頼される学校へ向けた経営改革から教職員の意識変革へとつなげていくことで，A 市の学力向上を図ること

ができると捉えている。こうした営みが「学校の学び」を地域社会に開き，学校が地域の核となり「地域社会のつ

ながり」を形成する（A市のキャッチフレーズ「教育からのふるさと創造」）ことであり，公立学校の地域における

存在意義を深めることとなる。 

 

（2）研究の目的と方法 

以上の問題意識より，本研究では，A 市における学力向上に焦点を当てて，地域に信頼される学校づくりの在

り方を明らかにすることを目的とする。さらに，A 市の今後の改善の方向性を研究するために，A 市とは異なる方

向性の取組を行っている C市(注 2)を比較対象事例とする。C市は，「地域との連携協働を基盤とした学校づくり」

により学力向上や生徒指導上の課題解決を図り，結果改善を図ることができた好事例であることがその理由である。

C 市における事例調査を通して，その成功要因を明らかにし，A 市との比較分析を踏まえて，今後の改善の方向

性を提案する。 

まず，A 市においては以下の調査を実施した。①A 市の学力向上アドバイザー（X 大学大学院 Y 教授）への

インタビュー調査（平成 29年 7月 28日実施）②A市学力向上推進に関わった X大学院生へのアンケート及びイ

ンタビュー調査（平成 29年７ 月 20日～30日アンケート調査実施，平成 29年 8月 7日インタビュー調査実施）

③A市学力向上推進に関わった A市 Z校長へのインタビュー調査(平成 29年 8月 8日実施）｡ 

C市においては以下の調査を実施した。①B県 C市の教育施策推進に関わった C市教育長・教育行政職員へ

のインタビュー調査（平成 29 年 8 月 9 日実施）②B 県 C 市の学校管理職へのインタビュー調査（平成 29 年 8

月 9日，10日実施）③同 D中学校生徒へのインタビュー調査（平成 29年 8月 9日実施）。 

 

２ ．A市における学力向上施策の成果と課題 

 

（1）A市における学力向上施策への転換 

 平成 25 年 11 月に就任した新市長は，平成 26 年度当初の施政方針における市長公約として，「教育の復活」

を掲げた。市長の求める「教育の復活」における最重要課題は，「基礎学力の向上」であり，平成 26 年度の施

政方針では教育施策の継続性の観点から表現が幾分抑えられていたものの，「全国トップレベルへの学力向上」

という明確な学力重視の表現に変わった。「全国トップレベルへの学力向上」という分かりやすいものさしをもって

教育成果を測り市民の信頼を得るという新市長の戦略であったと考えられる。この学力向上路線への転換は，平成

25年 12月下旬に選任された新教育長によって，さらに加速された。 

長年，A 市及び A 市教育委員会の総合計画，教育振興基本計画策定や教育委員会事務事業評価に関わって

きた X 大学大学院 Y 教授に対するインタビュー調査（以下で詳述）において，Y 教授は，当時の教育施策の実

施状況を「予算獲得なき工夫」という状態であったと語っている。これまで成果の見えなかった状況に対して，教

育委員会内においても，平成 25年度に策定中であった同市教育振興基本計画（後期）策定検討時に，教育委員

より，学力向上や就学前教育等の施策推進に関して具体的かつ抜本的な取組の重要性が指摘されていた。Y 教

授は，教育振興基本計画の下位計画として，学力向上プラン，就学前教育プラン，学校施設将来構想等の策定の

必要性を指摘していた。翌平成 26年度から，Y教授との連携協力による「学力向上施策」が開始された。さらに

は，平成 27 年度，A 市教育委員会は，新教育長制度に移行することにより，市長部局と密接に連携した教育行

政を可能とし，積極的に予算獲得をすることにより，様々な教育施策を展開していくこととなった。 

 

（2）A市における学力向上施策の成果と課題 



松本・諏訪・小西：地域に信頼される学校づくりに関する研究 

176 
 

A市における学力向上施策はどのような成果を生み出し，いかなる課題が残されたのだろうか。そこで，Y教授

に対するインタビュー調査の結果を主たるデータとしつつ，Y教授とともに A市学力向上施策推進に支援を行った

同コース大学院生(平成 27 年度修了生)，A 市学校管理職，A 市中堅教員に対するインタビュー調査のデータも

用いながら，以下で成果と課題を述べる。 

学力向上施策推進前の A市の姿について，Y教授は，次のように語っている。 

 

Y教授：ゼロからのスタート，マイナスからのスタートという感じです。要するに無為無策，その理由は，県のバックアップがな

いということです。それと２ 点目が，教育委員会にそういう機能がなかったということです。つまり，学力向上について専門的

に取組をする部署がない。しかも指導主事も十分にいないので，学校に対する影響力も少ない。教育委員会と学校とのパイ

プの目詰まり，風通しの悪さを感じていました。 

 

こうした状況を改善するため，A市教育委員会は，Y教授を学力向上アドバイザーとして迎え，学力向上施策推

進に取り組むこととなった，成果として，以下の点が挙げられる。 

第一は，県の施策的なバックアップの少ない中，市長・教育長の強いリーダーシップと一貫した姿勢により，A

市は教育改革のスタート地点に立つことができたことである。それは，市長部局と市教育委員会及び市議会が連

携した教育関係予算額の増加（総額約 1，000万円）に表れている。例えば，市統一学力調査（小学校 3～5年

国語・算数，中学校 1～2 年国語・数学）の実施，問題作成支援システムの導入，放課後学習支援員の配置，

学力向上スーパーティーチャーの配置等に見られる学力向上関係予算の獲得である。 

第二は，校長や中堅教員を巻き込んで，様々な学力向上施策を実施していくことにより，教育委員会事務局と校

長，中堅教員とのパイプがつながってきたことである。平成 26年度以降，学校管理職や学力向上担当者に A市

の学テ結果や各校の位置や詳細な実態を知らせることによって，危機感を共有し始めることができたと思われる。

また，学力向上推進の組織として「学力向上推進部会」を改めて設置して，各校の推進教員を市教委と学校側で

情報交換を十分に行いながら，将来の人材育成を視野に入れて，選任していったことである。 

第三は，先述した「着手小局」（Y教授）の具体的な施策が生み出され機能し始めたことである。第四は，全

国学力・学習状況調査（以下「学テ」）の「結果へのこだわりからプロセスへの動き」へと教育施策が変化してき

たことである。例えば，学テ結果の詳細な内容に着目し，基礎的な学習内容の定着が課題であった時期には，問

題作成支援システムの導入，放課後学習支援員の配置等により，補充学習へ力点を置いた。また，活用問題の「書

く力」の向上をいかに図るかが課題であるとされている現段階では，学力向上スーパーティーチャーによる若手教

員への巡回指導，各校の授業公開，取組の共有化等を行ったりする取組が行われている。第五は，教育長の一

貫した姿勢と予算獲得へ向けた強いリーダーシップ，市長との太いパイプにより，教育委員会事務局が機能し始

めてきたことである。こうした施策の展開について，Y教授は次のように評価している。 

 

Y教授：最初は学テの結果を上げる，手の打ち所が分かってないのですよ。ですから，様々な施策をする内に手の打ち所が分

かってきた。具体的に言うと，書く力が弱いといった所が見えてきた。それで一番成果があったと思われるのは，学テの分析

ですよ。そして，２ つ目が市の統一テスト。（略）５ 点目は，それを実施する校長がいたということです。それが，Z校長。

最初に赴任した中学校でやってみて成果が出た。その中学校区でも成果が出た。例えば，家庭学習習慣カードを作り，それ

を中学校区に広げて，Z校長が自分の中学校と中学校区単位を動かしたというのは，大きいと思いますね。 

 

次に課題について述べる。 

第一は，学テの「結果分析のプロセス」に学校が関与しておらず，大学院生チームによる採点と分析に頼って

いたことである。第二は，市の学力向上推進部会と学校や中学校区における学力向上に関する組織が十分に連動

していないことである。第三は，学テの結果を実際の授業で改善するために，求められている思考力・判断力・表

現力について，教員がともに語り，具体的な改善策を提案し合える学校文化が醸成されていないことである。例え

ば，小学校における授業研究においては，発問・展開の在り方等が研修の中心であり，学力向上をもたらす授業
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モデルの策定・共有化・共通実践など組織的な取組への反映について話し合われていないことが多いことがうか

がえる。第四は， 家庭・地域に向けて情報公開し，課題解決に向けて取組を共有していく仕組みが有効に機能し

ていないため，学力向上の目的や諸課題について学校・家庭・地域の共有化がなされていないことである。例え

ば，年度当初の学校要覧において学校評価結果の全てを公開している学校は一部である。実態や抱えている課題

の共有化には程遠い状況であると言えよう。今後，中学校区の学校長がイニシアチブをとり連携して，実態・学校

評価結果・今後の方針や具体的な取組を明示していく説明責任が求められていると考える。第五は，学力向上施

策を推進する上での関係者の役割を明確化するための教育委員会事務局や学校管理職の強いリーダーシップや

専門的な指導・助言が不足していたことである。 

今後に向けた姿について，Y教授は次のように語っている。 

 

Y教授：一番重要な施策というのは，学校教育の活性化だと思うのですよ。学校教育が充実するような中期的，長期的な展望

で人も育てるし，予算もとるし，人数も増やすしというのがまず１ つだと思うのです。教育委員会事務局に関する経営資源の

充実，これが今後の課題の一つですよね。２ 点目は，やっぱり学校なのですよ。（略）管理職の一枚岩感，本市をよくしよ

うとする，管理職としての同僚性。これがちょっと薄いと思うのです。もう少し本市全体に目を向けてもらっていいのかと思い

ます。 

 

以上見てきたように，A市における学力向上施策の推進において，教育委員会の学校支援の在り方や学力向上

PDCA サイクルの在り方を指摘することができる。また，教育委員会の施策推進に対して，学校長が主体的に捉

え，家庭・地域に向け課題の見える化を図るために，学校評価結果や児童生徒の実態にかかる情報提供を積極的

に推進することが必要である。そうすることで，地域全体(中学校区)を巻き込んだ特色ある取組を連携して推進し，

学校文化を創造しようとする姿勢へ発展していくと考えられる。さらに，教育委員会と学校管理職，中堅教職員との

パイプの弱さ等，地域教育経営の基盤となる学校文化をどのように醸成するかが今後の課題であると考えられた。

こうした教育効果を高めるための影響関係の重要性について，露口（2016b）は，「学力向上や落ち着いた学習環

境形成のためには，親と子ども，子ども相互，子どもと教師，教師相互，教師と保護者，保護者相互，学校と地

域等の校区をとりまく様々な組み合わせの『つながり』が重要である（p.200）。」と指摘している。このことからも，

地域との信頼関係を核として，教育効果を高めるための「つながり」の醸成に焦点を当てた取組が重要な要素で

あると考えられる。 

 

３ ．B県 C市における学力向上施策・学校経営の改善施策に関する事例調査 

 

本研究では， 「連携協働を基盤とした学校づくり」により学力向上や生徒指導上の課題解決を図り，結果改善

を図ることができた地域の教育委員会・学校の好事例として，B県 C市に注目した。平成 29年 8月 9日，10日，

市の教育施策推進に関わった C市教育長・教育行政職員・学校管理職・同市立 D中学校生徒へのインタビュー

調査を行った。以下，その概略と得られた仮説的見解について述べる。 

 

（1）C市教育委員会における「連携協働を基盤とした学校づくり」 

  教育長は，平成 22年度に就任した。就任時の思いとして，「教職員の資質能力の向上」「きめ細かな指導体制

の充実」「つながり(地域との連携協働)」が語られた。その基本方針に基づき，就任以前より推進研究が開始され

ていた CS について，平成 24 年度より本格的に取り組むこととし，準備期間を経て，平成 26 年度より市内すべて

の学校を CS とした。 

 

C 市教育長：子どもたちが地域の中のいろんな人とふれあいながら，いろんな体験を通して，いろんな方からほめてもらうこと

によって，子どもたち自分自身が充実感を感じたり，満足感を感じたり，そういうことによって，本市の子どもは，全国学力・

学習状況調査の質問紙調査の「自己有用感」，「自分のいい所があると思いますか」という質問に対して，肯定的な回答の
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割合がものすごく高い。たしかに子どものやろうという意欲につながる取組だなということを実感しながら取り組むことによっ

て，教員も本気になっていったということです。小中連携を中心とした校種間連携を進めてきて，今は中学校区での目指す

「15歳の子ども像」を共有して，地域の皆さんと一緒に今進めています。 

 

この語りから，教育長が捉える CSの成果は，子ども自身が地域の様々な人々とふれあいながら，地域貢献

活動を通して，地域の人々にほめられることで充実感，満足感，自己有用感を伸ばしていき，学力向上・人

間形成の基盤となる意欲そのものを向上させていることであることがうかがえる。 

 また，市教委指導主事からは，CSの取組に集約しながら，小中連携教育や若手教職員の授業力向上をめざし

た「授業の C」(注 3)という自主研究グループによる教職員研修，特別支援教育を核とする一人一人の子どもたち

への行き届いた支援体制，生徒指導の充実等が相俟って，学テの結果における好成績につながってきたのではな

いかとの語りがあった。 

 

C市学校教育課長：C市の中でも一体感が出て，若手同士のパイプをつなげるということがありますね。指導主事 と若い人

たち，やたらと仲良いんですよ。自分はなかなか入れない。（略）それがまた若手の先生たちの育成になり，指導主事がぽ

んと学校へ行った時でも，教育委員会という感じではなく，いつも話をしている先輩が来たという感覚になっている。だから，

いろんなことを学校でも相談できる，市教委でも相談できる。副産物ですけど，そういう育成にもつながっていると思います。 

 

C市学校教育課長：コミスクをやってきて，ほんとに地域の人が頻繁に学校に入る。行事がないのに学校へ入ってくるようにな

ると，ほんとの学校の姿を見てもらえるようになるんですよ，となると，たいへんさとか，困難さとかが分かってもらえるから。

自分とかが学校運営協議会に出たら，叱られるんですよ。地域の方に。教育委員会は何をしよんかと。もっと先生たちを助け

てやれよと。要は，ほんとに学校の応援団になっていっている。 

 

こうしたことから，CSには，学校が地域とつながることで，様々な教育効果を高める側面があることが分かった。

後述するように，これまで大切にしてきた生徒会活動を CSの取組と連動させた際に，中学生が地域貢献をする場

面が増え，地域の人々との関わりの中で彼ら自身がさらなる成長を遂げていること，また，地域の人々が学校行事

以外にも関わることで難しい学校課題や教職員の苦労といった真の姿が理解され，地域からの協力が増える一方

で，クレームが大幅に減少するなど，学校の応援団が育ちつつあることが挙げられる。そして，何よりも変わった

のは，教職員とのことであった。地域と目標を共有し，地域・保護者から助けられ感謝されることで，働きがい・

やりがいが向上していることである。 

 

C市学校教育課長：年に何回か必ず合同研修会を行っています。夏前，夏，秋，次年度に向けてと。それでコミスクのことで

合同の学校運営協議会をやっているので，（略）いろんな所で小中の先生がつながって，言いたいことも言えるようになって

きて，小学校の先生の意識も変わってきた。だから自分たちの小学校の子どもたちの学力についても心配になるから，６ 年

生の先生だって，５ 年生，４ 年生やってもらえませんか。じゃやってみましょうか。やったら分かる。（略）った。そういうの

が積み重なってきて，全校で改善検証をやろうとかいうのに少しずつ関わってくれるようになったと思います。 

 

教職員の意識変革と成長なくして子どもたちの成長はない。こうした教職員の成長を促したのは，CSを核とした

小中連携教育，教職員研修システム等における「教職員間のつながり」「市教委・地域とのパイプづくり」があっ

たと捉えられる。市教委の「連携協働を基盤とした学校づくり」により，子ども，保護者，地域住民，教師，教委

など各層の「つながり」が醸成され，教育効果が高まり，地域に信頼される学校，地域教育経営へとつながって

きたことがうかがえた。このように，市教委の様々な取組の根底には，「つながり(連携協働）」の醸成があると考え

た。 

 

（2）「つながり日本一」をめざす取組―次世代型 CSへ― 
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C 市においては，小中連携教育（今後は小中一貫教育）を推進しており，本来，単一の学校で学校運営協議

会であるべきところを今後は中学校区を単位として取り組もうとしている点（C市：次世代型 CS）が特色と言える。

中学校区としての課題共有を図り，小中学校がともに解決を図っていくことで小学校教員の意識が大きく変わり，

中学校文化に見られる組織的な取組の充実が見られた。例えば，ある中学校区において，「課題のあった学テの

問題（中学校 3年生）」や高校入試の問題を校区すべての小学校教員が解く研修を行う中で，小学校における授

業実践に生かしていこうとする意識が育ってきていることが語られた。また，ある校区の中学校は就学援助率が高

いにもかかわらず，この 5 年間の成果に関して，国立教育政策研究所が注目して研究対象としようとしているほど

学力を上げていた。こうした学力向上の結果を示した要因として，次の点を挙げることができる。 

第一に，小中連携において，学びに向かう姿勢づくりへの意識が特に小学校教員に育ってきていることである。

第二に，参加対象を若手教員とした教職員研修「授業の C」の導入である。第三に，「児童生徒の学力向上をめ

ざした年 2回（全国学テ・県学力調査）の検証と改善サイクル」の確立である。 

 ある中学校区で中学生による「CSにおける生徒会活動」の取組についての発表を聞いた。この校区では，従来

から生徒会活動を重視し，生徒の自主性を育むことにより授業が成立する落ち着いた学校づくりをめざしてきた。

こうした積み重ねの上に， CSの取組が加わり，「つながり日本一」をめざした取組が現在行われている。「15歳

は地域の担い手」であるとして，生徒会活動の一環として，CS の部会と連動した委員会組織により「挨拶プラス

１ 」「地域のお年寄りへの個別お弁当配達」「地域清掃活動」「校区小学生への学習支援（サマースクール）」「早

朝元気クラブ（地域の方と走る）」など，様々な地域貢献活動を継続している。この過程で，中学生は小学生時に

地域の人々から受けてきた支援への「感謝の気持ち」を「地域貢献」に変えて，表現している。そして，地域の

人々とのふれあいの中で，「住みたいまち」の姿を考え，今後のまちづくりについての提案を行っている。中学生が

「ふるさと愛」をにじませながら，地域の将来の担い手としての考えを述べた姿に，C市における CSの成果が看

取された。以下は，中学生との質疑応答の一部である。 

 

筆者：CSの取組を通して，ご自分が成長したな，変わったなと思われるところを教えてください。 

 

3 年女子：私は地域の方々への感謝の気持ちがさらに高まりました。地域の行事の準備や企画とかの段階から携わらせてもら

えるようになって，地域の方の支えがあるからこそ，私たちは楽しく学校生活が送れたり，地域で生活が出来ているのだとい

うことを強く実感して，地域の方々に感謝の気持ちが湧いてきました。 

 

筆者：C これから地域の将来像を自分なりにどのように描いておられるのか，教えていただきたいと思います。 

 

3年男子：地域のことに中学生がどんどん入っていって，後継者を作っていくことも大切だと思うんですけど，（略）中学生が出

ていくだけでなくて，さらに地域の方の中でもその輪を広げていけば，CS も発展して，（略）気軽に関われるようになってき

たら，さらに中学生も細かい行事にまで関わっていけるようになって，地域の方も中学生に関わっていくようになって，とても

いい関係が築けていくのではないかと思います。 

 

また，D中学校区の学校長は，CSの教育的な効果について，次のように語っている。 

 

D 中学校区校長：発達資産は，（略）健康度，犯罪率，失業率といった，ソーシャル・キャピタルと反比例の関係にあって，

（略）成長期にある子どもたちが 40 もある発達資産をたくさん持てば持つほど，健全な成長をしていくんだという研究報告

があって，（略）CS により，その全部が保障されていくんだろうと思います。（略）学校がよくなっているというのは，そうい

う相関関係の中で，学校も生徒の発達も高まっていくし，学校の発達も教育力も高まっていく。だから私は漢方薬という言い

方をするんですが，直接的な学力とか，直接的に影響するというよりも総合的に影響するというように思えてきてならないんで

すよ。 
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上記の語りからも，CS とは学校を核として様々な世代を地域の担い手として育み，「つながり」の深まりと相互

作用によって，教育力の高い学校・地域・家庭へと長い時間をかけて醸成し，子どもたちの将来の発達資産につ

ながる豊かなソーシャル・キャピタルを紡いでいく仕組みであるということの重要性を指摘することができよう。以

上の調査結果から，C市の地域連携協働・学力向上施策によるつながりは図 1のようになると考えられる。 

 

 

以上のことから，C市においては，教育長のリーダーシップとマネジメントのもと，「地域創生」につながる「連

携協働の学校づくり」により，子どもたちの学力向上を支える夢や志を育み，教育効果をさらに高めるべく｢教職員

相互，子どもたち，地域相互，学校と地域」のつながりを醸成し，地域に信頼される学校づくり，地域教育経営を

推進していると捉えられた。 

C市との比較並びに，第 2 節での指摘を踏まえ，A 市の「教職員相互，子どもたち，地域相互，学校と地域」

のつながりの傾向を捉えると，学校間，教職員間の横のつながり及び学校と地域とのつながりが弱いと言えよう。 

以上見てきたように，A 市が学力向上を核として，地域・保護者・教職員が一体となり，児童生徒の生きる力

を伸張していくためには，学校と地域，学校間，教職員間のつながりが強化される必要があることが看取された。

また，人と人とのつながりの醸成に基盤を置いた学校づくりや地域教育経営が，教職員の意識変革（学校文化の

醸成）を結果として生み出し，児童生徒の生きる力や学力の伸張へとつながると捉えられた。 

 

 ４ ．A市における今後の学力向上施策・学校経営の改善方策 

 

 本節では，A市の学力向上施策・学校経営の成果と課題並びに C市の施策や実践を踏まえ，A市の改善方策

を提案する。（平成 29年度段階における提案） 

 

（1）中学校区における学力向上につながる学校長のリーダーシップの在り方 

まず，「中学校区における小中連携」の充実である。とりわけ，小中学校長による「校区教育方針」の策定と学

校要覧，校区連携だよりへの方針の明示である。学校と地域が課題や目標，取組を共有するために， 児童生徒

の学力や生活の実態について，データに基づく情報提供も含め校区全戸配付とすべきである。次に，将来の CS

導入に向けた基盤づくりとして，校種間で教職員が学力向上にかかる課題を共有し共通実践を図るために，各中

学校区の PTA 各部会と教職員の校内部会がつながることや，各部会委員として地域自治会役員の参画が考えら

図 1．筆者による「B県 C市の地域連携協働と学力向上施策のつながり」 
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れる。また，学校の地域貢献により，地域の学校に対する意識や教職員の意識変革を同時に図るべきである。そ

の上で，校内及び校区での課題共有を図る方法を実践していくことである。学校長が決定すべき理念づくり(トップ

ダウン)と校区の教職員が連携協働でつくるべき共通実践形成(ボトムアップ)のバランスが重要であると考える。 

 中学校区における教職員・地域住民・保護者・児童生徒・関係機関等のつながり深化により，「信頼」「規範」

「ネットワーク」などのソーシャル・キャピタルを形成し，中学校区としての学校文化を醸成していくことである。 

 しかしながら，中学校区を形成する各校における学校文化の醸成が基盤となることは言うまでもない。露口他

（2016）が教師の授業力を高める学校組織の特性についての論考において，「専門家の学習共同体」醸成による

授業力向上の効果について「学校全体での授業研究を年間数回行うイベント型の校内研修よりも，小さな規模で

の授業研究チームを編制し，当該チームの活動を日常化させることが効果的であると考えられる。学年・教科・テ

ーマ別等のカテゴリーで授業研究チームを編制し，その中で授業研究の頻度と質を高め，授業研究の日常化を促

進することで，教師の PLC 実感（注 4）が高まり，授業力の向上という現象が生起するであろう（p.137）。」と述

べているように，ボトムアップ的な共通実践形成が起きてくる校内研修の仕組みづくりが必要であると捉える。加え

て，学校長のサーバント・リーダーシップ（フォロワーや顧客の成功や幸福のために奉仕・貢献することを第一に

考え行動するリーダーのこと）として，授業観察・研究協議での指導等，教員への関与に積極的な姿勢を示し，

教育的なリーダーシップを発揮していくことも教員の授業力向上を推進する上で重要である。 

 以上，中学校区における校区教育方針の策定，共通実践とこれらを支える学校・地域・家庭のつながりを醸成

していくこと，加えて，各校における「教員の授業力向上」を生み出す研修の仕組みづくりとこれらの学校文化を

設計し創り出す学校長のリーダーシップの在り方が重要な改善点であると考える。 

 

（2）「教育委員会と学校との関係性」を改善するための教育委員会の組織改編 

C市における「教職員相互のつながり」醸成は，中学校区，校内，学校と地域，教職員研修システムに及んで

いた。A市においても，こうした関わりを充実化するために，学校教育全般や特別支援教育，CS経営，授業改善

など特別な課題への専門的なスキルを有する退職教職員の雇用促進を図るべきである。経験豊かな人材により，

教育長及び市教委事務局の後方支援や教育施策の充実がさらに可能となるであろう。加えて，指導主事を中学校

区担当制として，市教委と学校管理職，各校教職員との意思疎通をしやすい工夫をすべきである。 

また，学力向上を核とした施策推進にあたっては，人的資本の集中投資も必要である。学校教育と社会教育を

総合的に進め，学校に最大限の効果を生み出すためには，現職の指導主事をできるだけ一つの課に集め，連携協

働して働くことができる仕組みを導入すべきである。 

主な改善点は，以下の 3点である。第一は，学校教育課に配置する指導主事を増やし，一つの課のもとで一元

的に学校に関わることができるようにする。そして，配置した指導主事は中学校区担当制とする。これまでより濃密

に関わることで，各学校の課題を共有するとともに，市教育委員会の施策理解と推進を図ることができると考える。

そして，各主幹は，人事・管理，生徒指導，学力向上，人権教育，特別支援教育など，専門的な機能を担当し

ながら，学校教育課長との連携をさらに図ることができる。そして，これらの指導主事を従前より短い在籍年数で経

験に応じて配置し，将来の A市教育リーダーとして育成していく。第二は，教育監の新設である。学校教育部門

を主な守備範囲とし，教育長の補佐を行うとともに，CSや小中一貫教育，学校統廃合などの特化された教育課題

解決のための職務を行うことを目的とする。 

以上のような組織改編により，これらの指導主事による中学校区担当制や，学校教育課のもとで一元化した指導

が可能となると考えられる。このように，市教育委員会が学校に一元的に関わることができる組織体制の整備が重

要であると考える。（平成 30年度より，教育参事職新設と学校教育課指導主事の増員が実施された。） 

 

（3）「学校文化の醸成」に向けて―授業改善を継続し，社会に開かれた教育課程の実践へ― 

 C 市における CS を核とした「連携協働の学校づくり」を調査する過程で，CS の仕組みに「生徒会による地域

貢献」「地域による学校支援」「教職員のつながりを強化し支える教職員研修の仕組み」など，様々なつながりの

醸成が作用し合うことで，教職員の意識が変革し，学校文化が醸成されていることが明らかとなった。 
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池田・静屋（2015）は， 「『学校を開く』『組織を開く』『授業を開く』の三つを開く取組を一体的に推進するこ

とで，CSの機能が十分に発揮できるものと考える。そのことで，学校が変わり，授業が変わり，そして子どもが変

わっていく（p.221）。」と述べている。このように，CS を社会に開かれた教育課程を実践する方向へより充実化さ

せていくことが重要である。学校が地域の核として機能することで，ソーシャル・キャピタルを充実化できる最大の

人的資本である教職員の意識変革が生起し，授業力・人間力・コミュニケーション力等が充実化した人材として，

教職員が育成されていくと捉えられる。こうした相互の関係について，露口（2016b）は，「人的資本を高めること

で社会関係資本を醸成できる人材を育成する（p.243）。」と述べている。   

以上のことから，学校長のリーダーシップにより，効果的な研修の仕組みを導入し，日々の授業改善を図る中で，

教職員がさらなる成長を遂げるためにも地域の人々とふれあうことが重要であると考える。教職員の成長こそが地

域に信頼される学校づくりの核である。 

最後に，小西・當山(2018b)は，平成 28 年度より全ての小・中学校で CS 制度を導入している山口県において

実施した大規模なアンケート調査のデータから，「『学校や地域でふれあう大人の活動や様子を見て，学んでいる

か」と「大人になったら自分の地域のために何かをしたいと思うか」という質問のクロス集計の結果，大人の活動

をよく見かけ，学んでいるとする児童生徒がおよそ 75％で，このうち 82％が地域のために何かをしたいと答えてお

り，見かけず学んでいないとする児童生徒の倍近い割合で地域貢献の意識を高めている（p.未定）。』」と述べてい

る。教職員だけでなく，「地域づくりの担い手」である児童生徒や保護者，地域住民が，人と人のつながりの醸成

を基盤として，ともに｢地域の学校文化を醸成する｣施策への進化へとつなげる必要があると考える。 

 

５ ．学力向上を核とした学校改善へ－今後の展望－  

 

学力向上を核とした学校改善に向けて，今後実践すべきことは主に次の 2点である。第一は，PDCAサイクル

から DCAPサイクルへの転換である。その結果，会議・研修時間の効率化を図り，教職員の多忙化を縮減し，授

業準備等にあてる時間を増やすことである。例えば，週に 1回程度，職員朝会を職員夕会に変更することで，その

週に実施した行事等の評価を即時に行い，短期間に次年度計画案に反映することで，職員会議等の時間縮減を図

ることが可能となる。第二は，授業研究の日常化を促していくために，主体的・対話的で深い学びへ導くための授

業モデル（市教委で作成された授業スタンダードの活用）に応じた定型的な指導案をもとに，共通実践を進めると

もに，可能な限り簡易な形式とし，指導案作成にかかる労力を縮減し，授業の中身に力を注げるようにすることで

ある。また，事後研修の進め方を予め決めておき，研修時間を短縮化し，授業の成果と改善点を明らかにして，

次回の授業研究に引き継いでいく仕組みに改善していくことである。こうした組織マネジメントの改善を図るととも

に，CS導入の基盤となる｢社会に開かれた教育課程｣の実践を通して，教職員の意識改革を進めていくことが重要

であると考える。今後も，本会等で発表される学校改善事例に学び，研究的な視点をしっかりと持ち，理論的な裏

付けを確かにした学校運営を進めていきたい。 

 

註 

1）A 市は，県中央部に位置し，人口 41，259 人（H29.9.１ 現在），山と丘陵に囲まれ河川が集まる平野部に開

け，古くからの伝統的産業など製造業への従事者が多い商工業都市。小中学校数 12。 

2）C 市は，県東南部に位置し，人口 51，833 人（H29.8.31 現在），臨海部で温暖な気候と豊かな自然環境に恵まれ，工業

地帯の東部にある大企業工場が集まる工業都市。小中学校数 16。 

3）若手教員対象の市教委主催の自主的な研修グループ。講師選定，研究推進面で市教委の支援が得られる。 

4）PLC とは，「専門家の学習共同体」（Professional Learning Community）の略である。教師間の相互作用の頻度が高く，

教師の行為が共有化された教授・学習の実践と改善に焦点化された規範によって統治されている学校を説明する概念であ

る。露口他（2016b）は，PLC 実感の高い学校では，「同僚間で教育的使命や授業―学習に関するビジョンを共有し，児

童生徒の学力および学習活動への焦点化を図り，同僚相互の授業公開と省察的対話を継続することで児童生徒実態・文

脈・改善方法等についての知識を共に構築し，共有化している（p.125）。」と述べている。 
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本書は，「小・中・高の教員，学校事務職員，スクールソーシャルワーカー，地域住民，研究者というさ

まざまな立場から日々貧困問題に取り組んでいる面々」が，「自身の編み出した実践や参与してきた実践に

ついての具体的内容を，それぞれの視点からわかりやすく描い」（4頁）たものである。子どもの貧困対策法

が成立し，学校に子どもの貧困対策が求められる中，「子どもの貧困問題に何らかのアプローチを試み，ケア

する学校文化，地域文化を創造しようとする先駆的な取り組み」（20頁）の記述を通して，子どもの貧困問題

の解を導く「ヒント」の提示を試みた本書が出版されたことは意義深い。 

序章では，子どもの貧困・不利・困難の実態と理論的背景が説明されている。「経済的困窮に保護者の

様々な困難要因が加わり，それらが社会的支援によって解決されることなく蓄積された結果，不利や困難が

重複して子どもに現れる」（14頁）ことや，「様々な背景を有する子どもを一括りに扱い，集団としての活動を

基軸に，そこへの同調を明示的・潜在的ルールとして定める」従来の学校では，「様々な不利や困難を抱え

る子どもたち」が排除されること（16頁）が指摘されている。また「排除の文化に陥りがちな学校」（17頁）

から，「子ども一人ひとりのウェルビーイングを目標に，それぞれの『生』を支える総合的な働きかけや発達

保障に取り組む」「ケアする学校」（18頁）への変容の必要性が論じられている。 

第１ 部では，貧困・困難・不利に立ち向かう学校の実践が記述されている。第 1章では，生活が厳しく，

低学力で自己肯定感を持てない児童が，職業体験での「本物の体験」を通して，その自己肯定感を高めた

事例が記述されている。第 2 章では，住んでいる町に対してネガティブなイメージをもっていた児童が，授

業の中で地域の歴史や良さを住民から聞き取り，発表することを通して，地域に対して良好なイメージを持ち，

自尊心を高めた事例が記述されている。第 3 章では，社会経済的背景が厳しい生徒が多く通う高等学校に

おいて，教職員が「貧困を越える」という理念のもとに，総合的な学習の時間で，世界や日本の貧困の実態

や，自分が貧困に陥ったときの対処などを学ぶ「貧困を越える学習」を実践したことなどにより，就職率が上

昇してきた事例が記述されている。第 4章では，「あいさつ運動」により，学級であまり目立たない子どもた

ちの自尊感情が高まったことなどが記述されている。 

第 2部では，包括的支援を可能にする学校と福祉・行政の連携事例が記述されている。第 1章では，足

立区の施策の特徴として，「『子どもの貧困対策』に対して教育部局だけでなく首長部局が積極的に関与し，

しかも全庁的な施策を包括的に行っている点」，「これまで行ってきた施策を子どもの貧困対策の観点で体系

化し，発展させている点」（83頁）が挙げられている。第 2章では，家庭教育支援チームによる全戸訪問型

アウトリーチ支援などにより，養育が困難な保護者とその子どものエンパワーに成功した事例が記述されてい

る。第 3章では，教頭が，養育が困難な保護者とその児童を，担任や養護教諭，市の児童福祉課や児童相

談所などと連携しながら，継続的に支援してきた事例の経過が記述されている。第 4章では，埼玉県の４ 市

の学校の保護者負担金が公費負担分の 5～10倍であり，その支出額の自治体間の差が大きいことや，学校

事務職員による私費負担を減らすための工夫などが記述されている。 
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第 3部では，多様な課題を抱える子どもをエンパワーする学校と地域の連携による活動が記述されている。

第 1章では，社会経済的背景が厳しい生徒が，ストレス・マネジメント学習などによって，周囲の生徒と人間

関係を築いていった経緯が記述されている。第 2 章では，隠岐島前高校において，生徒が地域の問題を発

見し，その解決策を立案，実行することを通して，「自分たちの行動が小さくとも社会に変化を生む」（134頁）

ことを学んだ事例などが記述されている。第 3 章では，“しんどい思いを共感し，学習の基礎，基本の定着

をめざす”土曜教室において，大人との一対一での学習によって，「しんどい子ども」が自己肯定感を獲得し，

学習に対して前向きな姿勢を持つようになった事例が記述されている。 

終章では，「子どもの貧困対策として学力対策を行うことで，学力による格差化という既存の学校秩序は，

本質的なところでは傷つくことなく維持される」（154頁）ことや，「貧困自体が問題」（156頁）であり，それ

自体が解決されるべきであること，本書で記述されている「民間・地方の実践が，国が十分な対策をしない

口実となってはいけない」（同頁）ことなどが指摘されている。 

以上の内容から，評者が考える本書の主な意義として次の２ 点を挙げたい。 

第一に，本書では，貧困・不利・困難を抱える児童生徒がケアされることにより，社会に包摂されることを

めざした，日本における多様な学校運営や教育実践，教育と福祉の連携活動が具体的に記述され，それら

の実践がどのような意味を持つのかについて学術的に論じられていることに意義が認められる。従来の「効

果的な学校」研究では，本書と同様に，社会経済的背景が厳しい児童生徒が多い学校における学校運営や

教育実践，地域連携活動が着目されてきた。しかし，そうした「効果的な学校」研究では，主に児童生徒の

「学力」を高めることに関心が注がれてきた。それに対して，本書は，貧困や不利，困難を抱える児童生徒

がケアされることを通して，社会に参加できるようエンパワーされることに関心を注いでいる。そのような関心

のもとに，学校運営や教育実践，教育と福祉の連携活動の具体的な実践が記述された書籍は，管見の限り，

これまでほとんど出版されてこなかったように思われる。 

第二に，本書は，大学における教員養成課程の教科書としても有用な点に意義が認められる。本書の理

論や実践事例は，教職課程コアカリキュラムにおける「教育に関する社会的，制度的又は経営的事項」で示

されている教育制度，学校安全，危機管理，学校経営，地域連携の各領域に関する内容を含んでいる。ま

た，事例の記述が具体的であるため，学部生や院生も興味をもって読むことができるだろう。学校に「ケアす

る文化」を構築していくためにも，教員志望者が本書を学ぶ意義は大きいように思われる。 

ただし，評者が考える本書の課題として，次の２ 点を挙げておきたい。 

第一の課題は，社会経済的背景が厳しくない地域の学校において，一人ひとりの子どもの社会的背景に目

を向け，その子どものニーズに応じた教育を行う「ケアする文化」を構築する方途を示すことである。本書の

事例の多くは社会経済的背景が厳しい地域の学校を対象としていた。本書はそのような地域の学校において，

ケアの文化を構築し，子どもの貧困の問題の解を導く「ヒント」を提示することに成功しているように思われる。

だが，社会経済的背景が厳しくない地域の学校において，「ケアする文化」を構築する「ヒント」を提示する

ことについては十分に成功しているとは言い難い。そのような地域において「ケアする文化」を構築しようとし

ている学校を発見することが今後の課題なように思われる。 

 第二の課題は，社会経済的背景が厳しい保護者が「社会的にも政治的にも声を上げ得るようにエンパワ

ー」（157 頁）される方途を示すことである。保護者も，自分が置かれている状況が，ある社会構造の結果

であり，その構造を変えることができるとの信念や，その方法を学習することが重要なように思われる。つま

り，保護者も，「適応」だけでなく，「抵抗」の力を身につける必要があるのではなかろうか。そうした学習を

試みている社会教育実践を発見することも今後の課題なように思われる。 

 以上の課題は見られるものの，本書は，学校での子どもの貧困対策に関する貴重な実践が多く記述されて

おり，今後の学校を中心とした子どもの貧困対策の実践において必読の書であると言えよう。 
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 筆者は平成 20 年に東北大学に入学し 3 年次に東日本大震災に被災，在学中に 3 つも研究賞を受賞，平

成 29年に東北大学大学院博士課程を修了している。修了後は新設の独立行政法人教職員支援機構研修特

別研究員に入職，英国派遣などで教員国際比較研究や先端統計手法の技術習得をはかりつつ，現職教員対

象の研修企画・実践も果たしてきた。本年 9月からは明星大学教育学部講師として教員養成にも携わること

となった。本書は筆者の博士論文を書籍として大幅に再編集したものである。別の論文である被災地 1万人

超の教職員の健康・多忙に関するマルチレベル分析の報告(神林 2015)も踏まえれば，筆者が教員と学校に

温かい視点を持ちながら，最先端の縦断的な数量分析を駆使して学校改善を探ろうとする姿勢が理解できよ

う。筆者を見れば優しさも科学の力が伴わなければ無力にすぎないことを逆説的に思い知らされる。 

 本書は本文 216 頁，60の図表はいずれも先端的で縦断性の強い統計分析か戦後教育史における教員の

職の変化の歴史記載の詰まったものである。引用文献数は 205部，うち 32部は日本語未訳の英文書籍・論

文である。実証分析の対象となった素材は多様で個性的選択がなされている。1950年の教員勤務時間の調

査データを最古とする 14の時代別の労働時間調査の再分析(第一章)の他に，公刊統計である「公立学校教

職員人事行政調査」 (第二章)，平成 18 年度文部科学省委託調査研究「教員勤務実態調査」(東京大学，

2007)(第三・四章)，OECD の国際教員指導環境調査『TALIS2013』(第五章)等からなる。質的分析として

大正 14 年を最古とする新聞記事分析を併用し，特にこの 30 年間の社会からみた教員の多忙・長時間労働

の議論の分析(序章，第二章)を行っている。統計分析と戦後教育史の記録分析を実証根拠とし，国際比較も

交えることで「従来の教員の業務負担に関する研究は，十分かつ適切な実証に基づくことなく，教員の業務

負担を規定する要因として，事務処理などの周辺的職務に重きを置いてきた」が，多忙の主因は「生徒指導

に伴う今日の日本の教員の業務負担」(pp.201-202)にあることを導出している。また，教員の多忙問題の改善

は「『本来的な業務である生徒指導は，教員に負担をもたらさない』という暗黙の前提」(p.204)で今までの学

校改善論が組み立てられているため今後も「多忙化が一層進展する」(p.205)と予言する。加えて，「学校教

育や教員が担う教育活動を再編するのは難しい」(p.207)と断言し，多忙問題解決の難しさを指摘する。多く

の学校教育関係者がどこか気づいていながら無理に信じようとしてきた“周辺的な職務(書類・調査といった

事務業務)の多忙は改善できる”という「包帯のような嘘」(中島みゆき『世情』)を圧倒的な分析力で否定し，

“学校改善の視点で直視すべき時が来た”と筆者は指摘しているといえる。 

 「周辺的な職務」論の提唱者の一人が評者であり，筆者は上述のように圧倒的分析力でこれを葬り去った。

葬り去られた評者は優れた若手研究者に敬意を示しつつ，筆者と学校改善学へ今後の課題を提案したい。対

価・負担(コスト)だけでなく成果(パフォーマンス)も合わせて考える必要性である。守るべき成果の上でこそ

負担の調整を考えないとコスト・パフォーマンスは議論できない。労働負担は人的経営資源であり予算や物

資，情報などに並ぶ教育成果に払う対価の一領域である。この 20年，例えば教育改革の中での仕事のやり

方の変化(情報としての経営資源)や，教育機器・設備の急変(物資としての経営資源)，また，学校教育の予

算の難しさも続き，学校の経営資源確保困難は続いている。これらの代わりを補う意味で教職員(人的資源)
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は多忙や勤務時間増に甘んじてきた。しかし，人的資源にも限りがきていることを本書は証明した。今後は

“多忙に甘んじてまで何を果たそうとしてきたのか？ ”に配慮と探求を要するように感じられる。つまり，学校教

育は“何が成果なのか？ ”という問いである。“学力(学校で身に付ける力)”としか答えようがないが，この言

葉はあまりに幅広く人それぞれで定義が異なり齟齬が生じやすい。ここに探求と議論と整理と提案を果たしう

る学会は日本学校改善学会であり，学会の核の一人が筆者である。次の時代の学校改善を期待する。 
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